
 

 
令和６年度 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 

社会福祉推進事業 
 
 
 
 
 

 

地域共生社会の実現に向けた 
分野横断的な地域づくりの手法に関する調査研究 

報 告 書 
 
 

 

 

 

 

 

 
令和７（2025）年 3月 

  



 

 
  



 

 

― 目 次 ― 

第１章 本事業の目的と実施内容 ................................................................................ 1 

１． 本事業の目的 ....................................................................................................................... 1 
２． 本事業の全体像 .................................................................................................................... 1 
３． 本事業の実施概要 ................................................................................................................ 2 
４． 実施体制............................................................................................................................... 8 
５． 成果等の公表計画 ................................................................................................................ 9 

第２章 文献・資料調査結果 ..................................................................................... 10 

１． 調査結果............................................................................................................................. 10 

第３章 都道府県アンケート調査 ............................................................................... 11 

１． 調査結果.............................................................................................................................. 11 
２． 調査結果概要版 .................................................................................................................. 23 

第４章 地域づくりヒアリング調査結果 ................................................................... 24 

１． ヒアリング調査記録 .......................................................................................................... 24 
２． 地域づくり事例集 .............................................................................................................. 96 

第５章 自治体担当者向けガイドブック ................................................................. 126 

資料編 ..................................................................................................................... 150 

 
  



 

 
 

 



1 

  

第１章 本事業の目的と実施内容 

１．本事業の目的 

本事業は、分野横断的な地域づくりを推進するために、先行して取組む事例を把握するとと

もに、保健医療、福祉（ひきこもり、刑務所出所者、困難な課題を抱える女性、孤独孤立、保

健、難病、医療的ケア児、社会的処方等）及び他省庁の取組との連携した地域づくりの手法に

ついて調査研究を行うことを目的として実施した。 

 

２．本事業の全体像 

（１）全体構成 

本調査研究事業の全体構成は、以下の通りである。 

まず、基礎的な情報整理として、文献・資料調査（第２章）により、厚生労働省以外の省庁の

地域づくりに関する制度・施策、取組事例等を把握した。また、都道府県を対象にアンケート

調査（第３章）を行い、包括的な支援体制に整備に向けた市町村の取組の把握状況、都道府県

としての取組、分野横断的な地域づくりの事例等を把握した。 

次に、分野横断的な地域づくりの事例収集として地域づくりヒアリング調査を実施し、事例

集を作成した（第４章）。福祉部門・まちづくり部門による取組、民間企業・団体等による取組

を対象に、取組のプロセスや各種制度の活用状況、取組体制や関係機関等を把握した。 

これらの結果をふまえて、包括的な支援体制の整備に向けた地域づくりとは何をすることな

のか、現場に求められる実践やそれを可能とする環境整備のあり方について解説するガイドブ

ックを作成した（第５章）。これらをとりまとめる形で本報告書を作成した。 

 

図表 １-1  本事業の全体構成 

 

包括的な支援体制の整備に向けた都道府県の
取組状況・取組予定、都道府県内の地域づく
りの取組事例を把握。

各省庁（小さな拠点、地域運営組織の形成、
農村RMO、脱炭素地域づくり等）の地域づく
りに関する制度・施策等を整理し、市町村に
情報提供できるよう資料化。

都道府県内の取組状況・事例の把握
都道府県アンケート調査

各省庁の地域づくり施策の整理
文献・資料調査

包括的な支援体制の整備に資する地域づくりの取組を対象に、取
組の発端・プロセスや各種制度の活用状況、行政と地域・民間の
関係性や取組体制等を把握。

分野横断的な地域づくりの事例収集
地域づくりヒアリング調査

包括的な支援体制の整備に向けて地域づくりを進める上でのポイント、
行政が分野横断的な地域づくりを進める上で果たすべき役割等をとりま
とめて自治体向けのガイドブックを作成。また、分野横断的な地域づく
りの取組事例を事例集として作成。

包括的な支援体制の整備に向けた地域づくりに関する論点整理
報告書・事例集の作成
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（２）実施スケジュール 

本事業の実施スケジュールは、以下の通りである。 

 

図表 １-2  実施スケジュール 

 
  

３．本事業の実施概要 

（１）文献・資料調査 

① 目的 

各省庁（小さな拠点、地域運営組織の形成、農村RMO、脱炭素地域づくり等）の地域づくり

に関する制度・施策等を整理し、自治体の福祉部門担当者に情報提供できるよう資料化を行っ

た。 

 
② 調査対象 

厚生労働省「重層的支援体制整備事業に係る他分野との連携通知」のうち、以下の通知の中

で言及されている施策・事業に関連して設けられている地域づくりの支援制度等の中で、地域

福祉関連の活用事例があるもの。また、厚生労働省「第４回地域共生社会の在り方検討会議」 

（2024年9月 30日開催）で報告された他省庁の取組からも、同様の観点で地域づくりの

支援制度等の抽出を行った。 

 重層的支援体制整備事業と地域力創造施策との連携について（令和 3年 10 月 1日付）
※総務省 

 重層的支援体制整備事業と地方創生施策との連携について（令和3年12月 1日付）※

令和７年令和６年

３月２月１月12月11月10月９月８月７月

【委員会】
委員会設置、事前協議
開催

【文献・資料調査】
 とりまとめ方法の検討
調査の実施

【都道府県アンケート調査】
調査票の設計
調査の実施、集計・分析

【地域づくりヒアリング調査】
 ヒアリング実施計画の作成
 ヒアリング調査の実施

【事例集の作成】

【報告書の作成】

第１回 第２回 第４回第３回
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内閣府 

 重層的支援体制整備事業と農林水産施策との連携について（令和 4 年 3 月 1 日付）※
農林水産省 

 重層的支援体制整備事業と地域循環共生圏に関する施策との連携について（令和4年6
月 30日付）※環境省 

 

③ 調査内容 

・制度の概要 

・支援内容等 

・地域福祉関連の活用事例（コミュニティ形成、参加支援等） 

・詳しく知りたい場合のURL等 ／等 

 
④ 調査方法 

文献・資料調査（各省庁HPからの情報収集） 

 
⑤ 調査実施期間 

令和6年8～10月 

 
（２）都道府県アンケート調査 

① 目的 

包括的な支援体制の整備に向けた地域づくりに関する都道府県の取組、都道府県内の地域づ

くりの取組事例等を把握するため、都道府県アンケート調査を実施した。 

 

② 調査対象 

都道府県の包括的な支援体制の整備／重層的支援体制整備事業の担当者 

 

③ 調査内容 

・各市町村の包括的な支援体制の整備に向けた取組状況をどの程度把握しているか（相談支

援／地域づくり） 

・包括的な支援体制の整備に向けた都道府県の取組状況（相談支援／地域づくり） 

・包括的な支援体制の整備に向けた都道府県の今後の取組予定（相談支援／地域づくり） 

・「分野や制度の枠組みにとらわれない地域づくり」という観点から注目している都道府県内

の取組事例 

・包括的な支援体制の整備に向けた地域づくりに関する意見 ／等 

 

④ 調査方法 

WEBアンケート調査 
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⑤ 調査実施期間 

令和6年8月 26日～9月 13日 

 
⑥ 回収結果 

調査対象数47件、有効回収数45件、有効回収率95.7％ 

 
（３）地域づくりヒアリング調査、地域づくり事例集 

① 目的 

包括的な支援体制の整備に資する「分野横断的な地域づくり」の取組事例を把握することを

目的として、地域づくりヒアリング調査を実施した。 

 

② 調査対象 

検討委員会（（５）に記載）での議論をふまえ、以下の視点から調査対象の選定を行った。 

○個別支援と地域づくりの両輪が意識されている事例 

○地域づくり取組の多様性を感じられる事例（福祉文脈以外で取り組まれている事例、行政

の関わりがない事例、これらが結果的に福祉に貢献していることを伝達する） 

○個別支援と地域づくりの違いを理解し、行政の福祉部門がまちづくり部門・関係者と協働

するためのヒントを得られる事例 

○施策としての広がりを感じられる事例（取組単体ではなく地域の中での様々な取組が連動

しながら動いている事例） 

 

＜調査対象の選定方法＞ 

・委員会委員からの情報提供や推薦 

・厚生労働省からの情報提供や推薦 

・その他、事務局による情報収集 

 

③ 調査内容 

・地域づくりのプロセス・ストーリー 

・地域づくりの取組内容 

・活用している制度等 

・自治体の関わり 

・取組による変化 

・今後の方向性 ／等 

 
④ 調査方法 

訪問による聞き取り調査 

 
⑤ 調査実施期間 

令和6年11月～令和7年1月 
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⑥ 調査実施経過 

調査実施経過は、以下の通り。 

 

図表 １-3 地域づくりヒアリングの調査対象 

取組主体 取組・拠点の名称 
対象 

地域 
ヒアリング対象 

ヒアリング 

実施日 

養父市 
社会的処方推進課

による取組 

兵庫県 

養父市 

・養父市 

・合同会社Roof 

2024年 

11 月 1日 

日向コミュニ

ティ振興会 

日向コミュニティ

振興会による取組 

山形県 

酒田市 

・日向コミュニティ振興会 

・東北公益文科大学 

・酒田市 

2024年 

11 月 19日 

一般財団法人 

明石コミュニ

ティ創造協会 

協働のまちづくり

推進組織を支援す

る事業 

兵庫県 

明石市 

・一般財団法人 明石コミュニテ

ィ創造協会 

2024年 

11 月 27日 

三股町社会福

祉協議会 

三股町コミュニテ

ィデザインラボ 

宮崎県 

三股町 

・三股町コミュニティデザインラ

ボ 

2024年 

12 月 3日 

豊明市 
共生社会課による

取組 

愛知県 

豊明市 
・豊明市 

2024年 

12 月 6日 

株式会社グラ

ンドレベル 
喫茶ランドリー 

東京都 

墨田区 
・株式会社グランドレベル 

2024年 

12 月 12日 

つなぐば家守

舎株式会社等 

シェアアトリエつ

なぐば等 

埼玉県 

草加市 

・つなぐば家守舎株式会社 

・一般社団法人なつかしいミライ 

・ハングオーバー株式会社 

・株式会社ここにある 

・社会福祉法人福祉楽団 

・草加市社会福祉協議会 

・草加市 

2025年 

1 月 20日 
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（４）自治体担当者向けガイドブック 

① 目的 

自治体担当者を対象に、「包括的な支援体制の整備」のために、なぜ地域づくりが必要なのか、

それを進めるための現場での実践として、地域に対しどのような働きかけが必要なのか、また

それを実現するための環境をどう整備すべきか等を解説することを目的として、自治体担当者

向けガイドブックを作成した。 

 
② 読み手 

○自治体の包括的な支援体制の整備／重層的支援体制整備事業の地域づくり担当者 

 

③ 構成・内容 

ガイドブックの構成は、以下のとおり。 

 

１．＜考え方編＞包括的な支援体制の整備に、なぜ「地域づくり」が必要なのか 

はじめに～福祉行政における「地域づくり」とは何か？ 

（１）「包括的な支援」になぜ「地域づくり」が必要なのか 

（２）「生きていくことを支える」ためになぜ地域が大切なのか 

（３）福祉行政からみた２つの「地域づくり」への関わり方 

 

２．＜現場実践編＞ 包括的な支援体制に向けて福祉行政はどう地域に働きかけるか？ 

（１） 個別支援を起点に地域にどう働きかけるか？ 

（２）地域そのものへの働きかけ～中長期のアプローチ 

（３） 並走する「個別支援起点」と「地域そのものへの働きかけ」 

 

３．＜環境整備編＞地域に働きかけるための組織のあり方 

（１）行政の福祉部門に組織として求められること～管理職へのメッセージ 

（２）事業も財源も「分野横断できる」ことを知る 

おわりに 
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（５）検討委員会の設置・運営 

① 委員構成 

検討委員会委員及びオブザーバーは、以下の通りであった。 

 
図表 １-4 検討委員会 委員 

氏 名 所 属 

秋山 太 久留米市 健康福祉部 地域福祉課 主査 

竹端 寛 兵庫県立大学 環境人間学部 教授 

◎永田 祐 同志社大学 社会学部 社会福祉学科 教授 

根岸 拓哉 まちの保育園 小竹向原 チーフコミュニティコーディネーター 

松﨑 亮 社会福祉法人三股町社会福祉協議会 コミュニティデザインラボ 所長 

松本 小牧 豊明市 市民生活部 共生社会課 課長 

◎座長                                                         （五十音順、敬称略） 
 

図表 １-5 検討委員会 オブザーバー 

氏 名 所 属 

南  孝徳 
厚生労働省 社会・援護局 地域福祉課 生活困窮者自立支援室 

／地域共生社会推進室 室長 

高坂 文仁 
厚生労働省 社会・援護局 地域福祉課 地域共生社会推進室 

室長補佐 

犬丸 智則 
厚生労働省 社会・援護局 地域福祉課 地域共生社会推進室 

支援推進官 

石松 香絵 
厚生労働省 社会・援護局 地域福祉課 地域共生社会推進室 

支援調整係 係長 

（敬称略） 
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② 開催経過 

開催日時、開催方式・場所、議題は、下記の通りであった。 

 

図表 １-6 開催日時、開催方式・場所、議題 

 開催日時 開催方式・場所  議題 

第１回 

令和6年 

9 月 30日 

15:00～17:30 

対面開催 

TKP東京駅カンフ

ァレンスセンター 

カンファレンスル

ーム10B 

・文献・資料調査結果の報告 

・都道府県アンケート調査結果の報告 

・包括的な支援体制の整備に向けた地域

づくりに関する論点 

・地域づくりヒアリング調査実施計画 

第２回 

令和6年 

12 月 10日 

17:30～20:00 

対面開催 

TKP東京駅カンフ

ァレンスセンター 

カンファレンスル

ーム10B 

・ヒアリング調査結果中間報告 

・ガイドブック構成案 

・事例集の構成案 

第３回 

令和7年 

2 月 5日 

18:00～20:00 

ZOOMによるオン

ライン開催 

・ガイドブック構成案 

・事例集の構成案 

第４回 

令和7年 

3 月 28日 

9:30～12:00 

ZOOMによるオン

ライン開催 

・ガイドブック案 

・事例集案 

 

４．実施体制 

本事業の実施体制は、以下の通りであった。 

 

図表 １-7 事業実施体制 

氏 名 所 属・役 職 

岩名 礼介 三菱UFJリサーチ&コンサルティング 社会政策部 主席研究員 

齋木 由利 三菱UFJリサーチ&コンサルティング 地域政策部 主任研究員 

栗山 智帆 三菱UFJリサーチ&コンサルティング 研究開発第１部（大阪）副主任研究員 

松井 望 三菱UFJリサーチ&コンサルティング 社会政策部 副主任研究員 

西尾 秀美 三菱UFJリサーチ&コンサルティング 社会政策部 副主任研究員 

窪田 裕幸 三菱UFJリサーチ&コンサルティング 社会政策部 研究員 

伊藤 瑞萌 三菱UFJリサーチ&コンサルティング 研究開発第２部（名古屋）研究員 

藤山 美律 三菱UFJ リサーチ&コンサルティング 地域政策部 研究員 

信國 舞 三菱UFJ リサーチ&コンサルティング 社会政策部 研究アシスタント 

三浦 美恵子 三菱UFJ リサーチ&コンサルティング 社会政策部 研究アシスタント 
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５．成果等の公表計画 

報告書、ガイドブック・事例集については、事業実施主体である三菱UFJリサーチ＆コンサ

ルティングの公式HPにて公開し、厚生労働省を通じて全国の自治体に対し、広く周知を行う。 
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第２章 文献・資料調査結果 

１．調査結果 

調査結果については、資料編に記載した。 
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第３章 都道府県アンケート調査 

 

重層的支援体制整備事業・移行準備事業を実施している全国の市区町村を対象に実施した「包

括的な支援体制の整備に向けた地域づくりに関する都道府県アンケート調査」の結果は、以下の

通りであった。 

１．調査結果 

（１）包括的な支援体制の整備に向けた各市町村の取組状況の把握状況（問２） 

相談支援も地域づくりも、「重層事業・移行準備事業を実施している市町村の取組状況は把握

している」という都道府県が最も多く、それぞれ45件中24件、26件となっている。次い

で、「重層事業・移行準備事業の実施の有無にかかわらず、各市町村の包括的な支援体制の整備

に向けた取組状況を把握している（相談支援14件、地域づくり9件）」となっている。 

 

図表 3-1 市町村の取組の把握状況 

 
 

図表 3-2 その他（自由記述） 

（相談支援・地域づくり共通） 

・重層事業・移行準備事業を実施している区市名は把握しているが、自治体数も多く、各自治体における取組

状況を正確に把握することは難しいと考えている。 

・重層事業は取組状況を把握しているが、移行事業は把握できてない。 

・重層事業・移行準備事業を実施している市町村名は把握しているが、すべての実施市町村の取組状況は把

握していない。 
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地域づくり（n=45）

相談支援（n=45）

重層事業・移行準備事業の実施の有無にかかわらず、各市町村の包括的な支援体制の整備に向け

た取組状況を把握している

重層事業・移行準備事業を実施している市町村の取組状況は把握している

重層事業・移行準備事業を実施している市町村名は把握しているが、取組状況までは把握してい

ない

その他
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（２）包括的な支援体制の整備のために行っている取組（問３・問４） 

相談支援も地域づくりも、「市町村等を対象とした研修会・勉強会等の開催」という都道府県

が最も多く、それぞれ45件中43件、41件となっている。次いで、「法令・制度に関する市

町村等への基本的な情報提供（相談支援40件、地域づくり40件）」となっている。 

 

図表 3-3 都道府県の取組 

 

 

図表 3-4 その他（自由記述） 

【相談支援】 

・県庁内における関係部署間での情報共有等 

【地域づくり】 

・県庁内における関係部署間での情報共有等 ／等 

 

図表 3-5 取組の内容 

【法令・制度に関する市町村等への基本的な情報提供】 4 件 

・福祉分野以外で活用できそうな補助金や支援制度の情報提供を行っている。 

・住民主体の地域福祉活動の推進のための事例提供 

・国のキャラバン事業を活用して先行事例の紹介。 

・国等からの情報提供を随時市町村へ共有している。 
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取組は、特に行っていない

都道府県庁内での関係部署間の協議

精神保健、刑務所出所者、難病患者等、都道府

県が支援関係機関となる分野での取組

各市町村の個別の課題に応じた支援（アドバイ

ザー派遣など）

各市町村の取組状況や困りごと、課題等の情報

収集

福祉部門以外を含む市町村間の意見交換の場の

提供

福祉部門における市町村間の意見交換の場の提

供

市町村等を対象とした研修会・勉強会等の開催

法令・制度に関する市町村等への基本的な情報

提供

相談支援（n=45） 地域づくり（n=45）
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【市町村等を対象とした研修会・勉強会等の開催】 19 件 

・市町村研修会の開催 

・今年度、研修を実施予定 

・セミナー開催、事例検討会を実施 

・包括的な支援体制の整備に関する研修会の開催 

・市町村担当者及び関係機関を対象とした情報交換会の開催 

・研修会において地域づくりに関する実践報告を設定している。 

・その年のテーマによるが、毎年研修を行っている。 

・県社会福祉協議会と協働し、研修会を開催している。 

・市町村を個別に訪問して意見交換を行ったり、研修会を開催して先行自治体による事例発表等の場を設け

ている。 

・各自治体の困りごとを把握し、その声をもとに研修会を企画している。 

・地域づくりに限らないが、重層的支援体制整備事業の後方支援事業を社会福祉協議会に委託して実施して

おり、研修会や意見交換会を開催している。 

・地域づくりについてのみでなく、相談支援・参加支援・地域づくり全般の研修会を実施 

•国の予算、「重層的支援体制構築に向けた都道府県後方支援事業」も活用しながら、区市町村職員、区市町

村社会福祉協議会職員を対象としたシンポジウムを開催するなど、機運の醸成に努めている。 

・外部講師を招へいし、座学＋グループワークを内容とする研修を行っており、相談事業や地域づくり事業に

ついてデザインする視点を持って、事業の実施状況を見直すよう伝えている。 

・市町と市町社会福祉協議会（地域づくりの担い手として）が合同参加する、包括的支援体制の構築に向けた

研修を実施している。 

・包括的な相談支援体制に関わる人を対象として、地域づくりなどをテーマとした研修会を開催している。 

・地域づくりの取組を具体的にイメージしてもらえる場として、市町村職員等を対象とした意見交換会及び学習

会を実施。 

・県においては、市町村ごとの個別の勉強会等（アドバイザー派遣を含む）を通して、「包括的な支援体制の整

備」や「地域づくり」についての説明とともに、当該市町村の取組事例を通して、「地域共生社会の実現」の周

知理解を得るよう取り組んでいる。 

・市町職員・相談支援機関の職員向けに地域共生社会の普及・啓発に関するセミナーを実施している。令和６

年度の研修では重層事業に取り組む市町や他県の先進事例の講義等を予定している。 

 

【福祉部門における市町村間の意見交換の場の提供】 7 件 

・意見交換の場の提供 

・市町村担当者間での状況共有 

・市町村向け研修にて市町村同士でのグループワークを行っている。 

・各市町の情報交換の場の提供 

・地域づくりだけに特化したものではないが、先進自治体の取組共有や市町村・社協間での情報交換 

・市町村関係課同士でのワークなどを行う研修会を実施 
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・「重層的支援体制整備事業に向けた都道府県後方支援事業」の一環として、重層事業関係者（市町行政、

市町社協等）を集めた情報交換会または研修会を開催し、市町担当者間のネットワークづくりや、重層事業の

メリット・デメリット共有等を行っている。 

 

【各市町村の取組状況や困りごと、課題等の情報収集】 1 件 

・各市町村の取組状況や困りごと、課題等の情報収集 

 

【各市町村の個別の課題に応じた支援（アドバイザー派遣など）】 11 件 

・市町からの要望に応じて、アドバイザーを派遣し近隣市町を含めた意見交換会などを行うことで、市町の支援

を行っている。 

・地域活動に関するアドバイザー派遣の事業をしている。 

・地域の実践者等派遣による支援 

・アドバイザーを派遣し他市町の好事例の共有等を行うことで各市町の個別課題に応じた支援を行っている。 

・個別課題に応じた支援 

・社会資源の状況等が地域によって異なることから、各市町の個別の課題に応じた助言等の支援を行う事業を

実施。内容は次のとおり。・県、県社協、市町社協などのコアメンバーによる打合せ、・市町の関係機関のセル

フチェックによる課題の抽出及び共有（目標の設定）、・目標達成に向けた取組の検討及び実行（大学講師な

どの有識者による助言を含む。） 

・アドバイザー派遣による個別支援 

・各市町村の課題に応じた助言等を行うアドバイザーを派遣している。 

・市町村へのアドバイザー派遣 

・重層的支援体制の整備に向けて取り組む市町へアドバイザーを派遣し、地域づくりを含む重層事業の取組

に関する困りごとや課題に対する支援を行っている。／等 

 

【福祉部門以外との連携】 2 件 

・他業種や福祉以外の機関との連携について 

・農村 RMO の協議会に参画するなど、庁内連携も進めている。 

 

【その他】 3 件 

・地域づくりとして注力している取組はない。 

・今年度から、社会福祉協議会と連携し、「重層的支援体制整備促進事業」を実施して、重層事業について実

施や実施を検討している区市町村、区市町村社会福祉協議会を支援するため、電話相談、訪問による情報提

供、助言等のほか、「体制構築に係る手法の分析と展開」、「事例発表（報告）会」、「先行自治体情報交換

会」、「報告集の作成」の４つの柱からなる事業を展開して、自治体の後方支援に取り組んでいる。／等 
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（３）分野や制度の枠組みにとらわれない地域づくりとして注目している都道府県

内の取組事例、事業実施前後の変化（問５） 

 
図表 3-6 重層的支援体制整備事業・移行準備事業の実施別にみた、 

都道府県内の地域づくりの取組事例 

取組内容 重層事業を実施 移行準備事業を実施 いずれも実施なし 合計 

居場所づくり ４件 ０件 ０件 ４件 

交流拠点づくり ０件 １件 ０件 １件 

座談会 ４件 ０件 ０件 ４件 

市民団体との協働 ５件 ２件 ０件 ７件 

相談窓口の設置 ０件 ０件 １件 １件 

合計 13 件 ３件 １件 17 件 

 
 

図表 3-7 都道府県内の地域づくりの取組事例（事業実施前後に変化があったもの） 

取組内容 取組内容の詳細 事業実施前後の変化 

交流拠点づくり

（１件） 

地域の交流拠点 市内他地域への展開（2 か所目が開所予

定） 

座談会（２件） 地域づくりトークセッション（住民座談会）…

地区ごとに開催。該当地区に関係のある

方であれば誰でも参加することができ、「こ

んなことに困っている」「地域にこんなこと

があるといい」「地域でこんなことがしたい」

など、地域について話し合う。 

移行準備では２名体制だったところ、重層

開始に伴い３名体制となった。 

地域づくりミーティング…重層的支援体制

整備事業第３号「地域づくり事業」担い手

たちが集い、互いの活動内容、課題、やり

たいことを共有。コラボレーション企画を発

案・実施 

重層事業は市民の生の声が聞ける場とし

て様々な部署に活用されており、庁内の関

係職員は事業実施の効果を感じている模

様。 

重層事業実施検討の過程が、専門職含め

た職員が本気で地域福祉を考える機会と

なり、人口減や限界集落といった現状を踏

まえ、住民の暮らしを守るためになにが必

要なのか、職員が考えるきっかけとなって

いた。 

市民団体との協

働（５件） 

高校生や大学生が地域福祉課題の解決

に取り組む市民活動団体と協働し、地域

活動の活性化を図っていたりと新しい枠組

地域づくりの拠点先に必要な支援機関や

地域資源につなぐための役割を明確にし

た職員（エリアマネージャー、コーディネー
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みでの地域づくりに取り組んでいる。 ト推進員等）を配置、また、まちの課題解決

に向けた他分野との情報共有・連携を強

化する等、重層事業実施を大きなきっかけ

として、取組内容と体制の充実が図られ

た。 

漁福連携 参加支援メニューの充実 

住民に身近な小学校区を活動圏域とする

団体へ支援を行い、住民が主体となって

地域課題の把握やその解決に取り組む事

業を推進する。 

地域の見守りネットワークの中で把握した

複雑・複合的な課題を抱える住民やその

世帯について、地域の中での解決が難し

い場合は、重層的支援体制整備事業の多

機関協働事業へとつなぐことで、役割分担

しながら支援を行えるようになった。 

地元のＮＰＯ法人と連携し、人と人、商店・

企業と地域、人とモノをつないでいく「地域

循環型コラボ」の登録制プラットフォームを

構築し、それぞれがコラボレーションできる

環境を整えている。 

移行準備事業の受託を契機に、新たな拠

点を設立し、それまで実施していた様々な

居場所づくり等の取組を統合 

地域おこし協力隊やｅスポーツとの連携に

よる取組 

事業実施関係者の多様化、関係団体等で

の連携強化 

 
図表 3-8 都道府県内の地域づくりの取組事例 

（事業実施前後に変化がなかったもの、不明なもの、事業実施前後の変化が未回答だったもの） 

分類 取組内容 

居場所づくり

（４件） 

校内居場所カフェ 

不登校児や子育て家庭の受け皿として、地域センターの平日昼間（第１・３水 9:30～13：

00）を全館貸し切りにして、多世代、多分野の方が自由で居心地の良い地域の場所を提

供。／等 

座談会（２件） お互い人や顔を知り合っていること、声をかければ集まってくれるフットワークのよさ（＝担

い手）を活かして、“かさなる会議“等を通じた事業を展開重層事業を実施している ／等 

市民団体との

協働（２件） 

地域食堂ネットワークを活用した孤独・孤立対策プラットフォームの立ち上げ 

市内の旧小学校区の１８校区すべてに地域振興協議会を設置。世代や属性を超えた取組

に対して補助を実施している。 

相談窓口の設

置（1 件） 

年金支給日に金融機関での相談窓口の設置（年金支給日は、多くの高齢者がお金を引き

出すために金融機関を訪れていることから、それに合わせて金融機関に相談窓口を設置

し、生活面・健康面の相談受付や各種情報の周知、特殊詐欺被害の防止につなげるた

め、モデル的に８月より実施。参加機関（包括支援センター、保健センター職員））。今後は

他の関係機関とも連携して、相談窓口の拡大や周知の情報充実などを図っていくこととし

ている。 
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（４）包括的な支援体制の整備に向けて、都道府県の今後の取組として検討している

こと（問６） 

相談支援は、「今後の取組として具体的に検討しているものがある」という都道府県が最も多

く、45件中19件となっている。次いで、「どのような取組をしていけばよいのか分からない

（10件）」、「今後の取組を検討する予定は、特にない（10件）」となっている。 

地域づくりは、「今後の取組として具体的に検討しているものがある」、「どのような取組をし

ていけばよいのか分からない」という都道府県が最も多く、それぞれ14件となっている。次い

で、「今後の取組を検討する予定は、特にない（10件）」となっている。 

 

図表 3-9 検討している今後の取組 

 
 

 

図表 3-10 地域づくりについて、検討している今後の取組内容や考え 

【法令・制度に関する市町村等への基本的な情報提供】 ６件 

・事業アセスメントと地域アセスメントの重要性を市町村へ伝え、それぞれ実施する意向がある市町村に対して

は支援を行う。 

・県で把握している地域資源の現状把握・整理を行い、市町村での包括的な支援体制への活用に向けて情報

提供・支援を行う。 

・地域づくりを含めた包括的支援体制に係る研修の実施、住民主体の地域福祉活動に係る事例提供等 

・地域づくりに特化したものではないが、総合相談支援体制構築のプロセス等をまとめた報告書を作成し、市

町村等へ周知する予定。 

・地域づくりの好事例を実践している市町村と連携して、実践事例の紹介や課題の共有等を行う。 

・「包括的な支援体制の整備」に係る都道府県キャラバンにおいて、県外及び県内の先行自治体から報告をい

ただき、県内市町村へフィードバックする予定 
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今後の取組として具体的に検討しているものがある

考えはあるものの、取組内容を具体化できていない

どのような取組をしていけばよいのか分からない

今後の取組を検討する予定は、特にない
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【市町村等を対象とした研修会・勉強会等の開催】 8 件 

・重層事業実施のとっかかりを作る研修（全県）の実施 

・引き続き、自治体の状況を把握し、お悩みに応じた研修会を開催する。 

・研修等の内容について、新たな内容を導入できないか検討中 

・研修を継続的に実施する予定である 

・福祉分野以外の地域づくりに携わる関係者も対象とした研修会の開催。 

・セミナー等を通して、重層事業先行市事例の共有や実施にあたっての評価活動の共有等を行う予定。 

・地域づくりを含めた包括的支援体制整備に関する市町村職員等の理解促進（研修会実施等） 

・県社会福祉協議会と協力してのセミナー開催 

 

【福祉部門における市町村間の意見交換の場の提供】 1 件 

・県内地域間での情報共有等による連携強化 

 

【各市町村の取組状況や困りごと、課題等の情報収集】 3 件 

・県内市町村の取組事例の収集 

・チェックリストによる各市町の実態把握。 

・県内市町村のニーズを把握し、県として可能な支援を考えていきたい。 

 

【各市町村の個別の課題に応じた支援（アドバイザー派遣など）】 4 件 

・引き続き市町村間での情報共有や専門家の派遣を通じ、市町村への支援を行う。 

・引き続きセミナーの開催やアドバイザー派遣、研修を通して地域と連携して課題解決できるような人材の育成

を行う。 

・現在実施している取組を継続しつつ、市町村の規模や現状、ニーズに応じた支援を随時展開する。 

・市町村担当者への直接的な伴走支援（定期訪問による事業の検討や関係機関等との協議への支援）の実

施を検討 

 

【福祉部門以外との連携】 1 件 

・現在、各市町の個別の課題に応じた助言等の支援を行う事業を実施しており、今後は、福祉分野だけでな

く、様々な関係者が参画しながら取組を協議する体制の整備に向けた後押しができるような事業展開としてい

きたいと考えている。 
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（５）分野や制度の枠組みにとらわれない地域づくりの推進に必要な取組、課題（問

７） 

図表 3-11 地域づくりの推進に必要な取組、課題 

【市町村の理解促進】 2 件 

・市町村に具体的な例を提示し、各市町村でも実現可能な取り組みである認識を持たせること。 

・地域づくり推進の前段階として、包括的支援体制整備に係る社会福祉法上の規定や概念（重層的支援体制

整備事業の位置づけも含む）および必要性を市町村が理解すること 

 

【多機関連携】 9 件 

・県や市町それぞれの行政内でも福祉の部署だけでなく、まちづくりの部署を含めて検討するなど様々な部署

を巻き込んで地域づくりを進めていく必要があると思う。 

・庁内においてもなかなか縦割り意識が抜けないことに加え、地域資源とのつながり作りを苦手とする行政職員

は多いと思う。 

・重層事業や地域共生社会の担当だけではなく、関係分野の職員が自分の仕事の一部としてとらえ、一体とな

って包括的な支援体制を整備に向けて取り組める組織づくりが肝なのではないかと感じている。 

・包括的な支援体制の所管が厚労省であるため、いかに他部局（特に企画部門（まちづくり））に主体性をもっ

てもらうかが課題。 

・関係する部局・各課の具体的な連携方法（特に福祉部門以外） 

・既存の制度や仕組み、補助金等との棲み分けや分担の整理 

・新たな機能強化のみならず、既存の資源での連携強化に関する取組 

・各自治体の各所属間内での連携や理解が課題になると考えられる（実際、そういった意見をよく耳にする）。 

・市町村における課題として、他分野を担当する部局との連携の難しさや、小規模自治体においてはマンパワ

ー不足などがあると考える。 

 

【包括的な支援体制の分かりにくさ】 4 件 

・包括的な支援体制の整備（第 106 条の 3）については、その手法として位置づけられている重層的支援体制

整備事業（第 106 条の 4）と比べ、残念ながら、わかりにくい概念となっている。つまり、何を、どのようにすれ

ば、包括的な支援体制の整備が行われているか、当該自治体が自ら評価することや、外部からその取組を評

価することが難しいものとなっている。 

・重層事業のスキームがまさに重層的であり、制度に対する理解が得られにくい課題がある。（担当者が異動

等で変わるたびに「重層＝単なるワンストップ化」というイメージを持つ職員が絶えないという声を市町村から聞

く。）そのため、都道府県においては市町村等向けの研修、市町村においては庁内関係課や市町村社協との

連携を図るための会議や勉強会を定期的に開催することが必要だと考える。 

・異なる分野の所属や機関、団体への制度理解が進んでいないことにより連携体制を整備するのに時間がか

かることが課題と考える。今後は、住民も含めた周知・啓発により制度や目的の理解を図り、参加協力を得やす

くする取り組みが必要と考える。 
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・「地域づくり」という概念が抽象的ため、課題や必要な取組が具体化し難いことが課題。どうなれば「地域づく

り」ができていないか、できているかというかの設定が曖昧なため、新しい取組みの要否や具体的にどのような

ことを取り組むべきかについて判断しがたいと思われる。 

 

【持続可能な体制づくり】 2 件 

・分野を超えた連携や、地域資源との連携が進んでいる自治体においても、属人的になっている場合が多いと

感じている。 

・継続的に取組を進めるため、異動があっても引き続き中心となって取組を進めることができる人材の育成と、

組織として包括的な支援を行う連携体制の整備が課題と考える。 

 

【細やかな支援】 2 件 

・市町村ごとに取組の進捗状況が異なっており、抱えている問題も様々であるため、全体研修により取組を推

進する段階から市町村個々の悩みを解決する段階に移行しつつあると感じており、アドバイザー派遣等の取

組を行い個々の課題の抽出・解決を行っていくことが重要であると考えている。 

・県内市町村のニーズを把握し、県として可能な支援を考えていきたい。 

 

【地域住民との協働】 4 件 

・地域住民に対し、福祉活動への参加をどのように促していくかが課題となっている。 

・地域づくりは庁内連携だけではできず、社協をはじめ住民や民間支援団体等の地域の力が不可欠である

が、地域と行政が同じ方向を向いて取組を行うことは、庁内連携よりも難しく時間もかかり、どう地域の理解を得

るかが課題であると考える。行政が目指すところを示すだけでなく、生活支援コーディネーターや自治会、こど

も食堂等の既存の制度や支援を活用して住民のニーズや地域課題を把握し、適切な支援につなげることで、

１件１件成果を着実に積み上げることが必要である。 

・携わる分野や属性等を問わず人と人とをつなぎあわせていく場の形成、住民の参加促進、住民と市町村との

関係構築 

・福祉相談のデジタル化等により現在県内８市と検討会を実施。今後もデジタル化の枠にとらわれず情報共有

等を進めていきたい。 

 

【地域資源、取組事例の把握】 8 件 

・市町村でどのような事業を実施しているかを分析・評価（事業アセスメント）するとともに、地域にどのようなニ

ーズがありどのような資源があるのかを調査・分析・評価（地域アセスメント）し、それらを勘案して自治体の事業

の実施体制を検討する（新規、継続、組み換え、廃止の検討）ことが重要だと考えている。県としては、市町村

が希望する場合に、前述した取組を実施するための支援を行うべきだと考えている。 

・自治体の規模に応じた先進事例の共有 

・市町において、まずは、社協を含む社会福祉法人、NPO 法人、任意団体など、地域の多様な主体による取

組（社会資源）を把握することが必要だと思われる。その後、必要に応じ、どのような連携、協働が有り得るかな

どを関係者間で検討することが望ましい。なお、県においては、そうした市町の取組に関して、横展開を図るこ

とや助言を行うことなど、後方支援の視点で継続的に働きかけることが求められると考えている。 
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・各市町がそれぞれの課題と強みをまず把握し、主体的に事業をデザインできるような段取りや進め方の共有

に向けた推進活動が重要であると考えている。 

・他県自治体の取組事例の情報収集 

・まずは、市町の強み、弱みを把握することが必要と考える。その上で、地域の社会資源をどれだけ取り込んで

いけるかが重要になると考える。 

・地域においてどのような資源があるか把握していない、把握して結びつける人材の不足 

・まずは、各地域での現在の取組状況を自治体職員とともに確認していくことが重要であることを痛感している

ものの、現時点で一部市町村の一部分しか確認できていない。県においてもマンパワー不足が課題であり、市

町村と密に情報共有を図るための人員配置体制等の見直しや委託事業の予算確保などが課題となっている。 

 

【重層事業実施のための体制確保（マンパワー不足等）】 5 件 

・事業の必要性や有用性は理解しながらも、現状の業務に忙殺されており、新たな取組に踏み出せないところ

が多いのではないか。 

・地域の相談者が様々な支援ニーズを抱えている場合、アウトリーチ等を通じた支援を要するため、各相談支

援事業から多機関協働事業につなぎやすい体制を構築することが必要 

・地域福祉支援コーディネーターの担い手不足、相談支援員のスキルアップ、新たな事案に関わることに対す

る負担感の軽減 

・包括的な支援体制の構築に向けては、地域づくりを推進していくための人員体制を充実させることが課題と

考える。 

・都道府県や市町村に必要な取組は、県域のスケールメリットを活かし、福祉分野にとどまらない(住宅、まちづ

くり、農業部局等)取組の模索、県庁内の福祉部局を超えた分野横断化、市町村への長期的な支援を見据え

た県の体制の構築・維持。課題は、人口減少による担い手不足。それに伴う地域資源の少なさ。県として、市

町村の主体性を引き出せるような働きかけ方 

 

【財政支援】 2 件 

・重層事業の実施に向けた人員確保（専門職の派遣などによる増員）や財政支援（意向によるインセンティブ

の付与）が、とりわけ小規模自治体には必要 

・包括的な支援体制の整備（第 106 条の 3）を推進するためには、従来の少子、高齢、障害、生活困窮の枠組

みにとらわれない予算制度が必要だと考える。社会福祉法の改正に向けた「地域共生社会の在り方検討会

議」が国で組織されており、重層事業について、「財源の在り方を含む持続可能な制度設計」が「議論の視点」

として挙げられている。自治体からは、目玉であるはずの交付金事務が複雑であるとともに、煩雑であることを

懸念した声が聞かれる。包括的な支援体制の整備（第 106 条の 3）に向けて、概念だけではなく、予算が執行

しやすいこと、体制整備に向けた予算措置が行われること、が必要と考える。（また、包括的な支援体制の整備

と重層事業とで、財源面で、重なり合う部分があるのか、合わないのか、自治体がわかるように説明する必要が

あると思う。） 

 

【その他】 3 件 

・特にない 

・既存分野の「地域づくり」に留まっている。 
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・本県では包括的な支援体制の整備について、体制整備市町村数がＫＰＩとなっているが、何をもって包括的

な支援体制が整備できたとするのか、県としての指標の設定が課題となっている。 

 

（６）参考：回答した都道府県における重層的支援体制整備事業・移行準備事業の実

施予定自治体 

調査に回答した都道府県のうち、令和6年度重層的支援体制整備事業・移行準備事業の実施予

定自治体は、重層的支援体制整備事業が 335 自治体、移行準備事業が 187 自治体となってい

る。 

 
図表 3-12 重層的支援体制整備事業・移行準備事業の実施予定自治体数 

 
 
 
 
  

重層事業
335

64.2%

移行準備事業
187

35.8%
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２．調査結果概要版 

概要版については、資料編に記載した。 
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第４章 地域づくりヒアリング調査結果 

１．ヒアリング調査記録 

（１）養父市 

養父市、合同会社Roof 

※養父市役所へのヒアリングには、合同会社 Roof にも同席いただいた。以下、特に記載がない場合

は、養父市からの聞き取り内容。 

 

① 課の体制 

i） 福祉分野の所管課の体制 
 健康福祉部の中に、社会福祉課（障害・生活困窮など）、介護保険課、健康医療課、社会的

処方推進課等がある。 

 社会的処方推進課は、昨年度までは社会的処方推進室であった。今年度、室から課になる際、

介護保険制度の地域支援事業（地域包括支援センターを含む）の所管を、介護保険課から社

会的処方推進課に変更。現在、介護保険課は、介護保険事務（要介護認定、介護保険料、保

険給付）や介護保険計画等を所管している。 

 子ども分野については、こども・夢・えがお部の子育て応援課と教育委員会の子ども学び課

等が連携し、昨年度から、全ての妊産婦、子育て世帯、こどもに対して、一体的に相談支援

を行う「養父市こどもセンター」を設置して動いている。 

 

ii） 社会的処方推進課の職員体制、成り立ち 
 社会的処方推進課は９名体制：課長、統括保健師兼包括センター長、看護師（コミュニティ

ナース）、包括職員（保健師３名、社会福祉士１名、主任ケアマネ１名、会計年度任用職員

の看護師１名） 

 令和４年度に、厚生労働省保険局の「かかりつけ医との協働による予防健康づくり事業」（以

下、「社会的処方モデル事業」と表記）の採択を受け、保険医療課（課長：余根田氏）と健

康課（吉田氏が所属、保険医療課と兼務）にて実施。令和5年度に、この二つの課は健康医

療課に統合された。 

 令和５年度に重層的支援体制整備事業（以下、「重層事業」と表記）への移行準備事業、令

和6年度に重層事業を実施。重層事業は、高齢・障害・子ども・生活困窮を所管する各課が

連携して取り組む体制としつつ、交付金事務は社会福祉課が担当している。社会的処方の推

進＝重層事業と位置づけている。 

 令和5年度に社会的処方推進室を開室したものの、高齢・障害・子ども・生活困窮で横ぐし

を刺すのは行政の縦割りや包括のマンパワー不足があり難しかった。そこで、前市長が旗を

振り、今年度から室を課にするとともに、地域支援事業を社会的処方推進課の所管とするこ

とで地域包括支援センター（以下、「包括」と表記）と一体化して意識改革を行おうとして

いる。 
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 現時点では、包括職員は包括の本来業務を担当し、社会的処方の取組は、その他の職員が中

心となって進めているが、属人的な体制にならないよう、いずれは包括職員も含めて課の職

員全員で実働していければと考えている。包括で対応しているケースの中にも、世帯全体で

みる必要のあるケースや困難ケースがあり、伴走支援も含め重層の必要性を包括職員が理解

し連携しようと意識するようになっている。 

 昨年度まで包括は 4人体制だったが、今年度から 3名増員（吉田センター長を含む）し７

名体制となっている。 

 

② 包括的な支援体制の整備に向けた地域づくりに関する取組内容 

i） 個別支援に関する取組 
 かかりつけ医とリンクワーカーの連携による疾病の重症化予防と社会生活面への支援の取組

は、令和4年度の社会的処方モデル事業から始まって現在も続いている。公立病院や診療所

を含む市内の全14医療機関が対象となっており、９医療機関で実績がある。 

 現在医師から紹介があるのは、生活上の課題がある、キーパーソンがいないといった、いわ

ゆる困難ケースが多い。もう少し早い段階での紹介であれば、手立てとして色々な手段を考

えられるのかもしれない。 

 つないでほしいケースの例は医療機関に示しており、医師会の会議で実際に紹介のあった事

例を紹介したこともある。 

 つながった件数は、令和4年度9件、令和5年10件、令和6年度は10月までで7件あ

り、やや増加傾向。直近３年間であがってくるケースの変化は特になく、アルコールに関す

るケースは継続して紹介がある。昨年度からは、病院からの入院患者の紹介が出てきた。 

 紹介されるケースの多くは、経済的困窮の問題を抱えていることが多いため、社会福祉課と

ともに対応している。また、すぐに社会的につながりをコーディネートするのは難しいケー

スが多く、まずは目の前の生活課題に対応し、ある程度状況が落ち着いてから社会的つなが

りを考えることが多い。 

 医師だけでなく、クリニックなら看護師や医療事務、病院ならMSWが気づいて医師に伝え

てつなげているケースもある。 

 かかりつけ医を持っている人は性別を問わず多く、心身機能が低下している人の多くもかか

りつけ医を持っている。また、医療機関は高齢者に限らず全ての年齢の人が利用するため、

医療機関で支援が必要なケースを把握するアプローチは有効と考えている。医師が担当して

いる患者の娘をつないだことで、複合的な課題を抱えていることが分かったこともあり、医

師が世帯全体を見ることで支援につながるケースもある。 

 医師からのつなぎを受け止める社会的処方推進課の体制は、令和４年度のモデル事業では吉

田氏だったが、現在は吉田氏のほか、コミュニティナース、包括の保健師の３名体制となっ

ている。受け止めた後は包括職員の全員で対応している。 

 令和４年度のモデル事業からの取組としては医療機関からのつなぎを受け止めているが、実

際の現場では、様々なルートから相談が持ち込まれる。例えば、住民からの相談、高齢者相

談センター（日常生活圏域毎に設置されている包括ブランチ４か所）、庁内の各課窓口など。

重層事業を実施したことで、こうした相談を包括（を所管する社会的処方推進課）で一元的
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に受け止められるようになった。 

 

ii） リンクワーカー（ヘルスコネクター、コミュニティコネクター） 
ア) リンクワーカーの概要 
 リンクワーカーには2種類ある。一つが相談援助等の専門職を対象とした「ヘルスコネクタ

ー」、もう一つが地域住民を対象とした「コミュニティコネクター」である。 

 「ヘルスコネクター」を対象としたリンクワーカー養成研修では、社会的処方、リンクワー

カーの役割、地域コミュニティ・社会資源の活用について伝えている。「コミュニティコネク

ター」を対象としたリンクワーカー研修では、リンクワーカーの役割を伝えるとともに、コ

ミュニティコーピングを通じて、よりよい地域にするために自分ができることについて考え

るグループワークを行っている。 

 リンクワーカーは社会的なつながりで元気になっていこうという取組で、見守りや、ちょっ

としたおせっかいが大事だという話をしている。地域自治組織（以下、「自治協」と表記）で

その話をすると、普段自分がしていることがリンクワーカーの役割であることに気づき、リ

ンクワーカーの缶バッチを帽子につけて帰る人もいる。日々の生活の中で自然にやっている

ことが人を元気にさせているのだと伝えていきたい。何か新しいことに取り組んでもらうと

いうよりは、今すでに誰かのためにやっていること、やろうとしていることの価値を伝えて、

それを続けてもらえるよう動機づけしている。 

 

イ) リンクワーカーのねらい（佐伯氏） 
 制度・サービスだけで個別支援を考えてしまいがちな専門職の考えを変えたいと思っている。

11月から開催する令和６年度リンクワーカー研修は、こども部署の人にも声をかけている。 

 リンクワーカーが個人で抱え込まないように、リンクワーカー同士のつながりを作ることも

重要。研修は学ぶ機会ではあるが、市内のリンクワーカー同士が顔見知りになる機会にした

い。 

 個別支援をする時に、自分の持っているつながり・ノウハウだけではうまく支えられないこ

とが多い。そういうときにリンクワーカーが誰かに相談できることが重要で、今後そのマイ

ンドが広がり、結果的に専門職が自身の専門以外の人に相談できるようになると良いと思っ

ている。 

 「こういう専門性を持った人でないとリンクワーカーになれない」とするのではなく、リン

クワーカーという文化を地域の中に醸成していきたい。養父市では、研修受講者にリンクワ

ーカーの缶バッチを配っていて、誰でもリンクワーカーになれるようにしているのがよい。

リンクワーカーは難しいことをするものではないとすることで、文化として地域に広げてい

けるのではないか。 

 

ウ) ヘルスコネクター養成研修 
 令和４年度リンクワーカー養成研修（ヘルスコネクター）は、ねらいを「社会的処方による

課題解決の基本的な考え方と技術を学び、地域包括ケアや地域共生社会の実現に向けて、現

場での実践に活かす」としている。 
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 当時は、社会的処方やリンクワーカーという言葉自体が初めて知るものだったと思う。目標

は「制度に縛られない考え方の浸透」、「社会的処方に対する共通理解」、「専門職同士の顔の

見える関係づくり」の3点とした。養父市では専門職同士の横のつながりが希薄と感じてい

たため、その問題意識も反映した。研修の結果、「『リンクワーカー』という言葉が多くの専

門職をつなげた」と言える。この研修は毎年度開催している。 

 個別支援の中で、対象者を制度にあてはめようとすることに元々疑問があった。社会的処方

モデル事業の話をもらった時に、自分（吉田氏）が日頃大事に思っていることを伝えられる

機会になると考えた。介護事業者や医療機関等を訪問して社会的処方の考え方を伝えると、

内容は理解してもらえたものの、専門職同士の横のつながりが弱いという課題が見えてきた。

専門職が相談できず抱え込む状況を作らないためにも、リンクワーカーは重要と考えた。リ

ンクワーカー研修は、制度にあてはめようとする専門職の思考回路を変えるきっかけだけで

なく、専門職同士の横のつながりづくりにもなっている。 

 介護保険制度が始まる前は、保健師業務として地域によく出歩いて住民と話をしていた。社

会的処方を通じてやろうとしているのは当時の保健師活動を取り戻すことと言えるかもしれ

ない。 

 専門職の中には、制度・事業中心ではなく、本人・世帯中心の考え方を大事にしている人は

元々いる。しかし、そういう専門職が対応した対象者だけが包括的な支援を受けられるとい

う属人的な体制であってはならず、組織として機能を発揮していける仕組みをつくるべきと

考えた。リンクワーカーの研修はそのための取組でもある。つながりで元気になるための人

づくり・仕組みづくりである。 

 

エ) コミュニティコネクター養成研修 
 地域住民の中には、隣人を気に掛けるなど、すでに取り組んでいる人もいて、そこへの価値

づけをすることが動機づけになる。既にできていると気づいて前向きになることもある。 

 他方で、地域の実情を改めて知ることも重要である。周りに気になる人がいても、何も行動

せずにいることもある。コミュニティコーピングの手法を用い、社会的処方を知ることで、

周りの状況を再認識してもらい、気になる人がいたときにどうしたらよいのかを知ってもら

いたい。昔に比べて近所づきあいが減ってきている中で、近所の家の事情が分からないとい

うことも多く、困りごとを抱えた人を地域でどう対応すればよいのか、住民も分からなくな

っている。 

 実際に、コミュニティコネクターの研修後、実際に気になる人がいると相談に来た住民もい

た。 

 コミュニティコーピングは、チームで協力し、孤立・孤独の人を繋がりで解決していくゲー

ム。社協の第２層生活支援コーディネーターにもファシリテーターの資格を取ってもらい、

住民から希望があれば対応できるようにしている。 

 コミュニティコーピングを実施する際にはファシリテーターが必要で、有料の外部研修を経

て認定を受ける必要がある。現在、市内でファシリテーター資格を持っているのは 13 人で

ある。受講料がかかるため、一度に多くのファシリテーターを養成することは難しい。 

※参考：認定ファシリテーター養成講座¦コミュニティコーピング公式ページ 
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オ) ヘルスコネクターとコミュニティコネクターの違い（佐伯氏） 
 「ヘルスコネクター」は業務の中でリンクワーカーとしての役割を果たすことになるが、「コ

ミュニティコネクター」は、地域や周囲の人を気にかけながら生活していたら、いつのまに

かリンクワーカーの役割を果たしていた、という状態を期待している。 

 「コミュニティコネクター」は現状では民生委員や自治協が対象となっているが、まずは社

会的処方の考え方を知ってもらおうとしている。人材育成というよりも市民啓発・市民教育

に近い取組で、個別支援の入口の機能として、地域で気になる人がいたら知らせてくれるの

が「コミュニティコネクター」と考えている。養父市で多くの市民が共有する価値観になっ

ていけばと考えている。 

 社会的処方について知り、何か活動をしようと思う住民が出てきた場合、そうした相談は、

従来は保健師が受けていたが、健康に関する活動の提案が多かった。多角的な視点で、純粋

に楽しいことから活動をコーディネートしていけるまちづくり分野の人材が関われるとよい

が、現状ではまだその機能はない。 

 自治協や民生委員で、社会的処方が大事と言ってくれる人が増えており、何かしたいと考え

ている人も出てきていると思う。社会的処方としてこれをやるという動かし方より、何かを

やってみたら、それは結果的に社会的処方だったと言われるのだと思う。住民がしたことに

対して、市などが後から社会的処方という意味づけをするイメージで、猫の手くらぶの活動

はまさにその例である。 

 社会的処方だと市が意味づけることが、地域としては取り組む口実になる。市もそういって

いるからやろうよと言いやすいのではないか。 

 

iii） コミュニティナース 
 令和５年度から３年間の任期付き職員１人（小西氏）、令和６年４月から地域おこし協力隊１

人（土居氏）の計２人のコミュニティナースが社会的処方を推進する体制に加わった。小西

氏は社会的処方推進課に所属している。 

 自治体の正規職員だけで社会的処方を推進しようとしても、元々の業務があるためマンパワ

ーの面で難しいと思った。旧来の保健師活動のように、ある程度自由度を持って活動できる

人材としてコミュニティナースが必要と考えた。 

 コミュニティナースには、個別支援を意識しながら地域づくりを進めていってもらうが、個

別支援をあまり前面に出さずに、地域の人の力を引き出したり、人と人をつなぐなど、地域

づくりに注力してもらいたいと考えている。 

 小西氏は、令和４年度社会的処方モデル事業からの医療機関からの紹介を受け止める職員で

もあるので、その中で個別ケースに対応することもある。土居氏は、ライドシェア「やぶく

る」のドライバーをしながら地域をまわり、地域づくりの活動をしている。 

 

iv） 生活支援コーディネーター 
 第１層生活支援コーディネーターは地域包括支援センターの保健師、第２層生活支援コーデ

ィネーターは社協に委託しており、日常生活圏域毎に１人ずつ、合計４人配置されている。
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生活支援コーディネーターもリンクワーカー（ヘルスコネクター）に位置付けている。 

 今年度は、「介護予防・つながりサポーター」として、第３層生活支援コーディネーターのよ

うな（ニーズとシーズのマッチングを担う）人材を養成しようとしている。社会的処方推進

に向けた取組の中では、コミュニティコネクターのような位置づけになると思う。 

 今後は、各圏域からあがってきたケースに第２層生活支援コーディネーターが対応し、必要

に応じて支援会議や重層的支援会議につなげていく体制ができればと考えている。分野ごと

に設置されている会議体も、重層事業の実施を機に見直していけるとよい。 

 

v） KANAUカレッジ 
 一般市民を対象に今年度から始まった取組で、新たな市民活動を立ち上げることをねらいと

している。コミュニティコネクターが市民教育（啓発）の取組であるのに対し、カレッジは

担い手確保のための取組。 

 現在30-70代の9名（1期生）が参加している。プランの実行先が養父市であれば居住地

は養父市でなくてもよいとしている。参加者には理学療法士、ケアマネ等のほか、専門資格

を持たない人もいる 

 企画・運営を合同会社Roof に委託している（委託費は市の財源）。 

 KANAU カレッジは、「無理しない地域づくりの学校」というスキームを活用したもので、

このスキームを全国各地で展開している有限会社エコカレッジの小野代表取締役と兵庫県立

大学の竹端教授が講師となっている（KANAUカレッジは養父市での名称）。 

 元々もやもやや課題を感じている人、何とかしたいが一歩踏み出せない人を対象に開催。起

業塾のように必ず実現させることを前提とするのではなく、まずはプランをつくってみよう

という趣旨である。 

 受講者は Web とチラシで募集。チラシは、市内の事業者への配布、社会的処方推進課によ

る配布のほか、合同会社Roof による SNSでの発信、地域で繋がった人への声掛けもした。 

 

vi） 地域づくりの取組のねらい（佐伯氏） 
 リンクワーカーの取組は、あくまで個別支援から始まる地域づくりの取組と言える。個別支

援をより機能させるために、気づきと支援を増やすという目的を持ったうえで、リンクワー

カーの育成に取り組んでいる。 

 一方で地域づくりは、住民主体で住民が関心あることを基軸に生まれるものなので、そこを

掘り起こす仕掛けが必要。そのような場を作るために、KANAUカレッジのような仕掛けを

作った。 

 

③ 庁内連携 

 社会的処方推進課では、福祉、子ども、教育、まちづくり・文化、地域コミュニティ所管課

の課長が、兼務参事となっている。これらの参事による定期的な連絡会を開催しているが、

重層事業を実施していく中で現場担当者の連携の場もつくっていきたい。 

 滋賀県での保護司の事件後、人権協働課（地域コミュニティ所管課）が開催した重層に関す

る意見交換の場で、保護司も支援者として悩みを話す先がないという課題が共有された。支
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援者支援の重要性に気づき、保護司と社会的処方推進課の保健師が話す機会を設けたところ、

保護司が関わっているケースの世帯には各行政セクションの関わりがあることが分かったり、

社会的処方を切り口に支援の在り方を議論することができた。 

 現在、子ども部門で相談支援記録を作成している。来年度以降、高齢・障害・生活困窮もそ

の仕組みに乗り、担当者同士で相談支援記録を共有できる仕組みができれば、それが重層事

業の基盤になるのではないか。 

 

④ 活用している制度等 

i） 重層的支援体制整備事業 
 重層事業は、高齢・障害・子ども・生活困窮を所管する各課が連携して取り組む体制としつ

つ、交付金事務は社会福祉課が担当している。 

 重層事業を開始する前から、多部門にわたるケースを調整する関係性や会議体はあったが、

重層的支援会議・支援会議として、重層事業の仕組みに乗せる事務的な建付け（要綱の作成

等）がまだできていない。同様の機能がすでにあるからよいということではなく、事務的に

建付けて仕組み化・ルール化しなければ持続可能な体制にはなっていかないと考えている。 

 重層事業の新規財源で活用しているものとしては、参加支援事業を一般社団法人猫の手くら

ぶへの委託に活用している。 

 

ii） 地域づくり関連の制度等 
 コミュニティナースの一人である土居氏については、地域おこし協力隊の制度を活用してい

る。 

 

iii） 制度等を活用する上での課題 
 重層的支援会議・支援会議を重層事業の仕組みとして建付けるための事務（要綱の作成等）

に割くための人的余裕がない。 

 制度・サービスだけでは十分に支援ができないケースが増えている中で、伴走支援の必要性

が高まっているが、そのマンパワーが不足している。既存の職員が対応しており現場が疲弊

しているのを感じている。一人で通院ができない人や多重債務の人に対する支援など、行政

としてどこまで関わってよいものか迷うことも多い。 

 重層事業の新規財源はあるものの、人口減少地域では募集しても、そもそも応募がない状況

である。既存の職員を育成していくしかないが、その余裕がないのが実情である。 

 

⑤ 今後の課題、方向性 

i） テーマ型の市民活動の立ち上げ 
 自治協が18の旧小学校区単位にあり、そこの取組にも濃淡があるので、強化していきたい。

他方で、地縁組織には参加しにくいと感じる住民もいるため、テーマ型の市民活動の立ち上

げ支援にも取り組んでいく。多様なつながりの場を形成していくことで、皆どこかしらとつ

ながっているという状態ができていくとよい。 

 さらに、市と意識を共有したコミュニティナースのような個人が関わることで、市民を元気
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にするような活動が盛り上がれば理想である。 

 

ii） 住民がつながる場等の形成（佐伯氏、伊木氏） 
 養父市では、地域づくりという言葉は耳なじみがない。誰が地域づくりをしているか、よく

わからない状況ではないか。 

 豊岡市では、豊岡劇場ができたことで移住者や協力隊などの出入りが自由なコミュニティの

場ができた。現場責任者であった伊木氏がつなぐことで様々な活動がうまれはじめた。養父

市は地域の中で、そのような住民同士がつながる場がない。どこで誰が活動しているかが見

えにくい。合併の影響で市域が広く難しさがあるとはいえ、旧町村単位でも取組が見られな

い。世代を問わずつながっているという印象がない。高齢者の体操教室のような固定化され

た場は多くあるが、出入り自由な場がない。 

 繋ぎ先は消費してしまうため、繋ぎ先を再生産し続ける必要があるが、その仕組みがない。

最初に養父市に入った時、今ある繋ぎ先を消費して終わってしまうのではという危機感があ

り、繋ぎ先を再生産する仕組みをどう作るかが課題と考えた。18の自治協に着目し、自治協

が機能すると新しい場づくりに貢献できるのではないかと考えた。自治協は人権協働課の所

管なので、現在は人権協働課と共に自治協の機能を強化しようとしている。 

 人権協働課では、地域への交付金を見直そうとしている。こういう活動をしたらいくら加算

するという事業加算方式を取り入れられないかと考えている。その加算のメニューとして社

会的処方に関する活動を入れるというアイディアも出ている。 

 佐伯氏のような外部の人材が社会的処方推進課・人権協働課それぞれとつながることで、庁

内連携がしやすくなるのではないかと感じている。 

 養父市の住民で、自分で場所を持っていたり、まちづくりの面白い取組が出来そうな人 20

名にヒアリングをしたところ、「市内にはつながる場がない」という共通認識がみられた。市

内にないから、豊岡市まで行っているという人もいた。そういう場が養父市にあれば参加し

たいという話があった。ヒアリングした20名は、Uターンの事業者、農家など一般の住民

だが、少しアンテナをはっていて、自分で活動をしている人たちと言える。 

 

iii） 地域づくりにおける自治体の役割（佐伯氏） 
 養父市のような人口減少地域では、いかに地域を維持していくかが喫緊の課題となっており、

役場がいかに地域に出ていき地域の実態を把握するかが重要となっている。ある金融機関で

は、窓口業務を正午で終了し、午後は支店長を含めて地域を回り、何に困っているか聞き取

り、商品開発につなげている。行政は従来、窓口等に相談にきたものに対応してきたが、今

後はアウトリーチ型の動きが重要になってくる。 

 行政職員が地域に出ていく上で必要になる（良い意味での）緩いマネジメントのノウハウを

持つ職員が行政内部にいないことは課題と言える。合同会社 Roof では来年度、ある市町村

を対象に、行政職員が地域に出ながらどう地域づくりをするかスーパーバイズする取組を予

定している。中間支援を外部のコーディネーターに依頼すると、長期契約が難しいことに加

え、行政職員が中間支援に携わらないままでいると現場感覚が身につかない。そのため、市

町村の支所や社協の職員に地域づくりのノウハウや知識を身につけてもらおうと議論してい
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る。 

 

猫の手くらぶ 

※養父市役所職員の同席の下、猫の手くらぶへのヒアリングを行った。以下、特に記載がない場

合は、猫の手くらぶからの聞き取り内容。 

 
① 法人の取組 

i） 事業概要 
 元々、認知症カフェを運営していたメンバーで、一般社団法人猫の手くらぶを立ち上げた。 

 猫の手くらぶのリーフレットには、集いの場として以下の活動が紹介されている。 

 「猫の手カフェ」：お茶を飲みながら話したり、絵を見ながらくつろいだりする（毎月第
2土曜日10時～12時＠猫の手くらぶ 大屋町宮垣、お茶代200円） 

 「オレンジカフェおおや」：話すだけでなく、体操も取り入れて腰痛、膝痛予防を行う（毎
月第4土曜日10時～12時＠大屋ふれあいの家（お茶代200円） 

 「ウィズカフェ」：（毎月第 3 土曜日 10 時～12 時＠養父公民館 2 階調理室、お茶代
200円） 

 「木工教室」：季節に合わせた木工作品を作る（毎月第1月曜日10時～14時＠猫の手
くらぶ 大屋町宮垣、参加費1000円、昼食代込み） 

 「うたごえクラブ」：歌を歌って筋肉を鍛えたり、脳の活性化につなげる（毎月第 4 月
曜日10時～14時＠猫の手くらぶ 大屋町宮垣、参加費1000円、昼食代込み） 

 「地域カフェ」：（毎週金曜日10時～14時＠猫の手くらぶ 大屋町宮垣、お茶代200
円） 

 その他、編み物教室、ウクレレ教室、スマホ教室なども、利用者のやりたいことに合わせて

実施している。例えばウクレレ教室には、6～7人が参加している。地域おこし協力隊の土居

氏やひきこもりの女性（Aさん）がスマホ教室の講師を務めている。また、木工教室やうた

ごえクラブの講師は要支援・要介護者である。講師には、講師料を支払っている。 

 上記のほか、登録制の生活支援の活動も行っている。重層事業の参加支援事業として、養父

市より委託を受けている。 

 A さんについて：20 代で引きこもっていた頃から養父市の吉田氏が関わっており、吉
田氏が猫の手くらぶにつなげた。できることから始めるということで、猫の手くらぶの

生活支援の登録支援員として活動している。洗濯物をコインランドリーに運び、畳まれ

た洗濯物を持ち帰るお手伝いを最近始めた。そのコインランドリーでは、午前中に洗濯

物を持ち込むと洗濯支援員が無料で洗濯・乾燥を行い、畳むところまで対応してくれる。

Aさんは洗濯物を畳むことができないため、そのコインランドリーに洗濯物を持ってい

き、帰りに買い物をして帰ってきてもらっている。 

 また、リーフレットには電話番号が掲載されており、生活に関する様々な相談が藤原会長に

寄せられる。 
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ii） 制度の隙間を埋める柔軟な支援・活動 
 介護保険サービスの利用者から、訪問介護では対応できない支援の依頼があることもある。

支給限度額をオーバーしたが、どうしても預かってほしいという依頼が家族からあったこと

もある。トイレと食事が自分でできる人は、1 回 1,000 円で猫の手くらぶの事務所で預か

っている。 

 利用者も、猫の手くらぶに来ることでできることが増えている。例えば、認知症の利用者が

猫の手くらぶでトランプで遊んでいることを家族が知って驚いたこともある。 

 猫の手くらぶに来ることで状態が落ち着いてきたり、会話が続くようになったりした事例も

ある。例えば認知症の要介護4のケースでは、デイやショートでは、大声を出すため薬を飲

まないと預かってもらえない状態だった。家族としてはできるだけ薬を使いたくないと、各

地の認知症カフェを回っていて、猫の手くらぶにたどり着いた。猫の手くらぶでは薬を飲ま

なくても落ち着いた状態になるということで定期的に来るようになり、今が一番安定してい

る。猫の手くらぶでは周りの人が温かく、合わせてくれるので居心地が良いようである。シ

ョートを使うと車から降りられなくなったり、箸も使えなくなったりするが、猫の手くらぶ

に来ると逆に活性化する。その方にはお箸を持たせる適切なタイミングがあるが、施設は決

められた時間で食べなければいけないため、急かされるのだと思う。その方の介護者（息子）

は猫の手くらぶに母を預けている間、事務所の外の手入れや蒔割りをしてくれることもある。 

 教室はやりたい人がいればやり、やらない教室があってもよいという柔軟性を大切にしてい

る。例えば木工教室の場合、先生が高齢で、12月の門松づくりが目標なため、11月は木工

教室をお休みにし、12月に向けて体力を温存している。また、要介護状態となって講師を続

けるのが難しくなっても、参加者として猫の手くらぶに遊びに来る人もいる。 

 

iii） 法人の運営体制 
 一般社団法人としては雇用関係にある職員はおらず、役員（藤原会長、副会長兼会計、事務

職員）がボランティアで運営している。 

 養父市から参加支援事業の委託を受けるまでは、認知症カフェの補助金（1 か所 10 万円）、

生活支援の年間登録料2,000円、生活支援の利用者から頂く支援員の交通費300円、各種

教室の参加費が法人としての主な収入であった。そのほか、編み物教室で小物を作って販売

している。 

 

② 生活支援 

i） 生活支援の事業概要 
 お手伝いができる人に支援員として登録してもらい（主に60歳以上が登録）、空いている時

間に得意なことで利用者のお手伝いをしてもらっている。利用者のニーズと支援員のマッチ

ングは藤原会長が担っている。 

 元々やりたかったのは、介護保険でカバーできないグレーな部分の支援である。仕事はでき

ないが社会とのつながりを持ちながら生活したいという人が、猫の手くらぶで手伝いをして

収入を得ることが介護予防になり元気になってほしいと思った。80 歳まで元気でいれば、

市の介護保険料は大幅に下がるのではないか。支援者にも 80 歳まで働いてほしいと言って
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いる。生きた健康づくりである。ちょっとした収入、仲間、健康を得て元気になろう、元気

でいようというのが活動の目標である。 

 支援を受けたい人は、年間 2,000 円で登録する。利用者には 1 時間 600 円を支払っても

らい、全額支援員に渡している。そのほか、支援者の交通費として 1 回あたり 300 円をい

ただいている。 

 支援員は 30 人弱登録があり、実働メンバーは毎月 25人程度である。支援員の中には要支

援・要介護者もいる。 

 利用者には、初回契約の際に生活支援について説明をする。有償ボランティアによる活動の

ため、業者のような専門的なサービスは提供できないが、困っていることを伝えてくれれば

できることを対応すると説明している。 

 

ii） 生活支援の内容・頻度 
 支援の中で最も多いのが洗濯である。入院中に洗濯してくれる人がいない患者を支援する活

動では、昼に病院に訪問し、病院の洗濯機で洗濯し、畳んで部屋まで持っていく。 

 例えば八鹿病院の入院患者の洗濯は、支援員4人で1ヶ月に80件ほど対応している。月曜

～金曜日の1週間で、1人が3人分対応する。老健施設も病院に付属しているため、併せて

対応している。 

 在宅高齢者等の洗濯も対応している。洗濯物を回収してコインランドリーに持っていき、畳

んで戻すという流れである。布団など大きいものの洗濯を頼まれることが多い。 

 

iii） 生活支援に対する市からの支援（養父市） 
 今年度から猫の手くらぶに参加支援事業を委託している。生活支援の事業は元々行われてい

たが、法人の収入はわずかで、活動する人の善意に頼ってしまっていた。 

 以前、介護予防・日常生活支援総合事業で補助ができないか検討したこともあったが、活動

の柔軟性や自由度が失われるのではないかと躊躇していた。今年度からは、猫の手くらぶな

らではの活動を尊重しつつ、財政面での支援をできればと参加支援事業を委託することとし

た。 

 参加支援事業の実績報告としては、4 半期ごとにケースの具体的な内容のほか、経済状態な

ど該当する項目にチェックを付け提出してもらっている。 

 

③ 相談支援 

 相談支援は、昼夜問わず藤原会長に連絡が入り、中には複雑・複合ケースの相談もある。要

支援・要介護者など既に行政が関わっているケースもあるが、そうでない場合でも、必要に

応じて行政に繋いでいる。 

 家族とケアマネジャー（以下、「ケアマネ」とする）の間で調整がうまくいっていないケース

に対し、藤原会長が間に入って話したこともある（藤原会長は元々主任ケアマネ）。 

 家族が要望をケアマネに伝えられないことは多くあるが、一方で、大抵の人は「ケアマネに

要望を伝えても応えてくれない」と言う。ケアマネが所属している法人のサービスしかケア

プランに組み込まないということもあり、家族に助言することもある。依頼があれば藤原会
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長がケアマネと話をすることもある。最近はケアマネから利用者に関する相談が来ることも

ある。 

 生活支援の支援員の中には、精神疾患のある人もいて、支援員からの相談に対応することも

ある。精神疾患を抱えていても、状態が安定している時に活動してもらっている。 
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（２）日向コミュニティ振興会 

日向コミュニティ振興会 

※日向コミュニティ振興会及び東北公益文科大学・小関氏への聞き取りを行った。 

 

① 日向コミュニティ振興会の概要 

i） 日向コミュニティ振興会の成り立ち 
 酒田市は、平成17（2005）年に、酒田市、八幡町、松山町、平田町の1市3町の合併に

より今の形となる。日向コミュニティ振興会は、旧八幡町に位置する。旧酒田市では、コミ

ュニティ振興会の組織化を進めていたこともあり、平成21（2009）年4月から、市の施

策により、生涯学習の拠点である公民館が廃止され、地域づくりの活動拠点となるコミュニ

ティセンターとして活動することになった。 

 日向コミュニティ振興会が発足した同時期の平成 21 年 3 月に、日向地区にある小学校が

廃校となったため、小学校跡地を日向地区のコミュニティセンターとして再利用することと

なった。 

 現在の事務局長は、市町村合併が行われた以前（平成16（2004）年～）に、旧町の公民

館主事として入職した。平成21年度からコミュニティ振興会を発足するため、どのような

組織にすると良いのか等、様々視察等を行いながら、自治会長等と共に検討を進めた。 

 公民館がコミュニティセンターに移行する施策について、市内の公民館職員や自治会長等を

対象に、市役所から予め説明会があった。「地域の課題は住民で解決していくことができる」

といった説明とともに、給油場所の遠い地域の住民が自分たちでガソリンスタンドを作った

という取組事例の紹介があった。 

 日向コミュニティ振興会の体制については、準備委員会にて意思決定を行った。生涯学習か

ら地域づくりへ活動が転換される中で、組織も一新することは地域住民にはハードルが高か

ったため、旧町の自治会長会と、公民館活動を行ってきた組織の２つを両輪とする組織とし

て活動していくこととした。なお、市内の各コミュニティ振興会の体制は地区毎に検討が行

われるため、地区によって様々となっている。 

 

ii） 体制 
 大きくは、自治会主体の「総務部」と、生涯学習事業主体の「企画会議」の２つから構成さ

れる。 

 総務部には、農村環境整備部、福祉部、安全部がある。うち福祉部は、民生・児童委員
協議会と、日向地区社会福祉協議会（以下、「地区社協」とする）からなる。 

 企画会議は、女性部、青少年育成部、文化部、体育部がある。また、コミ振事業推進員
を配置している。 

 事務局がコーディネート役となり、コミュニティ振興会を構成する各主体が活躍できるよう

調整を行っている。 

 草の根事業を行う地区社協の活動についても、縦割りの対応にならないようにコミュニティ

振興会が連携・分担しながら実施している。地区社協の事務局長は、実際に取組を進める上
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での相談役となっている。 

 コミ振事業推進員は 4 名が地域づくりのコアメンバーとして、活動の企画やコーディネー

トを担っている。 

 

 
② 取組の経緯 

i） 東北公益文科大学との出会い 
 平成 21 年度以降、コミュニティセンターを拠点として地域づくりに取り組んできた。当時

は、小学校が廃校になったことで地域が廃れていくのではないかという危機感があった。地

区では学区が２つに分かれていたこともあり、住民が一同に顔を合わせる機会がますます必

要と考え、運動会や文化祭など行事やイベント等を地域で話し合いながら開催することにし

た。例えば、日向地区では、どの家でも餅つきをする文化があり、廃校になる前の小学校で

も、学習発表会後に餅つきをして餅を食べる機会があった。廃校後もその機会を残せるよう、

廃校前の学校のイベントに参加し、どのような準備を行っているのか等確認し、廃校後はコ

ミュニティ振興会として開催している。 

 しかし、地域づくりと言いながら行事やイベントを開催しているだけでよいのか、市役所か

らの説明会で聞いた「地域の課題を住民で解決していく」ことができていないと悩むように

なった。そもそもコミュニティ振興会としてのビジョンがなく、どこに向かって活動を進め

て良いかのかわからなかった。また、自治会役員の任期もある中で、住民同士で気持ちを一

つにし、危機感を持って地域のことに取り組んでいくことに難しさを感じていた。 

 そんな中、平成 23 年度に、市の社会教育文化課から市民大学の出前講座の案内があった。

事務局長は地域づくりについて考えるきっかけにしたいと考え、出前講座の1つとして、東
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北公益文科大学・小関氏による「地域で暮らす幸福感」というテーマを依頼した（平成24年

2月開催）。 

 当該講座では、“地域”は多義的な言葉であることや、幸福感も人によって異なることから、

違いを前提として関係者が共通の土俵につき、『正解』ではなく協働作業を通じて得る『成解』

を目指すことの重要性が示された。また、アランの幸福論から、幸福には意志と行動が必要

であり、できることから取り組むことが大切だという話もあった。 

 また、同年度（平成 23 年度）には、酒田市が実施する「地域あんしん生活研究事業」のモ

デル地区に日向地区が選定され、単身高齢者を対象とした生活実態調査が実施された。偶然、

当該調査においても、東北公益文科大学・小関氏が関わっていた。 

 

ii） ワークショップの試み 
 上記の出前講座では、東北公益文科大学の協力のもと、日向コミュニティ振興会で初めての

ワークショップを実施した。 

 その際のワークショップのテーマは前述したように「地域で暮らす幸福感」、副題が「互いの

ことを知ろう」であり、住民各自が普段感じている地域の強みと課題を確認・共有した。 

 参加者については、日向コミュニティ振興会が募り、自治会長をはじめ福祉部に関わるメン

バーを中心に、幅広い主体に呼びかけた。 

 当時、住民ワークショップはどの地区でもほとんど行われたことがなく、地域住民も不慣れ

であろうと考え、東北公益文科大学の学生が各グループでの進行やメモ取り、発表などのサ

ポートを行った。 

 この時のワークショップ形式での話し合いの方法が参加者からも大変好評であったことから、

後述する平成 24 年度に開催したワークショップにもさらに多くの人に参加してほしいと声

をかけ、グループごとのテーブルが８台できるほどの参加者が集まった。 

 これらワークショップに際してのグループ分けについては、地域住民に加え、その時々で参

加する地域外の主体（大学生、行政・社協・地域包括支援センター等の職員）も混ぜて構成

している。ワークショップの前提として、それぞれの肩書から離れること、聞くことを大切

にすること、1 人が話しすぎないようにすること等のグランドルールを確認したうえで実施

している。 

 ワークショップは、地域で起きていることや、それぞれの住民が日々感じていることが互い

に見える化されるような機会となった。 

 

③ 地域支え合い研修会（地域ワークショップ） 

i） テーマの設定 
 平成2３年度から始まったワークショップは、現在も毎年1回以上開催しており、そこで整

理された地域課題や取組の方向性に基づいて活動が展開されている。 

 平成 24 年度には、前述した「地域あんしん生活研究事業」での高齢者等生活実態調査の結

果を踏まえて、「地域支え合い研修会（地域ワークショップ）」を実施した。市内で高齢化が

顕著に進む日向地区ともう1つの地区がモデル地区として選定され、調査結果からは、高齢

化に伴う課題に直面することになり、子どもや教育に関する活動が中心だったコミュニティ
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振興会にとって高齢者に関する課題に目を向けるきっかけになった。 

 この研修会では、ワークショップの前にさわやか福祉財団による講演や、先進地視察研修を

実施した。 

 （小関氏より）研修会におけるワークショップ開催にあたっては、酒田市福祉課職員と東北

公益文科大学教員との間で企画を行った。地域住民が自分たちでできることを考えられるよ

うな設計を心掛けた。当該研修会の冒頭で、市福祉課から自分たちでできることを考えてい

くといった方針を説明したところ、少し空気が張り詰めた印象があった。当時は、「行政は何

もしてくれないのか」といった気持ちが住民側にあったのかもしれない。ただ、ワークショ

ップが始まり、市職員も含めてグランドルールにのっとって話し合うことで少しずつフラッ

トな関係性となり、地域でできることを出し合うことで、「こういうことからでいいんだな」

という空気感に変わっていったように思う。 

 平成23～24年度に始まったワークショップ方式での話し合いは、毎年のように、その時々

で生じている課題を踏まえたテーマを設定し取り組んでいる。テーマは、日向コミュニティ

振興会事務局が検討する。例えば最近では、地域包括支援センター（以下、包括）が主催す

る地域ケア会議で出てくる地域課題がワークショップのテーマになっているほか令和6年7

月に発生した記録的な大雨災害を受けて災害に関する検討も増えている。地域ケア会議の種

類の一つである小地域ケア会議は、小学校区の単位で開催されている民生委員を主体とした

関係者との会議だが、ここに地区社協の事務局や日向コミュニティ振興会事務局等が参加す

ることもある。 

 

ii） 参加者 
 ワークショップには、コミュニティ振興会の福祉部やコミ振事業推進委員を中心として、各

回のテーマに応じて声をかける住民や行政・社協・包括等の職員、大学生を加えて、毎回30

～４０名程度が参加する。自治会役員が2年任期のため、2年ごとにワークショップの色が

出るが、参加者が入れ替わることによる新しい発見もある。 

 周知については、個別に参加を呼びかける方法と、毎月発行している広報による周知の両方

を行っている。 

 夜の開催が多いため、その時間で参加できない場合は、事前に意見を聴収する工夫もしてい

る。 

 （小関氏より）現在も学生は参加しているが、毎回入るわけではない。初めての住民同士で

集まる時には、なるべく多くの学生に参加してもらうことで和ませている。学生の継続的な

関わりのためにもできれば毎回参加させたいと考えているが、場が馴染めば学生はいなくて

も問題ないと考えている。 

 ファシリテーションとコーディネーションを学べる「地域共創コーディネーター養成コース」

（公開講座）を東北公益文科大学が開催しており、大学生のほか、行政職員、地域関係者、

企業に勤める社会人なども受講している。日向地区では、現時点で、現事務局長と過去に配

属されていた地域おこし協力隊等を含め、地域には７名の方が当該講座を受講済み。 

 当該講座は、ファシリテーション研修とコーディネーション研修（ボランティアコーディネ

ーション力3級検定）の２つから構成される。ファシリテーションとコーディネーションに
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実際に携わることがなくても、その意味を理解している人が地域にいる意味は大きい。 

 

iii） 移動するコミュニティ 
 移動するコミュニティとは、コミ振事業として令和4年度より開始し東北公益文科大学の大

学生が日向地区内の各自治会館を訪問し、地域住民と交流しながら普段の暮らしや困りごと

等の話を聞く取組である。現在3年目を迎えている。 

 それまでコミュニティセンターを拠点とした取組を展開してきたが、様々な理由からセンタ

ーまで足を運べない高齢者などが一定数いた。日向地区では公共交通機関が徐々に撤退し、

現在の移動手段はデマンドタクシーのみである。当時はコロナ禍で人が集まることが難しか

ったこともあり、大学生から「移動するコミュニティ」が提案された。 

 地域住民にとって、大学生の方が利害関係がなく話しやすいと考え、日向コミュニティ振興

会事務局関係者は、あえて同行しない方針を取っている。 

 参加対象については、開催エリアの住民だが、開始当初はコロナ禍であったことから密を避

けながら集まれる範囲で高齢者中心に声掛けを行った。年齢制限は設けていないが、日中の

開催のため現在のところは高齢者が中心となっている。 

 各区の訪問後はコミュニティセンターに戻り、大学生が聞き取った内容をまとめ事務局に報

告している。また、その内容をさらに地域ケア会議などで共有している。 

 大学生は、ゼミ活動の一環として、移動するコミュニティに参加している。地域住民の話を

聞いた後は、そのまま地域住民と雑談をしたり、昼食をとったりしている。 

 

④ ワークショップから生まれた活動 

i） 活動例 
 ワークショップをきっかけに、除雪ボランティアを始め、「一人暮らし高齢者の見守り活動、

ちょっとした居場所づくり、防災マップ作り、地域の農産物を販売するマルシェの開催など、

いろいろな地域づくりの活動」が生まれている1。 

 今年度は移動の問題を取り上げ、買い物支援の一環として、社会福祉法人と連携し、送迎バ

スの空き時間を活用して買い物バスを試行している。試行する中で、市役所や郵便局等、買

い物以外のニーズも見えてきており、どのように運用していくか検討しているところ。 

 また、訪問による生活支援サービス（「にっこりポイント（地域通貨）」／介護予防・日常生

活支援総合事業の訪問型サービス B）や、コミュニティセンターを基盤とした、高齢者の通

いの場（介護予防・日常生活支援総合事業の通所型サービスB）等も実施している。 

 
ii） 活動資金 
 コミュニティ振興会の活動については、酒田市の「ひとづくり・まちづくり総合交付金」や

会費を財源としている。また、コミュニティ振興会として地域づくりに関するビジョンを策

定し実行することで、5 年間補助を受けることができる酒田市の手あげ事業も活用している

 
1 松永隆「つながりの支え合いから花開く日向～多様な人とのご縁がつくる「地域で暮らす幸福感」～」令和2
年度あしたのまち・くらしづくり活動賞応募レポート. 
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（日向地区においては、令和6年度で補助期間が終了）。 

 現在は、農業者を含む地域関係者で構成する「日向ふるさとづくり協議会」が農林水産省事

業の農村型地域運営組織（以下、「農村RMO」）形成推進事業に採択されたため、コミュニテ

ィ振興会もその組織の一員として活動を続けている。 

 

iii） 自治体等からの支援 
ア) 情報提供 
 活用できる事業や財源の情報については、地域づくりを続ける中で市職員から自然に入るよ

うになった。 

 例えば、前述したように平成 25年 1～2 月から除雪ボランティアの取組を始めた。ボラン

ティアが本当に集まるのか見込みが立たなかったが、声をかけてみると 50 人ほど集まり、

モデル地区・3 世帯に対する除雪を実施した。雪深く大変な地域であることを知ったボラン

ティア参加者から、最低2回は訪問・除雪しようという話になった。その際、活動の継続に

向けては資金があったほうが良いという認識が関係者で共有された。 

 そんな折に、当時国土交通省出向中の酒田市職員から、「雪処理の担い手の確保・育成のため

の克雪体制支援調査事業」の募集があるという情報提供があり応募したところ採択された。

ボランティアが 100 人ほど集まるようになり、その道具の確保にとっても当該事業は有難

かった。 

 

イ) 相談先となる自治体部署や関連機関 
 市（本庁）のまちづくり推進課がコミュニティ振興会の主な相談先になるが、そのほか本庁

の福祉課、支所も相談先となっている。また、本庁の課長職は、地域担当が割り当てられて

いる。 

 直近で豪雨災害があったときには、支所の福祉係職員が頻繁に通ってくれ、みなし仮設住宅

に住んでいる人に繋いでくれることもあった。機動性が高いという点で支所が重要な役割を

果たしていると感じている。 

 市職員の中には、異動しても引き続きコミュニティ振興会の活動に関わってくれる人もいる。

市の体制として相談先となっている部署はあるものの、そうした職員との「人」としてのつ

ながりに助けられている部分も大きい。 

 農村RMO関連では、県が国との窓口になるが、支所も伴走してくれている。 

 福祉的なニーズのある世帯があった場合は、まず包括に連絡する。連絡を受けた包括は、訪

問等対応してくれ、その後も情報共有をしてくれる。最近では、認知症のケースが増えてき

ており、包括と連携することが多い。 

 

⑤ 取組の特徴 

i） 社会教育・生涯学習を基盤とした地域づくり 
 様々な活動を仕掛けられている背景として、事務局長が地域の多くの人を知っていることは

大きい。ワークショップの参加者や実際に活動する住民を集めるにあたり、テーマや内容に

応じて関心を持つ人や参加しそうな人に声をかけることができる。それが多様な活動の展開
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につながっている。 

 事務局長は、公民館活動の時から、「人を覚えること」を重視してきたし、コミュニティ振興

会発足後に取り組んできた行事やイベント等を通じて関わり顔見知りになった人が多くいた。

当時は、地域づくりとして、行事やイベント等を行っているだけでよいのか悩んでいたが、

それによってできた多くの住民との関係性が、現在の地域づくりの活動の基盤になっている 

 （小関氏より）日向コミュニティ振興会は、社会教育が基盤になっているのが特徴であり強

みでもある。ワークショップも含め、情報共有だけでなく、互いに学びあうことを大切にし

ている。また、ワークショップや事業等を行った後には、必ず参加者で振り返りを行ってい

る（例：感想を書く、1人一言発表等）。小さなことであるが、取組をやりっぱなしで終わら

せず、振り返って皆で共有してくことで、皆が参加・参画しているという雰囲気が醸成され

ていく。 

 事務局長は公民館活動の時代から、会議のあり方に対し疑問を抱いていた。なぜ自分が呼ば

れたのかがよくわからない会議もあり、代表者の一言で決まったり、意見やアイデアを一つ

も発することなく終わるような形式的な会議もあった。振り返りや共有を大事にしている中

で、「私の意見を聴いてもらえてうれしかった」という方がいた。その方はコミ振事業推進員

を務めていたこともあり、今では日向里かふぇの店員も担っている。 

 

ii） 旧小学校を拠点としたコミュニティセンター 
 小学校をベースとして、和室や会議室、集会室（体育館）、調理室がある。また、入ってすぐ

のフロアには、「日向里（にっこり）かふぇ2」のスペースがある。 

 地域住民が心配な世帯等を見つけた時には、コミュニティ振興会の事務室に連絡が入る（例：

新聞がたまっている家、隣の家の枝が伸びてきた等）。地域住民も「何か困りごとがあればま

ずはコミュニティセンターに相談する」という意識になっていると思う。特に用事がなくて

も、コーヒーを飲みにふらっと事務室に立ち寄り、長話をして帰っていく人もいるような場

となっている。 

 コミュニティセンターを訪れる人以外にも、日向里かふぇを訪れたり、廊下等の掲示物や活

動報告などを見学していく人もいる。日向里かふぇができてからは、小学校の卒業生が家族

連れで訪問することもあり、より立ち寄りやすい雰囲気が醸成されている。 

 

iii） 地域づくりの目的を意識して柔軟な活動を展開 
 （小関氏より）地域づくりは計画をつくりすぎないことが重要。変更の連続で、それに柔軟

に合わせていかなければ続かない。また、継続することだけが目的になると、形骸化してし

まう。その点、そもそも行政的な手法にはなじまないので、行政としては理解しづらい部分

かもしれない。 

 
2 日向コミュニティセンターに偶然立ち寄った企業との協働により生まれたカフェスペース。2019年7月オー
プン。（出所）松永隆「つながりの支え合いから花開く日向～多様な人とのご縁がつくる「地域で暮らす幸福感」

～」令和2年度あしたのまち・くらしづくり活動賞応募レポート.；伊藤秀和（2019）「酒田市日向地区の廃校利

活用による地域活性化―日向里カフェ―」https://localnippon.muji.com/4942/（2024年 12月4日最終閲

覧） 
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 （小関氏より）何のために地域づくりを行うかという目的さえ明確にして、常にそこに立ち

戻れるようにしておけば、手法はいくつもあるので、この部分は可変的で柔軟であってよい。

地域づくりは動的でダイナミックであり、つねに関係的。関係的という点で福祉は本来馴染

むはずだが、制度化された福祉は馴染みにくいのだと思う。 

 地域づくりの活動は生まれては消えていくものだと考えており、実際、自然消滅したり、終

了した活動もあるし、その時は取り組まなくても数年後に復活することもある。一方で、持

続可能な活動にするための工夫も行っている。例えば、ひとり暮らし高齢者に対して、クリ

スマスケーキや年賀状を届ける取組があるが、もともとは小学生が半日がかりでケーキのデ

コレーションやはがきへのメッセージ記入等を行っていたところ、特定の学年にメッセージ

記入を依頼する等、取組は残しつつ、効率化できる部分を工夫している。 

 

iv） 地域づくりビジョンの作成 
 前述のワークショップを通じて、令和3年度に「地域づくりビジョン」が作成された。令和

4年度からは、この地域づくりビジョンの考えに基づきながら、活動を展開している。 

 当該ビジョンは、明治大学の小田切徳美氏が提唱している「主体（人）づくり」「場づくり」

「持続条件づくり」の地域づくりの3つの柱を参考にしている。これまでは主体（人）づく

りと場づくりに取り組んできたが、今後は、「持続条件づくり」として、地域資源を保全しつ

つ利活用する小さな経済、稼げる地域を目指していきたいと考えている。 

 

v） 多様な主体との関わり 
 地域の特徴として、地元大学や企業等の様々な主体が関わりながら取り組んでいることから、

新たに取り組み始めた農村 RMO でも地元大学や企業等も「関係する主体」として関わって

もらえるような体制にしている。 

 地域づくりをする中で、様々な人に助けてもらっていると感じる。例えば、雑貨や食料品等

をブランド展開する企業で働いていた人が日向地区に移住したり、協力隊が合同会社を立ち

上げたり、日頃協力してくれている大学生が、映像や雑誌を作成してくれたこともあった。

それぞれができることで地域づくりに協力してくれている。 

 

vi） 福祉的（地域）課題を福祉の課題として捉えない 
 （小関氏より）移動するコミュニティを通じて、ある男性が家族の介護をしており、献立を

考えるのが大変という話を受け、学生から簡単にできるレシピを共有するという場面があっ

た。もしこの方が家に閉じこもっていたら、こうした悩みを話すことも、簡単なレシピとい

う情報をキャッチすることもなかっただろう。場を作り出てきてもらうことで、話をして「こ

ういうことでいいのか」と少しほっとしてもらう、問題解決まではいかなくとも気持ちが軽

くなる。悩みや困りごとを話さなくても参加して単純に楽しかったということでも十分意味

がある。そういう場をこの地域では多く作れているように思う。 

 人が集まる場では情報も集まる。公民館で活動していた時は、教育委員会が主催して毎月集

まり情報共有していたが、その場がなくなった途端、情報が入りづらくなった。家にいる人

にとっても同じことだと思う。 
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 （小関氏より）個別ケースからグループやコミュニティというよりも、コミュニティ全体で

楽しく豊かになっていけば、その中で個別ケースが自然と包含されていく。その方がレッテ

ルをはることなく、皆平等に集える。福祉の話は地域ではしづらいと思うので、あえて福祉

を前面に出さないようにしている。福祉ではないテーマから取り組み、自然に福祉にたどり

着くような形になると良いと思う。 

 この地域では、色々な分野の課題がある中で福祉的課題を特別視しておらず、とりわけ福祉

的課題を取り上げているわけではない。暮らしの課題の中にたまたま福祉的なテーマがあっ

たから、それをどうするか考えるというのが、この地域のスタイルだと思う。 

 地域住民が閉じこもらないような仕掛けが重要で、だからこそコミュニティセンターにきて

もらう仕掛け（様々な活動）とこちらから訪問する活動（移動するコミュニティ）を展開し

ている。しかし、それは、閉じこもり予防のための取組とは決して言わず、おしゃべりの場

等として設計している。目的を福祉的なものにしないことでハードルが下がって住民は参加

しやすくなる。 

 

⑥ 今後の課題、方向性 

i） 今後の課題 
 日向地区の地域課題として、移動の不便さがあり、免許返納後も安心して生活できる仕組み

づくりが課題である。除雪に関しては地域外からの除雪ボランティアの仕組みや地域内のチ

ームよる有償ボランティアの除雪の仕組みができたが、今後は、交通の不便さをどのように

解消するかが課題である。例えば買い物支援に関しては、必要なものを届けることで解決す

るということではなく、自分で選んで買い物する楽しみも作ることができるように外に出る

仕組み（社会との繋がりづくり）との両輪で考えたい。 

 

ii） 行政職員に期待すること 
 地域づくりを行う上で行政のサポートは必須であり無くてはならないこと。地域づくりに関

わる行政職員には、そこに住む人の暮らしの目線に立って地域を見てほしい。 

 （小関氏より）ある企業の方は、週の半分を地域のこと、残りの半分で仕事をする時代が来

ていると言っていた。行政職員も同じだと思う。行政機関にしかできないことがあるので、

その強みを存分に活かしてほしいと思う。決められたこと・言われたことをやっているうち

は自分事ではないので、この地域のために自分に何ができるかを考えることができると良い

と思う。 

 

酒田市 

※平成 23 年前後での日向コミュニティ振興会の活動等を知る市役所職員より聞き取りを行った。 
 

① コミュニティ振興会の概要等 

i） コミュニティ振興会の概要 
 現在、酒田市には旧小学校区単位で、計３６のコミュニティ振興会と、５つ（旧酒田市街地、
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旧酒田市農村地域、旧八幡町地域、旧松山町地域、旧平田町地域）のコミュニティ振興会連

合会がある。 

 平成17（2005）年度に市町村合併し、現在の酒田市となった。旧酒田市では、合併前よ

り住民自治組織であるコミュニティ振興会の組織化が進められてきたことから、合併後の旧

町地域（総合支所地域）でも、平成21（2009）年度に、公民館からコミュニティ振興会

に移行することとなった。 

 コミュニティ振興会の活動費として、酒田市からの支援「ひとづくり・まちづくり総合交付

金」がある。平成28年度に、丸山前酒田市長がコミュニティ振興会への補助金や委託料等

を一括化して、使途を特定しない総合交付金とした。 

 各地域のコミュニティ振興会は主体的に活動しており、地域ビジョン（詳細は後述）の作成

に取り組んでいるコミュニティ振興会は、特にその印象が強い。 

 
ii） コミュニティ振興会への支援策 
ア) 地域ビジョン作成・実行への支援 
 まちづくり推進課が所管する事業の１つに、コミュニティ振興会に対する手あげ式の支援メ

ニューがある。具体的には、２年間のワークショップ開催を支援し、地域ビジョンを作成し

た後、地域課題の解決や地域資源の活用に向けた取組の実行に対する補助として、３年間、

ひとづくり・まちづくり総合交付金を上乗せする仕組み。 

 人口減少が進む中山間地域に位置するコミュニティ振興会では問題意識が高く、先行して手

があがった。遅れて令和５年度からは市街地のコミュニティ振興会からも手があがるように

なった。 

 市としては、ワークショップは、異なる背景の多世代で多様なメンバーが集い、ビジョンづ

くりのための種（素材）をたくさん集める場とし、ビジョンの原案作成プロセスに大人数の

ワークショップは不向きなため、ビジョン原案作成のための委員会を別途立ち上げるよう促

している。 

 当該ワークショップの運営は酒田市まちづくり推進課が支援（調整）する。ワークショップ

のプログラムデザインや当日のファシリテーションは、プロのファシリテーター２名と松永

氏が分担して担う（プロのファシリテーターは山形県の地域コミュニティ支援アドバイザー

で、松永氏が以前から信頼を寄せる方）。 

 ワークショップの参加者は、地域のコミュニティ振興会が集めるため、地域によって異なる。

東北公益文科大学（以下「大学」とする）と連携している地域では、小関ゼミの学生が参加

することもあるし、地域の中高生が参加する地域もある（多世代で多様なメンバーが集うこ

とで学び合う、気付き合うことでできるので、地域には参加者集めの努力をお願いしている）。 

イ) まちづくり推進課の役割 
 まちづくり推進課には、担当地区を持つ３名の職員がいる。コミュニティ振興会からの相談

があれば、この３名の職員が窓口となって、必要に応じて他課・担当に繋ぐことになる。 
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② コミュニティ振興会への支援例 

i） 日向コミュニティ振興会の経緯 
 平成21年度以降、日向コミュニティ振興会が活動を続ける中で、「地域づくりとは何か」と

いう疑問を持つようになった時期に、酒田市では、厚生労働省による安心生活創造事業（10

分の10補助）において地域福祉推進市町村の１つとなり、事業を展開することとなった。 

 当該事業を活用して、市街地と中山間地域、それぞれ１か所ずつ高齢化率の高い地域をモデ

ル地区として選定し、高齢者の生活実態調査を実施したが、この際、日向地区が中山間地域

のモデル地区として選定されたことがきっかけとなり、市（福祉課）が日向地区に関わるよ

うになった。 

 松永氏が福祉課異動前の企画調整課時代に大学連携を担当していたことから、当該調査に協

力してもらった大学の小関氏や武田氏とは、調査実施前から繋がっていた。特に小関氏にお

いては、日向地区と市の双方から声がかかり、自然と三者連携してワークショップの取組が

始まった。 

 

ii） ワークショップの開催 
 当時、福祉課の地域福祉係長だった松永氏は、役所からの下請けのような地域づくりは上手

くいかないと考えており、オフサイト活動への参加や、ワークショップ形式の対話を通じて

取り組む事例（安心生活創造事業）の収集等を踏まえ、大学の協力を得て、モデル地区の２

か所でワークショップを行うこととした。 

 ワークショップ・場の設計は市福祉課と大学が連携して行った。プログラムづくりは主に大

学の小関氏や武田氏が担い、市としては、どのようなプログラムで、どのように問いかける

と住民が話しやすいか、次のアクションに繋げるためにはどのようにできると良いか、とい

ったことを両氏と協議しながら進めた。 

 福祉課とは別に、地域コミュニティを担当するまちづくり推進課は当時からあったものの、

その際の連携は特になかった。なお、社会福祉協議会（以下、「社協」とする）と地域包括支

援センター（以下、「包括」とする）との連携はあった。 

 （市の福祉課が関わることもあり、）当時のワークショップは、福祉の視点で課題を洗い出し、

地域資源と組み合わせてどんなことができるかという視点で取り組んだ。 

 当時、松永氏（地域福祉係長）としては、住民が何らかの具体的な活動を行うといった成果

ありきでは考えていなかった。参加者である住民が十分話し合って納得すればそれが答えで

あり、実績に繋がらない、地域がやらないという選択をするのであれば、それはそれで良い

と考えていた。 

 ワークショップの結果、日向地区では除雪ボランティアという象徴的な取組、もう１つの市

街地のモデル地区（琢成地区）では、「よろずや琢成3」という生活支援の仕組みが生まれた。 

 

 
3 日常生活のちょっとした困りごとを地域住民が手伝う仕組み。手助けが必要な人はあらかじめチケットを購入
し、ゴミ出しやPC操作等、手伝いの内容に応じてボランティアにチケットを渡すというもの 
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③ 地域づくり・地域活動への自治体職員の関わり方 

i） プロセスを共有することの重要性 
 全庁的に、各種行政計画の策定時等、市民が参加する場を大切にしている。行政側で議論し

決まったことを（決まってから）市民に伝えるのではなく、議論・検討するプロセスにおい

て市民と協働することが重要と考えている。もちろん、ワークショップ等に参加するのは一

部の市民であるが、こうした取組を発信することで、市役所が勝手に進めているのではなく、

市民とともに取り組んでいることを伝えていくことも意識している。 

 人口減少下で、将来的には社会や行政の機能を縮小せざるを得ない中で、今まで通りの方法

で地域を維持していくことは難しい。地域を維持していくためには、住民の信頼を得て協働

していく必要がある。住民の信頼を得るためには、検討の過程等をブラックボックスにして

はいけないと考え、対話型の場づくりを大事にしている。そのためには、そうしたプロセス

を共有し納得感を得られるような、ファシリテーションができる人材が必要である。 

 ワークショップを行うタイミングも重要。対話の場とするためには、役所が決めたものを地

域に持っていくのではなく、白紙の状態で意見を聴く必要がある。もちろんすべての意見を

反映することはできないが、そのことを最初に伝え、その後反映できなかった理由をフィー

ドバックすればよい。 

 また、同質性が高い行政内部だけで議論していると、出てくるアイディアに限界があるが、

市民や別の関係者等と話すことで、ブレイクスルーできるアイディアが生まれる可能性が高

まる。これも対話型で進めることのメリットである。 

 

ii） ワークショップで意識していること 
 市職員がファシリテーターを務める場合は、行政職員としての立ち位置とファシリテーター

としての立ち位置を使い分ける必要がある。行政職員として言わなければならないこともあ

るので行政職員の立場をゼロにすることはできないが、ワークショップ全体として、第三者

としての立ち位置を意識している。ワークショップが要望の場になってしまわないよう、ワ

ークショップの趣旨を冒頭で説明している。 

 行政職員として伝えなければならないことの具体としては、ワークショップが要望の場にな

ってしまわないようワークショップの趣旨を冒頭で説明したり、ワークショップでの意見が

全て実現し、施策に反映されるわけではないことを伝えたりしている。様々な条件があり施

策への反映が難しい場合は、その旨をフィードバックしている。時に行政の批判ばかりを口

にする市民もいなくはないが、そういうときは、別の市民が諫めてくれることもあるので、

その場の空気の作り方（対話ルールの浸透）が重要。 

 なお、松永氏がワークショップの際に伝えているルールには、「話すこと以上に「聴く」こと

を大切に」「否定せずに耳を澄ます」「自分だけが正しいと思わずに、断定しない」「らくがき

でメモを残そう」などがある。 

 

iii） 地域課題の共有の仕方 
 地域づくりに関しては、地域の主体性を引き出すために、プロセスの共有が最も重要と考え

ている。地域が行政の下請けや委託のようになってはいけない。 
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 地域課題の話し合いを行うときに、福祉の視点から入ると話しやすいと思う。地域の○○さ

んが大変そうという事例を共有できると、参加者は課題テーマとして入りやすい。 

 参加者として、地域の課題をよく知る民生委員は必須だと思う。民生委員から普段の取組や、

課題感等を話してもらう。その他、課題の共有方法として、その時のプログラムの作り方に

よっては、データから伝えることもある。 

 

④ 酒田市役所内の地域づくりに資する取組 

i） ファシリテーションを学ぶ機会の確保 
 ファシリテーション人材を養成するための取組として、市職員の自主研修費の対象の１つに、

「地域共創コーディネーター養成プログラム（公開講座）」を含めている。市職員が毎年度

３名程度受講できるよう予算を確保している。 

 現在、市職員の当該講座の修了者（地域共創コーディネーター）が累積で２０名程となって

いる。令和5年度からは市民参加推進委員会作業部会4（以下「作業部会」とする）を立ち

上げ、ワークショップを予定している担当課に対して、ファシリテーションを学んだ人材が

チームでサポートする仕組みを作った。 

 具体的には、ワークショップ実施予定の担当課と作業部会のメンバー（地域共創コーディネ

ーター）が「デザイン会議（作戦会議）」を開いてどんなプログラムにすべきか意見交換を

行い、その協議内容を基に、ワークショップ当日のメインファシリテーターを担うメンバー

がプログラムを作成する。ワークショップ当日は、メインファシリテーターのほかに、作業

部会メンバーがテーブルファシリテーターとして参加し、ワークショップの運営を支える。

担当課は、ワークショップが実施されるまでのプロセスを共有することで、市民参加機会の

創出および市民協働を推進することの重要性を学ぶ。 

 最初のうちは、行政職員はシナリオ通りに進まないワークショップを怖がるが、何度か参加

するにつれ怖さがなくなっていく。それは、行政組織内で決定する前段階の白紙に近い状況

でワークショップに取り組むことで市民意見の反映がしやすいことや、反映できないことに

はできないと丁寧にフィードバックすることこそが重要ということが理解できるからだと

思う。 

 
ii） 世話役課長の任命 
 まちづくり推進課とは別に、市の課長職がそれぞれ１か所の地区を担当する「世話役課長」

の制度がある。任務としては、地域の困りごとを聞き、役所内で調整することとなっている。

通常業務を抱えながらの対応であり、また活動内容が細かく規定されているわけではないた

め、活動内容はそれぞれの世話役課長に委ねられている。 

 

 
4 市民参加推進委員会は、副市長を委員長とし、市民参加の機会が必要な事案を確認している。作業部会は、そ
の下部組織に位置付けられ、ワークショップの実施に関し疑問や不安を抱える市役所の現場を支援するために創

設された。 
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⑤ 課題等 

i） 望ましい支援体制 
 現在、まちづくり推進課の地域コミュニティ支援の地区担当者は３名となっているが、地域

に対しより手厚く支援できるように増員が望まれる。現状の体制では、通常業務は回せるが、

頻繁に地域に顔を出して地域づくりを後押しするような余力はないと思う。一方で、市の限

られた人的資源では現状の人員体制が精一杯という現実もある。 

 地域づくりに資する事業や財源は分野横断的のため担当課が分かれるが、そのすべてをまち

づくり推進課で把握することは難しいだろう。しかしながら、まちづくり推進課にはコミュ

ニティ振興会と各担当課との窓口機能を積極的に担ってほしいと思う。 

 

ii） その他 
 自分の市で取り入れたいことがあると、全国の先進事例等のキーパーソンに来てもらう等、

自分ではない第三者から事例を共有してもらい、考えや意義・必要性を市役所内に浸透させ

ていく手法を活用してきた。コミュニティ振興会への動機付けも同様で、立ち上げ期におい

ては、コミュニティ振興会が集まる場で、日向コミュニティ振興会に取組紹介をしてもらっ

たこともある。 
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（３）明石コミュニティ創造協会 

① 明石コミュニティ創造協会について 

i） 団体概要 
 当会の元となる組織は、1982年の財団法人明石コミュニティ創造協会であり、2022年で

創設40年を迎えた。 

 2012年に、文化事業を行う「公益財団法人明石文化芸術創生財団」と分離して、現在の一

般財団法人明石コミュニティ創造協会の形となった。 

 

ii） 事業・財源 
 財源として最も大きいのは、複合型交流拠点ウィズあかしの指定管理の収入である。 

 協働のまちづくり推進事業として、まちづくり協議会の支援およびテーマ型の市民活動支援

を行う業務を明石市から委託されている。 

 その他、外郭団体として組織の運営補助金を受けている。 

 

iii） 行政との関係 
 協働のまちづくり推進事業では、明石市の市民協働推進室と連携して各小学校区（28区）の

まちづくり協議会を支援している。市は全校区を支援する一方、当会は特定の校区を対象と

して地域の状況に応じた個別的な支援を行っている。市とは、月1回各校区の状況を共有し、

今後の進め方について協議している。 

 行政と中間支援組織（当会）それぞれの強みをいかして支援している。会計の体制をしっか

り整備すべきなど行政だからこそ伝えられることもある。一方で、中間支援組織だからこそ、

地域の代弁者となったり、地域と行政の間に入った方がうまくいくこともある。 

 当会には、明石市からの出向者も毎年5名程おり、市の若手職員がファシリテーションや地

域との関わり方、ワークショップのプログラムの作り方等を学んでいる。出向期間は概ね３

年程度で、帰任後は、市の重点施策の所管課やコミュニティ担当課などに配属されることが

多い。 

 

② 明石市のまちづくりの概要 

i） 明石市のまちづくりの歴史・特徴 
 明石市では、1971年に当時の市長が「人間優先の住みがいのあるコミュニティづくり」を

市政運営の柱として掲げ、1972年からコミュニティセンターの設置を開始し、コミュニテ

ィセンターを拠点とするまちづくりが始まった。 

 明石市には、児童館や公民館などの社会教育施設はないが、コミュニティセンターがまちづ

くりの拠点となっており、全中学校区、全小学校区にコミュニティセンターが設置されてい

る。 

 コミュニティセンターは、学校の敷地内にあり、学校の敷地にプレハブを整備している校区

もあれば、空き教室を活用している校区、昼間は音楽室として使われている場所を夕方以降

にコミュニティセンターとして活用している校区もある。 
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 2005 年には、全中学校区・全小学校区へのコミュニティセンターの設置が完了。しかし、

コミュニティセンターは地域に開かれるべきだが、セキュリティの関係もあり、地域の限ら

れた人が出入りしており、機能が形骸化していた。そこで、2006年に「協働のまちづくり」

提言を策定。コミュニティセンターの充実化と、小学校区毎に「校区まちづくり組織」を結

成していくことが提言された。 

 2010年には、明石市自治基本条例が施行。この条例では、①まちづくりの基本単位は小学

校区とする、②「協働のまちづくり推進組織」を設立し、協働のまちづくりを推進する、③

小学校区コミュニティセンターを協働のまちづくりの拠点とする、ということが示され、理

念にとどまらない、かなり踏み込んだ内容となった。 

 それを中間支援する組織として、2012年より現在の明石コミュニティ創造協会の活動が開

始された。 

 

ii） まちづくり協議会について 
ア) 「校区まちづくり組織」と「協働のまちづくり推進組織」 
 各小学校区に設置されている「校区まちづくり組織」を「協働のまちづくり組織」にステッ

プアップしてもらうための支援を2012年以降、当会が行っている。 

 「校区まちづくり組織」では、各種団体の代表を充て職で組織している校区が多かったが、

各団体の仕事だけで手一杯であり、「校区まちづくり組織」を設立しても、イベント開催等に

とどまり、支えあいや見守りといった地域課題を解決するための新しい活動をする余裕がな

い状態だった。 

 充て職によるまちづくり協議会から脱却し、個人の興味関心から関われるまちづくり協議会

にするために、「協働のまちづくり推進組織」へのステップアップ支援を行っている。「協働

のまちづくり推進組織」は、民主性、開放性、透明性、計画性をもった組織と規定されてい

る。 

 まちづくり計画書を策定することで「協働のまちづくり推進組織」になることができ、地域

交付金を受けられるようになる。 

※現在、全 28 小学校区の中で、大半のまちづくり協議会が「協働のまちづくり推進組織」とな

っている。本稿では、「校区まちづくり組織」と「協働のまちづくり推進組織」の総称として「ま

ちづくり協議会」と表記している。 

 

イ) 事務局機能について 
 多様な住民にまちづくり協議会に参加してもらうためには、個人の興味関心をまちづくり協

議会の活動につなぐコーディネート機能を果たす事務局が必要と考えた。そこで、明石市で

は2014年から地域事務局支援事業として、事務局職員の費用補助を開始した。 

 地域事務局支援事業は、「校区まちづくり組織」でも、「協働のまちづくり推進組織」でも受

けることができる。 

 

ウ) コミュニティセンターの運営 
 コミュニティセンターは、明石市の直営であるが、「協働のまちづくり推進組織」に移行した
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校区については、コミュニティセンターの管理運営の委託を受けることができる。現在は、

「協働のまちづくり推進組織」でコミュニティセンターの管理運営をしている校区もあれば、

明石市の直営の校区もある。 

 

エ) 財源 
 「協働のまちづくり推進組織」になることで受け取れる地域交付金は、基礎額 154 万円＋

事務局支援事業補助金 234 万円＋コミュニティセンター管理委託費となっており最大で合

計 823 万円が支給される。事務局支援事業補助金は、まちづくり協議会に事務局を設置し

ている場合、コミュニティセンター管理委託費はまちづくり協議会でコミュニティセンター

の管理運営を行っている場合に支給される。 

 基礎額、事務局支援事業補助金は一律の金額であるが、コミュニティセンター管理委託費は、

コミュニティセンターの開館時間により金額が決まる。地域交付金は一括交付金として支給

されるため、費用の使途には裁量が認められている。 

 自治体によっては、自治会の費用をいったんまちづくり協議会に入れて、自治会に割り振る

ということをしているところもあるが、明石市ではそのようなことはしていない。自治会へ

は回覧等の委託費用しか入っていない。 

 

オ) 連合自治会との関係 
 明石市では、連合自治会が小学校区単位となっているが、ほとんどの小学校区では、連合自

治会はまちづくり協議会に一体化されている。財産区の関係で解消できない、連合自治会と

いう看板の方が会費を集めやすい等の理由で、形式的に連合自治会を残している小学校区も

あるが、そのような地域でも、地域の代表組織はまちづくり協議会であると認識されている。 

 明石市連合自治協議会も発展的解消し、明石市連合まちづくり協議会に移行している。 

 地域では、自治会長になった途端、連合自治会の会議、地区社協の会議、コミセン運営委員

会等いろいろな会議に出なくてはならなくなり負担が大きい。会議を減らして負担を軽減す

る、自治会長が単位自治会に注力できるように、という目的を地域に説明し各校区の連合自

治会の発展的解消が進んでいった。これについては、市ともかなり議論した。 

 他市では連合自治会にまで踏み込めていないところが多いと思うが、明石市では、2010年

の明石市自治基本条例で、小学校区単位の「協働のまちづくり推進組織」がまちづくりを推

進すると定めていたことも後ろ盾になり、「協働のまちづくり推進組織」を中心としたときに、

同じく小学校区を単位とする連合自治会との関係をどう整理するかという議論ができた。 

 ただし、連合自治会という組織はなくなっても、自治会長が集まって情報共有する機能は重

要だと考えており、「協働のまちづくり推進組織」の中に自治会連絡会等の名称で（「協働の

まちづくり推進組織」によって名称が異なる）、自治会長が話し合う機能を残している。 

 各地域で、どのような担い手がどのような機能を行っているかをよく見る必要がある。大事

なのは、組織ではなく機能。資料作成や会議出席の負担が大きければ、スリム化して活動に

注力できる環境を作っていく必要がある。 
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カ) 補完性の原則 
 まちづくり協議会は、地域の多様な人が関わる装置としては重要だが、まちづくり協議会の

活動がすべてとは考えていない。隣保・班・組、自治会・町内会、まちづくり協議会は、補

完し合う関係性であり、それぞれによって取り組むべき課題は異なっている。例えば、高齢

者の居場所づくり・サロンは自治会単位、災害時の要援護者支援は隣保・班で取り組む方が

馴染みがよい。テーマや内容によっては、まちづくり協議会よりも市民活動の方が力を発揮

することもある。 

 それぞれの単位で多様な活動があるのが支えあいの機能としては重要であり、その時にまち

づくり協議会がコーディネートを担うプラットフォームになればと考えている。 

 

③ 「協働のまちづくり推進組織」へのステップアップ支援 

i） 「協働のまちづくり推進組織」への移行プロセス 
 前述の通り、「校区のまちづくり組織」では、世帯の代表者を中心とした合議組織による義務

での活動に限界が来ていた。このような状態から脱却するため、「このゆびとまれ」で多様な

人が関われる「協働のまちづくり推進組織」へのステップアップ支援を当会が行っている。 

 当会の関わり方の基本的な流れは、①まちづくり協議会の組織強化に向けた話し合い、②ま

ちづくり計画策定支援、③地域事務局の支援、④活動のサポートとなっている。地域事務局

の設置後（③以降）は事務局が中心となって進めていくため、当会としては事務局からの要

請にこたえる形で、先進事例の情報提供や助言等の支援に入る。まちづくり協議会の組織が

強化されるにつれて、当会の支援の度合いは徐々に減っていく。 

 上記が基本的な流れではあるが、実際の支援は、地域の状況にあわせて柔軟に行っている。

事務局機能の強化から取り組むところもあれば、まちづくり計画策定から取り組むところも

ある。進捗状況についても、事務局の設置状況やまちづくり計画の策定状況、コミュニティ

センターの管理運営など、校区によって異なる。 

 

ii） 支援において大事にしている考え方 
 当会の役割として、まちづくり計画の策定や組織強化に向けた支援を通じて、個人が参加で

きる組織、多様な人が意見を言える風土をつくっていくことが重要と考えている。そのため、

対話や話し合いを重視している。なんでも発言できる雰囲気づくり⇒自分の意見を言う⇒当

事者意識・主体性が生まれるというサイクルを意識している。 

 ワークショップは非日常の場であり、変わらなければならないのは日常の会議（役員会、理

事会など）である。日常の会議が対話できる場になるように、当会が支援する時は、会議を

すべて仕切るのではなく、会長の挨拶や前回の振り返りは地域にしてもらい、意見交換会の

み進行役を担うようにしている。 

 地域には、語りたい、つながりたいと思っている住民が実は多くいるので、対話のトレーニ

ングとして、多様な人が集まってワイワイするのが楽しいと思ってもらえる機会をつくって

いるという感覚で関わっている。 
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iii） 「協働のまちづくり推進組織」へのステップアップによる変化 
 多様な人が参加できる組織にすることで、女性、若者、子ども、障がい者、外国人も関われ

るようになり、また、地域外の住民が「協働のまちづくり推進組織」の活動に参加している

校区もある。例えば、技能実習生と料理イベントを開催したことで技能実習生が清掃活動に

参加してくれるようになったという事例もある。「協働のまちづくり推進組織」が小学校区と

いう少し広域で設置されているからこそ、このように多様な人が関わりやすいのではないか。 

 2012年に「協働のまちづくり推進組織」へのステップアップ支援を始めた時には、市内に

ある 450 もの単位自治会に直接支援できなくても、単位自治会長が関わっているまちづく

り協議会が変われば自治会も変わっていくのではないか、という仮説を持っていたが、実際

にそうなっている。 

 例えば、まちづくり協議会に女性や外国人が関わるようになったことで、自治会が同様の活

動を行うようになった校区もある。また、ある校区では、まちづくり協議会が防災の活動に

力を入れたことがきっかけとなり、単位自治会でも災害時の要援護者支援の話し合いが行わ

れ、結果的に隣保の組み方を見直すことになった。小学校区⇒単位自治会⇒隣保への活動が

発展していった事例である。 

 

④ 多様な人にまちづくりに参加してもらうための工夫 

i） 地域に関心をもつ住民の存在 
 住民には、中心層（役員）、関心層（元自治会長、元PTA役員、地域に興味のある人等）、無

関心層（自治会未加入者、興味がない人等）の3種類がいる。「校区まちづくり組織」は中心

層だけの組織だったが、「協働のまちづくり推進組織」に移行するためには、関心層をいかに

取り組んでいくかが重要となる。 

 自治会や PTA を経験したことで、まちづくりや子ども支援の重要性に気づく人もいる。そ

のような人たちが、退任と共に地域活動から離れてしまうのはもったいない。また、地域に

は関心を持つ人や協力したいと考えている人も一定数存在する。 

 例えば、ある校区で、住民アンケートを行い、「これからのまちづくりに協力してくれる人は、

名前と連絡先を書いてください」と聞いたところ、「活動できる」と答えた人が約350人（回

収数 2,770 件）おり、30 歳代、40歳代で約 100 人いた。まち協会長は、若い人は非協

力的で無関心と思い込んでいたが、そうではないことが分かった。このアンケートをきっか

けに、若い人は関心がないわけではなく、きっかけがなかっただけだと反省し、新しい人た

ちに参加してもらう方法を考え始めた。 

 ある校区では、自治会による川の清掃活動を続けていくのが難しくなった。まちづくり協議

会の規約を改定し個人参加ができるようにした頃、副会長の近所に環境団体の関係者が住ん

でいることが分かり声かけをしたところ、自治会と環境団体の合同事業として、川の清掃活

動と生きもの観察会をセットにして開催することになった。すると、市外も含めて 40-50

人の参加が得られ、川がきれいになった。その環境団体の関係者は、その後「協働のまちづ

くり推進組織」の部会長、役員になっていった。自分の関心のある環境をきっかけに、地域

に関わるようになったケースだが、こういった関わり方をしたい人は地域に多くいるのでは

ないか。 
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 特にこの地域に住み続けるつもりの住民は、地域や住民に対する関心が強い。例えば、ある

校区の住民アンケートでは、地域で活動できると回答した30～40代は、戸建てを購入して

おり、この先ずっと住み続けることを考えると、地域の知り合いを作りたい、地域のことを

知りたいと考えていることが分かった。そこで、ママ友、パパ友のように、「まち友」という

仕組みを作り、毎月の交流会には毎回新規の参加があると聞いている。 

 

ii） あて職以外の住民が関われる名目をつくる 
 「協働のまちづくり推進組織」へのステップアップに向けては、まずは、旧組織（校区まち

づくり組織）の役員会で、充て職による活動に限界があること、関心のある人に関わっても

らって担い手を増やしていく必要があるという課題を共有し、「協働のまちづくり推進組織」

へのステップアップについて合意をえる。そのうえで、それに向けたまちづくり計画の検討

を行うためのプロジェクトチームを発足するため、プロジェクトチームのメンバーを公募す

る。 

 旧組織ではなく新しくプロジェクトチームを発足して検討するというのがポイントで、プロ

ジェクトチーム発足という名目ができることで、今まで地域の活動に関わりのなかった人も

参加しやすくなる。そのような形で集まった人は、皆モチベーションが高く、議論が前に進

みやすい。二次元コードを活用してメンバーを募集するようにしたところ 20 名以上集まる

ようになった地域もある 

 プロジェクトチームに応募する人たちは、それぞれ地域の中でネットワークを持っている。

そのため、プロジェクトチームから、アンケート報告会、広報紙の作成、ワークショップ開

催等と進む中で、各メンバーが知り合いを連れてきてくれる。その多くは地域に何らかの関

心がある人たちなので、そこから活動が生まれていく。それを持続できるように、個人参加

ができる「協働のまちづくり推進組織」にするための組織図や規約を整えていく、という流

れになる。 

 各校区の「協働のまちづくり推進組織」では、各種団体を背負わなくても関われる「まちづ

くり応援隊」、「まちづくりサポーター」などを作っている。例えば、ある校区では、サーク

ル活動も「協働のまちづくり推進組織」の活動の１つに位置付けており、共通の趣味を持つ

人でサークルをつくり、役員会の承認を得れば「まちづくりサポーター」として活動できる

よう、「協働のまちづくり推進組織」の規約に定めている。 

 

iii） 事務局によるコーディネート機能 
ア) 正規職員でもボランティアでもないコーディネーターとしての有給職員の位置づけ 
 みな興味関心のあることは、自分だけで楽しむのではなく、だれかと語りたい、つながりた

いと思っている。そこに出会いやつながるきっかけがあれば「一緒にやる？」と活動や場に

発展していく。地域に活動や場が生まれれば、「最近あの人顔を見ていないけど大丈夫か」と

支え合いにもなる。多様な人が関われる組織にするためには、住民の興味や関心に、出会い

やつながりをコーディネートし、楽しい、学びになる、役に立てている等、参加する人が自

分に還元できることをつないでいく事務局のコーディネート機能が重要となる。 

 事務局のコーディネート機能を確保する上で、地域事務局支援事業が重要な役割を果たして
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いる。地域事務局支援事業は、２３４万円の補助金で、２人以上雇用することが条件となっ

ている。制度の創設当時は、これでは安すぎると言われたが、狙いは、正規雇用と無償ボラ

ンティアの中間的な存在とすることにある。 

 NPOなどの事務局長は、スペシャリストであり、パフォーマンスは高いが、その人が退職し

たら、その機能を持続できない。それよりも、昔PTA役員をやっていた人、退職後に地域に

関わりたい人など、多少のお金をもらえるなら地域のために頑張りたいという人を想定して

いる。3～4 時間×週 3～4 日程度で、週 20 時間未満で従事されている地域がほとんどで

ある。 

 事務局が正規雇用の職員だと、住民は事務局に任せきりになってしまい、住民の主体性を引

き出すことはできなくなってしまう。また、事務局が全部してしまうと、活動量に限界がで

てしまう。趣味サークルが一つ増えるだけでも誰かにとっての居場所になるかもしれないと

考えれば意味がある。重要なのは、そうした小さな活動を地域に増やしていくこと。そのた

めには、事務局はあくまでもコーディネートに徹して、担い手を増やしていく必要がある。 

 住民発意の活動だからこそ生まれては消えていくことが前提となる。しかし、活動の中身は

変わっていくとしても、まちづくり協議会という組織自体は持続可能でなければならないと

考えている。 

 

イ) コーディネーター同士の学びあいの促進 
 各まちづくり協議会が、校区内でコーディネーターを募集し、面接の際には、地域の会長や

部会長などの役員も参加している。事前にどんな人に事務局を担ってもらいたいか地域の中

で人物像を話し合っている。まちづくり協議会のことをある程度理解した上で応募してくる

人が多い。 

 事務局のコーディネート力を向上するための研修会を当会と市が一緒に開催している。その

ほか、市が地域事務局連絡会議を開催している。地域事務局連絡会ではグループワークを行

うが、その時のグループ分けは事前に綿密な戦略を練っている。各まちづくり協議会の課題

や弱い点を踏まえた上で、話を聞いて学んでほしいまちづくり協議会と同じグループになる

ように構成している。 

 

iv） 広報の重要性 
 広報は大事だと思っている。X をうまく活用している校区の例として、「まちづくり協議会」

と名乗らず、まちづくり協議会のイベント等の開催を周知するのではなく、日常的にまちの

情報を発信して、まちのことを知りたいと思っている人にフォロワーになってもらうという

方法をとっているところがある。そのような情報の中に、たまにまちづくり協議会の活動参

加者募集を行うことで、それをきっかけに参加する人もいる。 

 他にも、有料プランの公式 LINE を持っているまちづくり協議会は多く、最近では若い人向

けに Instagramを始めているまちづくり協議会もある。 

 

⑤ 市町村の福祉部門等との関わり 

 当会と市町村の福祉部門との関わりは、具体的にはあまりないが、市社協のチームビルディ
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ング等の相談を受けたりすることはある。過去には生活支援コーディネーターと当会のスタ

ッフとの合同でファシリテーション研修をしたことがある。 

 2年前までは３か月に1回、市の市民協働推進室と地域共生社会室、市社協、教育委員会の

コミュニティ・スクール担当と当会で定例の情報共有会議を開催していたが現在はない。 

 まちづくり協議会と生活支援コーディネーター（社協に委託。１層に1人、２層に13人（各

中学校区に1人）配置）の現場レベルの関わりは多い。 

 まちづくり協議会の活動の中で福祉的な課題を抱える人（認知症など）を把握したら、生活

支援コーディネーターにつないでいる。まちづくり協議会も福祉的な課題を抱える人がいた

ら、生活支援コーディネーターにつなぐという認識になっている。 

 コミュニティ・スクールの関係で、学校長とまちづくり協議会が連携している校区もある。

支援が必要な子どもがいたら、まちづくり協議会から学校につないだり、コミュニティセン

ターのフリースペースに来られれば、学校に登校したとみなすことにしたりしている校区も

ある。 

 

⑥ 地域福祉との関わり 

i） 地域の福祉的な課題の把握 
 まちづくり協議会の意見交換の中で地域の福祉課題が話題になることもあるし、コミュニテ

ィセンターのまちづくり協議会の事務室に住民の気づきが持ち込まれることもある。 

 ある校区では、地域で買い物に困っている人が多いという情報がまちづくり協議会に持ち込

まれ、60 歳以上にアンケートを実施したところ買い物支援のニーズが高いということが分

かった。同時期に「買いもん行こカー」という買い物支援サービスを始めたコープこうべと

まちづくり協議会が連携し、まちづくり協議会と自治会の主催でサービスの説明会を行った

り、まちづくり協議会が利用者数の調整を行っている。 

 まちづくり協議会の事務局には、コーディネーターとして、住民のつぶやきを拾うことが重

要と伝えている。コミュニティセンターに住民が来たら、お茶を飲んでもらって気軽に話を

してもらうように心がけているまちづくり協議会もある。 

 

ii） 福祉的な活動の例 
 市内にブックスポット（本棚を置いて、本を読めるスペースを作っている場所）が 80 か所

程あり、本を読むという目的でいられるので、地域の方々にとっての重要な居場所になるの

ではないかと考えた。そこで、まちづくり協議会や企業、公共施設などが作っているブック

スポットの情報を当会で集めマップ化した。 

 例えば、ある校区では、子どもの減少で空いた小学校の下駄箱のところにブックスポットを

つくっており、教室に行けない子どもの居場所にも地域の人の居場所にもなっている。この

マップについて、ひきこもり支援の担当課から情報がほしいと言われて提供したことがある。

もともと民生委員など福祉的な視点を持っている方が運営しているところも多く、ひきこも

り支援の担当課としても、支援対象者に紹介しやすいということである。 

 ある校区には、ふれあい食堂や地域支え合いの家（地域の総合相談窓口の拠点）を運営する

NPOがあったが、地域とは距離をとった形で事業を実施していた。まちづくり協議会の事務
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局が福祉に取り組む人同士はつながっていた方が良いと、福祉の居場所マップづくりをきっ

かけとして、地域で福祉に関わる活動をしている人同士をつなげた。 

 ある校区では、毎週水曜日に子育て支援を行っているNPOが最初のスタートをサポートし、

学習支援事業も開始された。そこに来ている子どもの中で支援が必要そうな子どもがいれば、

学校の先生と相談するということを行っている。 

 

iii） 地域づくりと個別支援の違い 
 福祉でも地域づくりが議論されているが、福祉分野においても、地域づくりと個別支援は、

別々に考えるべきである。 

 個別支援と地域づくりでは、時間軸が違う。地域では、住民が知る、学ぶ、体験することで

我が事化されて地域づくりが進んでいく。例えば、藤江校区の「オアシス」のように、90人

のボランティアが集まるような地域になれば、その中で福祉的な課題を抱える人の居場所も

できるかもしれない。しかし、90 人のボランティアが集まるようになるまでに 10 年かか

っている。個別支援では、目の前の対象者を支援する必要があるため、それを待つことはで

きないだろう。地域づくりが発展することで、結果的に誰かを支えている状態になる（個別

支援につながる）と思うが、地域づくりは個別支援のために行うものではないということを

個別支援に従事する人は理解する必要がある。 

 住民主体の地域づくりは、究極的には地域自治を育むことである。生活支援コーディネータ

ーの方は時には、自分で動いてしまっていることもある。しかし、住民が我が事化して考え

ていくためには、時間がかかってもどういう支援をしていく必要があるのかについて、考え

ていくことも大切ではないかと思う。 
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（４）三股町社会福祉協議会 

① 地域づくりの取組の経緯、現在の取組内容 

i） 現在の財源、体制等 
ア) コミュニティデザインラボの体制 
 常勤職員が5人、パートが2人、外部委託（年間業務委託）で4人が勤務している。コミ

ュニティデザインラボは、三股町社協の一つの係のような位置づけで、職員はほぼ専従とな

っている。 

 常勤職員は、専門性資格や年代をとわず、曖昧な事象から論点や問いを導き出せる人を採用

した。大学と共同で開発した筆記テストにより、そうした素養があるかを確認し、高い点数

を取った人を採用した。松﨑所長以外の４人の常勤職員は、全員20代以下で、保健医療福

祉の専門資格は持たない職員である。 

 パートは 1 人が古着屋「NAZO」に常駐し、もう 1 人は NAZO の立ち上げの際に一旦パ

ートとして雇い、収支が見込めれば事業化・独立させる予定をしている。 

 外部委託は個人委託となっており、適宜チームメンバーにも入ってもらう。2人はデザイナ

ー、1人はライター、1人はコミュニティや場づくりを行っている。 

 外部委託の比重が増えると、チーム全体の力が弱くなるため、人数としては常勤スタッフ６

割、外部委託4割がバランスがよいと考えている。 

イ) コミュニティデザインラボの財源 
 財源は、重層事業と休眠預金事業である。常駐職員 5人のうち 4人は重層事業（多機関協

働事業、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業、参加支援事業）から、1人は休眠預金事

業から人件費を出している。外部委託4人のうち3人は重層事業（参加支援事業）、1人は

休眠預金事業から年間委託費を支払っている。 

 

ii） これまでの取組の経緯、議論のプロセス 
 2018年度：「みまたん宅食どうぞ便（以下「どうぞ便」と表記）」開始 

 どうぞ便とは、三股町に住む家庭のうち、１８歳以下の子どもがいて生活が苦しいと感
じている家庭に対して、定期的に無料で食材（世帯の１０食分）を届ける事業。 

 社協は元々、事業やフレームに沿ってプロジェクトを実施する考え方だったが、どうぞ
便の事例を通して、フレームに捉われない形の支援が持つ力に気づいた。デザイナーと

いう、社協や福祉従事者としては業務上関わることのない人とのプロジェクトを経験

したことで、「これまでの支援ではできていない領域」がよく分かった。同質性の高く

ない人とプロジェクトを作る流れをシステム化したいという思いが、コミュニティデ

ザインラボの創設につながった。 

 「これまでの支援ではできていない領域」とは、例えば、相談に来ない人へのリーチで
ある。社協の職員だけで議論していると、個別支援は相談を受けて初めて発動するもの

という認識なため、「来た相談にどう対応するか」という問いになってしまう。しかし、

どうぞ便のプロジェクトで協働したデザイナーに、「そもそも相談に来れない、来たく

ない人もいる」と指摘され、専門職が決めたフレーム（＝相談窓口でケースを受け止め
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て支援する）よりも、地域住民の「暮らし」はもっと広いこと、ソーシャルワークの領

域をもっと広げた方がよいことに気づいた。 

 どうぞ便の際は子どもの貧困がテーマだったが、子ども食堂という「来てもらう形式」
の事業を開始・実施する中で、より多くの貧困家庭の子どもにリーチするために、食材

を届ける事業をして支援の入口を作ったほうがよい考えた。結果的には、想定以上に多

くの人に利用してもらうことができ、窓口に相談がない＝困っている人がいないと思

い込んでいたがそうではない、ということが分かった。 

 2019年度（令和元年度）：モデル事業（地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築

事業）実施 

 モデル事業を活用して、コミュニティデザインラボを創設した。 
 何をもって地域は強化されるのか、何をもって地域が共生社会化されるのかが曖昧で

あったため、地域住民が地域の課題を自分たちで解決してつながった数をミッション

に掲げ、地域づくりの一般化を試みた。一例としてどうぞ便がどうやって発生したのか

要素分解すると、「課題検討の場」、「地域活動を楽しくブランディング」、「地域課題と

人をつなぐ」の３つが導き出された。これを「考える場」「魅せる場」「出会う場」とし

て、地域づくりを進めるためのフレームとした。 

 2020年度（令和2年度）：モデル事業実施（2年度目） 

 2021年度（令和3年度）：重層的支援体制整備事業への移行準備事業 

 2022年度（令和4年度）：重層的支援体制整備事業（以下、「重層事業」と表記） 

 重層事業については、三股町より、参加支援事業、地域づくり事業、アウトリーチ等を
通じた継続的支援事業、多機関協働事業を受託している。また、包括的相談支援事業の

うち、基幹相談支援センターと自立相談支援事業は、三股町社協が実施している。 

 「考える場」「魅せる場」「出会う場」の枠組みで取組を進めていこうと考えていたとこ
ろ、国の方で重層事業が制度化され、参加支援もアウトリーチ等も全て、この枠組みで

実行できると考えた。 

 

iii） コミュニティデザインラボの取組内容 
ア) 三股町社協の他部署との役割分担 
 コミュニティデザインラボでは、地域福祉の推進に向け、住民主体の活動を広げ、課題解決

の輪やコミュニティを広げることを目標に、地域づくりのコーディネート業務を行っている。 

 社協が実施している相談支援事業としては、基幹相談支援センター、自立相談支援事業、支

援対象児童等見守り強化事業がある。これらの事業を担当している（個別支援に従事してい

る）職員とは、必要に応じてケースの情報をコミュニティデザインラボと共有し、課題解決

のために共に動いている。また、今後同様のケースが発生することを想定し、予防あるいは

支えあいの地域づくりを進めている。 

 生活支援体制整備事業も社協が受託しており、生活支援コーディネーターを配置している。

生活支援コーディネーターとコミュニティデザインラボは、本来協働した方が良いが、生活

支援コーディネーターはリハビリに特化した社会資源の開発を行っている関係で、現状は連
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動した動きにはなっていない。 

 個別支援の従事者も地域づくりを意識しながら個別支援をできるようになった方がよいと

いうことで、コーディネーターミーティングを定期的に開催し、個別支援のケースを共有し

ながら地域づくりの進め方について議論している。コーディネーターミーティングには、コ

ミュニティデザインラボの職員のほか、生活支援コーディネーター、認知症地域支援推進員、

基幹相談支援センターの職員、自立相談支援事業の職員、支援対象児童等見守り強化事業の

職員が参加している。相談窓口業務とコーディネート業務を兼務している人を呼ぶようにし

ている。 

イ) コミュニティデザインラボが開催する会議 
 コミュニティデザインラボが開催する会議体は主に、エリアごとに行う「地域支援会議」、

「テーマ型地域会議」、「社会問題井戸端会議」の３つ。併せて、ケース検討会議が適宜開催

されている。 

 ３つの会議は、前述の地域づくりを進める枠組みの中で「考える場」として位置付けられて

いるものである。そのため、行政事業としての位置づけが強く意識されているわけではない

が、「地域支援会議」は第２層協議体、「テーマ型地域会議」は第１層協議体に位置付けられ

る。 

1)  地域支援会議 
 自治会単位など、エリアごとに開催。例えば、家事援助してもらいたいなどといっ

た相談があった際に、そのエリアで住民主体で対応するための協議を行う。随時開

催しており、実際には月１回以上開催されている。 

2)  テーマ型地域会議 
 例えば、洋服が汚れているヤングケアラーの子がいるということをきっかけに、

「ヤングケアラー」というテーマで地域での支えあいを協議するなど、エリアに関

係なく検討する。随時開催しており、実際には月１回以上開催されている。 

3)  社会問題井戸端会議 
 個別ケースへの対応を検討するというより、地域に一定数ありそうなケースに対

応するための仕組みを作ることを志向し、複数のケースやエリアにまたがって検

討する会議。年間 4 回程度、必要に応じて開催しており、連続して開催すること

もある。 

 どうぞ便での経験から、同質性の高くない人とプロジェクトをつくることを目的
としており、福祉従事者だけでなく、地域の中で興味のある人には広く声をかけて

いる。また、多様な人が参加しやすいように、エンタメ的な側面も持たせている。 

 扱う事例は、相談窓口で対応しているケースもあれば、コミュニティデザインラボ
がアウトリーチして把握したケースもある。本会議で取り上げることについて対

象者に同意を得られたケースを対象としている。 

 会議自体に予算はついていないが、会議にゲストを呼ぶ際は社協から謝金を出す。 
4)  ケース検討会議 

 社協内の相談窓口に入ったケースを中心に、社協の個別支援の担当部署とコミュ
ニティデザインラボで共同開催する。個別支援の従事者は、必ずしも地域づくりに
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つなげようと意識しているわけではなく、既存の制度だけでは十分な支援ができ

ず行き詰まりを感じているケースでケース検討会議を開催することが多い。 

 また、地域包括支援センターなど、社協以外に設けられている相談支援機関のケー
ス検討会議にコミュニティデザインラボが呼ばれることもあるが稀である。 

 単純に制度の枠組みで支援が入っていて、個別支援の従事者が特に行き詰まりを
感じていないようなケースも、課題を捉え直す余白はあると思う。そうした余白を

個別支援の従事者が感じ取れるようになるよう、多機関協働を進めていくことが

重要と考えている。 

 地域支援会議、テーマ型地域支援会議、社会問題井戸端会議は、個別支援の従事者も入るが、

地域にも開かれた会議である。各ケースをどの会議体にかけるかは、ケースの内容に応じて

選ぶが、対応の速度を上げた方がよいと思うケースについては社会問題井戸端会議にかけ、

様々な場（拠点）で出会った多様な人と一緒に解決策を考えていく。 

 特に社会問題井戸端会議には福祉専門職以外にも多様な人が参加しているが、例えば、デザ

イナー、絵を描いている人、議員、役場の職員や、中には肩書のない人、当日に初めて会う

人もいる。実際にあった例として、日本語教師が場づくりの会議に来て外国人コミュニティ

に関することを問題提起し、実際に「地球人BASE」というコミュニティを立ち上げて活動

が始まった。社協としても、その活動がしやすいように多文化共生の予算を確保して支援し

ている。地域住民の問題意識から活動を立ち上げ、軌道に乗せて速度を上げる一連のプロセ

スを、社協として手伝っている。 

 社会問題井戸端会議は、主にSNSを使って広報しており、初めての人はSNSを見てくる人

が多い。興味関心で地域住民が集まるので、課題解決の初動が早く、プロジェクト化しやす

い。 

 個別支援の従事者が「支援拒否」「困難ケース」と表現するケースの多くは、専門職だけで考

えているために先鋭化した思考となって行き詰まっている。こうしたケースでは、問題の捉

え直しが必要である。例えば、ある引きこもりの母親の支援について、専門職だけで検討す

ると母の会を立ち上げるといったアイディアが浮かぶが、ユーザー目線では参加したいと思

わないかもしれない。既存の支援パターンを知らない地域住民の方が、問題の捉え直しがし

やすい。 

 社協内の専門職を対象に、”worrygram”（造語）という、心配事を共有する投書（ポスト

にメモ用紙を入れる仕組み）を社協内の相談窓口に設置し、気になっているケースについて

ごく簡単に共有できるようにした。ちょっとした心配事でも簡単に共有できる動線ができる

ことで、現在では関係性が構築されて口頭で共有できるようになり、今や”worrygram”は

メモ書きになっている。内容に応じて会議を開くこともある。 

 

② 地域づくりのコーディネート機能 

i） コミュニティデザインラボにおける地域づくりの考え方 
 社会問題井戸端会議では、意見を持ち寄って議論を活性化できる人に声をかけている。場（拠

点）が複数あると、そのような人に出会う可能性が高くなる。同質性の高くない場を沢山作
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り、出会った人が場において役割を得ることを、コーディネーターとして意識している。 

 コミュニティデザインラボのスタッフは地域に出て、住民が主体的に行う活動に寄り添って

いる。コミュニティづくりという目的で特定の地区に入った結果、個別ケースに遭遇するこ

ともあれば、個別ケースをスタッフが把握して、スタッフ同士や地域の人とチームを組み、

地区に入る場合など、様々なアプローチをとっている。 

 コミュニティデザインラボの職員は、頻繁に地域に出向き、地域の活動をしている人と雑談

したり、プロジェクトベースで関わったり、定期的に連絡を取ったりしている。コミュニテ

ィデザインラボによる伴走の濃度は、地域住民の主体形成の進捗によって変えている。地域

住民による活動から、住民伝いで手伝ってくれる人のネットワークが拡大していくこともあ

る。そのような柔軟な広がりを大事にしている。 

 三股町には、co-meking space co-me（コメーキングスペースコメ）、NAZO、樺山購買

部といった拠点があるが、こうした拠点は、1年あたり1つのペースで新しく生まれている。

地域住民の持つ私的な所有物だけでなく、発想などのソフト面を循環させ、地域に開かれた

表現の場を作る活動を、コミュニティデザインラボは支えている。 

 社会問題井戸端会議では次々に住民主体の活動が生まれていくが、コミュニティデザインラ

ボとしての役割は、人やモノなどのリソースをコーディネートすることである。例えば、脱

出ゲームを考えるのが得意という引きこもりの人と、よる学校という場を組み合わせ、よる

学校で脱出ゲームを作るプロジェクトを計画した。課題から解決するためのフレームをつく

っていくというよりも、課題とリソース（人や空き家など）を組み合わせながら表現者を増

やしていっている感覚である。 

 個別ケースを社会問題井戸端会議等で検討する際は、テーマ設定の仕方を工夫している。例

えば、多子世帯で母親が就労できていないケースを会議にかける際、専門職の発想では「多

子世帯の母親の就労支援」というテーマになりがちだが、そうではなく「気ままな働き方に

ついて考える」というテーマを設定した。ここでは、母親が就労していないことが課題なの

ではなく、気ままに働ける環境がないことが課題ではないかという捉え直しを行った。また、

なるべくスティグマを感じず、誰でも興味が持てるテーマになるように意識している。コミ

ュニティラボの職員は、松﨑所長以外は専門職ではないため、専門職のフレームにとらわれ

ず、課題を捉えなおしやすいのかもしれない。 

 

ii） 地域における活動の具体例 

ア) co-meking space 
 具体的な困りごとを繋いでいく事例として、co-meking space というコミュニティスペー

スがある。カフェとして飲み物を提供したり、三股町が米どころであることを活かし、米を

リブランディングして販売したりしている。カフェの販売利益で事業として成り立たせてい

るが、カフェとしての機能だけでなく、「風呂上がりの音楽会」という、コロナ禍で演奏活動

ができなくなった人のための演奏会を行ったり、地域の困り感のある人に co-meking 

space で使えるコーヒーチケットを配ったり、夜は子どもたちの学習支援の場として提供し

たり、様々な機能を持つ場として利用している。もともと傾聴ボランティアが地域住民の話

を聞く場を作ろうとしたところから始まり、多様な人が出会ってプロジェクトが起こる場に
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なればという思いで運営されている。 

イ) KIMAMA PRODUCTS 
 多子世帯のお母さんの就労支援という、個別のケースから生まれたテーマを社会問題井戸端

会議にかけた際、廃業する生産工場のミシンが使える、空き家を借りられそう、セレクトシ

ョップと協働してはどうかというアイデアが集まり、気ままにモノづくりをする作業場がで

き、気ままにモノづくりをする活動が生まれた。結果として、多子世帯のお母さんは毎日作

業場に来れるようになり、同じような課題を抱えるお母さんがここで活躍している。 

 専門職が目指すような就労支援ができただけでなく、地域にも様々な変化を起こした。例え

ばセレクトショップに参画してくれた商店が地域に出て行ったり、建築資材メーカーが廃材

を提供してくれたりと、人やリソースがさらに集まるようになった。 

ウ) Glocal Guest House WAJIMA 
 名前のとおり宿泊施設で、同時にコミュニティスペースの機能も兼ね備えている。 

 WAJIMAができた経緯は、co-meking space で場づくりをテーマに社会問題井戸端会議を

開催した際、参加した日本語教師の問題提起から公民館で日本語教室を開く取組が始まり、

日本語教室で日本語教師のコミュニティができた。日本語教師同士で話すうちに、公民館を

間借りするのではなく日本語教室の拠点が必要という意見で一致し、泊まれる場所が欲しい

という要望と組み合わせて、たまたまあった空き家を DIY して Glocal Guest House 

WAJIMAができた。WAJIMAの場を日本語教室の機能のみに限定せず、様々な活動を展開

できる場として開くことで、地域プレイヤーとの出会いの場にもなっている。 

エ) よる学校 
 「よる学校」は、地域のさまざまな人が集まり、「教室」という名前でさまざまなアクティビ

ティをする場づくりをしている。既存の福祉では支援と交流が引き離されているところ、よ

る学校は基本的に地域住民の交流を主眼に置いている。月間 500 人程がよる学校に来てお

り、地域で気になる子どもの情報が持ち込まれたり、やってみたい活動が参加者から出てき

たりすることがある。こうした呟きをコーディネートし、興味関心で集まり、かつ課題解決

にも資するような教室を展開している。 

 よる学校は元々不登校の子どもの支援から生まれた活動である。不登校の子どもを対象とし

た居場所を一度作ったが、誰も来なかった。なぜ来ないのかコミュニティデザインラボのメ

ンバーで話し合っている途中、たまたま祭りに行くと、高齢者、子ども、外国人など多様な

人が来ていた。そこで、祭りに多様な人が集まるのは、祭りに本人の気になることが散らば

っているからだと気づいた（家が近い、屋台が好き、友達が来ているなど）。それは祭り自体

に目的があって行くのではなく、本人の「気になる」（＝タグ）がたくさんあるから行くので

あり、支援を目的とした場づくりでなく、タグをきっかけとした場づくりが必要ではないか

と思い、よる学校を作った。既存の制度に当てはめて、支援目的をもった場をつくろうとす

る専門職的発想から離れ、単純に「音楽が好き」などといったタグで場づくりをすれば、さ

まざまな人が集まる場になるのではと考えた。 

 昼の時間帯は、場を作っても集まる人が限定的になるが、夕方から夜の時間帯は、学校や仕

事終わりの人が集まりやすい。地域の「やりたい」と地域の「コマッタ」をチューニングし、

さまざまな「教室」が生まれている。個別的な課題を出発点とした教室も、「やりたい」から
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始まって結果として課題への対処になっている教室もある。 

 例えば、自衛隊と子どもたちでかくれんぼしたり、子どもたちが自衛隊の隠れ方を学ん
だりする教室を開催すると、不登校の子どもたちも参加した。 

 「森の子麻雀教室」という、別の事業で繋がっていた不登校の子どもが、いつも朝から
晩まで図書館でゲームをしていたが、図書館が休みの月曜日に社協の軒先でゲームをし

ていたところに声をかけ、よる学校に誘った。よく話を聞いてみると麻雀に興味がある

とのことで、「森の子麻雀教室」をよる学校の中に作った。今ではその子どもは、麻雀を

他の人に教える先生になっている。 

 「不登校の子どもが運動をしないから心配」という母親の声から、スポーツをする教室
を作った。理学療法士が先生として子どもたちを見ている。多いときは 70人ほど集ま

ることもある。 

 そば DISCO という、蕎麦作りの得意な地域の高齢者グループと、よる学校の DJ 教室
を組み合わせ、ディスコ風に蕎麦を踏む教室もある。これは地域課題を背景とした教室

ではなく、高齢者グループがつくる蕎麦を広めたいという声がきっかけでできたもので

ある。こうしたポップなことをやると、今までつながっていなかった人が集まり、プレ

イヤーになってくれる。 

 支援目的を持った場づくりではなく、様々なタグで場をつくることの意義は、地域の多様な

人が集まることで、そこから地域住民主体の活動が生まれることにある。例えばよる学校で

は、よる学校に来ていた教員経験のある保護者が代表になり、地域住民で「ひる学校」とい

うフリースクールを始めた。ひる学校の説明会では、担い手となる地域の人が地域住民に向

けて説明を行った。 

 

iii） 私的な活動から公的な活動へ変遷を促すための「装置的な場」 
 地域住民が主体的になるためには、装置的な場が必要である。例えば co-meking space が

日本語教室やGlocal Guest House WAJIMAに繋がっていったように、場で出会った人と

リソースをコーディネートすることで、地域住民が主体的に活動できる場を拡大していった。

また、よる学校からひる学校が生まれたように、地域住民が出会い交流することで、地域住

民自身がアクションを起こすことができるようになる。そうした場が次々に生まれては消え

るという生態系が存在する地域になればよいと思っている。その生態系の循環を促すのが、

装置的な場である。 

 装置的な場とは、住民の主体性を育む場である。自分の暮らしに主体的に向き合えば、自ず

と公共性を帯びてくる。装置的な場の条件は、①「コーヒーを飲む」などの暮らしに近く、

②その場の主目的ではない余白部分があり、③つながりを生む仕掛けがあり、④受け身では

なく主体性を持って行動することができ、⑤その場所を調和するコーディネーターがいるこ

とだと考えている。 

 例えば co-meking space にはコーヒーを飲むために人が集まり、「コーヒーを飲む」とい

う主目的から外れた余白から会話が生まれ、誰かと繋がり、プロジェクトが生まれることが

ある。co-meking space は地域住民の活動や表現を実現する場でもあるので、コーディネ

ーターがそれをサポートする。このような場を日常生活圏域に複数作ることが重要である。 
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 個別支援領域には、制度はあるがリソースが少ない。専門職だけでとじるのではなく、

KIMAMA PRODUCTSのように地域住民がやりたいことを数珠繋ぎのように繋げていくこ

とでそれがリソースとなり、課題解決につながる。地域を2階建ての建物に見立てると、コ

ミュニティデザインラボが行っている「地域の『やりたい』と『コマッタ』のチューニング」

とは、支援につなげることを見据えて、地域の課題とリソースが集まる交流の場（1 階）を

作り、把握した課題と集まったリソースを組み合わせることで個別支援（2 階）を行うこと

である。支援を見据えていない多様な人が集まる場（例えば大型商業施設）に相談窓口を設

置することにも意味はあるが、初めから支援を見据えて多様な人が集まる場を作ることで、

課題もリソースもどちらも拾うことができ、地域住民主体の活動が生まれ、専門職だけでな

く地域住民も支援を担うことができ、支えあいの地域につながる。 

 一方で、2 階につながずとも、1 階で実は相当ケアされているという場合もある。相談窓口

に来て課題がうまく解決できず困っている人も、1 階で多様なリソースに触れ、一気に改善

したり、解決策が見えたりすることもある。具体的な福祉的支援ではなく、誰かとの交流自

体がその人にとってのケアになる場合もあり、交流の場で出会った人から情報を得て、より

適した福祉的支援につながることもある。 

 多様なリソースが集まる交流の場（１階）を作るのに必要な要素は、まだ特定できておらず

議論が必要な部分である。現時点では、日常の暮らしに近く、支援につなげることを見据え

た人が運営しているところ、1 階を作るのに必要な要素は、支援を前面に出さず、人が集ま

りやすい場であること、という仮説がある。地域のリソースが出てくるタイミングはバラバ

ラなので、長い時間をかけて関係人口を増やしながら取り組み、課題が出てきたら蓄積した

リソースを使ってコミットできるようにしている。プロジェクト化する速度をどれだけ上げ

られるかで、解決できる課題の数が変わってくる。プロジェクト化を支援する行政の制度等

があれば、これを加速化することができる。 

 

iv） 装置的な場から個別支援につなげるための工夫 
 場に集まった多様な人が支援につながるための仕掛けや条件があるというより、支援を見据

えた場を沢山作り、さまざまなリソースがつながるように仕掛けることで、結果的に支援に

つながる数が増えているという状況である。支援につながるような活動が生まれるためには、

地域住民が主体性を持つのがキーだと思っている。地域住民は自分の暮らしに対して主体的

に向き合えば、必ず公共について考えることになる。例えば自分の子どもに障害がある場合、

子どもと真剣に向き合っていけば、障害のある子の地域での暮らし＝公共について考えるこ

とにもなる。このように住民の主体が形成されても、他方で、個別支援の従事者が制度内に

とどまった支援をし続けてしまうと、支え合いのある地域には結び付かない。 

 社会問題井戸端会議では、専門職が課題設定をすると限定的になるので、もう一つ上位の概

念で問題提起するようにしている。例えば、就労して金銭を得るためにどうするかではなく、

気ままに働くにはどうしたらよいかという問題設定にする。課題に直線的に対応しようとす

るのではなく、課題の捉え直しを丁寧にすることが重要で、それがなければ地域共生社会は

実現しないと考えている。専門職も含めて課題の捉え直しを訓練しなければ、よる学校のよ

うな、一見遠回りに思える交流の場づくりの意義が理解されない。人は生活動線の中で、「こ
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の課題を解決する」という動機ではなく、「コーヒーを飲む」や「服を買う」という消費的な

動機で動く。消費的な行動を入口に、ソーシャルワークのための地域づくりを設計している。 

 個別ケースの蓄積から地域の福祉的な課題を把握するというところは、社協内の専門職も十

分できているとは言えない。コミュニティデザインラボ内で、個別ケースからの一般化は常

に議論しているが、一般化しすぎると個別ケースに響かなくなるので、具体的なケースを想

定して「このケースに実際に届くか」という問い直しもしている。個別ケースと一般化を行

きつ戻りつしなければならない。 

 

v） 取組の中で生まれた個別ケースのエピソード 
 統合失調症で、地域住民からも怖がられ、毎日食支援に来て個別支援の従事者が対応に苦慮

しているBさん。「仕事をしたい」「落語が好き」などのタグを持っていて、うまくリソース

とつなげられないか考えたがうまくいかなかった。同じ時期にゆう学校（地域の子どもの遊

び場）で相撲を定期的にやりたいという子どもたちの要望があり、相撲を続けるには行司が

必要ということで、B さんにお願いしてみた。するととても面白い行司をしてくれ、地域の

人気者になった。B さんは、今ではゆう学校のスタッフになっており、ゆう学校のアルバイ

ト代という収入も得られるようになった。福祉の視点であれば困難ケースだが、視点を変え、

場とつなげると活躍する人になる。コミュニティデザインラボとしては、B さんを支援対象

だけでなく、日中空いているプレイヤー（リソース）として見ていたからこそつながった事

例である。 

 ゆう学校という場とつなげることで結果的にBさんの課題が解決されたのであって、Bさん

の課題解決を起点に考えていたら、うまくいかなかったかもしれない。B さんは食支援に今

も変わらず毎日来るが、収入を得ることができ、社協と良好な関係ができてくることで、こ

れまでは難しかった制度上の就労継続支援にもつながった。関係性ができることで制度の福

祉支援にもつながった好事例である。従来の福祉的視点で行うアセスメント領域が狭いこと

を痛感する事例だった。専門職の視点としては、生活が苦しいというところから食支援につ

なげ、日常生活自立支援事業で金銭管理を支援し、就労移行支援・就労継支援につなげばよ

いと思っていた。しかし、本人はその日暮らしを好み、その日の食べ物を得るために食支援

に来ていた。その日暮らしにはしんどさもあるだろうと当初思っていたが、人気者になった

出来事を通じて、本人らしくいられる場があることが重要で、そのような場をつくることも

福祉だと気づいた。 

 

③ 自治体との関わり 

i） 取組における自治体の関わりの有無（委託元の部署、その他の部署）、職員の変化 
 重層事業では、町が社協に事業を委託している。町は、コミュニティデザインラボのコンセ

プトは重層事業が目指す姿であると理解している。 

 コミュニティデザインラボができたことで、社協にも変化があった。職員数が増えて活気が

生まれたほか、今までは制度による支援にとどまっていたが、様々な発想をもって制度の隙

間を埋めることに意識が向くようになった。 
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 個別支援の従事者のうち、モチベーションの高い人は、B さんの事例を通じて意識が変わっ

てきた。単に制度につなぐという思考になりがちだが、B さんのように場とのつながりで救

われるケースがあることを改めて認識したようである。また、ある専門職は、よる学校など

の場があることで、課題を抱えた人をリソースにつなぎやすくなったと言っていた。理想的

には、専門職はつなぐだけではなく、場をつくる余白を持っているとよいと思う。そうすれ

ば多機関協働もしやすくなる。 

 

ii） 自治体の役割、支援内容 
 三股町は、コミュニティデザインラボの発想や活動を尊重してくれており、活動しやすい。

社協という地域づくりに取り組んできた歴史のある機関だからこそ、地域づくりを任せても

らえているのだと思う。 

 補助金制度の整備に限定せず、地域住民が地域共生社会の構築に資することをのびのびとや

れる環境を作ることが、自治体の役割として重要だと考えている。 

 

iii） 多機関協働における課題感 
 行政直営の相談支援機関との協議は、個別支援で課題を特定するためのアセスメント思考が

定着しているため、ケース検討の場としては適している。一方で、地域づくりを志向するた

めには、課題の特定の前に「課題の捉え直し」が必要だと感じている。例えば課題の特定に

おいては、アセスメント思考の場合、「骨折している」など、範囲が限定的で分かりやすい

ところを確定していく流れになり、それ以外の部分は検討対象から外れてしまいがちである。

複合的な課題になると対応が難しく、簡単には課題解決しないケースも相当数発生してしま

う。多様なケースに対応するためには、課題を特定・先鋭化する思考だけでなく、視野を広

く持ち、課題・問題を捉え直すという考え方が必要である。 

 コミュニティデザインラボは、ケースから考える発想を大事にしつつ、問題の捉え直しがで

きる人を採用している。コミュニティデザインラボでは、三股町にある様々な場（拠点）が

個別ケースにどう影響するのかを重視している。それぞれの場も、とりあえず作ったもので

はなく、個別ケースの解決に向けた活動が基となっている。例えばKIMAMA PRODUCTS

という活動は、多子家庭で現代の雇用形態に馴染めない母親のケースからスタートしている。

場が生まれるプロセスを一緒に見た人は、課題の捉え直しが重要であることに気づく。課題

の捉えなおしや場（拠点）が持つ力について、啓蒙的な会議で理解を得ることは難しく、個々

のプロジェクトを一緒に見ることが重要だと考え、各プロジェクトに専門職を巻き込もうと

している。地域共生社会の実現のためには、フレームに沿って対応する専門職も、フレーム

からずれた地域の誰にでも届く地域づくりも、どちらもなければいけない。専門職は、フレ

ームも理解しつつ、暮らし全体にも思考を拡張していけるとよい。 

 地域づくりを属人的にしないためには、個別支援におけるアセスメント手法を見直す必要が

ある。フォーマル・インフォーマルの二軸を意識しつつ、暮らし領域をアセスメントするノ

ウハウを言語化・可視化できれば、共通フォーマット化することで、個別支援のどの従事者

も暮らし領域をアセスメントできるようになる。フォーマット作成に向け、コミュニティデ

ザインラボでも話し合っている。 
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iv） 自治体に期待する距離感や支援 
 自治体は、地域共生社会の実現を要素として持つ場をつくる意義を理解する必要がある。し

かし、実際に場をつくる時には、民間の財源や人材を活用することもあれば、スタートアッ

プ NPO のような勢いが必要な時もあるので、行政だけで取り組もうとしないことが重要で

ある。地域づくりは、PDCAサイクルをまわしながら着実にステップを踏んで立ち上げてい

くものではないことも理解してもらえるとよい。 
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（５）豊明市 

① 豊明市の取組体制 

i） 重層的支援体制整備事業の体制 
 重層的支援体制整備事業（以下、「重層事業」と表記）の体制は、市民生活部 共生社会課が

実働、健康福祉部 地域福祉課が交付金事務を担っている。 

 共生社会課の地域共生係（４名）が参加支援事業、地域づくり事業、重層支援センター（5名）

が多機関協働事業、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業の実働部隊となっている。 

 竹田氏・坂上氏を含む地域共生係の職員４名が重層事業の地域づくりコーディネーター（以

下、「重層コーディネーター」と表記）として活動している（常勤換算で2.5名程度）。なお、

生活支援体制整備事業の生活支援コーディネーター（以下、「SC」と表記）は、健康福祉部 

長寿課 地域ケア推進係に２名及び社会福祉協議会に2名配置されている。 

 SC と重層コーディネーターの役割分担は、基本的には高齢とその他となっており、重層コ

ーディネーターは、地域共生社会に向けた地域づくりのコーディネーターとして、生活困窮

者や多文化共生や多国籍児童の問題も取り扱う。 

 包括的相談支援事業に関しては、地域包括支援センター（以下、「包括」と表記）、障がい者

基幹相談支援センター、生活困窮者自立相談支援事業を委託している。 

 

ii） 重層支援センターの体制 
 令和６年度の重層支援センター設立時、医療法人、協同組合、大学、社会福祉協議会（以下

「社協」と表記）、社会福祉法人から５名の職員に出向してもらい、うち 1 名を管理職とし

て配置するため、職員として採用（任期付職員）し体制を構築した。いずれも包括や自立相

談支援事業等で個別支援に従事している専門職であり、社会福祉士 2名、作業療法士 2名、

FP（ファイナンシャルプランナー）1名による体制となっている。 

 重層支援センターは庁内連携を機能させるために、委託はせず直営で体制を構築したかった

が、前述の通り、各相談支援機関は委託しており、庁内では個別支援のノウハウが蓄積され

ておらず、マンパワーの確保も難しかった。そこで、委託先の相談支援機関から市役所に出

向してもらうことにした。 

 重層支援センター５名の職員の人件費には、重層事業の多機関協働事業、アウトリーチ等を

通じた継続的支援事業を活用している。 

 

iii） 共生社会課の体制 
 共生社会課には、地域共生係、重層支援センターのほか、協働推進係があり、ここでは、共

生社会課が重層事業を担当する前からの市民協働部門の事業として、区町内会、市民活動支

援、多文化共生、都市交流、男女共同参画・LGBT、豊明まつり等を所管している。 

 協働推進係では、市民活動支援として、財政面では区町内会への交付金、市民活動に対して

は市民提案型まちづくり事業の補助金、設備面では備品や公用車等の貸出、場所については

多世代交流施設カラット（後述）の運営業務を行っている。 
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② 重層的支援体制整備事業の実施経過 

i） 重層事業の所管等に関する変遷 
 令和 3 年度、松本氏が長寿課（地域包括ケアの所管課）から市民協働課（現・共生社会課）

に異動。同年4月、協働推進係の職員として坂上氏が採用される。当時、第２次豊明市協働

推進計画の中間見直しの時期であり、カラットのコンセプトづくりも進めていた。 

 令和4年度に重層事業を地域福祉課の所管で開始。令和４年５月、市民活動支援、多世代交

流の拠点であるカラットが供用開始された。 

 令和５年４月に市民協働課が共生社会課に改名し、同課に地域福祉課から重層事業の一部（参

加支援事業、地域づくり事業）を移管した。 

 令和６年４月には、多機関協働事業、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業も共生社会課

に移管され、両事業を担う係として、同課内に重層支援センター（全世代・基幹型地域包括

支援センター）が設立された。包括等の一次相談支援機関の後方支援として位置づけられて

いる。 

 

ii） 地域福祉課による重層事業の実施（令和４年度） 
 令和４年度より重層事業を実施。当初は、地域福祉課が重層事業の全事業（包括的相談支援

事業を除く）を所管しており、全て社協に委託していたが、事務室が市庁舎と離れているた

め、委託元の地域福祉課とのコミュニケーションがしにくく十分に機能していなかった。 

 重層的支援会議・支援会議は、毎月第３木曜日に定期開催されており、検討するケースを各

課から出してもらう形を取っていた。しかし、会議の目的が事例検討なのかケース対応の方

針検討なのか不明瞭で、参加者からも不満が出されていた。 

 

iii） 共生社会課での地域づくり事業、参加支援事業の移管（令和５年度） 
 令和５年度からは、共生社会課が重層事業の一部（参加支援事業、地域づくり事業）を所管

することとなった。以降、地域づくりや参加支援に取り組む中で、一次相談支援機関の抜け

漏れのようなものが見えてきた。いわゆる複雑・複合ケースではなく、生活課題がシンプル

であっても、既存の制度で支援できず取り残されてしまうケースが圧倒的に多いことに気が

付いた。 

 加えて、複数の相談支援機関が関わっているケースの場合、各相談支援機関はそれぞれの支

援対象者のみを見ており、世帯全体の福祉課題を捉え、支援機関の役割分担を調整する旗振

り役がおらず、誰もそれになりたがらないという問題点にも気が付いた。 

 短期的に課題を解決することが難しい場合に伴走することは重要だが、解決につなげる社会

資源がなければ伴走し続けるしかない。継続的な相談支援体制と社会資源の開発は両輪で進

めなくてはならないことに気づいた。 

 そんな中、地域福祉課が庁内全部署を招集し、あるケースの検討会議を実施したが、ケース

の対応を巡って部署間で押し付け合いがあった。それを見た副市長が、重層事業は庁内の縦

割りの弊害を取り除くために始めたもののそのようになっていないと指摘し、事業の実施体

制を見直すこととなった。結果的に、共生社会課で、多機関協働事業、アウトリーチ等を通

じた継続的支援事業も所管することとなった。 
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 当時、共生社会課では、重層コーディネーターである坂上氏や竹田氏が就労支援の対象者に

付き添って事業所に行く等、地域づくりや参加支援が進むにつれ、個別支援の対象者に直接

関わる機会が増えていた。しかし、重層コーディネーターは専門職ではないため、障害や疾

患を抱えた対象者への適切な接遇が分からなかった。これはリスクであり、専門職のチーム

が必要と考え、共生社会課の中に重層支援センターを設置し、そこで多機関協働事業、アウ

トリーチ等を通じた継続的支援事業を所管することとした。 

 

iv） 共生社会課での多機関協働事業、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業の移管（令和６年度）  
 各課で行われている地域ケア個別会議などの各分野のケース検討会議は、従来通り実施され

ている。ただし、多分野にまたがるようなケースの場合は、重層支援センターに相談が来る。

相談元と重層センターそれぞれでケース検討会議に必要な出席者を決めて招集し、役割分担

を調整する。ケース検討会議は、相談元が開催する場合もあれば、重層支援センターが開催

する場合もある。 

 この時に、重層的支援会議・支援会議なのか、各課のケース検討会議なのか、明確に区別す

る必要がないよう、共生社会課に多機関協働事業が移管された際に、重層的支援会議・支援

会議の要綱を改定し、各課のケース検討会議も重層的支援会議・支援会議に位置付けた。 

 また、移管前は、会議参加者があて職の固定メンバーになっており、現場の従事者でない職

員も出席していた。移管後は、相談元である一次相談支援機関の担当者が説明を行うことと

し、ケースの内容に応じて必要なメンバーを招集する形とした。また、移管前は定例開催だ

ったものを、随時開催に変更した。 

 共生社会課では、地域共生係と重層支援センターで毎朝ミーティングを行っている。個別ケ

ースの情報共有を目的としており、新規ケースの内容と継続ケースの状況共有を行っている。

ここでは、重層コーディネーターが直接拾い上げたケースも共有している。 

 

v） 支援者支援のあり方 
 令和５年度以降、重層コーディネーターと重層支援センターの職員が分担して、地域ケア個

別会議など各分野のケース検討会議に出席している。そこでケースを拾い上げてインフォー

マル資源につなぐこともあり、一次相談支援機関から喜ばれている。つまり、多機関協働事

業の担当として、一次相談支援機関から相談があがってくるのを待っているだけではないと

いうことだが、本来、支援者支援はそういうものではないかと考えている。 

 他自治体では、多機関協働事業で取り扱う条件を事前に決定し、ケースが持ち込まれ過ぎな

いようにしていると聞くが、当市では、多機関協働事業の適用の可否を事前に判断する発想

はない。 

 支援者支援というのは、①打ち手がない（既存の制度で十分に支援できない）人にインフォ

ーマル資源による手立て提供するという価値提供、②ケース担当者を一人にしないことの両

輪ではないかと考えている。 

 当市の多機関協働事業で行う支援者支援では、一次相談支援機関からケースを丸ごと引き取

るのではない。応援しに行くような感覚であるため、ケースが投げ込まれるようなことは起
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こらない。支援者支援＝ケースをまるごと引き取ることと発想してしまえば、多機関協働事

業は機能しないし持続可能にもならないだろう。 

 

③ 共生交流プラザ（愛称：カラット）と市民活動支援の考え方 

i） カラットのコンセプト構築の背景 
 松本氏は以前にも市民協働課に所属していたが、当時は2000年代、NPO法（特定非営利

活動促進法）ができたばかりで官民協働がうたわれ始めた頃。小さな任意団体を育て、事業

型の NPO 法人に成長させるのを目的として、各種団体を支援したが、多くの場合そうはな

らなかった。 

 市民協働課の地域づくりは、団体支援や自治会・町内会などの支援であり、支え手を支える

ものであった。その後、長寿課（地域包括ケアを所管）に異動し取り組んだのは、個別支援

の対象者を支えるネットワークをつくるための地域づくり＝受け手側の地域づくりであった。 

 長寿課で SC による地域づくりに携わり、令和３年度に再び市民協働課（現・共生社会課）

に異動。長寿課では、福祉から始まる地域づくりがうまくいっているにも関わらず、市民協

働課では地域づくりを誰のためにやっているのかわからない状態で、存在意義がなくなって

いると感じた。 

 自治会・町内会の活動では、祭りや運動会、バス旅行等の行事を開催することが目的となっ

ており、地域の実情に合わない行事が開催されることもある。１年交代の役員のため前例踏

襲型で、住んでいる人の福祉増進までは着手できない、それが限界であった。 

 また、市民活動支援においても、非営利公益的活動とは何かわからなくなっていた。たとえ

ば、少年野球は青少年の育成等、社会貢献的な要素もあるが、社会貢献団体ではない。高齢

者サロンも、内容がヨガや太極拳の場合、福祉的な意味を持つ活動なのか、趣味活動にとど

まるのか、行政が非営利公益的かという判断を下すことは難しく、支援や優遇措置の線引き

にも限界を感じた。 

 時を同じくして、国では地域共生社会の議論が行われており、「興味・関心から始まるまち

づくり」の絵を見たときに「そうだよな」と思った。これをきっかけに、市民活動の捉え方

が地域共生寄りになった。すべての市民活動は、困難を抱えた住民の参加や生きがいになる

等、誰かのため（公益）になる可能性を秘めていると考え、豊明市としてはすべての市民活

動を支援していくという方針とした。 

 令和３年度に、第２次豊明市協働推進計画の中間見直しやカラットのコンセプトづくりを進

める中で上記のような議論をしていた。そして、すべての市民活動を支援するという方針が、

カラットのコンセプトとなった。 

 

ii） カラットの利用規定 
 カラットの開設は、旧市民交流センターの移転集約も兼ねていた。旧市民交流センターでは、

市民活動団体の利用料減免があったが、カラットではすべての市民による活動を等しく支援

するというコンセプトのもと、施設利用料は一律の料金設定とした。 
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 その理由については、以下の通り説明した。これまでは、非営利公益的活動を行政が線引き

して決めてきたが、すべての活動には福祉的・社会貢献的な意味がある。行政としては等し

く応援していきたいので、一律の料金設定とする。 

 約 200 の団体を対象に、カラットの利用に関する説明会を開催し、上記の理由を説明した

ところ、拍手喝采で受け入れてもらうことができた。 

 

iii） 余白への期待 
 ある新聞店のオーナーが、新聞店の２階に息子とミニ四駆のコースを作って遊んでいた。地

域の子ども達がきて遊ぶようになると、PTA役員仲間の子どもに不登校の子がいたので、学

校がある時間帯に来てみないか誘うと、口コミで他の不登校の子もくるようになった。ただ

ミニ四駆を走らせるだけだったが、だんだん他の子と時間を被らせ一緒に走らせるようにす

ると会話が生まれた。今は2か月に1回、ミニ四駆大会を開催し、優勝すると新聞本社の大

会に出場できる。不登校支援をするつもりは全くない想定で始まった活動だが、結果的にそ

うなっている。 

 重層コーディネーターと重層支援センターの活動を通じて、住民が市民活動に出会うチャン

スをつくっていると言えるが、究極的には、一人ひとりの住民に何がマッチするかはわから

ない。だからこそ、SCはミニ四駆の話を聞きに行って、大会を開催する場所としてカラット

を提供するし、重層コーディネーターの坂上氏がミニ四駆のコースを設営するために土日に

カラットへ行くことを休日出勤として認めている。それは、そこに余白（専門職が知らない

ところで勝手にケアされる環境）があることを期待しているからである。 

 活動団体に入って話をしながら信頼関係を築いていくと、「坂上さんが言うのなら」と受け入

れてくれるようになる。まさにそれがコーディネーターの役割であると思っている。 

 

iv） 私的活動（利己的活動）が公益性（利他性）を持つことについて 
 市民活動は、私的活動から公的活動へと転換するのではなく、見方によっては公益的なもの

や誰かのため（利他）になるが、本人は楽しく好きなことをやっているだけ（利己）という

ことではないか。 

 例えば、鉄道模型を走らせる趣味活動をしている社会人グループに、家庭に問題を抱えた子

どもが参加したことがある。本人たちは好きでやっているだけであるが、いつのまにか社会

貢献をしていた。 

 当課では、利己活動が利他性を持つという意味付けや見方をしているといえる。団体支援を

通じて、市民活動は好きでないと続かないという脆さがあることを認識するとともに、ゆる

さがあってよい活動であると認識した。 

 自宅の売却時に地価を落とさないための庭や花壇の手入れへの注力が自然とまちづくりに寄

与することや、ある老舗和菓子屋が競合他社を意識して洗練した建物を建設することにより

町おこしの着火剤となった実例を見ても、同様のこと（利己が利他になっている）を感じた。 

 福祉の専門職は利他に特化していて、福祉のまちづくりは利他を求めすぎているのかもしれ

ない。利己と利他は同時にあってよく、利己ではじまったことが利他になればよい。 
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 カラットのコンセプトも、こうした発想のもとにある。すべての市民活動は誰かのためにな

る（利己活動が利他性を持つ）可能性があるため、すべての活動を支援することがいつか何

かにつながると考えている。 

 

④ 重層コーディネーター 

i） 採用・育成 
 令和3年度、協働推進係の職員として坂上氏が採用された。翌年度に開設する予定のカラッ

トの準備のため、市民活動や地域活動を把握し人脈を作ってほしいとの思いから、坂上氏に

は長寿課のＳＣに同行して現場経験を積んでもらった。 

 当時の坂上氏は、毎朝9時にSCのもとに行き、毎月20日程度はともに外回りをした。ま

ずは市民活動団体を訪問し、何をやっているのかを教えてもらった。 

 当時市民活動支援を所管していた協働推進係は、団体を訪問する活動をあまりしていなかっ

た。SCの方が活発に動いており、地域で把握した団体の活動を、市が実施している市民活動

支援策に繋ぐため協働推進係につなぐこともあったくらいである。そのため、坂上氏が訪問

すると団体の人に喜ばれた。次第に、団体の活動内容も分かってきて、顔見知りになってい

った。 

 カラットの開設にあたっては、住民に対するプロモーションを行った。カラットの平日昼間

の利用は高齢者がメインになると思い、市のマイクロバスを活用した送迎付きのカラット見

学バスツアーを北部・中部・南部の住民ごとに開催した。ツアーでは、館長からの案内と、

高齢者ボランティアカフェで最後にお茶を飲んでもらった。 

 

ii） 現在の業務 
 通常、カラットにいるか地域に出向いているかで、庁内にはほとんどいない。 

 現在は、主に、就労支援のつなぎ先の開拓のため、市内企業の訪問を行っている。 

 子育て支援や自立相談支援においても就労支援はしていたが、ハローワークに同行するかウ

ェブ上に掲載されている求人情報を紹介する程度で十分に機能していなかった。市内の企業

を開拓できればと考え、共生社会課が所管している豊明まつりでつながりのある企業を中心

に訪問している。 

 当初は正社員での採用を前提に開拓しようと考えていたが、自立相談支援事業の相談員から、

支援対象者には短時間勤務がなじむのではないかという助言をもらったため、１～２時間の

短時間勤務での雇用を企業に依頼している。 

 企業は良い取組だと共感してくれており、相談してくれれば検討すると言ってもらえている。

現時点で、累計10名程度が就労に結びついている。今後のステップアップとして1日１～

2 時間の雇用・勤務形態から、正規のパートやアルバイトに切り替えていくとなると、本人

にとってもチャレンジングになるし、企業にも負担がかかるので、どのような形がよいか現

在検討している。 

 受入れ企業には、売上に直接関わらないバックオフィス業務等を切り出してもらっている。

相手にとってのメリットを考えることは、坂上氏の前職の営業経験と長寿課 SC への同行経
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験から得られたものである。重層のコーディネーターとして、win-win になるよう意識して

調整している。 

 

iii） 重層コーディネーターによる支援者支援 
 こうした坂上氏等の重層コーディネーターの活躍により、個別支援の従事者からは、インフ

ォーマル資源や手立てを調達してくれる人と認識されるようになった。相談すれば何かつな

いでもらえるという認識から、最近はランドセル、学校の制服、ちゃぶ台、ベビーカー、布

団、家電等などモノの調達依頼が来るようになり、頼られるようになってきた。まさに支援

者支援の機能を発揮している。 

 エアコンの工面にあたって、坂上氏はまず商工会につないでもらって、地元の家電販売業者

に相談し、エアコンを買い替える人からエアコンを譲渡してもらえるようにした。本来であ

れば、買い替える人は家電リサイクル費用を払う必要があるが、譲渡により廃棄にかかる費

用負担の必要がなくなり、譲渡を受ける側も、エアコン設置費用の負担のみでエアコンを入

手できるようになった。 

 上記のように、相談や依頼が増え、かつ、リクエスト内容が高度化していくにつれて、個別

に対応しきれないものはスキーム化するようにしている。 

 

⑤ 地域づくりと個別支援の接続 

i） 重層コーディネーターの個別支援への関わり 
 前述の通り、重層コーディネーターは、重層支援センターの職員と分担して、地域ケア個別

会議などの各分野のケース検討会議に出席している。また、参加支援等で対象者に関わって

いるケースに関しては、必要に応じて重層的支援会議・支援会議にも出席する。 

 また、地域共生係と重層支援センターの毎朝のミーティングでは、重層コーディネーターか

ら支援に活用できそうなインフォーマル資源や手立ての提案をすることもある。 

 個別支援で気づきを地域づくりに反映することは当然のこととして実施している。実践例と

しては、不登校の中学生に対する学習支援の取組がある。通信教育についていけず支援を受

けられないかと相談があったが、対応できる資源がなかったため、坂上氏自身が勉強を教え

ることにした。しかし、開始一週間で3人の中学生からの依頼があり、対応できなくなって

しまった。SC と地域を回る中で高齢者とのネットワークができていたため、勉強を教えて

くれる元教員の方がいないか各方面に相談したところ、民生委員を通じて、医療生協病院の

研修医が学習支援活動を行っている情報を得た。 

 その活動では、元々は学習支援を目的としていたものの、今は医学部を目指す子どもが集ま

る場になってしまっていたため、本来の目的に戻そうということで、不登校の子どもたちの

学習支援に協力してもらうことになった。勉強を教えるだけでなく、レクリエーションや雑

談も交え、関係づくりから始めて、人生相談等も行われている。 
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ii） カラットでの個別ケースの気づき 
 重層コーディネーターやSCが住民のところへ行くのを「釣り」に例えると、カラットは「定

置網」のようであり、地域づくりのリソースに加え、個別のケースや課題も自然に集まって

くる場所となっている。 

 実際に、学校や修学旅行に行っているはずの児童が、なぜかカラットの人工芝スペースにい

たことがあり、指定管理者が気付いたことがある。 

 カラットの子育て支援センターには行かないが、カラット内の遊び場にのみ毎日来る母親と

子どもがいた。スマホばかり見ている様子で、ネグレクトの可能性も否定できなかった。指

定管理者の職員が子育て支援センターの職員に共有し、声掛けをしてもらったこともある。 

 個別支援では、どうしても支援対象者にのみ着目してしまうため、複数の子どもがいる世帯

の場合、支援対象者ではない子どもが不登校等の問題を抱えていても、見落としてしまうこ

ともある。カラットでは、そのようなケースを拾うことができている。 

 指定管理者の職員は、気になる利用者を見つけたらつなぐことを意識している。カラットが

市民の多様な活動とそれを必要とする人をつなぐ場であるという市の考えを共有しており、

その考え方は施設の条例に明確に記載されており、パンフレット等の文言にも反映されてい

る。 

 

⑥ 取組による変化 

i） 取組の中で生まれた個別ケースのエピソード 
 就労継続支援B型に通う30歳男性。坂上氏が地域を回っている時に、障がい者のサロンで

出会った。日頃、自宅と就労先の往復のみであり、友人も少なく、土日の過ごし方を充実さ

せたいとの相談があった。 

 男性は、発達障害があるものの、ゆっくりと話せばコミュニケーションに問題はなかったた

め、高齢者の駅前花壇の手入れ活動に参加してもらった。最初のうちは坂上氏が同行したが、

現在は一人で通っている。 

 支援を受ける側だった男性が、高齢者から重いものを運んでほしい等で頼られることにより、

自己肯定感の向上につながっている。 

 

ii） カラット開設による市民活動の可視化 
 カラットでは、高齢者だけでなく、子育て世代や現役世代の活動が展開されているので、あ

りとあらゆる市民活動が可視化されている。 

 指定管理者のもとに、ママ友の誕生日会や高校生のたこ焼きパーティ―ができるかなど、「カ

ラットでこんなことをしたいが利用できるか」という相談が来るようになったことで、市民

のやりたいことが見えてきた。SC が見ていた市民活動は、高齢者の一部の活動であったと

気付いた。 

 

iii） 取組による職員の変化 
 高齢分野はフォーマル資源が充実しており、インフォーマルな資源も開拓されてきているた

め、組み合わせて支援することが当然になっている。一方、他分野（ネグレクトや引きこも
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り、児童生徒等）では、フォーマル資源が学校しかなく、学校という接点を失うとつながり

もなくなり、追うこともできない。個別支援に従事者はこれでいいのかという疑問があった

と思う。だからこそ、重層支援センターを頼りにしてくれているのではないか。 

 児童発達支援の相談員が、県の相談支援員の研修に参加した際にエコマップを作成したとこ

ろ、他自治体と比較して、当市にはインフォーマル資源が豊富にあり、活用できていること

が分かったと言っていた。個別支援の従事者のアセスメントも変化してきているのではない

か。 

 最近では、協働推進係の職員も、重層コーディネーターのような動きをするようになり、生

活課題を抱えがちな人のニーズを拾うようになってきている。例えば、団地で外国人住民が

無断で粗大ごみを出してしまった場合、その出し主を探して支援につなげたり、UR にトラ

ブルがないか聞き取りに行ったりしている。子どもに関しては、カラット近隣の小学校が統

合され、児童数の約3割が外国人児童を占めるようになったため、日本語初等教室の場を活

用して、悩み等がないか拾っている。 
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（６）株式会社グランドレベル（喫茶ランドリー） 

① 喫茶ランドリーを始めた経緯、現在やっていること 

i） 株式会社グランドレベル、喫茶ランドリーについて 
 日本のグランドレベル（街中の、歩行者の目線に入る範囲）を良くしたいという思いから、

2016 年に株式会社グランドレベルを設立。同社では、クライアントとともにコンセプト

やビジョン（人々のどのような活動やコミュニケーションを促したいか）を考え、それが実

現するような空間をデザインしている。また、完成後も、その空間がよりコンセプトやビジ

ョンに沿って機能するよう、運営面の助言などアフターサポートも行っている。 

 喫茶ランドリー森下・両国は、築 55 年のビルの 1 階をリノベーションしたランドリー付

き喫茶店である。「どんなひとにも、自由なくつろぎ」をキャッチコピーに、性別や年齢な

どにかかわりなく誰でも過ごせる空間をつくっている。大きくは、「キッチン」「フロア席」

「大テーブル席」「モグラ席（半地下の座席）」「まちの家事室（全自動洗濯機やミシンなど

がある）」の4つのスペースで構成されている。「フロア席」「大テーブル席」「モグラ席」で

は、コーヒーや食事を注文することもできるし、仕事をしたり休憩したり、お客さんがそれ

ぞれ好きに過ごすことができる。店舗のスペース貸し出しも行っている。 

 喫茶ランドリーは現在３か所（墨田区、川崎市、座間市）あり、すべて株式会社グランドレ

ベルがデザインを行い、運営も行っている。そのほか、株式会社グランドレベルは全国各地

でグランドレベル作りを手掛けており、帯広市、江東区、福岡市など６か所で、株式会社グ

ランドレベルがデザイン等に関わった「私設公民館」の機能を持つ場所が運営されている（運

営者は別）。 

 

ii） 喫茶ランドリーを始めたきっかけ、背景にあった問題意識 
 2016 年、不動産コンサルティング会社から、元工場だったビルの 1階でどんな事業をす

ればよいかという相談を受け、「ランドリーカフェをつくる」という提案を行った。 

 念頭にあったイメージは、コペンハーゲンで見た「ランドロマットカフェ」である。全自動

洗濯機とカフェが一緒になった店舗で、まちのあらゆる人が滞留する場になっていることに

感銘を受けていた。洗濯機があることにより、あらゆる人にとって利用可能性のある場とな

っており、いわば街の縮図のようになっていた。 

 他方、日本では、実際の住民は多種多様であるのに、公共施設でも商業施設でも、「高齢者

向け」「30代女性向け」など細やかにターゲティングされ、棲み分けが行われている。その

ことに違和感があった。そこで、様々な人が様々な目的で来る場所、お互いに様々な人が暮

らしていることを認識できる場所をつくれないかと考えた。 

 誰かのため、地域のため、といった動機よりも、こういうグランドレベルをつくりたい、ど

うしたらつくれるのか試してみたい、という気持ちが強かった。2014 年から街中の屋台

でフリーコーヒーを配る（全く知らない通行人に声をかけ、無料でコーヒーをふるまう）と

いう活動をしていた中で、「私設公民館」（民間が運営する、多様な人が居合わせる場所）を

つくりたいという気持ちが強まっていた。 
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 誰しも、ある日突然孤立する可能性もあるし生活課題を抱える可能性があるが、そうなって

も誰も驚かず、平然としていられる場所をつくりたかった。こちらの価値観でその人が幸せ

かどうかを判断しない、誰がいてもおかしくない場所をつくる。それが公共の場であるのが

望ましいが、現実はそうなっていない。 

 場もサービスも消費者が望むままにデザインしていては、毒にも薬にもならない。なぜなら、

人間は合理性だけでできているわけではないからである。私設の公民館なら自分が主導権を

にぎれるし、私設の公共だからこそ属人性を出せると考えた。 

 

iii） 現在に至るまでのプロセス 
 オープン当初は、近隣住民にオープンのお知らせの手紙を配った他、店内の入口付近でフリ

ーコーヒーを配り、店内に入ってもらいやすい工夫をした。居心地の良い空間をしっかりデ

ザインしていたため、一度入ってもらえればリピートしてもらえる自信があった。 

 フリーコーヒーをきっかけに、近隣住民が店内で集うことが増えていった。また、貸しスペ

ースを行っていることが知られるにつれ、「家族で忘年会をしたい」「ママ友とパン作りをし

たい」といった声が寄せられるようになった。オープンから 10 か月の間に、200 件弱の

展示会やワークショップなどのイベントが行われた。イベントは多種多様で、「犬を愛でな

がらおでんを食べる」といったユニークなものもあった。 

 知り合い同士の口コミはもちろん、公園で子どもを遊ばせている母親が 1 人でベンチに腰

かけている高齢者を店に連れてくるなど、店の存在が数珠つなぎ的に知られるようになって

いった。 

 

iv） 大切にしていること・ビジョン 
ア) こちらからは呼びこまないが、どんな人でもウェルカム 
 喫茶ランドリーでは、属性（性別や年齢など）のターゲティングをしていない。どんな人で

あっても気楽に立ち寄れる場所にするため、若々しすぎず、他方で若者から見ても可愛いと

思えるようなデザインにしている。お洒落で洗練されすぎた場だと、立ち寄りにくいし緊張

するので、敢えてきちんとしすぎない、実家のような居心地の良い「雑然さ」を作り出して

いる。子どもが食器を割ってしまうなど、ハプニングが起きたとしても面白いと思えるよう

な、失敗を恐れなくていい場にしたい。本来、公民館とはそのような場であるべきだとも思

っている。 

 今の世の中は、「正しい」「素敵」ではない状態を隠さなくてはいけない風潮があるが、それ

は健全ではない。無防備でも文句を言われない場所にしたい。しかし、どんなに弱っている

人にもプライドがあるので、抱えていることを話さなくてもいいし、話してくれたとしても

「かわいそう」と騒いだりもしない。そんな場所をつくりたいと考えている。 

 居住地についてもターゲティングをしておらず、オープンに当たり周辺地域のマーケティン

グも行わなかった。地域＝「物理的なご近所さん」だとすれば、必ずしも気の合う人同士が

地域に住んでいるわけではない。居住地にかかわらず、気の合う人、この場所を良いと思う

人（＝「精神的なご近所さん」）に来てもらえればよい。実際、遠方からのお客さんも多い。

ただ、「物理的なご近所さん」同士で偶然意気投合することがあれば、もちろんそれは素晴ら
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しいことである。そうした偶然が起きる可能性を最大限高められるよう工夫している（詳細

は２．参照）。 

 喫茶ランドリーでは、「うっかり目にする」というのが起きるとよい。個人宅に風呂も洗濯機

もなかった時代は、皆必要に迫られて銭湯やランドリーにきて、そこで地域の色々な人や出

来事を自然と目にしてきた。喫茶ランドリーでも、思わぬものを見たり、思わぬ人に出会っ

たりしてほしい。そのために、その気がない人をひっかける仕掛けをしている。 

 喫茶ランドリーはどんな人も歓迎だが、かといって、全ての人に気に入ってもらえる場所を

目指しているわけでもない。公設公民館の場合、公平性を重んじるために、誰の印象にも残

りにくい特徴のない場にデザインされがちである。それに対し喫茶ランドリーは、全ての人

ではないとしても、誰かにとっては魅力ある・ワクワクする場所になればいいと思っている。

そういう場所が世の中にたくさんできていけば、誰にとっても、どこかには自分に合った場

所がある状態になるかもしれない。 

 

イ) 自分のやりたいことに気づき、実現できる場所 
 店内をデザインする際、「この空間でこんなことができるのではないか」という想像力を刺激

するデザインにしているので、訪れた人が自分の内なるやりたいことに気づき、言葉にして

くれる。どんなことにも店を使ってもらってよいと考えており、家族イベントであっても行

政事業であっても、スタッフが企画をサポートしてイベントを実施している。 

 

② 偶発性を高める主な工夫 

 喫茶ランドリーで「うっかり目にする」「思わぬ人と出会う」といったことが生じるのは、株

式会社グランドレベルが初めから、そうした偶発性の高い空間を設計しているためである。

偶発性を高めるにはスキルが必要であり、当社はまさにその専門家である。 

 喫茶ランドリーを設計するにあたり、自分たちが居心地がよいと感じる喫茶店を徹底的に分

析した。雑然とした雰囲気を目指しつつも、デザインのクオリティを落とさないように心が

けた。また、どんな仕掛けをすればどんな人がやって来るのか、常に実験をして観察してい

る。例えば、フリーコーヒーの活動をしている時も、どうしたら通行人がうっかり声をかけ

てくるか、場数を踏んで確かめていた。そうした実験的・観察的な努力の成果として、当社

では偶発性を高めるための工夫として、主に以下のようなポイントを重要と考えている。 

 

i） ハードのデザイン 
 近隣住民や通りがかる人から見て、街の風景に人気（ひとけ）が生まれたと感じてもらえる

よう、壁をガラス張りにし、外から店内の様子が見えるようにしている。入り口のドアを開

けると、フロア席が軒先スペースを経て道路につながっているため、通りがかった人とスタ

ッフ、店内のお客さんで自然に会話に発展することもある。 

 喫茶ランドリーはランドリーではあるが、重要なのはリラックスして過ごせることなので、

店内で思うままに過ごす人たちの光景が一番に目に入るよう、フロア席を入り口側にし、ラ

ンドリーは奥に設置した。スタッフとお客さんの会話が生まれるように、キッチンとフロア



82 

席の距離感にも配慮した。敢えてキッチンの内部を客側から見えるようにすることで、家の

台所のような親しみを持ってもらえる。 

 「どんな人にも、自由なくつろぎ」を目指しているが、これは「誰でも」という意味だけで

なく、1人の人にも多様な側面があることを踏まえ、「どんなあなたでも」という意味も持た

せている。喫茶ランドリーの 4 つの空間はどれも、その人の個性やその日の気分によって、

使う人が自由に使い方を決めてよい。どんな使い方をしようかと自由に想像をしてもらうた

め、どの空間も用途を限定していない。 

 配色について、モノトーンなどの無難な色ではなく、できるだけ色々な色や柄を使用してい

る。それを嫌だと思う人もいるだろうが、誰の印象にも残らない無難な空間ではなく、一癖

もたせることで、それを良いと思ってくれる人を惹きつけようとしている。 

 

ii） ソフトのデザイン 
 基本となる機能やサービスは持っておきつつも、それを固定化せず、状況に合わせて柔軟に

発展させていくことが重要である。喫茶ランドリーでは、スタッフやお客さんとの会話から

新たな企画が生まれ、それに合わせて新たな機能を持つようになった部分も多い。例えば飲

食メニューは、初めは数種類しか用意がなかったが、のちに採用したキッチンスタッフの提

案で拡充されていった。また、お客さんのやりたいことに合わせて、洗濯機だけでなくミシ

ンや工具を置いたり、子どもの利用が増えたため、おもちゃや絵本を増やすなど、臨機応変

に変化させてきた。 

 喫茶ランドリーでは貸スペースを行っているが、会社側でイベント企画・実施はしないよう

にしている。喫茶ランドリーは私設公民館であり、お客さん自らに空間を使いこなしてもら

わねば意味がない。何気ない会話の中から、その人の個性や内なる夢を見出し、よかったら

喫茶ランドリーを使ってほしいと声をかける。どんな内容であっても、自分のやりたいこと

を実現できたという経験が、人生の糧になると考えている。 

 

iii） コミュニケーションのデザイン 
 店員と客という力関係が生まれないよう、スタッフには敢えて、店員としてではなく、個人

として自分の家に招き入れるつもりで店頭に立ってもらっている。接客について一律にお願

いしていることはなく、個性を生かし、自分がその時々で、そのお客さんにとってよいと考

える対応をしてもらっている。そっとしておいてほしそうな人はそっとしておき、話したそ

うな人には話しかけるなど、居心地のいい関係性をつくってもらっている。同じスタッフで

も日によって気分が違うだろうが、元気のない時に無理に元気を出してもらう必要はないと

伝えている。なお、職場に子どもを連れてきていいし、コーヒーは飲み放題、洗濯機も使い

放題にしている。 

 

③ 喫茶ランドリーをきっかけに起きた変化 

i） 個別ケースのエピソード 
 別の店舗（喫茶ランドリーホシノタニ団地）でのエピソードだが、精神疾患のあるお客さん

が店を気に入り、店舗を借りて大喜利イベントをしたいとのことだった。スタッフからどう
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対応すべきか相談があったが、その人のやりたいことを応援しようと助言し、イベントを開

催した。結果、観客が2人、その人の主治医と看護師が来てくれた。その人がやりたいと思

ったことを実現できたこと、それを応援しに来る人がちゃんといたことに驚き、感動を覚え

た。コロナ後、その人が久しぶりに来店した際、スタッフが「前より格好よくなった」と感

想を言っていたのだが、このような俗っぽい感想が出てくるのは、「精神疾患の人」という

レッテルを貼らずに接している証左であり、良い変化だと思った。 

 喫茶ランドリーは現在、こども110番の店舗になっているが、それ以前から「まちの逃げ

場」の役割も持っていた。例えば、夜の時間帯に、家出をした小学生の子どもが駆け込んで

来たことがある。また、90代の女性が娘と喧嘩をして家を出て、夜間に店の前を歩いてい

たところを呼び止めたこともある。いずれのケースでも、それぞれ母親、娘が後でやってき

て家族の話し合いをし、クールダウンして無事帰宅していった。密室で抱え込まず、クール

ダウンできる場所があること、第三者に立ち会ってもらえることは、重要だと思う。 

 既に深刻な課題を抱えている人が喫茶ランドリーに来るのは、ハードルが高いと思う。しか

し、喫茶ランドリーを訪れる人たちについては、日々のかかわりがあるからこそ、深刻な状

態になるのを防げている感覚がある。困っている人に直接支援をしているわけではないが、

間接的には誰かのためになっていると思う。例えば、お酒を提供することは、親をリラック

スさせ、子育てのストレスを軽減することにつながっているかもしれない。 

 

ii） その他 
 喫茶ランドリーで新たなつながりが生まれ、新しい活動に発展しているケースも多いと思う。

この店を参考に、別の場所で店を立ち上げたという人もいた。数珠つなぎ的に色々な化学反

応が起きている。 

 

④ 行政とのかかわりについて 

i） 現在のかかわり、望ましいかかわり 
 墨田区の担当課が喫茶ランドリーを気にかけてくれており、行政事業のために店を貸したこ

ともある。行政に色々な場面で店を活用してもらえるのは嬉しい。今はどちらかというと、

こちらから協力することが多く、助成金などの公的資金による支援は受けていない。 

 地域関係者から、こども 110 番などのチラシを置かせてほしいと頼まれたこともあるし、

地域イベントのために場所を提供したこともある。 

 もし福祉関係者から、孤立している人の居場所としてつなぎたいと頼まれたら、こちらとし

ては歓迎である。また、お客さんの中に困りごとを抱えている人がいたら、福祉の相談窓口

や担当部署を案内することはできるし、積極的にやりたいと思う。理想的には、街のいたる

ところに役所の分室のような場所があって、それぞれ行きやすい場所で話ができればいいの

に、と考えており、喫茶ランドリーがそうした場所の一つになるとよい。 

 喫茶ランドリーの他にも、売り上げよりも、お客さんをエンパワーすることに重きを置いて

いる事業者（「エンパワーメント系」と呼ぶ）は存在する。お客さんはお茶を飲む、お酒を

飲む、料理をするなどの目的で来るが、その行為を介してコミュニケーションが生まれる。

そのことこそが重要だと考え、お客さん一人一人と向き合い、個性を発揮しやすい空間・コ
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ミュニケーションが生まれやすい空間を作り出そうとしている事業者もいる。しかし、そう

ではない一般の飲食店のほうがコストパフォーマンスが良いため、より安いサービスを求め

る消費者はそちらに流れてしまう。行政にお願いしたいこととしては、エンパワーメント系

の事業者が生き残れるよう、財政援助などをしてもらいたい。そういうものがなければ、ま

ちに属人性を残していくのは難しいと思っている。 

 

ii） 行政主体の「地域づくり」や「福祉施策」について思うこと 
 行政では、特定の対象層向けの居場所を積極的につくる傾向があるが、実際の住民は多様で

あり、細かくターゲティングされた場所ばかりでは、自分に合った場所は見つからない。施

策にジャストフィットしている人でなければ、利用できないことになってしまう。 

 人それぞれ好みも感覚も違う中で、ある人を好きな人もいれば、嫌だと思う人もいる。それ

は年齢などの属性が近い人かもしれないし、全く違う人かもしれない。自分のことを好意的

に見てくれる人が増えるほど、セーフティネットがレイヤー状に増えていく。そうした社会

のほうが、「支援する人」「支援される人」という二軸しかない社会よりもずっといい。 

 支援が必要な「可哀そうな人」のことを知ろうとか、そうした人と交流しよう、といった上

から目線の取組ではなく、様々な人が自然と集まる中で、社会に多様な人がいることを自然

に理解できるような環境づくりが重要だと思う。 

 

 

 

 

 

  



85 

（７）つなぐば家守舎株式会社等 

シェアアトリエつなぐば、つなぐばもどき、ふくらむフクシ研究所 

① シェアアトリエつなぐば 

i） 取組の概要 
 つなぐば家守舎は、草加市が平成２８年度に開催した「リノベーションスクール」5から誕生

した「家守会社」6で、草加市内において、「シェアアトリエつなぐば」（平成 30 年度）、私

設図書館「さいかちどブンコ」（令和４年度～）、「シェアアトリエにわのば」（令和６年11月

～）を運営している。 

 シェアアトリエつなぐば（以下「つなぐば」）は、築38年のアパートをリノベーションした

建物で、建築、古材利活用、グラフィック、DIY賃貸などを展開している。「仕事につながる

/母親につながる/地域につながる」の3つを軸に運営している。 

 公園の前に立地し、1 階に子ども連れで働けるシェアアトリエと、子どもが遊ぶスペースの

あるカフェがある。2階には、テナント業者として産後の親子の居場所（ton ton’s toy ち

いさな木のおへや。以下「トントン」という。）7、美容室がある他、小嶋氏の設計事務所、

展示室も設置されている。 

 シェアアトリエは、1 階のクラスルーム（和室）又はテーブルスペースを利用でき、多岐に

わたる団体がオンラインのカレンダーで事前予約のうえ、利用している。カフェは複数の事

業者が共同で運営しており、日によって異なるメニューが提供される。 

 スタッフについては、小嶋氏（代表取締役）、松村氏（取締役）の他、業務委託のアトリエス

タッフが 10 人いる。アトリエスタッフは、場所の運営（カフェの営業、ワークショップ用

スペースの貸し出し、図書館の受付、利用者のとりまとめなど）を担っている。 

 シェアアトリエを利用するどの団体についても、メンバーの子ども同伴を可としてもらって

いる。もちろん、子どもを同伴する必要がない人もいるが、全ての利用者に対して、子ども

を同伴することへの理解や、利用者の皆で一緒に子どもを見守ってほしいことを伝えている。 

 

ii） 取組が生まれた背景 
 小嶋氏は平成 24 年度に建築事務所を設立し、戸建て物件やリノベーションなどを手掛けて

いた。平成 28 年度に草加市のリノベーションスクールに講師として呼ばれた際、小嶋氏の

チームのメンバーから、女性が子連れで働ける仕事場が必要という意見があった。その意見

を元に、チームでアイディアを膨らませ、シェアアトリエの企画を行った。 

 松村氏は元々、都内のデザイン会社で空間ディスプレイの仕事をしていた。平成２３年度に

草加市に引っ越したのを機にフリーランスとなり、自らの働き方・暮らし方を見直すように

 
5 草加市が平成28年度から年1回開催するもの。参加者が6人程度の「ユニット」に分かれ、公共空間や遊休
不動産、実際のビジネスプラン等をテーマに、地域経営課題を解決する事業計画を 3 日間かけて作成する。最終

日には、地域の方々や不動産オーナーに事業化を前提とした公開プレゼンテーションを行う。 
6 草加市リノベーションまちづくりの担い手である民間自立型まちづくり会社。補助金に頼らず、エリアマネジ
メントや事業企画、不動産マッチング等を行う。 
7 木のおもちゃを揃えた部屋で、子育て相談や親子を対象としたワークショップが行われている。シェアアトリ
エや美容室、カフェを利用中に託児をすることも可能。 
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なった。平成２６年度に草加市女性創業スタートアップ事業「私たちの月3万円ビジネス in

草加」（やりたいことでビジネスを立ち上げ、地域にアクションを起こすことを目標とする講

座）に参加した際、元々は働いていたが出産を機に仕事を離れ、社会とのつながりが切れて

しまった女性に多く出会った。高いスキルを持っていても、子育てとの両立のハードルを感

じて働くことに踏み出せない人が多いという認識から、子連れで働ける場所ができれば、仕

事・子育てなどの負担をシェアしたり、スペースを借りる資金を軽減できたりするのではと

考えていた。平成２８年度にリノベーションスクールに参加し、小嶋氏に出会った。 

 リノベーションスクール後にプロジェクトを本格始動させ、借りる空き家も決まったのだが、

その空き家が契約前日に火災に遭い、そこからまた1年かけて他の空き家を探した。そんな

折、現つなぐば（元々はアパート）の大家が、アパートが空き家になっていることを市役所

に相談した。小嶋氏・松村氏はリノベーションスクール終了後も市役所とつながりがあった

ため、市役所経由でアパートの大家とつながることができた。大家に活動の内容や思いなど

を説明した結果、平成 29 年度冬にアパートを契約し、工事を経て平成 30 年度につなぐば

をオープンすることができた。 

 

iii） オープンからこれまでの経緯 
 当初から、つなぐばを地域にオープンな場として運営する想定だった。カフェ機能を入れる

ことで、アトリエでありながらオープンな場が実現できると考えた。 

 カフェの事業者やテナント事業者、シェアアトリエの利用団体について、SNS（Facebook）

で利用募集の告知を行い、集まった人に対して利用説明会を開催した結果、8 か所から手が

挙がった。その後、口コミにより、利用団体がどんどん増えていった。活動場所を探してい

た団体や、自分の店舗を持ちつつも、つなぐばでしかできないことをやりたい事業者など、

様々である。 

 シェアアトリエという場所は全国的にも珍しく、利用上のルールや利用料は手探りで決めて

きた。初めは一般的なコワーキングスペースなどを参考にしたが、つなぐばのメインターゲ

ットである子育て中の方には合わない部分もあり、利用しづらいという声も多々あった。そ

こでルールを一旦白紙に戻し、利用者視点でどのような設備・料金設定がよいか、半年～1年

かけて仕組みを考えた。 

 利用者の意見の中には、こちらが想定していなかった場の使い方を提案するものもある。そ

れに対して、こちらからも「それなら、こういうこともできないか」とアイディアを出すな

どして、相手のやりたいことを一緒に実現していくこともある。利用者と一緒にルールや取

組をつくっていくという姿勢は、活動を進める中で育まれてきたものだと思う。 

 

iv） 地域の関係者との協働 
 市内の色々な店舗とつながりがあり、必要な時にお互いの力を借りている。例えば、コーヒ

ー店につなぐば専用のブレンドを作ってもらったり、イベント時にパン屋にパンを作っても

らったりする。コーヒー店とはオープン時期が近いので、合同でオープン記念イベントをし

たこともある。 
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 市内だけでなく、全国で同様の取り組みをしている団体等とつながり、お互い訪問したり、

意見交換をしたりしている。 

 リノベーションスクールで一緒だった他のチームメンバーは、本業が別にある人が多いが、

つなぐばに時々来て、ソフト面や資金面での協力や助言をしてくれたり、一緒にイベントを

することもある。メンバーの1人にホームセンターで勤務している人がおり、一緒にワーク

ショップの企画をしたことがある。金融機関で働くメンバーとは、他エリアのまちづくりに

協力したことがある。 

 町内会ともよい関係を築けており、地域で講演会やハロウィン等のイベントをする際は町内

会の理解や協力を得ている。また、つなぐばとしても、町内会のイベントに協力をしている。 

 利用者の中に障がいをもつ人がいるなど、福祉支援が必要という点で自分たちだけでは対応

できないケースがあれば、ふくらむフクシ研究所等と協働することもある。 

 

v） 取組が利用者や地域にもたらした変化 
 つなぐばで、それぞれ異なる業種の利用者が出会うことで、新しいビジネスにつながること

がある。例えば、理容師、カメラマン、着物の着付けの団体の三者が「つなぐば写真館」と

して集まり、つなぐばを会場として、成人式の着付けから撮影を行っている。 

 子どもたちにとっても、つなぐばに来ることでいろいろな仕事に触れ、学ぶ機会になってい

る。 

 活動を通じて、地域の人たちとの顔の見える関係が広がってきている。例えばハロウィンの

時に、地域の子育て家庭を訪問し、お菓子を配る活動をしているが、訪問を希望する家庭が

増えてきている。 

 つなぐばが存在することで、地域の中に、自分もやりたいことを実現しようと考える母親が

増えたように思う。お客さんとして来ていた人がワークショップをする側になることもある。

つなぐばの存在が、ここを利用する人たちの働き方・暮らし方を発信し、地域の人たちが自

分らしく働く・暮らすことを後押ししているように思う。 

 

vi） 自治体や福祉との関わり 
 現在、運営資金は日本政策金融公庫等から確保しており、自治体の補助金や助成金は利用し

ていない。そもそもリノベーションスクールでは、補助金にできるだけ頼らない経営が目標

の１つとなっていることもあり、つなぐばを立ち上げるに当たっても、補助金を活用すると

いう発想がなかった（補助金を活用する必要のない事業として企画していた）。最近は自治体

から補助金の案内をもらうこともあるが、書類の作成が煩雑で負担が増えるので、あまり活

用することはない。ただ、今後活動を続けていく上では、事業の収益だけでは難しい部分も

あり、補助金の活用も検討し始めている。 

 市とは現在もつながりがあり、こちらが何かやりたいと伝えた時に、それができる環境を整

えてくれるのがありがたいと思っている。ふくらむフクシ研究所とつながりを持てたのも、

市の紹介によるものだった。 

 数年前に市の社会福祉協議会（以下「社協」）から、ひきこもり状態にある若年女性の紹介を

受けたことがある。その女性が外出するきっかけづくりとして、週1回、2階のトントンで
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受け入れてもらえないかという相談だった。女性は絵を描くのが得意だったため、トントン

で毎月発行する新聞に挿絵を描いてもらうようになり、本人はその体験を通して自信をつけ

ていったようだ。つなぐば側としても、このエピソードにより、自分たちが福祉的な支援の

一部を担える場合があると気づいた。その他、行政から高齢者の居場所として利用できない

かという相談もあったと聞いている。自分たちが気づいていない場の使い方を見つけてもら

い、使ってもらうのは歓迎である。 

 ただし、つなぐばは、利用者が自分らしい働き方・暮らし方を実現することをコンセプトに

している場であり、福祉支援を直接の目的とはしていない。生活課題を抱える人が、つなぐ

ばに来ることで自分らしく働き暮らせるきっかけになるならよいが、誰でもつなぐばに来れ

ばそうなるわけではない。行政の担当者にはまず、つなぐばがどのような場所なのか、その

コンセプトや運営者の思い等をよく理解した上で、個々の対象者にとって、つなぐばの利用

がプラスになりそうかなどを考えながらつなげていただけるとよいと思う。 

 逆に、つなぐばを運営する中で、利用者が生活課題を抱えていることに気づくこともある。

孤独な子育てで思いつめている母親が、2 階のトントンでスタッフと関わる中で癒されてい

るケースもある。不登校の子どもや食事に困っている子どもがいれば、つなぐばもどきに案

内したり、行政の支援につないだりする。ただ、課題を抱えている人を誰でもすぐ行政の支

援につないだほうがよい、とは思っていない。すぐ行政につなぐというのは、病気で例えれ

ば、ちょっとした不調がある時にいきなり病院を受診するような感覚である。専門家に相談

することで安心できるならばそれでもよいが、生活の中の身近な場所で改善できるならそれ

がよい人も多いのではないか。 

 行政との信頼関係は、「〇〇課」ではなく「○○さん」という個人との間に築かれていると思

う。異動で担当者が変わった際は、同じ課の後任の方であっても、個人として一から関係性

を築くことが大事だと思っている。 

 

vii） 今後の展望 
 7年間活動を続けてきたが、つなぐばの在り方も時の流れと共に変わってきたと感じている。 

 小嶋氏・松村氏の本業である建築・デザインという軸があってこそ、つなぐばが地域とのつ

ながりも含め、うまく機能しているのだと思う。だからこそ、今後も軸がぶれないよう、本

業の活動も増やしていきたい。 

 以前は、シェアアトリエという場が他になく、つなぐばを是非利用したいと思う人が多かっ

た。最近は、市内にも同様の場所が増え、住民にとっての選択肢が広がってきている。利用

者が減って収益も減ると、場の継続が難しくなるので、つなぐばならではの魅力を作ってい

く必要がある。 

 元々は、地域のためというよりも、自分たちが置かれている状況を変えたい、自分らしい働

き方・暮らし方が実現する場をつくりたいという動機から、つなぐばを始めた。年月が経つ

につれ、自分たちの興味関心も変化していくと思うので、それをまた形にしていきたい。自

分らしい働き方・暮らし方を実現させる中で、その延長線上にまちづくりが実現するとよい

と思っている。 
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② つなぐばもどき 

i） 取組の概要 
 なつかしいミライは、「ミノリテラス草加」（住居と店舗、アトリエが入ったリノベーション

賃貸住宅）の1階で、地域とつながるこどものアトリエ「つなぐばもどき」というこどもの

第三の居場所を運営している。代表理事は大塚氏で、小嶋氏・松村氏も理事となっている。 

 つなぐばもどきは、不登校の子どもや孤食をしている子どもも含め、どんな子どもにも安心

して食事をしてもらえる、第三の居場所である。 

 小学校教諭、公認心理師、放課後児童支援員などの経験・資格を持つスタッフを中心に、ボ

ランティアスタッフともに居場所を開放し、食事や会話や遊びを提供している。 

 平日は地域の誰でも気軽に立ち寄れるようにドリンクと焼き菓子の提供、午後3時からおか

えりチャイムまでの間、安価な駄菓子も提供している。また、学校給食のある期間は、『団地

ごはん』として毎週土曜日に子どもが作った味噌を使って、地域のお母さんがつくる味噌汁

とおむすびを提供している。長期休暇で学校給食がない期間は、子どもカレー（無料または

100円）を大人にも提供している。 

 大人も子どもも誰でも５００円で食事できるが、子どもだけで来た場合は無料としている。

大人と来た子どもも 100 円でパチンコをしてコインを手に入れ（ハズレなし、1 枚以上も

らえる）、コインと交換でご飯が食べられる。 

 

ii） 取組が生まれた背景、これまでの経緯 
 20代の頃、友人の紹介で児童館でのアルバイトを始めた。そこで子どもについて、小さくて

も1人の人間であり、大人と同様に色々な気持ちを抱えていることを感じた。同時に、周囲

の大人が子どもに接する様子を見ながら、もっとよい関わり方があるように思った。その頃

から、子どもがいきいきとした人生を選択できるようにしたい、子どもは周りの環境や大人

に影響を受けながら育つのだから、大人として何かできないか、と考えるようになった。 

 世田谷区のプレーパーク（冒険遊び場）に出会い、影響を受けた。プレーパークは子ども達

が自分の責任で遊びをつくることをコンセプトとした、禁止事項を極力設けない遊び場であ

る。運営やルール決めに地域住民も関わっているのを見て、自分たちの地域に責任をもって

関わることが暮らしやすさにつながるのだと認識した。 

 つなぐばでメンバーを募集していることを偶然知って手を挙げ、「ごはん係」として働くこと

になった。つなぐばの利用者の中には不登校の子どものいる家庭も少なくないため、そうし

た子どもに対してできることを、つなぐばで出会った仲間と共に考え、軒先で駄菓子屋をし

て子どもが集まるきっかけを作ったり、不登校の保護者の会などを開催した。令和 5 年度、

小嶋氏・松村氏と共になつかしいミライを立ち上げ、令和6年度秋につなぐばもどきをオー

プンした。 

 現在も大塚氏はつなぐばによく立ち寄っており、不登校等の子どもがいる保護者から相談を

受けることもある他、タイミングを見て子どもをつなぐばもどきに案内することもある。 
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iii） 今後の課題 
 地域課題の解決に貢献している民間団体は、地域にとっても価値があるし、行政としても頼

りにしたいものだと思うが、（つなぐばもどきも含め）事業の収益性が低いことが多く、経営

維持が課題となる。行政においては、そうした民間団体の活動を理解し、つながっていただ

けるとよい。 

 

③ ふくらむフクシ研究所 

i） 取組の概要 
 岩渕氏と大森氏は、市の障がい福祉課の「福祉プラスのまちづくり」8で立ち上げたプロジェ

クト「ふくらむフクシ研究所」（以下「ふくフク研」）に携わっている。ふくらむフクシ研究

所（＝「福」祉の世界に新しい価値を「膨」・「含」ませていく）は、多様な暮らし手が「と

もに生きる」ことをゴールとして、地域の関係者（福祉関係者、市民、企業等）が地域の課

題について主体的に検討し、解決策を考えて実現していく「研究・活動」のプロセスを伴走

支援している。 

 研究活動とは、研究活動とは、障がい福祉をテーマとしたトークライブや勉強会、ワークシ

ョップ等のさまざまな活動のことを指している。講演会のように一方的に情報を伝えて啓発

するのではなく、双方向の対話の場で学び表現することを重視しており、ふくフク研として

はそのような場を設計することを役割としている。 

 

ii） これまでの経緯 
 市の福祉プラスのまちづくり事業は3年間の事業として受託している。1年目（昨年度）は、

市域調査や、各種啓発・交流事業（計 5 企画）の他、コンセプトブック「ふくフクブック」

の作成を行った。コンセプトブックは、参加者がふくフク研で実施した各種イベントの様子

や、ふくフク研との出会いが参加者にもたらした変化等をまとめたもので、参加者同士で制

作したものである。つなぐばの小嶋氏も参加していた。 

 2年目（今年度）は、相談支援（計4回）、プロジェクト支援（計4企画）、リンクワーカー

育成講座を実施した。相談支援については、市内各所（立ち寄りやすい駅近のカフェ、つな

ぐばもどき等）に「ふくフク相談室」という相談支援の場を設けた。「コミュニティナースを

やりたい」「地域で場づくりをしたい」など様々な相談を寄せてもらった。それに対して、「こ

こでコミュニティナースをしたらどうか」など助言し、ふくフク研としてその後の活動を把

握できるようにした。 

 

iii） 取組がもたらした変化 
 以前は、住民から「障がい者と働くのは難しい」と言われることもあったが、話を聞いてみ

ると、その背景には、障がい者への誤解や先入観があることが分かってきた（例えば、精神

障がい者はみな、急に叫んだり暴力をふるう、と思い込んでいるなど）。イベント等の活動を

 
8 市民参画型障がい者社会参加促進等創発事業。障がい者・家族が福祉の本来の意味である幸せをより感じられ、障
がいの有無にかかわらず地域で豊かに生活できるようにという観点から、福祉にこのような考え方や取組を意識的に付

加したまちづくりを進めていく事業。 
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通して、障がい者を含め様々な人が交わることで、ふくフク研に関わった人の中では、障が

い者への見方が変わってきたように思う。 

 活動の成果の一つとして、ある強度行動障がい者（自分の体を叩くことがある）について、

パン屋から「印影が曲がってもいい」という条件でスタンプ押しの仕事を依頼されることに

つながった。また、堅いパンを食べられない咀嚼力の弱い人のために、パン屋が柔らかいパ

ンを作り、「ふくフクパン」として売り出す予定である。このように、ふくフク研の活動を通

じて、雇用促進や商品開発が実現している。 

 

iv） 自治体が地域の取組に関わる際にポイントとなること 
 ふくフク研の活動では、「障がい者」ではなく「〇〇さん」、「公務員」ではなく「〇〇さん」

というように、肩書や属性のラベルを貼り替えながら対話することが多い。福祉は専門職で

ないと関われないというイメージもあるが、実際は一般市民でも関われる。また、専門職で

あっても、常に専門職としてアドバイスをしなければならないとすれば疲れてしまい、一市

民として関わりたいときもあると思う。1 人の人間にも多くの側面があるので、ずっと同じ

ラベリングをしないことが大事である。仕事として関わることが有効な場面もあれば、仕事

以外で関わるからこそうまくいく場合もある。 

 

草加市 

※草加市の他、草加市社会福祉協議会、社会福祉法人福祉楽団への聞き取りを行った。 

 
① 地域づくりに関する市の組織体制 

i） 福祉部福祉政策課 
・ 福祉部には福祉政策課、生活支援課、長寿支援課、障がい福祉課がある。子どもに関すること
は、こども未来部（こども政策課、こども青少年課、こども育成支援課、こども家庭課、保育

課）が所管している。 

・ 福祉政策課は、地域福祉計画、重層的支援体制整備事業（以下「重層事業」という）、民生委
員、避難行動要支援者、福祉避難所等に関することを所管している。重層事業はつながり推進

係が所管しており、業務に直接関わる人員としては、係長含め計5人である。 

 

ii） その他の庁内他部署、関係機関との連携 
・ 庁内の関係部署としては、福祉部、こども未来部、健康推進部の他に、自治文化部産業振興課
もある。同課が所管する「そうかリノベーションまちづくり」（後述）から、様々な取組が生

まれている。 

・ 社会福祉協議会（以下「社協」という）に、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業（以下「ア
ウトリーチ等事業」という）、多機関協働事業、生活支援体制整備事業を委託している。社協

は、重層事業の開始前からコミュニティソーシャルワーカー（以下「CSW」という）がアウ

トリーチに取り組んでおり、現在も CSW が引き続きアウトリーチと多機関協働に取り組ん

でいる。 
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② 地域づくりの取組内容 

i） 「そうかリノベーションまちづくり」と地域づくり 
・ 産業振興課の「そうかリノベーションまちづくり」は、草加市の地域の再生のため、「現代版
家守」（民間自立型まちづくり会社。補助金に頼らず、エリアマネジメントや事業企画、不動

産マッチング等を行う）が遊休不動産のリノベーションを通じてまちを再生し、都市型産業の

集積を図ることにより、雇用の創出やコミュニティの活性化などにつなげていく取組である。

平成27年度に開始され、当時産業振興課に所属していた長堀氏が担当していた。 

・ リノベーションまちづくりから生まれた地域の取組は色々あり、その多くは店舗（レストラン、
カフェなど）であるが、コミュニティビジネスを行っているものとしてはシェアアトリエつな

ぐば（以下「つなぐば」という）が該当する。 

・ 長堀氏がリノベーションまちづくりに関わっていた当時は、地域課題を解決することを目的
としており、地域課題として福祉、教育、文化など幅広い分野を視野に入れていた。福祉に特

化した取組ではく、福祉以外にも様々なテーマでの活動が生まれている。 

 

ii） 社協の取組 
・ 社協は長年、自治会・町内会等の地縁組織と一緒に地域づくりに取り組んできた経緯があり、
地域課題も含め地域の情報が入ってきやすい。また、生活支援体制整備事業を委託されている

ため、従来から必要な地域資源を開拓・創出していくことを行っていた。生活支援体制整備事

業は高齢分野の取組ではあるが、高齢者のみを対象とする資源だけで高齢者を支えることは

できないので、多様な資源をつくることが重要と感じている。 

・ 従来から、CSWがアウトリーチを行う中で制度の狭間にある人たちの多さを認識していたの
だが、令和 4 年度にアウトリーチ等事業を受託してからは、ＣＳＷが把握している課題を改

めて整理し、居場所などの資源づくりに繋げることが大切と感じている。 

・ 今後も、CSWと生活支援コーディネーターが連携して地域課題を整理し、解決できる地域づ
くりをより一層進めていく予定である。 

 

iii） 地域ケアそうかの取組 
・ 社会福祉法人福祉楽団は、千葉県・埼玉県において社会福祉事業を展開している。地域ケアそ
うかは同法人が草加市内で運営している事業所であり、市の参加支援事業、地域づくり事業を

受託している他、訪問介護、居宅介護支援事業の実施や、地域食堂「みんなの食堂おせんべ」

の運営を行っている。 

・ 元々千葉県の中核地域生活支援センター事業を受託し、分野横断的・包括的な相談支援や、関
係機関へのコーディネートを行っていた。令和 4 年度に市から参加支援事業・地域づくり事

業を受託するまで、法人として草加市に地縁はなかった。 

・ まずは地域住民と顔なじみの関係を作ることが重要と考え、令和 4 年度は福祉政策課ととも
に、地域にある様々な場や団体を訪問した。印象として、草加市は地域活動に自分事として取

り組んでいる人が多く、若い担い手も多いと感じた。草加市では、以前からリノベーションま

ちづくりの取組も行われ、都市計画においてもハード面だけでなくソフト面のまちづくりを
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重視している。また、障がい分野はじめ様々な部署で地域づくりの取組を行っており、そうし

たことが影響しているのかもしれない。 

・ また、地域住民と一緒に活動することを通して、地域ケアそうかの存在や役割を知ってもらっ
ている。具体的には、令和5年度に、住民と一緒に運営する「みんなの食堂おせんべ」（毎週

水曜日16時～19時に、世代を問わずみんなで一緒にご飯をたべる場所）を開始した。今で

は食堂の知名度が上がり、利用者の口コミで様々な人が来るが、中には家庭に居場所がない人

など、個別の課題を抱えた人もいる。支援者（社協、ケアマネジャー、地域住民等）がそうし

た人を食堂に連れてくる場合もあるし、利用者と関係を築くにつれ、徐々に課題が見えてくる

場合もある。 

・ 社協が地縁をベースとする地域づくりに強みがあるのに対し、地域ケアそうかはテーマベー
スの活動団体との連携が得意であり、草加市の地域づくりにとっては両者それぞれ重要な役

割を果たしている。 

 

 

③ 地域づくりにおける自治体の役割 

i） 市による地域づくりの支援 
・ つなぐばは福祉を目的とした活動ではないが、シェアアトリエを運営している中で福祉的な
相談が寄せられることがあり、どう対応するとよいか悩んでいるようだった。また、つなぐば

は三股町社協のコミュニティデザインラボの取組を知り、自分たちのやりたいことに近いと

感じたとのことだった。 

・ 市としては、つなぐばの活動を福祉課題への対応にリンクさせることは、重層事業の枠組みの
中で十分可能だと考えた。そのことを市からつなぐばに説明して理解を得た上で、お互い情報

共有や意見交換をする関係性を築いてきた。 

 

ii） 社協による地域づくりの支援 
・ 地区社協や民生委員、ボランティア団体等から把握した課題や、生活支援体制整備事業の協議
体から出てきた課題について、生活支援コーディネーターが地域住民とともに解決策を考え

ていける仕組みづくりをしている。例えば、高齢者支援の担い手として若い世代を取り込む時

に、どんなことであれば関心を持ってもらえるのか、若い世代と一緒に考えている。また、ボ

ランティア団体に対し、生活困窮者を自立に向けたステップアップとして受け入れてもらえ

ないか、といったことを地域の施設や事業所等と検討している。このように、他分野や一見違

う目的で活動している団体など、斜め上の位置にある資源に目を向ける姿勢が重要と考えて

いる。 

 

iii） 地域ケアそうかによる地域づくりの支援 
・ 地域ケアそうかは場（活動のスペース）を持っているので、地域の活動団体と協働する際、そ
の団体に場所代を気にせず活動してもらえるのが強みである。数人からでも活動を始めてみ

ることで、活動の意義を実感し、継続・拡大していくことにつながる。 
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・ 地域ケアそうかとしてこれから注力したいと考えているテーマ（包括的性教育、再犯防止など）
については、関連の活動をしている団体のところに出向いて関係性を築いている。例えば、地

域ケアそうかの場を使って勉強会を共催してもらうなど、小さな取組から始めていけるよう

に促している。 

 

④ 今後の方向性 

i） 地域づくりの取組を継続・発展させていく上での課題、必要な支援 
・ 市では、重層事業の地域づくり事業において、各分野（高齢・子ども・障がい・生活困窮等）

の既存の地域づくりの現状を理解することから始めて、分野横断的な取組として何ができる

かを考え、各部署に働きかけている。例えば不登校の問題について、スクールソーシャルワ

ーカーが把握している地域課題について勉強会を開催したり、教育支援委員会に参加したり

することを通して、教育分野での取組を把握するとともに、他分野と連携して取り組めそう

な部分を個別にプロジェクト化するといったことをしている。こうした働きかけを通じて、

各部署も、他分野と連携して地域づくりを行うことの意義や必要性を実感してきているよう

に思う。 

 

ii） 今後の展望 
（草加市） 

・ 重層事業の意義は、既存の各分野の財源を一本化し、柔軟に活用できることである。しかし
草加市の現状として、重層事業が一つの新たな分野のように捉えられがちである。重層事業

は福祉政策課が単独で実施するものではなく、庁内全ての部署に関わりがあり、皆で実施し

ていく必要があることを、粘り強く説明している。 

・ 生活支援コーディネーターがより一層、高齢分野以外の資源や地域課題に目を向けていく必
要性を感じている。また、地域づくりを進めていくに当たり、個別支援との連動を意識し、

個別課題のアセスメント等を強化する必要もある。高齢以外の分野や個別支援との接続を意

識しながら地域づくりを行えるよう、来年度から生活支援コーディネーターと CSW を兼務

にする予定である。 

・ つなぐばについては、市との間に福祉関連の補助金や委託契約の関係性はないが、普段から
コミュニケーションを取っており、適宜連携できる関係にある。市として、ちょっとしたこ

とも含め悩みを自然と言える環境が暮らしのより近い場所にあることは、住民にとって非常

に重要だと思っているからである。他方で、つなぐばは自分らしい働き方・暮らし方をテー

マにコミュニティを作っており、福祉の個別支援と連動させたいといった行政側の事情を押

し付けるべきではないと考えている。地域の活動団体側が本来何をやりたいと思っているの

か、その中で行政の取組とどう連携できるのかを、対話を通して考えていく必要がある。 

・ ふくらむフクシ研究所に委託しているふくしプラスの事業（現在2年目）では、実態として、
障がい分野の地域づくりが行われていると思っている。今後は対象を障がい分野以外にも拡

大したいと考えており、来年度から、ふくらむフクシ研究所の取組を重層事業の枠組みで実

施する予定である。 
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・ 福祉的な課題の中には、行政だけで対応してもうまく解決できないことも多い。例えば、聴
覚障がいの方が買い物時に手話が通じず困っているとする。聴覚障がいに関する啓発など、

行政にできることももちろんあるが、地域の店舗や市民がちょっとした工夫で対応したほう

が効果的な場合もあると思う。そうした時に、ふくらむフクシ研究所のような行政と地域の

間に立つ存在があると、地域で主体的に取り組むことが効果的な部分について、地域に対し

伝えやすくなる。 

・ 地域の取組が持続的に行われていくためには、いくつかポイントがある。一つは、つなぐば
のように、地域づくりを行い続けることで収益を確保できる形の事業であること。もう一つ

は、一方的に支える・支えられる関係性を前提とせず、担い手にとってもメリットのある活

動を行うことである。具体的には例えば、夫を亡くした高齢女性が、自分のためだけに料理

ができず、栄養価の偏ったものばかり食べているとする。もし、料理をすることで地域の誰

かの役に立つ仕組みがあれば、その女性にとっても健康維持や生きる力につながる。実際に、

あるショッピングセンターでは、センター内にあるデイサービスの利用者がキッチンで作っ

た総菜が販売されている。例えばこの総菜を、栄養のあるものを安く買いたいと思っている

母子世帯に向けて原価で提供した場合、母子世帯にとっても高齢者にとってもメリットがあ

る。 

 

（社協・地域ケアそうか） 

 地域づくりを進めていく上で、市の庁内で重層事業の理念が十分に浸透していないと感じる

ことがある。各地域づくりの事業で対象者が縦割りになっており、分野横断的な取組が進め

づらい。 

・ 行政が地域資源を把握する際は、行政が直接的に関わっていない活動（補助金や委託の対象
ではないもの）も含めて把握する必要がある。ただ、そうした活動は、行政の事業の制約を

受けないからこそ良さを発揮している部分も多いので、行政から「○○をしなければならな

い」といった制約をかけるべきではないと思う。 
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２．地域づくり事例集 

ヒアリング調査で聞き取った情報を元に、７団体の取組について、次ページ以降の通り、

地域づくり事例集を作成した。 
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地域づくり事例集 
 
 
目 次 

 事例タイプ１ 福祉部門による地域づくりの取組事例 

兵庫県養父市 あらゆる人が担い手になれる地域づくり・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・p.98 

宮崎県三股町社協 地域の場から住民主体の活動を生み出す・・・・・・・・・・・・・・・・・・・p.102 

事例タイプ 2 市民協働部門による地域づくりの取組事例 

愛知県豊明市 インフォーマル資源による支援者支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・p.106 

明石コミュニティ創造協会 多様な人が関われるまちづくりを支援・・・・・・・・・・・・・・・・p.110 

日向コミュニティ振興会 ワークショップを軸とした多様な地域活動の展開・・・・・・・・・・・・p.114 

事例タイプ 3 民間企業による地域づくりの取組事例 

シェアアトリエつなぐば まちづくりの取組と福祉の連動・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・p.118 

喫茶ランドリー 民間ならではの属人性のある居場所づくり・・・・・・・・・・・・・・・・・・・p.122 

用語解説 

人口 ：住民基本台帳に基づく人口（令和 6年 1月 1日現在） 

略語一覧 

重層事業 

移行準備事業 

：重層的支援体制整備事業 

：重層的支援体制整備事業への移行準備事業 

社協 ：社会福祉協議会 

包括 ：地域包括支援センター 
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事例タイプ 1▶▶▶福祉部門による地域づくりの取組事例 

あらゆる人が担い手になれる地域づくり 
地域の人同士の緩やかなつながりが地域づくりの実践であり、ひいては個別支援に結び付くという信念のもと、専
門職・非専門職の双方を対象とした研修や住民主体の実践創出のための仕掛けづくりを実施している。また、地域
の団体や医療機関をはじめとした機関と連携し、個別支援の対象となる人・世帯とつながる仕組みをつくっている。 

この事例からの学び̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 

●本人・世帯を中心とした支援 
専門職の中には、個別支援の対象者を既存の制度や事業に当てはめるのではなく、本人・世帯を中心に、

制度の枠を超えて包括的に支援しようとしている人もいる。包括的な支援を属人的なものではなく、組織
としてできるようにするため、「制度に縛られない考え方の浸透」、「社会的処方に対する共通理解」、「専門
職同士の顔の見える関係づくり」の 3点を目標とした「リンクワーカー研修」を実施している。 

●地域住民の緩やかなつながりが「気づき」を「支援」に 
相談援助等の専門性を持たない地域住民であっても、日常で気に掛けることや声を掛けることが、支援

を必要とする人の存在の「気づき」になり、専門職に伝えることで個別支援につながる可能性がある。 

●文化としての「リンクワーカー」 
リンクワーカー研修の受講者にリンクワーカーの缶バッチを配るなど、誰でもリンクワーカーになれる
ことを実感できる仕組みをつくっている。リンクワーカーは難しいことをするものではないことを地域住
民に知ってもらい、文化として広げていきたい。 

事例の基本情報̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 

（兵庫県養父市）人口 21,489 人   高齢化率 40.0％ 
▶兵庫県養父市の組織図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※令和５年度に移行準備事業、令和 6年度に重層事業を実
施 

▶地域づくりの取組体制、関係機関 
 リンクワーカーを相談援助等の専門職の「ヘルス
コネクター」、非専門職の地域住民が該当する「コミ
ュニティコネクター」に分け、社会的処方推進課で
両者の養成研修を行っている。 
 ヘルスコネクターとして、第１層生活支援コーデ
ィネーター（以下、「SC」と表記）を包括の保健師、
第２層 SCを社協が担う。日常生活圏域毎に各１名、
合計４名配置されている。また、社会的処方推進課
所属のコミュニティナースと、地域おこし協力隊の
1 名の計 2 名が、コミュニティナースとして地域を
回り、暮らしの延長上の相談を受けながら、つなが
りを作ることを意識した地域づくりを行っている。 
 新たな市民活動を立ち上げることを狙いに、一般
市民を対象とした KANAU カレッジを開始。養父市
で実行するプランの作成を主眼としている。企画・
運営は合同会社 Roofに委託。 

▶地域づくりの取組に活用している制度等 
 令和 4年度の社会的処方モデル事業から、かかりつけ医とリンクワーカーの連携による疾病の重症化予
防と社会生活面への支援の取組を続けている。また、重層事業のうち参加支援事業を一般社団法人猫の手
くらぶへの委託に活用している。KANAUカレッジの企画・運営にかかる合同会社Roof への委託費には市
の財源を充てている。 

兵庫県養父市 
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包括的な支援体制の整備に向けた地域づくりの取組の経緯̶̶̶ 
令和４年度 ●当時の保険医療課と健康

課にて、厚生労働省保険
局の「かかりつけ医との
協働による予防健康づく
り事業」を実施 

 

かかりつけ医とリンクワーカ
ーの連携による疾病の重症化
予防と社会生活面への支援の
取組は、公立病院や診療所を
含む市内の全 14 医療機関が
対象となっており、９医療機
関で実績がある。 

 
 
 
 
 
 

令和５年度 ●保険医療課と健康課が健
康医療課に統合 

 
 

健康医療課への統合後も、引
き続きモデル事業の仕組みを
継続。 

 ●社会的処方推進室を開室 
 
●移行準備事業の実施 
 

社会的処方の推進＝重層事業
と位置づけ、健康福祉部社会
福祉課が所管課となり、移行
準備事業を開始。 

令和６年度 ●重層事業を開始 
 
 

健康福祉部社会福祉課を所管
課とし、重層事業を開始。高
齢・障害・子ども・生活困窮を
所管する各課の連携体制を構
築。 

 ●社会的処方推進室を社会
的処方推進課に移行 

室から課になる際、介護保険
制度の地域支援事業（包括を
含む）の所管を、介護保険課か
ら社会的処方推進課に変更。 
重層事業は、高齢・障害・子ど
も・生活困窮を所管する各課
が連携して取り組む体制とし
つつ、交付金事務は社会福祉
課が担当。 

 ●KANAUカレッジの開始  
 ●参加支援事業を猫の手く

らぶへ委託開始 
地域で生活に関するさまざま
な支援を行っていた一般社団
法人猫の手くらぶに対し、市
から重層事業のうち参加支援
事業を委託する形で、地域の
支援団体の取組を強化し、個
別のニーズに対応した支援、
地域の民間団体との共創、役
割づくりを促進している。 

    
   

 

  

現時点では、包括職員は
包括の本来業務を担当
し、社会的処方の取組は
その他の職員が中心とな
って進めていますが、属
人的な体制にならないよ
う、いずれは包括職員も
含めて課の職員全員で実
働していければと考えて
います。包括で対応して
いるケースの中にも、世
帯全体で見る必要のある
ケースや困難ケースがあ
り、伴走支援も含め、重
層事業の必要性を包括職
員がより理解し、連携意
識がますます高まってき
ています。 

令和 5年度に社会的処方
推進室を開室し、高齢・
障害・子ども・生活困窮
で横ぐしを刺して社会的
処方の推進を行おうとし
ましたが、縦割りや包括
のマンパワー不足という
課題に直面しました。そ
こで、令和 6年度から社
会的処方推進室を課に移
行するとともに、地域支
援事業を社会的処方推進
課の所管とすることで、
包括と一体化し、意識改
革を行おうとしていま
す。 

担当者の声 

担当者の声 
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この事例で行われている地域への働きかけ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 

 
 
個別支援を起点とした地域への働きかけ 

▶地域資源を知る 
・老人クラブなど地域の集まりに出向く。 
・社会的処方ポータルサイト「つながる DAY YABU」上で実施するアンケートをきっかけに、地域で活動する団
体を取材する。 

▶関係性をつくる 
・相談援助等の専門職を集め、ヘルスコネクターとして養成するための研修の実施。 
・非専門職の地域住民を集め、コミュニティコネクターとして養成するための研修の実施。 
・既に関係性のある職員と 1年程一緒に地域の活動に参加し、支援者・参加者双方と顔なじみになる。 
 
 
 
 

 

▶個別支援において協働する 
・かかりつけ医から、もしくはMSW、クリニックの看護師、医療事務からかかりつけ医経由で、生活上の課題
があるケースやキーパーソンがいないケースを社会的処方推進課につないでもらう。 
・市でつながっている人を猫の手くらぶにつなぐ。 
 
 
 
 
 
地域そのものへの働きかけ 

・普段もやもやや課題を感じている人、何とかしたいが一歩踏み出せない人を対象に KANAUカレッジを開催。
起業塾のようにプランを必ず実現させることを前提とするのではなく、まずはプランを作ってみることを目
標とする。地域づくりは、住民主体で住民が関心あることを基軸に生まれるものなので、そこを掘り起こす
仕掛けとして機能することを期待している。 
・専門職（ヘルスコネクター）、非専門職（コミュニティコネクター）を問わず、あらゆる人が社会的処方を担
う可能性を持つ人＝リンクワーカーとして、日常の声掛けや、気に掛けることそのものを継続するよう、研
修で呼びかける。個別支援をより機能させるため、「気づき」と「支援」を増やす取組である。 

得られたアウトカム  

コミュニティコネクター養成研修を通じて、普段何気なくしている挨拶や声掛けが社会的処方につ
ながっていることを実感することができる。 
気になる人が近くにいると、地域住民が市役所の窓口に伝えに来てくれるようになる。 
顔の見える関係ができることで、住民からも支援者からも相談してもらいやすくなる。 
 

得られたアウトカム  
医療機関を受診する人だけでなく、その家族も含めて行政につながることができる。 
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取組の特徴、今後に向けて̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 

○地域資源につながりひきこもりの社会参加を後押し 
30 代の A さんは、20 代の頃からひきこもりで、養父市の
社会的処方推進課につながっていた。市職員によって、地域
で参加支援や生活支援を行う猫の手くらぶにつながった。 

A さんは猫の手くらぶで、生活支援の登録支援員として、
できることを起点とした活動を開始している。例えば、A さ
んは洗濯物をコインランドリーに持ち込むことはできるが畳
むことはできないため、洗濯物を畳んでくれるコインランド
リーに生活支援の利用者の洗濯物を運び、畳まれた洗濯物を
持ち帰るというお手伝いを最近始めた。 
また、猫の手くらぶの利用者が参加するスマホ教室の講師
を務めるなど、できることを起点とした社会参加活動を行い、
継続することができている。 

 

○地域住民向け研修を通じ、リンクワーカーについて知ってもらう 
地域住民の中には、隣人を気に掛けるなど、すでに緩やか
なつながりを実践している人もいる。隣人を気に掛ける、声
をかけるといった行動や気づきには価値があると伝えること
が、行動を継続する動機づけにもなる。他方で、周りに気に
なる人がいても、どう対応すればよいのか分からず、何も行
動せずにいる人も多い。 
非専門職の地域住民に対して市が実施しているコミュニテ
ィコネクター養成研修では、コミュニティコーピングの手法
を用い、社会的処方を知ることで、周りの状況を再認識して
もらい、気になる人がいたときにどうしたらよいのかを知っ
てもらおうとしている。コミュニティコネクターの研修後、
実際に気になる人がいると市の窓口に相談に来た住民もい
た。日常の心がけと行動で誰もがリンクワーカーになれるこ
とを知ってもらい、リンクワーカーという文化を地域の中に
醸成していきたい。 

 
 

取組による地域の変化   今後の課題 
社会的処方モデル事業について知る前から、個別支
援の中で、対象者を制度にあてはめようとすることに
元々疑問があった。社会的処方モデル事業の話をもら
った時に、日頃大事に思っていることを伝えられる機
会になると考えた。 
介護事業者や医療機関等を訪問して社会的処方の
考え方を伝えると、内容は理解してもらえたものの、
専門職同士の横のつながりが弱いという課題が見え
てきた。専門職が相談できず抱え込む状況を作らない
ためにも、非専門職も含めてあらゆる人が担い手にな
れる地域づくりとして、リンクワーカーという考え方
が重要だと考えた。 
リンクワーカー研修は、制度にあてはめようとする
専門職の思考回路を変えるきっかけだけでなく、専門
職同士の横のつながりづくりにもなっている。 

（社会的処方推進課のコメント） 

課題を持つ人を同じ場所や組織につなぎ続けると
どちらにとっても疲弊してしまうため、つなぎ先をつ
くり続ける必要があるが、その仕組み（相談できる先
や後押ししてくれる場所）がないという課題感があ
る。つなぎ先を再生産する仕組みとして、市内に 18あ
る地域自治組織が新しい場づくりに取り組む可能性
があると考え、地域自治組織の機能強化に人権協働課
と取り組んでいる。 
他方で、地縁組織には参加しにくいと感じる住民も
いるため、市域でのテーマ型の市民活動の立ち上げ支
援にも取り組んでいきたい。多様なつながりの場を形
成していくことで、皆がどこかとつながっているとい
う状態ができていくとよい。さらに、市と意識を共有
したコミュニティナースのような個人が関わること
で、市民を元気にするような活動が盛り上がれば理想
である。 

（合同会社 Roofのコメント） 

（写真）猫の手くらぶ提供 

（写真）養父市提供 
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事例タイプ 1▶▶▶福祉部門による地域づくりの取組事例 

地域の場から住民主体の活動を生み出す 
地域福祉の推進に向け、住民主体の活動を広げ、課題解決の輪やコミュニティを広げることを目標に、地域づくり
を行っている。地域のさまざまな住民とつながり、職員が課題とリソースをマッチングさせることで、専門知識や
制度・事業の枠を超え、個別支援も見据えた住民主体の活動を次々に誕生させている。 

この事例からの学び̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 

▶視野を生活全体に広げ、課題を捉え直す 
多様なケースに対応するためには、課題の特定・先鋭化だけでなく、視野を広く持ち課題・問題を捉え直

すという考え方が必要である。行政職員自身が、地域住民の課題だけでなく生活全体に視野を広げ、できる
こと・やりたいこと・楽しいことを基軸とした活動につなぐことで、結果的に課題が改善することがある。 
 
▶地域の多様な人と協働する 
専門職だけでなく、デザイナーなどといった非専門職と一緒に課題を捉え直すことで、制度や事業の枠

にとらわれない活動が生まれ、地域住民の更なる参加や個別支援への新たなアプローチの発見につながる。 
 
▶地域住民が自然と集まる場をデザインする 
地域住民が集まる場所の要素は「課題検討の場」、「地域活動を楽しくブランディング」、「地域課題と人を

つなぐ」の３つであり、これらの要素が揃った場から住民主体の活動が生まれる。 
 

 

事例の基本情報̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 

（宮崎県三股町）人口 25,878 人   高齢化率 28.3％ 
▶三股町社協の組織図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※令和 3年度に移行準備事業、令和 4年度より重層事業を実施 

▶地域づくりの取組体制、関係機関 
 常勤職員が 5名、パートが 2名、外部委託（年
間業務委託）で 4名が勤務している。コミュニ
ティデザインラボは、三股町社協の 1つの係の
ような位置づけで、職員はほぼ専従となってい
る。松﨑所長を除く４名の常勤職員は、全員 20
代以下で、保健医療福祉の専門資格を持たない
職員である。 
パートは地域の拠点の 1 つである古着屋

「NAZO」のスタッフとして働いている。 
外部委託は個人委託となっており、適宜チーム
メンバーにも入ってもらう。2名はデザイナー、
1 名はライター、1 名はコミュニティや場づく
りを行っている。 

 

 
▶地域づくりの取組に活用している制度等 
コミュニティデザインラボの常駐職員 5名のうち 4名は重層事業（多機関協働事業、アウトリーチ等を

通じた継続的支援事業、参加支援事業）から、1名は休眠預金事業から人件費を出している。外部委託 4
名のうち 3名は重層事業（参加支援事業）、1名は休眠預金事業から年間委託費を支払っている。 

兵庫県養父市 宮崎県三股町社協 
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包括的な支援体制の整備に向けた地域づくりの取組の経緯̶̶̶ 

平成 30年度～ ●みまたん宅食どうぞ便を
開始 

三股町に住む家庭のうち、18
歳以下の子どもがいて生活が
苦しいと感じている家庭に対
して、定期的に無料で世帯の
10食分の食材を届ける事業。 

 

 

 

 

 

 

令和元年度 ●モデル事業（地域共生社
会の実現に向けた包括的
支援体制構築事業）実施 
●コミュニティデザインラ
ボ創設 

 

モデル事業を活用して、コミ
ュニティデザインラボを創
設。モデル事業は令和 2 年度
まで実施。 

令和 3年度 ●移行準備事業を実施 
 

 

令和 4年度 ●重層事業を開始 三股町から三股町社協に参加
支援事業、地域づくり事業、ア
ウトリーチ等を通じた継続的
支援事業、多機関協働事業を
委託し、コミュニティデザイ
ンラボが重層事業を実施して
いる。包括的相談支援事業の
うち、基幹相談支援センター
と自立相談支援事業は、三股
町社協が実施している。 

   
 

 

 

  

モデル事業実施当時、何
をもって地域は強化され
るのか、何をもって地域
が共生社会化されるのか
が曖昧だったことから、
コミュニティデザインラ
ボで地域づくりの一般化
を試みました。その結
果、地域づくりの枠組み
には、「考える場」「魅せ
る場」「出会う場」とい
う 3つの要素があるとい
う仮説に辿り着きまし
た。その後国で重層事業
が制度化され、参加支援
もアウトリーチ等も全
て、この枠組みで実行で
きると考えました。 

担当者の声 

担当者の声 

社協は元々、事業やフレ
ームに沿ってプロジェク
トを実施する考え方でし
たが、どうぞ便の事例で
デザイナーさんとのプロ
ジェクトを経験し、フレ
ームに捉われない形の支
援が持つ力に気づきまし
た。同質性の高くない人
とプロジェクトを作る流
れをシステム化したいと
いう思いが、コミュニテ
ィデザインラボの創設に
つながりました。 
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この事例で行われている地域への働きかけ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 

 
 
個別支援を起点とした地域への働きかけ 

▶地域資源を知る 
・コミュニティデザインラボ職員が、地域のさまざまな拠点を回る。 
・複数のケースやエリアにまたがり、地域に一定数ありそうなケースを地域住民と共に検討する「社会問題井
戸端会議」で、ラボ職員が非専門職を含む地域住民と出会い、地域住民同士も出会う。 

 
 
 

 

▶関係性をつくる 
・ラボ職員が地域のさまざまな場を回り、拠点スタッフと雑談したり、訪れる人の話を聞いたりする。 
・ラボが運営するスペース「よる学校」に地域住民が集まり、住民発案のイベントを通じて交流する。 
 
 
 

 

▶個別支援において協働する 
・社協の相談支援機関が受けたケースの検討・支援にラボ職員が関わる。 
・地域のカフェ「co‐meking space co‐me」で社会問題井戸端会議を開き、困り感とやりたいことを拾う。 
 
 

 
 

 

地域そのものへの働きかけ 

・地域住民が興味を持って立ち寄れるさまざまな場を地域に作っている。例えばカフェでありイベントスペー
スでもある co‐meking space co‐me、古着屋 NAZO、樺山購買部、Global Guest House WAJIMA、よる学校。 

・「社会問題井戸端会議」では、同質性の高くない人とプロジェクトをつくることを目的としており、福祉従事
者だけでなく、地域の中で興味のある人には広く声をかけている。多様な人が参加しやすいよう、エンタメ
的な側面も持たせている。 

  

得られたアウトカム  

福祉の専門職以外の、デザイナーや絵を描く人、議員、役場の職員など、同質性の高くないさまざ
まな地域の人と知り合える。 

得られたアウトカム  

よる学校に来ていた子どもの保護者同士が交流し、課題感を共有した結果、教員経験のある保護者
が代表になり、地域住民で「ひる学校」というフリースクールが始まった。 

得られたアウトカム  

さまざまな人が課題感ややりたいことを持ち寄る場ができ、場から住民主体の活動が生まれる。 
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取組の特徴、今後に向けて̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 

○好きなことを起点に場とつながることで、困難を抱える人がプレイヤーに 
地域の暮らしの中で生きづらさを抱え、地域とのつながりも

薄く、毎日食支援に来ている B さん。「仕事をしたい」「落語が
好き」などの「タグ」（好きなことや気になること）を持ってい
て、うまくリソースとつなげられないか考えたがうまくいかな
かった。同じ時期にゆう学校（地域の子どもの遊び場）で相撲を
定期的にやりたいと子どもたちから要望があり、行司が必要と
いうことで B さんにお願いしてみると、とても面白い行司をし
てくれ、地域の人気者になった。Bさんは、今ではゆう学校のス
タッフになっており、ゆう学校のアルバイト代という収入も得
られるようになった。コミュニティデザインラボが B さんを支
援対象としてだけでなく、視点を変えて、日中空いているプレイ
ヤー（リソース）として見ていたからこそ、活躍の場につながっ
た事例である。 

 

○地域の「コマッタ」と「やりたい」を組み合わせ、住民主体の活動を実現 
co‐meking space で場づくりをテーマに社会問題井戸端会議

を開催した際、参加した日本語教師の問題提起から公民館で日
本語教室を開く取組が始まり、日本語教室で日本語教師のコミ
ュニティができた。日本語教師同士で話すうちに、公民館を間借
りするのではなく日本語教室の拠点が必要という意見で一致
し、泊まれる場所が欲しいという要望と組み合わせて、たまたま
あった空き家を自分たちでリノベーションして Glocal Guest 
House WAJIMA ができた。WAJIMA の場を日本語教室の機能の
みに限定せず、様々な活動を展開できる場として開くことで、地
域プレイヤーとの出会いの場にもなっている。 

 
 

取組による地域の変化   今後の課題 
個別支援の従事者が「困難ケース」と表現するケー

スの多くは、制度や事業の中で解決するという発想で
行き詰まっている。課題の特定ではなく「やりたいこ
と」を通じて地域住民とつながることで、制度の中で
は解決しないケースの状況を改善することができた。 
制度で解決できないケースの対応や、そのようなケ
ースを予防するためには、問題の捉え直しが必要であ
る。そのために、非専門職も交えて地域住民がアイデ
アを出し合う場と機会を設けることで、実際に地域住
民主体の活動がいくつも生まれた。 
コミュニティデザインラボの役割は、人やモノなど

のリソースをコーディネートすることである。例え
ば、脱出ゲームを考えるのが得意というひきこもりの
人と、よる学校という場を組み合わせ、よる学校で脱
出ゲームを作るプロジェクトを計画した。課題から解
決するためのフレームをつくっていくというよりも、
課題とリソース（人や空き家など）を組み合わせなが
ら表現者を増やしていくことで、地域づくりを行って
いる。 

多様なリソースが集まる交流の場を作るのに必要
な要素がまだ特定できていない。現時点では、日常の
暮らしに近く、支援につなげることを見据えた人が運
営し、支援を前面に出さず、人が集まりやすい場であ
ること、という仮説がある。地域のリソースが出てく
るタイミングはバラバラなので、長い時間をかけて関
係人口を増やし、課題が出てきたら蓄積したリソース
を使ってコミットできるようにしている。プロジェク
ト化する速度が上がれば解決できる課題の数も増え
る。プロジェクト化を支援する行政の制度等があれ
ば、これを加速させることができる。 
自治体は、地域共生社会の実現を要素として持つ場
をつくる意義を理解する必要がある。実際に場をつく
る時には、民間の財源や人材を活用することもあれ
ば、スタートアップ NPO のような勢いが必要な時も
あるので、行政だけで取り組もうとしないことが重要
である。地域づくりは、PDCAサイクルを回して着実
にステップを踏んで立ち上げていくものではないこ
とも理解してもらえるとよい。 

 
 
 

（写真）三股町社協提供 

（写真）三股町社協提供 
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事例タイプ２▶▶▶市民協働部門による地域づくりの取組事例 

インフォーマル資源による支援者支援 
どのような市民活動も誰かのためになる可能性を秘めていると信じ、すべての市民活動を市が応援していくという
方針を打ち出す。生活支援コーディネーターのもとで現場経験を積んだ重層事業の地域づくりコーディネーター（以
下、「重層コーディネーター」と表記）が地域に日々出向き、あらゆる住民・団体・事業者等と関係性を築くととも
に、支援者支援として個別支援にかかわることでインフォーマル資源を活用した課題解決に取り組んでいる。 

この事例からの学び̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 
●相談支援と社会資源の開発は両輪 
相談支援において解決の糸口がないことは、本人だけでなく、伴走する支援者にとっても辛いものとな

ることから、相談支援と社会資源の開発を両輪で進めている。重層事業の地域づくりを担う重層コーディ
ネーターが、支援者支援として、各分野のケース検討会議に出席、ケースを拾い上げてインフォーマル資源
による課題解決に取り組んでいる。 
●すべての市民活動を支援 
上記の取組を通じて、住民が市民活動に出会うチャンスをつくっているが、究極的には一人ひとりの住

民に何が合うのかはわからない。行政や専門職が知らないところで自然とケアされることの可能性を信じ、
非営利公益的な活動の線引きをせず、すべての市民活動を応援。実際に、社会人の趣味グループの活動が子
どもの居場所やコミュニケーションの場になるなど、趣味的活動が福祉的な貢献を果たす例が出ている。 
●カラットが“定置網”のように地域のリソースや課題をキャッチ 
共生交流プラザ「カラット」を様々な市民が利用する中で、市民のやりたいことが可視化されるととも

に、不登校の子どもや課題を抱える母子など、個別ケースや課題がキャッチされている。 

事例の基本情報̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 
（愛知県豊明市）人口 68,038 人   高齢化率 26.2％ 
▶愛知県豊明市の組織図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※令和４年度より重層事業を実施 

▶地域づくりの取組体制、関係機関 
共生社会課の地域共生係の職員４名が重層コー

ディネーターとして活動（常勤換算で2.5名程度）。 
なお、生活支援体制整備事業の生活支援コーデ

ィネーター（以下、「SC」と表記）は、健康福祉部 
長寿課地域ケア推進係に２名及び社協に 2 名配置
されている。 
重層コーディネーターと SC の役割分担は、基

本的には高齢分野が SC、その他が重層となってい
る。重層コーディネーターは、地域共生社会に向け
た地域づくりのコーディネーターとして、生活困
窮者や多文化共生や多国籍児童の問題も取り扱っ
ている。 

▶地域づくりの取組に活用している制度等 
重層支援センター５名の職員の人件費に、重層事業の多機関協働事業、アウトリーチ等を通じた継続的支援事

業を活用している。なお、重層コーディネーターについては、地域共生係の正規職員４名が充てられているため、
国等の財源は活用していない。 

健康福祉部 地域福祉課

協働推進係4名共生社会課
重層の実働部隊

長寿課

地域共生係4名

介護保険係6名
・
・
・

重層支援センター5名

地域ケア推進係8名

市民生活部

・
・
・

重層の交付金事務担当

※生活支援コーディネーターを
地域ケア推進係に２名及び
社協に2名配置

地域づくり事業、参加支援事業
※重層事業の地域づくりコー
ディネーターを４名配置

多機関協働事業、アウトリーチ
等を通じた継続的支援事業

区町内会、市民活動支援、多文
化共生、祭り、カラット運営等

愛知県豊明市 
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包括的な支援体制の整備に向けた地域づくりの取組の経緯̶̶̶̶̶ 

平成 27年度～ ●長寿課地域ケア推進係に
て高齢分野の地域づくり
の取組を推進 

生活支援体制整備事業を活用
し、個別支援の対象者を支え
るネットワークをつくるため
の地域づくり＝受け手側の地
域づくりに取り組む。 

 
 
 
 
 
 令和３年度 ●市民協働課にて、第２次 

豊明市協働推進計画の中
間見直し、「カラット」の
コンセプトづくり 

すべての市民活動は、困難を
抱えた住民の参加や生きがい
になる等、誰かのため（公益）
になる可能性を秘めていると
考え、すべての市民活動を支
援していく方針とした。これ
を受けてカラットは一律の利
用料金設定とし、特定の団体
に対する利用料減免は行わな
いことにした。 

 ●市民協働課協働推進係の
職員１名を SC 業務に充
当（後の重層コーディネ
ーター） 

カラット開設準備のため、市
民活動や地域活動を把握し人
脈をつくるため、長寿課の SC
に同行して外回り。高齢者サ
ロンや体操教室などに行き、
活動に参加したり、準備や片
づけを手伝ったりする。 

令和４年度 ●地域福祉課にて、重層事
業を開始 

健康福祉部地域福祉課が所管
課となり、重層事業を開始。 

 ●共生交流プラザ「カラッ
ト」供用開始 

廃校した小学校跡地施設に、
「カラット」がオープン。 
後の重層コーディネーター
が、高齢者サロンを回り施設
の宣伝やイベントの企画、施
設と利用者（市民団体）の調
整、活動の立ち上げ、活動場所
の移転支援を行う。 

令和５年度 ●重層事業の一部を地域福
祉課から共生社会課に移
管 

地域づくり事業、参加支援事
業を地域福祉課から共生社会
課（同時期に市民協働課から
課名を変更）に移管。重層コー
ディネーターを４名配置、イ
ンフォーマルサービスを活用
し課題解決に取り組む。 

令和６年度 ●共生社会課内に重層支援
センターを設置 

多機関協働事業、アウトリー
チ等を通じた継続的支援事業
を共生社会課に移管。両事業
の担当として、全世代・基幹型
包括「重層支援センター」を共
生社会課内に設置。重層コー
ディネーターは、就労支援の
つなぎ先開拓等に取り組む。 

地域づくりや参加支援に
取り組む中で、生活課題
がシンプルであっても、
既存の制度で支援できず
取り残されてしまうケー
スが圧倒的に多いことに
気が付きました。 
短期的に課題を解決する
ことが難しい場合に伴走
することは重要ですが、
解決につなげる社会資源
がなければ伴走し続ける
しかない。継続的な相談
支援体制と社会資源の開
発は両輪で進めなくては
ならないことに気が付き
ました。 

担当者の声 

担当者の声 

長寿課の地域づくりが進
む中で、市民協働課の地
域づくりの存在意義がよ
く分からなくなっていま
した。また、市民活動支
援では、「非営利公益的
な活動」を対象に支援し
ますが、趣味活動も福祉
的な意味をまったく持た
ないかと言われると否定
できず、行政が線引きを
することに限界を感じて
いました。 

担当者の声 

当時、共生社会課では、
重層コーディネーターが
対象者に付き添って参加
の場に行く等、個別支援
の対象者に直接関わる機
会が増えていました。し
かし、重層コーディネー
ターは専門職ではないの
で、障害や疾患を抱えた
方の接遇に関する教育を
受けていません。これは
リスクになると考え、専
門職のチームを立ち上げ
るために重層支援センタ
ーを設置することにしま
した。 
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この事例で行われている地域への働きかけ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 

  
個別支援を起点とした地域への働きかけ（重層コーディネーター） 

▶地域資源を知る 
・（下積み段階）毎朝 9 時に SCのもとに行き、ほぼ毎日 SCと共に外回り。高齢者サロンや体操教室などに行
き、活動を一緒に楽しんだり、準備や片付けを手伝ったりする。 
得られたアウトカム 
市民に顔を覚えてもらい、声をかけられるようになる。 

・（現在）地域を回る、あるいはカラットにいて、様々な市民活動団体とコミュニケーションをとる。 

▶地域との関係性をつくる 
・高齢者サロンを回りながら施設の宣伝やイベントの企画を行う。カラットと利用者（市民団体）の調整を行
う。 
・活動の立ち上げ、活動場所の移転支援を行う。 

得られたアウトカム 
「カラットのことならなんでもわかる人」として相談がくるようになる。活動の立ち上げや活動場所の移転相談が
くるようになる。 

▶個別支援において地域と協働する 
・地域ケア個別会議など各分野のケース検討会議に出席。また、多機関協働事業を担う重層支援センターと毎
朝ミーティングを行い個別ケースの情報を共有。そのほか、地域やカラットで直接ケースを拾うこともある。 
・個別支援の従事者から相談が来たらとにかく受ける。 
・あらゆるリソースを使い解決にあたる（社会復帰支援のための企業訪問および短時間作業の切り出し依頼、
支援者の介入のきっかけづくりのための地域の人脈を活用した物品調達など） 
例）困窮家庭や生活保護世帯向けの支援関係機関から「どこかに家電が余っていないか」という相談が寄せられた。商工
会に相談して廃棄物リサイクル業の会長の紹介を受けた。まちの電気屋と連携し、買い換え予定の顧客から無償で引
取り必要な方へ設置費用のみで提供するスキームをつくった。 
得られたアウトカム 
個別支援の従事者から、インフォーマル資源や手立てを調達してくれる人と認識され、打つ手がなかったケースに
ついて何かしらの支援を提供できるかもしれないと相談が集まるようになる。 

  
 

地域そのものへの働きかけ 
・行政や専門職が知らないところで自然とケアされることの可能性を信じ、趣味活動など一見福祉とは関係
ない市民活動であっても、話を聞きに行ったり支援を行ったりしている。 
得られたアウトカム 
ある新聞店のオーナーが息子とミニ四駆のコースを設置。PTA役員仲間に不登校の子がいたので誘うと、口コミで
他の不登校の子もくるようになった。そのうちに子ども同士で一緒に走らせるようになり会話が生まれた。現在は
2か月に 1回ミニ四駆大会を開催。SCはミニ四駆の話を聞きに行き大会の開催場所としてカラットを提供、重層
コーディネーターはミニ四駆のコース設営を手伝っている。 
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取組の中で生まれたエピソード、今後に向けて̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 

個別支援を契機に学習支援の資源を発掘 
小・中学校で不登校だった子が通信制高校に通い始めたが、
課題提出ができないので学習支援をしてもらえないかという
相談があった。対応できる資源がなかったため、初めは重層
コーディネーターが自ら勉強を教えていたが、同様の依頼が
次々と寄せられたため資源を探すことに。重層コーディネー
ターが持つ地域の人脈を活用して各方面に相談したところ、
民生委員を通じて、医療生協病院の研修医が学習支援活動を
行っている情報を得た。重層コーディネーターが同病院に対
して、不登校の子どもたちが抱える課題を共有し、学習支援
に協力してもらうことになった。勉強だけでなく、レクリエ
ーションや雑談も交え、人生相談等も行われている。 
このように個別支援を契機に地域資源を発掘する動きは日
常的に行われている。 
 

カラットが“定置網”となり、個別のケースや地域課題をキャッチ 
カラットにある子育て支援センターには行かず、カラット
内の遊び場にのみ毎日来る母親と子どもがいた。スマホばか
り見ている様子で、ネグレクトの可能性も否定できなかった。
指定管理者の職員が子育て支援センターの職員に共有し、声
がけをしてもらった。そのほか、学校や修学旅行に行ってい
るはずの児童が、なぜかカラットの人工芝スペースにいたこ
とがあり、指定管理者が気付いたこともある。 
指定管理者とは、カラットが市民の多様な活動とそれを必
要とする人をつなぐ場であるという市の考えを共有してお
り、指定管理者の職員は気になる利用者を見つけたらつなぐ
ことを意識している。 
個別支援では、どうしても支援対象者にのみ着目してしま
い、その家族が課題を抱えていても見落としてしまうことも
あるが、カラットではそのようなケースを拾うことができる。 
 
 

取組による効果、地域・職員等の変化   今後の課題 

カラットでは、高齢者だけでなく、子育て世代や現
役世代の活動が展開されているため、ありとあらゆる
市民活動が可視化されている。指定管理者のもとに、
ママ友同士で子どもの誕生日会や高校生のたこ焼き
パーティーができるかなど、「カラットでこんなこと
をしたいが利用できるか」という相談が来るようにな
ったことで、市民のやりたいことが見えてきた。 
最近では、同じ共生社会課内の協働推進係の職員
も、重層コーディネーターのような動きをするように
なり、生活課題を抱えがちな人のニーズを拾うように
なってきている。例えば、団地で外国人住民が無断で
粗大ごみを出してしまった場合、その出し主を探して
支援につなげたり、URにトラブルがないか聞き取り
に行ったりしている。 

重層コーディネーターの就労支援のつなぎ先の開
拓により、現時点で累計 10 名程度が就労に結びつい
ている。企業は良い取組だと共感してくれており、相
談してくれれば検討すると言ってもらえている。 
自立相談支援事業の相談員から、支援対象者には短
時間勤務がなじむのではないかという助言をもらい、
１～２時間の短時間勤務での雇用、また、売上に直接
関わらないバックオフィス業務等を切り出してもら
っている。 
今後のステップアップとして 1 日１～2 時間の雇
用・勤務形態から、正規のパートやアルバイトに切り
替えていくとなると、本人にとってもチャレンジング
になり、企業にも負担がかかるため、どのような形が
よいか現在検討している。 

 

（写真）豊明市提供 

（写真）豊明市提供 
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事例タイプ２▶▶▶市民協働部門による地域づくりの取組事例 

多様な人が関われるまちづくりを支援 
明石市では、旧来の充て職によるまちづくり協議会では活動の量に限界があることから、多様な人が参加できるま
ちづくり協議会への移行を進めており、明石コミュニティ創造協会は、地域の実情に合わせて、まちづくり協議会
の組織強化や事務局の支援、まちづくり計画の策定支援に取り組んでいる。 

この事例からの学び̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 

●多様な人が意見を言える風土を作っていくこと 
多様な人が関われるまちづくりを支援していくためには、多様な人が意見を言える風土を作っていくこ

とが重要である。なんでも発言できる雰囲気があることで、自分の意見を言うことができ、そのことによっ
て当事者意識・主体性が生まれる。 
●住民は地域に関心がないのではなく、関わるきっかけがないだけ 
多くの住民は、興味関心のあることについて、自分だけで楽しむのではなく、だれかと語りたい、つなが

りたいと思っている。そこに出会いやつながるきっかけがあれば、活動や場に発展していくし、地域に活動
や場が生まれれば、支え合いの場にもなっていく。そのような出会いやつながりを作るために、コーディネ
ート機能が重要となる。 

事例の基本情報̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 

（兵庫県明石市）人口 306,760 人   高齢化率 26.1％ 
▶明石コミュニティ創造協会の法人概要 
・創設年：1982年 
・主な事業： 
複合型交流拠点ウィズあかしの運営事業（指定管理事
業）、協働のまちづくり推進事業（明石市委託事業）、生
涯学習の推進事業 等 

・協働のまちづくり推進事業（明石市委託事業）の内容： 
明石コミュニティ創造協会は明石市の市民協働推進室
と連携して、まちづくり協議会が「校区まちづくり組
織」から「協働のまちづくり推進組織」へステップアッ
プするための支援を行っている。市は全校区を支援す
る一方、明石コミュニティ創造協会は特定の校区を対
象として地域の状況に応じた個別的な支援を行ってい
る。 
 

▶まちづくり協議会について 
明石市には各小学校区（28 区）にまちづくり協

議会がある。「校区まちづくり組織」では、各種団
体の代表を充て職で組織してところが多く、支え
あいや見守りといった地域課題を解決するための
新しい活動をする余裕がない状態であるため、充
て職による「校区まちづくり組織」から脱却し、個
人の興味関心から関われるまちづくり協議会にす
るために、「協働のまちづくり推進組織」へのステ
ップアップを目指している。 

 
※現在、全 28小学校区の中で、大半のまちづくり協議会が「協
働のまちづくり推進組織」となっている。本稿では、「校区まち
づくり組織」と「協働のまちづくり推進組織」の総称として「ま
ちづくり協議会」と表記している 

▶地域づくりの取組に活用している制度等 
（明石コミュニティ創造協会） 
明石市の委託事業として、協働のまちづくり推進事業を実施。 
 
（まちづくり協議会） 
条件を満たす協働のまちづくり推進組織に対して、明石市から地域交付金（基礎額、事務局支援事業補助金、
コミュニティセンター管理委託費）を支給。 
 

明石コミュニティ創造協会 
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包括的な支援体制の整備に向けた地域づくりの取組の経緯̶̶̶̶̶ 

（明石市における地域づくりの経緯） 

昭和 46年 ●明石市長が「人間優
先の住みがいのある
コミュニティづく
り」を市政運営の柱
に掲げる 

  

昭和 47年 ●明石市がコミュニテ
ィセンターの設置を
開始 

明石市でコミュニティセンターを
拠点とするまちづくりが開始され
る。 

平成 17年 ●全中学校区・全小学
校区へのコミュニテ
ィセンターの設置が
完了 

 

平成 18年 ●「協働のまちづくり」
提言を策定 

コミュニティセンターの充実化
と、小学校区毎に「校区まちづくり
組織」を結成していくことが提言
された。 

平成 22年 ●明石市自治基本条例
が施行 

条例で、①まちづくりの基本単位
は小学校区とする、②「協働のまち
づくり推進組織」を設立し、協働の
まちづくりを推進する、③小学校
区コミュニティセンターを協働の
まちづくりの拠点とする、の３点
が示された。 
「協働のまちづくり推進組織」は、
小学校区を代表して、地域内の意
見の集約を行って、市に協働の提
案を行う役割を有するもので、民
主性、開放性、透明性、計画性をも
った運営がなされる組織と規定さ
れている。 

平成 24年 ●現在の明石コミュニ
ティ創造協会の活動
が開始 

協働のまちづくりを推進する組織
として、明石コミュニティ創造協
会が活動を始め、各小学校区に設
置されている「校区まちづくり組
織」を「協働のまちづくり推進組
織」にステップアップしてもらう
ための支援を行っている。 

平成 26年 ●明石市の地域事務局
支援事業の開始 

まちづくり協議会の事務局職員の
費用補助を開始 

 

  

担当者の声 

 

明石市には、児童館や公民館
などの社会教育施設はなく、
コミュニティセンターがま
ちづくりの拠点となってい
ます。 

担当者の声 

 

コミュニティセンターは、学
校の敷地内にあり、学校の敷
地にプレハブを整備してい
る校区もあれば、空き教室を
活用している校区、昼間は音
楽室として使われている場
所を夕方以降にコミュニテ
ィセンターとして活用して
いる校区もあります。 

担当者の声 

 

地域事務局支援事業は、２３
４万円の補助金で、２人以上
雇用することが条件となっ
ています。正規雇用と無償ボ
ランティアの中間的な存在
にすることで、事務局はあく
までもコーディネートに徹
することができるようにな
ります。そうすることで、住
民の主体性を引き出し、担い
手を増やしていけるように
しています。 
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この事例で行われている地域への働きかけ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 

   

地域そのものへの働きかけ 
（明石コミュニティ創造協会からまちづくり協議会への働きかけ） 
▶充て職によらないまちづくり協議会の組織づくりを支援 
・充て職ではなく、多様な人が関われる組織にするため、明石コミュニティ創造協会として、まちづくり協議
会に対して、①まちづくり協議会の組織強化に向けた話し合い、②まちづくり計画策定支援、③地域事務局
の支援、④活動のサポートを行っている。地域事務局の設置後（③以降）は事務局が中心となって進めてい
くため、明石コミュニティ創造協会としては事務局からの要請にこたえる形で、先進事例の情報提供や助言
等の支援を行っている。実際の支援は、地域の状況にあわせて柔軟に行っている。 

地域づくり（まちづくり協議会における取組） 
▶多様な人が参加できる仕組みづくり 
・各校区の「協働のまちづくり推進組織」では、各種団体を背負わなくても関われる「まちづくり応援隊」、「ま
ちづくりサポーター」などを作っている。例えば、個人参加ができるようにしたり、サークル活動も「協働
のまちづくり推進組織」の活動の１つに位置付けて、共通の趣味を持つ人でサークルをつくり、役員会の承
認を得れば「まちづくりサポーター」として活動できたりするよう、「協働のまちづくり推進組織」の規約に
定めている。 

▶住民の出会いやつながりをコーディネート 
・まちづくり協議会の事務局が、住民の興味や関心に合わせて、出会いやつながりをコーディネートしている。
そうすることで、参加者が楽しい、学びになる、役に立てている等感じることができ、地域に活動や場が増
えていく。 

▶住民のつぶやきを拾うことで課題解決につなげる 
・まちづくり協議会の事務局は、コーディネーターとして、住民のつぶやきを拾っている。コミュニティセン
ターに住民が来たら、お茶を飲んでもらって気軽に話をしてもらうように心がけているまちづくり協議会も
ある。 
得られたアウトカム 
ある校区では、地域で買い物に困っている人が多いという情報がまちづくり協議会に持ち込まれ、60歳以上にア
ンケートを実施したところ買い物支援のニーズが高いということが分かった。同時期にコープこうべが「買いもん
行こカー」という買い物支援サービスを始めたので、まちづくり協議会はコープこうべと連携し、まちづくり協議
会と自治会の主催でサービスの説明会を行ったり、まちづくり協議会が利用者数の調整を行ったりした。 
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取組の中で生まれたエピソード、今後に向けて̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 

地域のブックスポット（居場所）を可視化 
市内にブックスポット（本棚を置いて、本を読めるスペース
を作っている場所）が 80か所程ある。そこは、本を読むという
目的でいられるので、地域の方々にとっての重要な居場所にな
るのではないかと考えた。そこで、まちづくり協議会や企業、
公共施設などが作っているブックスポットの情報を当会で集め
マップ化した。 
もともと民生委員など福祉的な視点を持っている方が運営し
ているところも多く、市のひきこもり支援の担当課からブック
スポットの情報がほしいと言われて提供したことがある。 

自分の関心あるテーマをきっかけに地域へ参加 
ある校区では、自治会等による川の清掃活動を続けていくの
が難しくなった。まちづくり協議会の規約を改定し個人参加が
できるようにした頃、副会長の近所に環境団体の関係者が住ん
でいることが分かり声かけをしたところ、自治会と環境団体の
合同事業として、川の清掃活動と生きもの観察会をセットにし
て開催することになった。すると、市外も含めて 40‐50人の参
加が得られ、川がきれいになった。その環境団体の関係者は、
その後「協働のまちづくり推進組織」の部会長、役員になって
いき、自分の関心のある環境をきっかけに、深く地域に関わる
ようになった。 

 

取組による効果、地域・職員等の変化   今後の課題 

多様な人が参加できるまちづくり協議会にするこ
とで、女性、若者、子ども、障がい者、外国人も関わ
れるようになった。例えば、技能実習生と料理イベン
トを開催したことで技能実習生が清掃活動に参加し
てくれるようになったという事例もある。 
また、まちづくり協議会に女性や外国人が関わるよ
うになったことで、自治会が多様な参加に向けた工夫
を行うようになった校区もある。まちづくり協議会が
変われば自治会も変わっていくのではないか、という
仮説を持っていたが、実際にそうなっている。 

個別支援と地域づくりでは、時間軸が違う。地域で
は、住民が知る、学ぶ、体験することで我が事化され
て地域づくりが進んでいく。それには 10 年かかるこ
ともある。地域づくりが発展することで、結果的に誰
かを支えている状態になる（個別支援につながる）と
思うが、地域づくりは個別支援のために行うものでは
ないということを個別支援に従事する人は理解する
必要がある。 
住民主体の地域づくりは、究極的には地域自治を育
むことである。生活支援コーディネーターの方は時に
は、自分で動いてしまっていることもある。しかし、
住民が我が事化して考えていくためには、時間がかか
ってもどういう支援をしていく必要があるのかにつ
いて、考えていくことも大切である。 

 
  

（写真）明石コミュニティ創造協会提供 

（資料）明石コミュニティ創造協会提供 
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事例タイプ２▶▶▶市民協働部門による地域づくりの取組事例 

ワークショップを軸とした多様な地域活動の展開 
酒田市日向地区では、平成 21 年 4 月に日向コミュニティ振興会が発足。自治会主体の部門と生涯学習事業主体の
部門から構成され、地区のコミュニティセンターを拠点として、地域づくりに取り組む。平成 24年度以降毎年開催
されている地域支え合い研修会（地域ワークショップ）では、地域住民間で話し合い、多様な主体を巻き込みなが
ら除雪ボランティアの仕組みや、居場所づくり、近隣の大学生が地区内の各自治会館を訪問し地域住民と交流する
取組等が生まれている。 

この事例からの学び̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 

●地域住民だけでなく、近隣大学や企業等の多様な主体を巻き込んだ活動 
公民館活動・社会教育を基盤として行事やイベント等を行う中で、日向コミュニティ振興会では、地域住
民を知り、関係性を構築してきた。また、各種取組の検討・実施時には、近隣大学の教員や学生、企業等の
様々な関係者と協働している。 
●地域課題や取組を自分ごとにしてもらうための仕掛け 
日向コミュニティ振興会では、毎年開催している地域ワークショップの中で、地域課題や地域住民でで
きることを話し合い多様な取組を生み出してきた。また、取組やイベントはやりっぱなしで終わらせず、必
ず振り返りを行い参加者の感想や思い等を共有し、皆が参画しているという当事者意識を醸成している。 
●地域の特性を踏まえ、福祉的な課題を地域課題の 1つのテーマとして捉える 
地域ワークショップのテーマは、その時々の課題を設定。福祉的な課題を特別視するのではなく、数ある

地域課題の１つに福祉的なテーマがあった時にどのように取り組むかを考えている。 

事例の基本情報̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 

（山形県酒田市）人口 95,789 人 高齢化率 37.4 ％ ※日向地区人口 782人 高齢化率 51.9％ 

▶日向コミュニティ振興会の組織図 

 

▶地域づくりの取組体制、関係機関 
大きくは、自治会主体の「総務部」と、生涯学習事業主
体の「企画会議」の２つから構成される。①総務部のう
ち③福祉部は、民生・児童委員協議会と日向地区社協（以
下、「地区社協」とする）からなる。地区社協の事務局長
は、実際に取組を進める上での相談役となっている。 
また、4名のコミ振事業推進員は地域づくりのコアメン
バーとして、活動の企画やコーディネートを担っている。 
コミュニティ振興会全体の活動に関しては、事務局がコ
ーディネート役となり、各主体が活躍できるよう調整を
行っている。 

▶地域づくりの取組に活用している制度等 
コミュニティ振興会の活動は、酒田市の「ひとづくり・
まちづくり総合交付金」や会費を財源とする。 
また、地域おこし協力隊はこれまでに 3 名着任（現在
は、それぞれ市内に移住）。その他、国土交通省「雪処理
の担い手の確保・育成のための克雪体制支援調査事業（平
成 27～30 年度※）」も活用。※平成 30年度は地区社協にて申請 

評議員会（総会）

理事会

正副会長会

監事

②農村環境整備部
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包括的な支援体制の整備に向けた地域づくりの取組の経緯̶̶̶̶̶ 

（日向コミュニティ振興会の活動の経緯） 

平成 17年 ●酒田市、八幡町、松山町、
平田町の 1市 3町が合併 

市町村合併により現在の酒田
市の形となる。日向地区では、
市の施策により、平成 21年 4
月から、生涯学習の拠点であ
る公民館が廃止され、地域づ
くりの活動拠点となるコミュ
ニティセンターとして活動す
ることとなった。 

 
 
 
 
 
 

平成 21年度 ●日向コミュニティ振興会
が発足 

同時期に廃校となった小学校
跡地を日向地区のコミュニテ
ィセンターとして再利用。コ
ミュニティセンターを拠点と
した地域づくりの取組を開
始。 

平成 23年度 ●市民大学の出前講座の 1
つとして、東北公益文科
大学・小関氏による「地域
で暮らす幸福感」を開催 

 

地域づくりについて考えるき
っかけにしたいと考え、この
テーマを依頼し、開催に至る。
当該講座では、日向コミュニ
ティ振興会で初めてのワーク
ショップも実施。 

平成 24年度～ ●「地域支え合い研修会（地
域ワークショップ）」を開
催 

 

平成 24年度以降、地域や行政
等が参加し、地域でできるこ
とを話し合うワークショップ
を毎年開催。 

平成 25年度～ ●地域ワークショップを契
機として、様々な取組に
発展 

地域ワークショップをきっか
けに、除雪ボランティアや、防
災マップ作り、居場所づくり
等の活動に発展。 

令和元年度 ●日向コミュニティセンタ
ー内に「日向里（にっこ
り）かふぇ」を開設 

ある企業との偶然の出会いか
ら、コミュニティカフェの開
設に至る。開設に向けては、地
域住民等も参加する等、地域
が一体となって準備を進め
た。 

令和３年度 ●毎年開催する地域ワーク
ショップを通じて、地域
づくりビジョンを作成 

 

東北公益文科大学・小関氏よ
り、明治大学・小田切氏が提唱
する「主体（人）づくり」「場
づくり」「持続条件づくり」の
地域づくりの 3 つの柱が紹介
され、その柱を参考に作成。 

令和４年度～ ●農業・農村振興に向けた
取組等にも発展 

 

地域づくりビジョンを基に、
取組を発展。農業・農村振興に
関する取組の他、大学生が地
区内の自治会館を訪問し、地
域住民の困りごと等を聞く
「移動するコミュニティ」も
開始。 

担当者の声 

 

コミュニティ振興会事務局
長として「行事やイベントを
開催しているだけでよいの
か」、「地域の課題を住民で解
決していくことができてい
るのか」と悩むようになりま
した。自治会役員の任期もあ
る中で、住民同士で気持ちを
1つにし、地域のことに取り
組んでいくことに難しさを
感じていました。 

担当者の声 

 

当時の講座では、“地域”は多
義的な言葉であることや、幸
福感も人によって異なるこ
とから、違いを前提として、
『正解』ではなく協働作業を
通じて得る『成解』を目指す
ことの重要性、「幸福には意
志と行動が必要であり、でき
ることから取り組むことが
大切」といったことが共有さ
れました。 

担当者の声 

 

地域住民が閉じこもらない
ような仕掛けが重要で、コミ
ュニティセンターにきても
らう仕掛け（様々な活動）と
こちらから訪問する活動（移
動するコミュニティ）を展開
しています。参加を呼び掛け
るときは、おしゃべりの場等
として、目的を福祉的なもの
にせず、参加のハードルを下
げるようにしています。 
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この事例で行われている地域への働きかけ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 

  
地域そのものへの働きかけ 

▶多様な主体を巻き込んだ取組を展開 
・平成 21年 4月のコミュニティ振興会発足前から、公民館主事として活動してきた事務局長は、「人を覚える
こと」を重視してきた。コミュニティ振興会発足後に取り組んできた行事やイベント等では、住民同士が顔
見知りになるような機会を創出してきた。当時は、地域づくりとして、行事やイベント等を行っているだけ
でよいのか悩んでいたが、それによってできた多くの住民同士の関係性が、現在の地域づくりの活動の基盤
になっている。 
得られたアウトカム 
ワークショップの参加者や実際に活動する住民を募集するに当たり、テーマや内容に応じて、関心を持つ人や参加
しそうな人に声をかけることができ、それが多様な活動の展開につながる。 

・また、各種取組の際には、東北公益文科大学の教員や学生をはじめ、企業、地域おこし協力隊等の多様な主
体が関わりながら、取組を展開している。 

▶地域課題や取組を「自分ごと」にしてもらうための仕掛け 
・コミュニティ振興会は、社会教育が基盤になっていることが特徴であり強み。地域ワークショップを含め、
活動の際は、情報共有だけでなく、互いに学びあうことを大切にしている。また、地域ワークショップや事
業等を行った後には、必ず参加者で振り返りを行う（例：感想を書く、1人一言発表等）。取組をやりっぱな
しで終わらせず、振り返って皆で共有することで、皆が参加・参画しているという雰囲気を醸成している。 
得られたアウトカム 
振り返りや共有を大事にしている中で、参加者から「私の意見を聴いてもらえてうれしかった」という方がいた。
その方はコミ振事業推進員を務めていたこともあって、現在ではコミュニティセンター内にある日向里かふぇの店
員も担っている。 

▶福祉的な地域課題を特別視せず、暮らしの課題の中の 1つのテーマと捉えて取り組む 
・最初のワークショップ開催にあたっては、酒田市福祉課職員と東北公益文科大学教員間で企画し、地域住民
が自分たちでできることを考えられるような設計を心掛けた。ワークショップには、コミュニティ振興会の
福祉部やコミ振事業推進員を中心として、テーマに応じて声をかける住民や行政・包括等の職員、大学生等
が参加する。地域の個別の状況をよく知る人（社協や包括）の職員、民生委員等）が一参加者として参加す
ることで、テーマに応じて、自然に地域の課題やケースが共有される。 
・ワークショップのテーマは、コミュニティ振興会事務局のほうで、その時々で生じている課題を踏まえて設
定している（例：包括が主催する小地域ケア会議で取り上げられた地域課題）。 
関係者からの声 
色々な分野の地域課題の中の 1つとして福祉的課題を捉えており、特別視していない。暮らしの課題の中にたまた
ま福祉的なテーマがあったから、それをどうするか考えるというのが、この地域のスタイル。 
コミュニティ全体で楽しく豊かになっていけば、その中で個別ケースが自然と包含されていく。その方がレッテル
をはることなく皆平等に集えるため、あえて福祉を前面に出さないようにしている。福祉ではないテーマから取り
組み、自然に福祉にたどり着くような形も 1つのあり方だと思う。 
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取組の中で生まれたエピソード、今後に向けて̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 

【除雪ボランティア】地域内外からボランティアが集う毎年恒例の活動に発展 
日向地区は雪深い地域であり、平成 24年度の地域ワークショ
ップのどのグループで課題にあがったのが「除雪」だった。ワー
クショップを踏まえ、平成 25年１～２月頃から、除雪ボランテ
ィアの取組を始めた。本当にボランティアが集まるのかと思っ
ていたが、声をかけてみると 50人ほど集まり、モデル的に 3世
帯への除雪を実施した。参加者からは、最低 2 回は訪問し除雪
しよう！という提案があった。 
そんな折に、酒田市職員から情報提供があり、「雪処理の担い
手の確保・育成のための克雪体制支援調査事業（国土交通省）」
に申請・採択を受け、100人規模のボランティアの受入体制を整
えた。 
取組は、酒田市をはじめ、市社協や、自治会、民生委員、包括
等で協働して運営している。多様な関係者で運営し、地域内外か
ら多くのボランティアが集う、日向地区を象徴する取組の 1 つ
となっている。 
 

【移動するコミュニティ】大学生との交流で、地域住民が少しホッとできる場に 
コミュニティセンターを拠点とした取組を展開してきたが、

日向地区では公共交通機関が徐々に撤退し、現在の移動手段は
デマンドタクシーのみ。様々な理由からセンターまで足を運べ
ない高齢者等が一定数いた。 
そこで、東北公益文科大学の大学生からの提案で、大学生が日

向地区内の各自治会館を訪問し、地域住民と交流しながら普段
の暮らしや困りごと等の話を聞く取組が始まった。 
この取組を通じて、家族の介護をしている男性から、献立を考
えるのが大変という話を受け、学生から簡単にできるレシピを
共有するという場面があった。もしこの方が家に閉じこもって
いたら、こうした悩みを話すことも、簡単なレシピという情報を
キャッチすることもなかっただろう。場を作り出てきてもらう
ことで、話をして少しほっとしてもらう、問題解決まではいかな
くとも気持ちが軽くなる、そういった場の 1つになっている。 
 
 

取組による効果、地域・職員等の変化   今後の課題 

平成 24年度から始まった地域支え合い研修会（地
域ワークショップ）を基軸として、除雪ボランティア
や移動するコミュニティ等をはじめ、様々な地域での
取組が生まれている。 
新聞が郵便受けにたまっている世帯や、隣の家の枝
が伸びてきた等、地域住民が心配な世帯等を見つけた
時には、コミュニティ振興会の事務室（コミュニティ
センター内）に情報が入るようになってきた。特に用
事がなくても、ふらっと事務室に立ち寄る人もおり、
地域にとって憩いの場になっている。 

日向地区では移動が不便なため、免許返納後も安心
して生活できる仕組みづくりが地域課題の１つ。除雪
に関しては、地域外からの除雪ボランティアの仕組み
や、地域内チームによる有償の除雪ボランティアの仕
組みができたので、今後は、交通の不便さの解消に取
り組みたい。 

例えば、買い物支援に関しては、自分で選んで買い
物をする楽しみを作ることができるように、外に出る
仕組み（社会とのつながりづくり）と、必要なものを
届けるという両輪で考えていきたい。 

 
  

 
 

（写真）日向コミュニティ振興会提供 
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事例タイプ３▶▶▶民間企業による地域づくりの取組事例 

まちづくりの取組と福祉の連動 
シェアアトリエつなぐば（以下「つなぐば」）は、草加市自治文化部産業振興課の「そうかリノベーションスクール」
から生まれた場。築 38年のアパートをリノベ―トした建物で、1階に子ども連れで働けるシェアアトリエと、子ど
もが遊ぶスペースのあるカフェ、2 階にはテナント業者として産後の親子の居場所、美容室、設計事務所、展示室
がある。元々は子育て中の母親等が自分らしく働く・暮らすことを目指して始めたが、活動をする中で福祉ニーズ
のある人も含め多様な利用者との関わりが生まれていった。現在、市や様々な団体と協働しながら、多様な地域住
民の働く・暮らすの後押しをしている。 

この事例からの学び̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 
●福祉行政と地域団体がゆるくつながることの重要性 
地域には、福祉支援を主眼としていないものも含め多様な団体があるが、行政は事業委託や補助金等の

関わりだけでなく、そうした福祉以外の関連団体とも普段からゆるいつながりを持っておくことが重要で
ある。例えばつなぐばの場合、市から福祉に関連する補助金や事業委託は受けていないが、日常的に情報共
有・連携する関係性が築けており、その関係性があるからこそ、適宜個別ケースをつなぐなど、福祉行政と
の連動ができている。 
●福祉行政側は、地域団体の理念や目的を理解・尊重する 
地域団体の中には、行政の取組と連動可能なものが多々あるため、地域資源を幅広く把握しておくこと

が重要である。一方で、地域団体は福祉支援を主眼としたものばかりではないため、あらゆる個別ケースを
地域団体につなげればうまくいくわけではない。例えばつなぐばは、利用者が自分らしい働き方・暮らし方
を実現することをコンセプトにした場なので、行政としてはまずそのことを理解・尊重する必要がある。そ
の上で、各個別ケースについて、つなぐばの利用がプラスになるのであれば、つないでいく。地域活動は多
様であるほど、誰かがどこかに居場所を見つけやすくなるが、地域活動の多様性を大切にする上では、各団
体の思い・やりたいことを尊重することが求められる。 
 

事例の基本情報̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 
（埼玉県草加市）人口 251,219 人   高齢化率 24.5％ 
▶つなぐば家守舎株式会社の概要 
・創設年：2018年 
・主な事業：草加市内で、つなぐばの他、
私設図書館「さいかちどブンコ」、「シェ
アアトリエにわのば」を運営 

 
▶地域づくりの取組に活用している制度等 
運営資金は日本政策金融公庫等から確保して
おり、自治体の福祉関連の補助金や助成金は
利用していない。 

▶地域づくりの取組体制、関係機関 
 

シェアアトリエつなぐば 
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包括的な支援体制の整備に向けた地域づくりの取組の経緯̶̶̶̶̶ 

（シェアアトリエつなぐばの活動の経緯） 
平成 28年度 ●代表の小嶋氏と松村氏が

「そうかリノベーション
スクール」に参加 

建築事務所でリノベーション
等を手掛けていた小嶋氏と、
フリーランスで空間ディスプ
レイの仕事をしていた松村氏
が、草加市自治文化部産業振
興課の主催する「そうかリノ
ベーションスクール」に参加
し出会う。2人のチームでは、
女性が子ども連れで働ける仕
事場として、シェアアトリエ
の企画を行った。 

 
 
 
 
 
 

平成 30年度 ●シェアアトリエつなぐば
を開業 

スクールの終了後、「つなぐば
家守舎株式会社」を設立。 
現つなぐば（元々はアパート）
の大家が、築 38年のアパート
が空き家になっていることを
市役所に相談。市役所経由で
大家とつながり、アパート契
約、リノベーション工事を経
てつなぐばをオープン。 

  SNS で、カフェの事業者やテ
ナント事業者、シェアアトリ
エの利用団体を募集。最終的
に 8 か所から手が挙がった。
その後、口コミにより、利用団
体が増えていった。 

令和 4年度 ●つなぐばもどきがオープ
ン 

つなぐばで「ごはん係」をして
いた大塚氏が、令和 5 年度に
小嶋氏・松村氏と共に「一般社
団法人なつかしいミライ」を
立ち上げ。翌年秋に、「ミノリ
テラス草加」（住居と店舗、ア
トリエが入ったリノベーショ
ン賃貸住宅）の 1階で、「つな
ぐばもどき」というこどもの
第三の居場所をオープン。 

 ●草加市が重層事業を開始  
 

令和 5年度 ●小嶋氏がふくらむフクシ
研究所の活動に参加 

ふくらむフクシ研究所は、障
がい福祉をテーマとしたワー
クショップ等のイベントを開
催しており、障がい者への理
解や障がい者雇用の促進につ
ながっている。小嶋氏も障が
い者について理解を深めるた
め、イベントに参加。 

リノベーションスクール終
了後も、市役所とつながり
があったからこそ、アパー
トの大家と出会うことがで
きました。 

担当者の声 

担当者の声 

出産を機に仕事を離れ、
社会とのつながりが切れ
てしまった女性が多いと
感じていました。子ども
連れで働ける場所ができ
れば、仕事・子育てなど
の負担をシェアしたり、
スペースを借りる資金を
軽減できたりするのでは
と考えました。 

担当者の声 

初めは一般的なコワーキ
ングスペースなどを参考
にしたが、つなぐばのメ
インターゲットである子
育て中の方には合わない
部分もあり、利用しづら
いという声が多々ありま
した。そこでルールを一
旦白紙に戻し、利用者視
点でどのような設備・料
金設定がよいか、半年～
1年かけて仕組みを考え
ました。 

担当者の声 

小学校教諭、公認心理
師、放課後児童支援員等
の経験・資格を持つスタ
ッフを中心に、食事や遊
び等を提供しています。 

担当者の声 

市の紹介でつながりまし
た。利用者の中に障がい
を持つ方もおり、つなぐ
ばだけでは対応できない
場合に、ふくらむフクシ
研究所と連携することも
あります。 
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この事例で行われている地域への働きかけ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 

 
  
福祉行政・個別支援とのつながりも 

▶福祉行政とのつながりの可能性 
（以下は市へのヒアリングをもとに行政側の視点で記述。） 
・つなぐばから、活動をしている中で福祉的な相談が寄せられることもあるが、そうした時にどう対応するの
がよいか悩んでいるとの話を聞いた。一方、市では令和 4年度から重層事業を開始しており、重層事業の中
で、つなぐばの活動と福祉課題への対応をリンクさせられるのではないかと考えた。この点について市から
つなぐばに説明し、理解を得た上で、適宜情報共有や意見交換をするようになった。つなぐばは市から福祉
に関連する補助金や事業委託を受けているわけではないが、市と普段からコミュニケーションを取っており、
適宜連携できる関係にある。 

・市としては、つなぐばのように暮らしのより近い場所で悩みや困りごとを自然に話せる環境があることは、
住民にとって非常に重要だと考えている。他方で、地域の活動団体に対し、福祉の個別支援と連動させたい
といった行政側の事情を押し付けるべきではないとも思う。地域の活動団体側が本来何をやりたいと思って
いるのか、その中で行政の取組とどう連携できるのかを、対話を通して考えていく必要がある。 

 
▶個別支援を目的とした場ではないが、つながることも  
（以下はつなぐばの視点で記述。） 
・市の社協等から福祉的支援を必要とする人を紹介され、つなぐばを利用してもらったことがある（詳細は次
頁）。このような形で行政等と連携するのは歓迎である。 
・ただし、つなぐばは、利用者が自分らしい働き方・暮らし方を実現することをコンセプトにしている場であ
り、福祉の個別支援を直接の目的とはしていない。生活課題を抱える人がつなぐばに来ることで自分らしく
働き暮らせるきっかけになるならよいが、誰でもつなぐばに来ればそうなるわけではない。行政の担当者に
はまず、つなぐばがどのような場所なのか、そのコンセプトや運営者の思い等をよく理解した上で、個々の
対象者にとって、つなぐばの利用がプラスになりそうかなどを考えながらつなげていただけるとよいと思う。 

・課題を抱えている人を誰でもすぐ行政の支援につないだほうがよい、とは思っていない。すぐ行政につなぐ
というのは、病気で例えれば、ちょっとした不調がある時にいきなり病院を受診するような感覚である。専
門家に相談することで安心できるならばそれでもよいが、生活の中の身近な場所で改善できるならそれがよ
い人も多いのではないか。 

 
 

地域の中で目指しているもの 
▶一見福祉とは関係のない活動を通じて人と人のつながりを作る 
・元々は、地域のためというよりも、自分たちが置かれている状況を変えたい、自分らしい働き方・暮らし方
が実現する場をつくりたいという動機から、つなぐばを始めた。自分らしい働き方・暮らし方を実現させる
中で、その延長線上にまちづくりが実現するとよいと思っている。 
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取組の中で生まれたエピソード、今後に向けて̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 

つなぐばが福祉的な支援の一部を担うことも 
市社協から、ひきこもり状態にある若年女
性が外出するきっかけづくりとして、週 1回、
2階の産後の親子の居場所（ton ton’s toyち
いさな木のおへや。以下「トントン」という。）
で受け入れてもらえないかという相談があ
った。女性は絵を描くのが得意だったため、
トントンで毎月発行する新聞に挿絵を描い
てもらうようになり、本人はその体験を通し
て自信をつけていった。つなぐば側として
も、このエピソードにより、自分たちが福祉
的な支援の一部を担える場合があると気づ
いた。その他、行政から高齢者の居場所とし
て利用できないかという相談もあったと聞
いている。自分たちが気づいていない場の使
い方を見つけてもらい、使ってもらうのは歓
迎である。 
また、逆に、つなぐばを運営する中で、利

用者が生活課題を抱えていることに気づく
こともある。例えば、孤独な子育てで思いつ
めている母親が、2 階のトントンでスタッフ
と関わる中で癒されているケースもある。他
にも、不登校の子どもや食事に困っている子
どもがいれば、つなぐばもどきに案内した
り、行政の支援につないだりすることがあ
る。 
 
 

取組による効果、地域・職員等の変化   今後の課題 

つなぐばで、それぞれ異なる業種の利用者が出会
い、新しいビジネスにつながることがある。例えば、
理容師、カメラマン、着物の着付けの団体の三者が「つ
なぐば写真館」として集まり、つなぐばを会場として、
成人式の着付けから撮影を行っている。 
また、様々な活動を通じて、地域の人たちとの顔の
見える関係が広がってきているとも感じる。例えばハ
ロウィンの時に、地域の子育て家庭を訪問し、お菓子
を配る活動をしているが、訪問を希望する家庭が増え
てきている。 
さらに、つなぐばが存在することで、地域の中に、
自分もやりたいことを実現しようと考える母親が増
えたように思う。お客さんとして来ていた人がワーク
ショップをする側になることもある。つなぐばの存在
が、ここを利用する人たちの働き方・暮らし方を発信
し、地域の人たちが自分らしく働く・暮らすことを後
押ししているように思う。 

最近は、市内にもシェアアトリエと似た機能を持つ
場所が増え、住民にとっての選択肢が広がってきてい
る。利用者が減って収益も減ると、場の継続が難しく
なるので、つなぐばならではの魅力を作っていく必要
がある。 

小嶋氏・松村氏の本業である建築・デザインという
軸があってこそ、つなぐばが地域とのつながりも含
め、うまく機能している。だからこそ、今後も軸がぶ
れないよう、本業の活動も増やしていきたい。 

 
  

＜シェアアトリエの様子＞ 

（写真）池田英樹撮影 
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事例タイプ３▶▶▶民間企業による地域づくりの取組事例 

民間ならではの属人性のある居場所づくり 
ランドリー付き喫茶店「喫茶ランドリー森下・両国」は、様々な人が様々な目的で利用する「街の縮図」のような
場所。そこでは、人々が「うっかり」足を踏み入れ、思わぬ人と出会ってつながりが生まれたり、自分の内なるや
りたいことに気づき、店舗のスペースを活用して自己実現に向けて取り組む人もいる。一般の喫茶店とも行政の公
民館とも違う、個性のある「私設公民館」だからこそ、そこを居心地が良く感じる人々が集うという。互いを自然
と気にかける空間の中で、子育てで煮詰まりそうな母親が癒されたり、けんかをした親子がクールダウンできたり
と、様々なエピソードが生まれている。 
 

この事例からの学び̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 
●属人性のある居場所をたくさん作る 
行政の公共施設はあらゆる人を対象とするがゆえに特徴に乏しいことも多いが、実際のところ、人は個
性のある場所に惹かれるもの。全ての人にとっての居場所や、特定の属性の人をターゲットにした居場所
を作るだけではなく、誰かにとっての居場所がたくさんある状態を作ることが必要であり、その意味でも
民間の取組の多様性は重要である。 
 
●人と人の出会いや交流が偶然生じる工夫をする 
喫茶ランドリーでは、「うっかり」店に入りたくなったり、他の人との交流が生まれたりするような工夫
を多々行っている。例えば、他の利用者やスタッフの様子が目につくような場所・距離に座席等の配置を行
うといったことである。 
 

事例の基本情報̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 
（東京都墨田区）人口 284,555 人   高齢化率 21.0％ 
▶株式会社グランドレベルの会社概要 
・創設年：2016年 
・主な事業： 
建築設計・デザイン、事業プロデュース・コンサルティング、執筆・編集、飲食店事業（喫茶ランドリー
喫茶ランドリー森下・両国、喫茶ランドリーホシノタニ団地、喫茶ランドリー宮崎台） 等 
「1階づくりはまちづくり」をモットーに、住宅、オフィス、商店街、商業施設、公共施設の他、公共空
間利活用やベンチを増やすプロジェクト等、様々な建物やまちの空間をデザインしている。 

 

▶地域づくりの取組に活用している制度等 
特になし。 
 

 

 

  
（写真）阿野太一撮影 

喫茶ランドリー 

＜喫茶ランドリー森下・両国の外観＞ 
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包括的な支援体制の整備に向けた地域づくりの取組の経緯̶̶̶̶̶ 

（株式会社グランドレベルによる活動の経緯） 
平成 6年度～ ●建築関係の仕事を開始 代表取締役の田中氏は独学で

建築を学び、ライター・建築コ
ミュニケーターとして建築関
係のメディアづくりに従事。 

 
 
 
 
 
 平成 26年度 ●フリーコーヒーの活動を

開始 
街中の屋台でフリーコーヒー
を配る（全く知らない通行人
に声をかけ、無料でコーヒー
をふるまう）という活動をし
ていた中で、「私設公民館」（民
間が運営する、多様な人が居
合わせる場所）を作りたいと
いう気持ちが強まった。 

平成 28年度 ●株式会社グランドレベル
を設立 

あらゆる「1階」の空間をデザ
インする設計コンサルティン
グ会社「グランドレベル」を設
立。 
不動産コンサルティング会社
から、元工場だったビルの1階
でどんな事業をすればよいか
という相談を受け、「ランドリ
ーカフェをつくる」という提
案を行った。 

平成 30年度 ●喫茶ランドリー森下・両
国（墨田区）開業 

オープン当初は、近隣住民に
オープンのお知らせの直筆手
紙を配った他、店内の入口付
近でフリーコーヒーを配り、
店内に入ってもらいやすい工
夫をした。 
フリーコーヒーをきっかけ
に、近隣住民が店内で集うこ
とが増えていった。また、貸し
スペースを行っていることが
知られるにつれ、「家族で忘年
会をしたい」「ママ友とパン作
りをしたい」といった声が寄
せられ実施していった。 
オープンから 10か月の間に、
200 件弱の展示会やワークシ
ョップなどのイベントが行わ
れた。 

令和元年度～ ●活動の展開 2019 年に宮崎台（川崎市）、
2020年にホシノタニ団地（座
間市）にも喫茶ランドリーを
オープン。2024年にはまちの
フードコート「オラ・ネウボー
ノ」（墨田区）をオープン 

居心地の良い空間をしっ
かりデザインしていたた
め、一度入ってもらえれ
ばリピートしてもらえる
自信がありました。 

担当者の声 

担当者の声 

誰かのため、地域のた
め、といった動機より
も、こういうグランドレ
ベルをつくりたい、どう
したらつくれるのか試し
てみたい、という気持ち
が強かったです。 
念頭にあったイメージ
は、コペンハーゲンで見
た「ランドロマットカフ
ェ」です。全自動洗濯機
とカフェが一緒になった
店舗で、街のあらゆる人
が滞留する場になってい
ることに感銘を受けまし
た。 

担当者の声 

イベントは多種多様で、
「犬を愛でながらおでん
を食べる」といったユニ
ークなものもあります。 
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この事例で行われている地域への働きかけ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 

  
福祉行政との今後の関わりの可能性 

▶行政との関係性 
・墨田区の担当課が喫茶ランドリーを気にかけてくれており、行政事業のために店を貸したこともある。行政
に色々な場面で店を活用してもらえるのは嬉しい。今はどちらかというと、こちらから協力することが多く、
助成金などの公的資金による支援は受けていない。 

・地域関係者から、こども 110番などのチラシを置かせてほしいと頼まれたこともあるし、地域イベントのた
めに場所を提供したこともある。 

 
▶個別支援における行政との協働の可能性 
・もし福祉関係者から、孤立している人の居場所としてつなぎたいと頼まれたら、こちらとしては歓迎である。
また、お客さんの中に困りごとを抱えている人がいたら、福祉の相談窓口や担当部署を案内することはでき
るし、積極的にやりたいと思う。理想的には、街のいたるところに役所の分室のような場所があって、それ
ぞれ行きやすい場所で話ができればいいのに、と考えており、喫茶ランドリーがそうした場所の 1 つになる
とよい。 

 

人と人がつながるデザイン 
・人それぞれ好みも感覚も違う中で、ある人を好きな人もいれば、嫌だと思う人もいる。それは年齢などの属
性が近い人かもしれないし、全く違う人かもしれない。自分のことを好意的に見てくれる人が増えるほど、
セーフティネットがレイヤー状に増えていく。そうした社会のほうが、「支援する人」「支援される人」とい
う二軸しかない社会よりもずっといい。 

・喫茶ランドリーで「うっかり目にする」「思わぬ人と出会う」といったことが生じるのは、株式会社グランド
レベルが初めから、そうした偶発性の高い空間を設計しているためである。 
①ハードのデザイン：近隣住民や通りがかる人から見て、街の風景に人気（ひとけ）が生まれたと感じてもらえるよう、
壁をガラス張りにし、外から店内の様子が見えるようにしている。店内で思うままに過ごす人たちの光景が一番に
目に入るよう、フロア席を入り口側にしたり、スタッフとお客さんの会話が生まれるよう、キッチンとフロア席の距
離感にも配慮した。 

 ②ソフトのデザイン：基本となる機能やサービスは持っておきつつも、それを固定化せず、状況に合わせて柔軟に発展さ
せていく。喫茶ランドリーでは、スタッフやお客さんとの会話から新たな企画が生まれ、それに合わせて新たな機能
を持つようになった部分も多い。何気ない会話の中から、その人の個性や内なる夢を見出し、よかったら喫茶ランド
リーを使ってほしいと声をかけている。 

 ③コミュニケーションのデザイン：店員と客という力関係が生まれないよう、スタッフには敢えて、店員としてではな
く、個人として自分の家に招き入れるつもりで店頭に立ってもらっている。接客について一律にお願いしていること
はなく、個性を生かし、自分がその時々で、そのお客さんにとってよいと考える対応をしてもらっている。 

得られたアウトカム 
ホシノタニ団地での事例だが、精神疾患のあるお客さんの要望で、喫茶ランドリーで大喜利イベントを開催したと
ころ、その人の主治医と看護師が来てくれた。その人がやりたいと思ったことを実現し、応援してもらうという成
功体験につながった。 
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取組の中で生まれたエピソード／こだわり、今後に向けて̶̶̶̶̶ 

身近な「他人」だからこそ、困った時に寄り添える 
喫茶ランドリーは現在、こども 110番の店舗になっている
が、それ以前から「まちの逃げ場」の役割も持っていた。例
えば、夜の時間帯に、家出をした小学生の子どもが駆け込ん
で来たことがある。 
また、90代の女性が娘とけんかをして家を出て、夜間に店
の前を歩いていたところを呼び止めたこともある。 
いずれのケースでも、それぞれ母親、娘が後でやってきて
家族の話し合いをし、クールダウンして無事帰宅していった。
密室で抱え込まず、クールダウンできる場所があること、第
三者に立ち会ってもらえることは、重要だと思う。 

 
 

 
敢えて一癖持たせたデザインだから、「誰か」を惹きつけられる 

公設公民館の場合、公平性を重んじるために、誰の印象に
も残りにくい特徴のない場にデザインされがちである。それ
に対し喫茶ランドリーは、全ての人ではないとしても、誰か
にとっては魅力ある・ワクワクする場所になればいいと思っ
ている。 
どんな人であっても気楽に立ち寄ってほしいので、若々

しすぎず、他方で若者から見ても可愛いと思えるようなデザ
インにしている一方で、例えば配色については、モノトーン
などの無難な色ではなく、できるだけ様々な色や柄を使用し
ている。また、お洒落で洗練されすぎた場だと、立ち寄りに
くいし緊張するので、敢えてきちんとしすぎない、実家のよ
うな居心地の良い「雑然さ」を作り出している。こうしたデ
ザインを嫌だと思う人もいるだろうが、誰の印象にも残らな
い無難な空間ではなく、一癖持たせることで、それを良いと
思ってくれる人を惹きつけようとしている。 
 
 

取組による効果、地域・職員等の変化   今後の課題 

既に深刻な課題を抱えている人が喫茶ランドリー
に来るのは、ハードルが高いと思う。しかし、喫茶ラ
ンドリーを訪れる人たちについては、日々の関わりが
あるからこそ、深刻な状態になるのを防げている感覚
がある。困っている人に直接支援をしているわけでは
ないが、間接的には誰かのためになっていると思う。
例えば、お酒を提供することは、親をリラックスさせ、
子育てのストレスを軽減することにつながっている
かもしれない。 
喫茶ランドリーで新たなつながりが生まれ、新しい
活動に発展しているケースも多いと思う。この店を参
考に、別の場所で店を立ち上げたという人もいた。数
珠つなぎ的に色々な化学反応が起きている。 

行政主体の「地域づくり」や「福祉施策」について
思うこととして、支援が必要な「かわいそうな人」の
ことを知ろうとか、そうした人と交流しよう、といっ
た上から目線の取組ではなく、様々な人が自然と集ま
る中で、社会に多様な人がいることを自然に理解でき
るような環境づくりが重要だと思う。 

コストパフォーマンスの面で、消費者は一般の飲食
店に流れやすい。行政には、お客さん一人一人と向き
合い、個性を発揮しやすい空間・コミュニケーション
が生まれやすい空間を作り出そうとしている事業者
が生き残れるよう、財政援助などをしてもらいたい。 

  

＜「モグラ席」の様子＞ 

＜「まちの家事室」の様子＞ 

（写真）阿野太一 

  撮影 

（写真）阿野太一撮影 
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第５章 自治体担当者向けガイドブック 

 

作成したガイドブックは、次ページ以降の通り。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

地域共生社会の実現に向けた分野横断的な地域づくりの手法に関する調査研究 

包括的な支援体制の整備における 
「地域づくり」ってよくわからない 
という福祉行政職に向けたガイドブック 
～「気にかけ力」を育む地域への働きかけ～ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和 7年 3月 
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１．＜考え方編＞包括的な支援体制の整備に、なぜ「地域づくり」が必要なのか 

 

 

はじめに～福祉行政における「地域づくり」とは何か？ 

「包括的な支援体制の整備」や「重層的支援体制整備事業」には「地域づくり」が大切だという話を

よく耳にします。とはいえ、そもそも「地域づくり」とは何か、そして行政として具体的に何をしたらよ

いのかがわからないという声も聞きます。そこで、このガイドブックでは包括的な支援体制の整備に

おいて、なぜ地域づくりが大切なのかを説明するとともに、福祉行政としてどのように地域づくりに関

わっていくべきかについて整理しました。 

このガイドブックでは地域を「人と人のつながり」であるとし、したがって、地域づくりとは「人と人

のつながりを作っていくということ」、地域福祉とは「人と人のつながりを基盤としたセーフティネ

ット」と定義しています。地域づくりは、行政の中でも環境や教育など様々な部署で取り組まれてい

ますが、何より中心になるのは住民の自発的な活動です。町内会、お祭りの実行委員会、環境保全

活動、ビーチクリーン活動、飲食店でのマルシェ開催など、それらの活動は、その町の住民自治であ

り、日常的な営みそのものでです。 

このガイドブックは、そうした地域づくりのすべての手法を網羅しようとするものではなく、「福祉行

政として」どの範囲で地域づくりに関わるべきなのかを提案しています。幅広い地域づくりの活動の

中で「福祉行政」の関係者が、地域住民の「気にかけ力」の向上を意識しながら地域に関わっていく

という考え方（考え方編）に基づき、その実践（現場実践編）と、組織的な環境づくり（環境整備編）に

ついて提案しています。まず初めに、福祉行政に今日求められている包括的な支援に触れ、なぜ地

域づくりが福祉行政にとって欠かせないのか考えていきたいと思います。 

（１）「包括的な支援」になぜ「地域づくり」が必要なのか 

① 「包括性な支援1」とは「対象の包括性」と「支援の包括性」のこと 

現在、地域福祉の領域では、包括的な支援体制の整備が市町村の努力義務とされ、地域づくりは、

 
1 「『包括的な支援体制』の整備が市町村の努力義務になっているなんて知らなかったという人
へのガイドブック」、「社会福祉法第 106 条の 3に定める包括的支援体制の多様なあり方に関する
調査研究」、令和５年度厚生労働省生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（社会福祉推進事
業）、2024 年３月 https://www.murc.jp/houkatsu_09/ 

＜考え方編＞ 
包括的な支援体制の整備に、なぜ「地域づくり」が必要なのか 
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その中核的な取組の一つとされています。この「包括的な支援」という表現には２つの意味での「包

括性」が意図されています。 

一つは、対象者を誰一人取り残さないという意味での「対象者の包括性」です。役所の窓口に来た

人だけでなく、その人の家族も含めて包括的に対象と捉えます。また自ら窓口に来ることができない

人へのアウトリーチも包括的な支援の重要な要素です。一見すると制度やサービスの利用要件に合

わないと思われる人でも支援を必要とするすべての人を包括的に支援しようとするものです。 

もう一つの視点は、「支援の包括性」です。サービス提供で物理的な不足を補う支援だけではなく、

その人が自律的に「生きていくこと」を「まるごと」支援していく支援も含んでいます。サービスや制度

は特定の対象者の複雑な事情にあわせて設計されていませんので、どうしても「制度の隙間」が生ま

れ生活課題が未解決のまま取り残されます。こうした隙間を埋めるのは、また別の制度やサービスで

はなく、地域住民による伴走であったり、地域のグループへの参加など柔軟性の高い地域の日常的

な営みであることも少なくありません。その日常的な営みこそが「人と人のつながり」なのです。 

包括的な支援体制の整備における「包括性」を考える 

 

② 伴走支援における地域の必要性 

もう一つ重要な点は、包括的な支援体制は、必ずしも即時の課題解決を前提としていないことで

す。何かの不足を補えば生活課題が解決するわけではなく、対象者の生活歴や生活習慣、家族関係

など他者とのつながりにも起因している場合もあります。何よりも、本人の意欲が重要である以上、

一定期間伴走しながら徐々に支援者と対象者の信頼と協働を深め、動機付けを高めていく伴走支

援のアプローチとなることもあります。 

しかし、専門職が常時寄り添いながら伴走し続けることは現実的ではありません。支援の過程に

おいては変化を求める局面ばかりではありません。対象者が支援者に心を開くまでに時間が必要な

場合もありますし、専門職には相談はできなくても近しい知人にであれば本音で話せる場面もある

でしょう。だからこそ、人と人のつながりが大切になります。包括的な支援を行う際に地域づくりが理

由の一つがここにあります。 
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逆に、地域づくりが進まない中で支援しようとするとどうなるのでしょうか。包括的な支援の対象者

には複雑化・複合化した課題を抱える人が少なくありません。こうしたケースは、しばしば「困難事例」

と呼ばれ行政の既存の制度や専門職による関わりだけでは対応が難しい場合もあります。 

地域づくりがないまま「断らない」ことを前提にした相談体制だけが走り出せば、現場は「対応でき

ない」「こういうケースは無理」となるか、担当チームが行き詰ってしまいます。困難な事例は、経験豊

かな専門職でも困難なものであり、少しでも出口に向けた光が差すように地域に選択肢を求めるこ

とは必要です。現実的に考えると包括的な支援を実現するには地域が必要ですし、したがって、個別

支援と地域づくりは包括的な支援体制の整備における両輪なのです。 

（２）「生きていくことを支える」ためになぜ地域が大切なのか  

① 欠乏への補填ではなく、本人の強みにアプローチする支援 

ただ、この説明だと地域は個別支援における課題解決のための単なる「資源」になってしまいます。

「行政・専門職では手が足りないから資源リストから役に立ちそうなものを探そう」と言っているよう

に聞こえるかもしれません。もう少し「個別支援」における支援の包括性の意味を考えてみましょう。 

前頁で包括的な支援を「生きていくことへの支援」と位置付けました。対象者の物理的な欠乏をサ

ービスで補填するだけでなく、対象者が地域の中で人とのつながりを保ちながら自分で自分のこと

を決める自律的な生活を支えるのが「包括的な支援」です。対象者の主訴、例えば介護負担が厳し

い、障害で外出することが難しい、誰とも話すことがなく孤独といった「課題」に、介護保険や障害者

自立支援制度をつなぐ、あるいは居場所を紹介することだけでは包括的な支援とはいえません。 
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資料）資料：久留米市資料を三菱UFJ リサーチ＆コンサルティングが一部改変 

「生きていくことを支える」ためには、その人の「強み」に着眼し、本人の「興味・関心」、「願い」、「暮

らしのあり方」に焦点をあて、エンパワーする支援が必要になります。エンパワーする場合は、その人

の強みを生かせたり、意欲がわく活動や場所、人が必要です。そういった多様性を平均的なニーズ

にあわせて作られた制度の中に見出すことはできません。その対象者に関わるための「関わりしろ」

は、人々の営みの中にこそ見つけられます。だからこそ人と人のつながりが大切なのです。 

久留米市では、専門職が得意な領域としての「できないを解消する」フォーマルロードと、非専門

職が得意とする「したいを叶える」インフォーマルロードの二車線を行き来しながら支援する「叶え合

う支援」を進めています（前頁図及び下記コラム参照）。久留米市の取組は、まさに「生きていくことを

支えるための支援」といえるでしょう。 

【コラム】 久留米市 「願い」を「叶え合う支援」と「気にかけ力」の向上 

久留米市では、フォーマルとインフォーマルの 2 車線の支援のあり方を実現するための考え方として「叶え

合う支援」の実装に取り組んでいます。当事者の課題解決だけでなく「願いを叶える」という面にフォーカス。

さらに「合う支援」として、支える側と支えられる側に分かれない関係性も大切にしています。 

「叶え合う支援」の一環として、課題を抱える人が一歩を踏み出すための希望の実現に市内の企業も一緒に

関わってもらうプロジェクトを展開しています。その一つが「企業教室」。社員の趣味や特技を誰かの願いを

叶えるために生かしてもらいます。これを業務時間に行ってもらうことで企業としての地域への関わりと位

置付けています。この理念に共感してくれた「久留米ガス株式会社」が協力を買って出てくれました。 

マラソン大会出場という目標ができた引きこもり気味の若者に対して、河川敷のサイクルロードに給水所を

設けた模擬コースでの練習会を開催。母親の心の状態を心配した女児がケーキを作ってあげたいという願い

に料理教室。男児のキャッチボールがしたいという願いに社員を始め多くの人が集まって小さな野球大会を

開催。タロット占いで人にアドバイスがしたいという女性の願いを叶える「占いの館」を 1 日限定で社内に設

置。願いや希望を叶える過程を共に経ていくことで、本人の意欲や自己肯定感に変化が生まれ、後に課題に

も向き合えたり、そうでなくとも周りの誰かが変化の兆しに気づけたりするといった変化が生じていきます。 

企業内の職員にも変化がみられるようになります。企業教室の取組を知った社員の一人が、窓口担当者に

自分の家族の課題を打ち明けてくれたことで新たな個別支援につながることになりました。他者への支援を

通じて、生活課題が我が事になるなど社員の「気にかけ力」の高まりは顕著です。 

この取り組みは、「２車線の図」（前頁）の右車線から分岐している部分になります。多様な主体の「関わりし

ろ」を作るプロジェクトという位置づけです。その際に大切なのは「企業の主体性」。願いにフォーカスした関

わりで「誰もが楽しみながら関われる」設計したことやプロジェクトの目指すものや地域の姿を共有してきた

ことが成功のポイントといえるでしょう。 
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② 地域は専門職にはとらえきれない「入口」を教えてくれることがある 

また、個別支援では「課題の捉え直し」が功を奏する場面もあります。専門職から見ると正しいと

思える課題設定が、当事者にとってはピンとこない場合や、その段階では本人が触れてほしくない課

題へのアプローチとなっていることもあります。特に、複雑化・複合化したケースでは、課題に対する

直接的なアプローチでは本人の気持ちに届かないことがあります。 

ところが、一見すると元の課題設定とは関係がなさそうに見える側面からアプローチしたら（課題

が解決するわけではないですが）、当事者の気持ちや姿勢に変化が生じるということもあります。目

に見えやすい「正面玄関」の課題から支援しても鍵がかかっていて呼び出しベルを押しても反応が

ないけれど、家の裏手に回ってみたら、勝手口の扉は鍵がかかっていないというイメージです。 

たとえば、４０代の閉じこもりの男性の母親からの相談ケース。閉じこもりの解消に向け本人が関

心を持ちそうな場所を探しますが、なかなか男性の心は動かない。ところがよくケースを理解すると、

男性は自分のペースでそれなりにうまく生活をしており、実は母親の心配がやや過剰で、そのことが

親子関係に悪循環をもたらしているとします。この場合、息子の閉じこもりという課題設定を捉え直

し、母親の興味・関心にも注目しアプローチして母親のストレスを軽減することで、親子関係に好循

環が生まれ、息子の行動が好転する場合があります。そうであれば必要なのは母親の興味・関心か

らのアプローチが必要になるわけです。 

こうした「課題の捉え直し」、「視点替え」のようなプロセスは、課題解決への最短距離となる入口か

らではなく、対象者の「引っ掛かる」ポイントからのアプローチが必要になります。専門職だけで議論

するよりも、地域の非専門職の人たちの様々な「関わりしろ」からアプローチした方が気づきも広がる

でしょう。このように包括的な支援においては、人と人のつながりが重要になるのです。 

③ 「気にかけ力」を発揮できる住民やグループが増えることを目指す 

「地域」はビジネス、趣味、余暇、文化、表現、自治など住民の営みの結果として浮かび上がるもの

で、活動の内容も規模もそれぞれであり、その全体像を正確に描写することはできません。しかし、

ひとつひとつの取組に人々が関わり合いながら活動をしており、程度の差はあっても参加者同士に

は親密性があり、お互いを気にかける存在として一緒に行動している点は共通しています。 

こうした気にかけあうような「人の塊」が多層的に存在し、複雑に組み合わさっているのが「地域」

であり、福祉行政にとっては主たるフィールドであると同時に、対象者への支援において大きな助け

になっています。なぜなら、地域が多層的になればなるほど、誰もがどこかの「人の塊」に関わる可能

性が高くなるからです。つまり、「近くにいる人の変化や異変に気が付く」「他人を気にかける」あるい
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は「隣のだれかに手を差し伸べる」ような「関わりしろ」がずっと増えるのです。こうした「気にかけ力」

が「制度の隙間」や「人と人のつながりの隙間」を埋める上で大切になるのです。 

 

そして、地域のこのメッシュ（網の目）をできるだけ細かくして重ねていくことで、ひとつひとつの取

組や人のつながりが小さくても、誰ひとりとして「底」に抜け落ちない地域になるのです。福祉行政が、

地域の活動の層をすべて用意することはできませんが、「気にかけ力」を地域の営みの中に植え込ん

でいくことは、福祉行政の目指すべき方向性といえます。 

④ 福祉行政の視界を広げる 

一方、行政も地域の人のつながりを作る取組を「地域づくり」に政策として取り組んできました。子

育てサロンや障がい者の当事者グループの活動、高齢者による介護予防のための体操教室やサロ

ンなどです。高齢者の住民主体の通いの場は全国で 10 万か所を超えるといわれています2。確かに、
こうした居場所が地域のセーフティネットとしての役割を果たしたことは事実です。 

しかし、すべての住民が行政の支援している通いの場に関心を持つわけではありません。ご近所

とのお付き合いはほどほどにしたいという人もいますし、実際に行政が支援する場所とは全く関係の

ないカフェや雑貨屋さんがその人によっての「地域や人とのつながりの場」になっていることもありま

す。行政が企画して支援する地域活動は、どうしても最大公約数的な活動になりやすいものです。し

かし住民の自発性に基づく活動は、自然に多様性を帯びてきます。 

行政が支援している場は、地域全体のごく一部に過ぎないということ、そして、行政の支援がない

場所でも、その場所にいる住民同士が「気にかけ力」を発揮して支え合っていること、それこそが包

括的な支援が求めている地域の姿であるということを認識することが大切になります。 

 
2 令和４年度 介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施状況（令和４年度実施
分）に関する調査結果 
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（３）福祉行政からみた２つの「地域づくり」への関わり方 

では、こうした多層的な地域に対して福祉行政はどうかかわっていけばよいのでしょうか。本ガイ

ドブックでは、大きく２つの関わり方をご紹介します。「個別支援のための地域への働きかけ」と、「地

域そのものへの働きかけ」です。 

 

① 個別支援を起点とした地域への働きかけ 

個別支援は、福祉行政及び専門職の中核的業務です。生活課題を抱えている特定の個人に対し

て、ソーシャルワーカーとして伴走し、協働しながら課題に向き合います。ソーシャルワークの過程で

は制度適用だけでなく「参加支援」が重要になります。 
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例えば、「ひきこもり」は、制度の適用だけでは解消しない課題です。対象者が日常的につながる

場所や人が必要ですが、何らかの居場所につなぐにしても、その場所が本人にとって興味・関心の持

てる場所なのか、楽しい場所なのかという問題が常にあります。一方で地域は、特定の対象者のた

めに活動をしているわけではありませんので、福祉行政側が住民に特定の対象者のための支援を

地域に突然依頼するのは無理があります。そこで、個別支援を起点に地域に関わる際には、地域に

おける①人々の営みを知り、②信頼関係を作り、③協働するというプロセスが必要になります。こう

した「つながっていく過程」において「対象者と地域の人々のつながりを支援することは、まさに「個別

支援を起点とした地域への関わり」であり、福祉行政としての地域への関わり方の中心的なアプロー

チといえます。 

また、参加支援の過程で地域の多様な人達と協働し、対象者を支援していくことで地域側も変化

する可能性があります。個別支援を起点とした関わりは、対象者個人を中心点に地域内の様々な特

定の場所や人に線を引くような形で広がっていきます。その結果、その対象者に関わった地域の

人々も、生活課題を抱えている人の存在を知り、他者に対する「気にかけ力」を獲得していきます。 

② 地域そのものへの働きかけ 

一方、地域そのものへの「育ち支援」も求められています。包括的な支援体制の整備において「地

域づくり」が大切と言われますが、冒頭にも触れたように地域は多様な営みで作られている以上、福

祉行政が地域づくりのすべてに関わることは実態からもかけ離れています。それでも福祉行政が地

域住民にとって住みやすい地域づくりに貢献することはできますし、そうした努力は長期的には地域

住民の生活課題の複雑化・複合化の予防にもつながります。 

ここで福祉行政が貢献できる地域への関わりは主に「活動の層を増やす／強くする」「気にかけ力

を高める」「活動を結びつける」の３つがあります。「活動の層を増やす／強くする」は、既存の活動を

側面的に支援することで活動の量的・面的な広がりを支えたり、活動の継続が難しくなっている団体

等に支援を行うものです。 

「気にかけ力を高める」観点からは、既存の活動団体に福祉行政として新しい視点や気づきを促

すという関わり方があります。住民活動は、それぞれの目的をもって活動が行われていますが、その

活動に「他者を気にかける力」を持ってもらうための関わりです。そして「活動を結び付ける」側面か

らは、団体・グループ間のつなぎ役となり、それぞれの団体の力を引き上げたり、新しい気づきをもた

らすなどの貢献が考えられます。 

なお、この図が示しているのは、福祉行政が地域関わっていく際の出発点の違いを示しているに

過ぎません。個別支援を入口に地域のグループと関わることがあって、その後の関係性から団体を

積極的に応援して地域を豊かにする働きかけとなることもあるでしょうし、地域を豊かにするための
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働きかけの中で出会った人や場所が最終的に個別支援に活かされることもあるでしょう。（具体的な

動き方については、＜現場実践編＞を参照してください）  
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２．＜現場実践編＞ 

包括的な支援体制に向けて福祉行政はどう地域に働きかけるか？ 

（１） 個別支援を起点に地域にどう働きかけるか？ 

ここからは「個別支援のために地域に働きかける」福祉行政の担当者がどのように「地域」に関わ

っていくべきか、その実践を考えていきましょう。個別支援に従事している専門職が地域にアクセス

する際は、普通の住民が地域に関わるのとは事情が違います。このガイドブックでは地域への関わり

の実践を、大きく３つの段階に分けています。 

―「人々の営みを知る」 
―「信頼関係をつくる」 
―「協働する」  
 
これら３つの段階は、連続的であったり重なって同時に進む場合もありますが、個別支援を起

点として地域に関わる際には大切なポイントです。 

① 人々の営みをを知る 

まず、第一段階は「人々の営みを知る」ことです。地域は人と人のつながりだと定義していましたが、

人と人のつながりを知るということは、言い換えれば、人々の営みを知ることといえます。ただし、そ

れは事業や団体名を知ることではなく、地域の「ヒト・トコ・コト」（人・所・事）を知るということです。制

度や事業とは違い、人々の営みは、そこに参加している住民でなければ認識できないものも多数あ

ります。決まった曜日に公園に集まってラジオ体操する人達も、オンラインゲームを楽しみに自然発

生的に公園に集まる人たちもいずれも人々の営みの姿です。 

民間企業の営みも、人々の営みです。地域の保育園や介護サービス事業者が本来業務とは別に

地域住民と関わっていることもよくあります。事業者がバザーやマルシェを開いてそこに地域の人が

集まっているといったことや、事業所内の空きスペースに住民が出入りして小さな顔見知りのコミュ

ニティーができていることもあるでしょう。福祉とは関係のないカフェや雑貨店の空きスペースで定

期的にワークショップをしている、相談会が開かれている、イベントが行われているといったこともあ

ります。 

こうした活動は福祉行政側からみれば、特に対象者一人一人の個別性に基づいた参加支援にお

いて、とても大切な場所となります。これらの（行政から見ると「隠れた」）地域活動を知るためには、

まず街に出ていく、地域見学が第一歩になります。もちろん、闇雲に地域を歩いても、それが何かの

役に立つかどうかの想像力がなければ、地域の力を認識することはできません。人々の営みを知る

＜現場実践編＞ 
包括的な支援体制に向けて福祉行政はどう地域に働きかけるか？ 
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ことで「これはあの人に向いているかも」「この活動なら関心を持ってくれるかも」といったことに気づ

く「目利き能力」も福祉行政側には求められます。 

そして何よりもこうした「目利き」能力は、日常的に個別支援に従事していることで獲得する側面が

大きいと思います。個別性の高い個々の対象者の困りごとや、嗜好、生活のスタイル、得意なことの

記憶がソーシャルワーカーの引き出しにたくさん入っているほど、多様な地域の活動を見たときに「あ、

これはいいかも（使えるも）」と思えるのであって、決して普遍的に福祉行政に活用できる地域資源

が存在するわけではありません。 

こうした能力は多様な地域の場や人を発掘・発見するコーディネーター3に求められる資質でもあ

りますが、たくさんの地域の営みと触れながら事後的に獲得していく技術でもあります。また自分自

身が目利きでなくても、地域の「目利きさん」を通じて把握していくことも一つの方法です。 

② 信頼関係を作る 

協働にむけては相互の信頼関係を作ることも大切です。福祉行政や専門職から見ると参加支援

につながる魅力的な地域「資源」に見えても、地域で活動する住民は、それぞれ自分たちの自発性の

基づき「好きなことを」しているわけで、「資源」という認識はありません（そういわれたくもないかもし

れません）。地域住民は福祉行政の依頼を待っているわけでもありません。そのような地域の活動に

行政がいきなり何かを依頼すると唐突な印象を与えますし、なにより地域側から見ると「都合のいい

ときだけ頼みに来る」という感覚を持たれる可能性もあります。 

行政側の職員やコーディネーターは、まず何かをお願いしたり相談する前に、自らの名前を憶えて

もらい、その場所への出入りを通して相手先との信頼関係を作ることが大切です。世間話ができる

ような関係までもっていくこと、活動をよく理解するため SNS などでもつながってみる、活動の背景
や目的、価値観などを活動を行っている活動当事者の目線で理解すると、様々な段階があると思い

ます。また、ここで意図する関係性は「見守り協定」を締結するとか、「地域の見守りステッカー」を貼

ってもらうというような外形的な関係性の構築を言っているわけではなく、より率直に対話できる、相

互に信頼できる関係性を作ることです。 

ここまで整理した「人々の営みにを知る」「相互の信頼関係をつくる」というプロセスを踏まえると、

一般的に地域づくりでよく言われる「地域資源の把握」というプロセスとは少し印象が違うと思いま

す。単に地域資源マップを網羅的に把握して完成させることではないということがおわかりいただけ

 
3 ここでは特にコーディネーターの名称を特定しませんが、地域づくりにはすでに各分野で多様
なコーディネーターが配置されています。また重層的支援体制整備事業にも参加支援事業の中で
コーディネーターを配置している場合もあります。ここでは、地域と個別支援をつなぐ役割を担
っているすべての関係者と考えてください。 
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ると思います。福祉行政が地域づくりに関わる際に大切なのは、「協働できるような信頼関係のある

場所や人を地域の中でどれだけ知っているか」という視点なのです。 

③ 協働する 

地域の場所や人との信頼関係がつくれれば個別支援での協働が始まることがあります。具体的な

協働のイメージは、すでに参加支援の具体例やガイドブックが示されているのでここでは詳細は省き

ます4。 

現実には個々の支援の場面において、十分な関係性がなくてもうまく機能する場合もあれば、ど

れだけ日常的な関係性があってもうまく協働できない場合もあるでしょう。相手のあることですし、対

象者の意向も大きい以上、確実性のある協働は難しいでしょう。解決策を決め打ちしないで、関係性

のできている場所や人に相談を持ち掛ける形で関わるのがよいでしょう。 

 
資料）地域の社会資源を活用した参加支援の取組例（厚生労働省「重層的支援体制整備事業における社会参加に向けた支

援について」） 
 

また協働は、個別支援の中で人々も営みと接続するという観点に限定されません。次項の「地域

 
4 「重層的支援体制整備事業『参加支援』推進のための手引き」厚生労働省令和 3年度社会福祉
推進事業、重層的支援体制整備事業の促進に向けた多様な分野と連携した参加支援の在り方に関
する調査研究事業、株式会社Ridilover https://www.mhlw.go.jp/content/sankashien_tebiki.pdf 
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そのものへの働きかけ」でも解説するように、地域の場や人に「気づきの力」を持ってもらうことや、

場や人のネットワークづくりなども福祉行政による地域づくりに欠かせない機能です。類似の活動を

している団体を紹介したり、全く異なる活動をしていても、運営の考え方や価値観などに共通点があ

るのであれば引き合わせるといった協力関係もあるでしょう。またそうした場の参加者の中に生活課

題を抱ええる人がいて、その場所の運営者も悩んでいる場合もあります。そうした場合にも、相互に

相談しあえる状態、それが協働できる状態といえます。いずれにせよ、福祉行政と地域は、Win-Win
の関係を維持することが大切なのです。 

（２）地域そのものへの働きかけ～中長期のアプローチ 

私たちの地域づくりには、個別の対象者に合った場所をその都度探すだけでなく、より長期的な視

点から、人のつながりの豊かな地域社会を積み上げていく努力も求められています。こうした取組は、

結果的に住民を孤立させない地域を作っていきますし、人のつながりの強い地域社会は、専門職が

いなくても住民間のつながりで多くの生活課題を解消・緩和していく力を持っています。そして、その

ことは生活課題を複雑化・複合化させない予防的な機能を持っていると言い換えることもできます。 

ただし、地域づくりは広範囲にわたる住民の日々の営みそのものでもあり、「福祉行政が創る」も

のでは決してありません。福祉行政ができるのは、住民の主体性、当事者性の中で作り出される住

民自治の一側面に対して、福祉の視点から「気づき」や「情報」を提供できるだけです。 

また、こうした地域そのものへの働きかけは、福祉行政に特有の業務ではありません。むしろ、地

域を豊かにする取組は、環境や教育の関連団体や、まちづくり協議会など、福祉とは異なる領域の団

体や活動が中心になっている場合の方が圧倒的に多いという点に留意しましょう。この点は、個別支

援が原則として福祉行政と専門職を起点に行われるのとは決定的に異なります。 

① 活動の層を増やす／強くする 

福祉行政の地域づくりの関わり方として、最もイメージしやすいのは、地域の活動の種類や拠点を

増やすような、言ってみれば量的な側面での多層性を高めるような働きかけです。すでにこうした取

組は、行政の政策としても長年にわたって取り組まれてきました。自然な状態ではコミュニティが形

成されにくい、あるいは技術的にサポートした方がうまくいく活動は、福祉行政が積極的に支援をし

てきました。 

例えば、介護予防に効果の高い体操教室の多くは、最終的に住民が運営していますが、立ち上げ

時の行政からの技術的なサポートによってより効果が高い活動になりました。子ども食堂や地域食

堂の運営において、未利用食材の寄付を一括して行政が募るといった方法で地域食堂の広がりを

支援しています。こうした取組は、行政の強みを生かしたものですし、面的に地域の活動を支援する

うえで効果的でしょう。 
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また運営面で課題を抱えている団体への支援も有効です。広報面での支援や、補助金の紹介な

どの資金面での支援、場所の提供や紹介なども行われています。また行政として迅速に問い合わせ

に対応する、イベント会場での準備などで一緒に汗をかくといった地道な支援は、単に団体を支える

だけでなく、信頼関係の構築にも大きく影響します。 

ただし、こうした関わりで地域の多層性を高められるのは、行政側の人的資源に限度があることか

ら、その範囲は限られたものになります。いうまでもなく、「考え方編」で触れたように、地域の多層性

は、行政の視界に入っている活動以外の部分が大半を占め、そうした住民自治の中で行われる活動

こそが重要です。福祉行政における地域づくりが、層を増やす活動に限定されるのは決して好ましい

い状態ではありません。行政が関わることに強みがある部分に絞り込んだ取組が重要です。 

② 地域活動の「気にかけ力」を高めるための働きかけ 

地域で活動をしている人たちの「気にかけ力」を高めることも、地域を豊かにする大切な福祉行政

の貢献です。地域の活動は、自分たちの楽しみや、ごみ問題や治安、文化の継承というように、それ

ぞれの「私的」な目的をもって活動していますので、「誰かを支えよう」といった福祉的な目的をはじ

めから持っていることは極めて稀です。地域の活動は、楽しい、一緒に頑張りたい、同じ志をもって

いる―といった「引っ掛かり」あるいは「接点」のようなものがあればこそ、他人同士で協働している

わけです。こうした「私的」な活動が、ある段階で「公共的な」性質を帯びることがあります。 

公共的な性質とは、自分たちの活動の目的とは別に、その活動に参加している人やその周辺にい

る人が困っていることに気づき、そこに何らかの形で配慮したり、自分たちの活動をそうした支援を

必要する人たちのために活用するといった方向に転換するという意味です。そうした公共性を持つ

方向に活動が少しでも動いた時、その活動グループの他者への「気にかけ力」が高まったと考えるこ

とができます。 

「気にかけ力」が高まることの目的は、決して「最終的には福祉のサービス提供者になってもらう」

というものではありません。自分たちの半径数メートルにいる一緒に活動している他者に少しだけ配

慮するような「気にかけ力」が高まり、そのような人の集まりが地域に増えていくと、「人とひとのつな

がりを基盤としたセーフティネット」としての個々の活動がよりそのキャッチできる範囲を広げ、メッシ

ュの目が詰まっていくイメージです。 

そのためには、具体的な実例を持ち込み、実はあなたの周辺で一緒に活動している人の中にも、

こういう困りごとや悩みを抱えている人がいるということを気づいてもらうこと、そのために情報を提

供すること、など多様な方法で気づきの契機を提供することができます。「気にかけ力」を高める方法

は、地域に中に形成される地域団体のプラットフォームの中でも実現できますし、研修会や、各種団

体のイベントなどに参加させてもらって伝えていくなど、面的な働きかけでも可能です。ここでは「地
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域そのものへの働きかけ」の文脈で説明していますが、個別支援を起点に働きかける場合であって

も、協働先となった地域の人々が「こういうことで困っている人がいたんだ」と気が付くことで、その

後の「気にかけ力」が向上していきます。 

こうした地域への貢献は、福祉行政が必ず中心にならなければならないということではありません。

社会福祉協議会でもまちづくり協議会でも、NPO 団体でも、それぞれの地域で多様な主体が取り
組んでいるように、誰が担うかは地域の状況によるでしょう。しかし地域がよりセーフティネットとして

の機能を高めようと考えるのであれば、「気にかけ力」を高める仕掛けは地域のどこかに必要となる

はずです。 

③ それぞれの地域活動を結び付ける 

もう一つ、地域づくりへの働きかけとして「結びつける」働きがあります。よく似た活動をしている団

体同士は地域の中で比較的容易に認知することができますが、一方でスポーツ活動をしているグル

ープが、高齢者の支援をしているグループとつながるには、何かきかっけが必要です。取組の異なる

団体同士がつながると、それぞれの団体にとってＷｉｎ－Ｗｉｎな状態が生まれるような化学反応が起

こることがあります。 

例えば、東京都豊島区で行われている「としま会議」は、地域で面白い活動をしている人を数人招

聘して自分の活動を話してもらうことで、地域で同じ関心や興味を持ってくれる人をつなぐ場として

機能しています。また、鎌倉市を拠点に活動する面白法人カヤックの「Kamakon（カマコン＝鎌魂）」
は、地域をよくしたい、面白いことをしたいと考える人達が集まりブレストを繰り返す取組を行い、新

しい化学反応を追求しています。こうしたプラットフォームづくりも、必ずしも行政が行う必要はない

ものの、地域活動を結び付ける働きかける取組として有意義です。 

明確なネットワークを形成しなくても、団体同士が集まる場所をつくり「まぜあわせる」だけで、新し

い化学反応が起こるかもしれません。こうしたプラットフォームで、生活課題を抱えている人たちの存

在を共有することによって地域活動の「気にかけ力」を高める効果も期待されます。 

（３） 並走する「個別支援起点」と「地域そのものへの働きかけ」 

この現場実践編では、地域づくりへの関わり方として、「個別支援を起点とした地域への関わり」と

そのための３つの段階を説明しました。そして、もう一つの関わり方として「地域そのものへの関わり」

について３つの関わりの視点を説明してきました。 

こうした機能は、別々に排他的に、また単発で発揮されるわけではありません。福祉行政としてい

ずれかを選択するという種類の概念でもありません。両アプローチは、現実の福祉行政においては、

取組の時間軸の違いでもあり、同時並行的に発生していますし、同時に進めていなければならない



144 
 

取組です。地域そのものへの関わりは、長期的な取組の蓄積によって成果が地域に浮かび上がって

きます。一方で、個別支援を起点とした関わりは、関係者が明確であることもあり、比較的短期間で

変化や成果が生まれてくることがあります。  
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３．＜環境整備編＞地域に働きかけるための組織のあり方 

 

（１） 行政の福祉部門に組織として求められること～管理職へのメッセージ 

地域づくりの実践に向けてに向けて、福祉行政はどような組織マネジメントが求められているので

しょうか。最後の環境整備編では、特に福祉行政が組織として「地域づくり」にうまく関わっていくた

めの環境整備のあり方について、特に管理職へのメッセージを残したいと思います。 

① 地域づくりにおける「越境」「寄り道」「はみだし」 

地域づくりの過程には「越境」、「寄り道」、「はみだし」がつきものです。本研究事業における「分野

横断」も、全対象者に使える地域資源を分野横断で意図的に作るという意味ではなく、「結果的に分

野横断している」という状態を想定しています。本籍地は子ども・子育て支援だったけど、気が付い

たら現住所地は高齢者支援になっていたという状態です。常に本籍地の分野に住み続けるコーディ

ネーターでは幅広い人々の営みを知り、目利きになるための経験を積むことはできません。 

しかし、同時に行政の管理職層としてはどうしても「事務所掌」に目が行き、「越境」や「はみだし」に

消極的になってしまう場面がでてきます。例えば、今後の参加支援の助けになるかもしれないという

ことでミニ四駆のレース会場を覗いてみるといったコーディネーターの行動も、「地域づくり担当の業

務というよりは職員個人の趣味ではないか」という外部からの批判が頭をよぎります。財源の特性に

こだわりすぎるあまり、コーディネーター活動が「本籍地」に限定され、他分野への越境が制限される

かもしれません。 

地域づくりにおける「越境」、「寄り道」、「はみだし」は、最終的な目的があってこそ正当化されます。

周囲の理解を得るためには、地域資源マップができたとか、資源が増えたというだけでは不十分で

あり、「地域の人々の営みが個別支援に活かされている実績」を積み上げ見せていくことが大切にな

ります。地域づくりに関わっていくにあたって管理職がこうした「腹をくくった」マネジメントを行ってい

くためには、福祉行政の管理職が「いま取り組んでいる業務が、最終的にどういう形で包括的な支援

に役立つ」のかについて明確な目的意識とビジョンを持っていることが大切です。 

実際には目の前の地域活動が個別支援で誰かの役にたつかどうかは予測困難です。まさかと思

う活動が個別支援に活かされることもあるなど、専門職の予想を乗り越えてくるのが現場の常だか

らです。地域を豊かにする取組が何年か先の誰かの生活課題を予防するかどうかも誰にもわかりま

せん。だからこそ、福祉行政としてどこに重点をおいて取り組むのか、どこに働きかけていくのか、そ

の最終判断を行うのが福祉行政を預かる管理職の役割といえます。そうした腹をくくった判断は、現

＜環境整備編＞ 
地域に働きかけるための組織のあり方 
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場のソーシャルワーカーやコーディネーターにとって力強い「支援者支援」になるとという点を強調し

ておきたいと思います。 

② 現場での「それ、行く必要ある？」は禁句 

また、「越境」、「寄り道」、「はみだし」を受け入れる職場の雰囲気づくりも大切です。積極的に現場

に出ていく職員にとって最も辛いことは、正解が分からない中で地域の人々の営みを知り、信頼関

係を作ろうと試行錯誤している時に、組織の上司や周囲から「それ、行く必要ある？」「それ、うちの

業務？」というような言葉をかけられることです。「あの人、なんで関係ない場所ばっかり見に行って

るの」というような周囲の理解が得られない雰囲気を職場に作らないようにすることが求められます。 

積極的に「地域内放浪」する人が組織の中で「浮かない」ようにするには、例えばコーディネーター

業務の委託仕様書に「業務時間の一定割合の時間は、必ず、通常業務の範囲外の地域関係者との

コミュニケーションをとる活動に費やすこと」を明記するといった方法や、業務時間の中に余白となる

時間を意図的につくるように業務の配分を変えるなどの方法があります。 

コーディネーター業務は、役所の外で地域の関係者をつなぐことである以上、こうした所管に縛ら

れた指示によって行動範囲が狭くならないようマネジメント職は十分に配慮する必要があります。ま

た、こうした「行政の堅い掟」と「民間の柔軟性」をつなぐ必要性があるからこそ、中間の触媒としてコ

ーディネーターが存在していると考えてみるとよいでしょう。 

③ 人材育成 

管理職にせよ現場の最前線にいるソーシャルワーカー・コーディネーターにせよ、最初から地域へ

の関わりがうまくできるものでもないでしょう。地域との関わりは、相手のあることですし、それもその

相手は様々に前提や考え方の違う人たちの集まりです。基本的なコミュニケーションスキルを身に着

けることに加え、場面や相手、関係性の段階にあった関わり方を身に着けていく必要があります。む

しろそうした技術は、スキルではなく、ソーシャルワークにおける技術のように、アートと称される種類

のものでしょう。 

また、人材育成は最前線の現場での経験の積み上げによる部分も大きいと思いますが、あわせて

都道府県や近隣市町村で同じ立場で働く専門職との交流も大切な意味をもっています。特に地域

づくりに関わるコーディネーターには常に越境の可能性があることから、同一職種内の研修だけでな

く、他業界の類似職との交流にも大きな意味があります。介護領域の生活支援コーディネーター、認

知症地域支援推進員、地域福祉領域における地域福祉コーディネーターをはじめ、地域おこし協力

隊など、多様な職種のかさなりしろを意識した研修などは、広域行政においても、また当該市町村内

においても効果的です。 
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（２）事業も財源も「分野横断できる」ことを知る 

ここまでで、私たち福祉行政が目指す地域づくりが、その目的を果たしていこうとすると、結果的

に取組が分野を横断することがあることを理解していただけたと思います。他方、行政の事業の区分

や財源についてもこうした結果的に分野横断する取組に対して親和性のある改正が様々な部分で

行われています。社会福祉法の改正以降、地域づくりに資する事業については分野を越えて一体的

に実施できること、また費用の面では、支援が一体的に実施される場合は按分が必要がなく補助金

の目的外利用にもならないことなどが通知されています。 

 

① 地域支援事業実施要綱も分野横断を後押し 

令和 6 年８月の地域支援事業実施要綱・ガイドラインの改正は、こうした分野横断的な取組をこれ
まで以上に明確に後押しする内容となっています。（生活支援コーディネーターによる他分野へのは

みだしが、改正以前から推奨されていた点については誤解がないように書き添えておきます。）例え

ば、生活支援コーディネーターについても、他分野の対象者への支援に資する活動に参画していくこ

とや、他分野の多様な主体と協働することを求めています。 

【地域支援事業実施要綱改正における追記部分（下線部分）】 住民主体による支援などの多様な支

援を推進するためには、高齢者施策にとどまらず、地域づくりの観点から、高齢者施策以外の市町村

内の担当部門、地域内の関係団体との連携を視野に入れ、様々な分野の多様な主体を巻き込んで

取組を進めていくこと（が望ましい※改正で削除）。したがって、生活支援コーディネーター（地域支え合い

推進員）が行うコーディネート業務を通じて創出等される地域での活動は、例えば、多世代交流の場

社会福祉法第106条の2 ※平成29年改正により新設

（地域子育て支援拠点事業等を経営する者の責務）

社会福祉を目的とする事業を経営する者のうち、次に掲げる事
業を行うもの（市町村の委託を受けてこれらの事業を行う者を
含む。）は、当該事業を行うに当たり自らがその解決に資する
支援を行うことが困難な地域生活課題を把握したときは、当該
地域生活課題を抱える地域住民の心身の状況、その置かれてい
る環境その他の事情を勘案し、支援関係機関による支援の必要
性を検討するよう努めるとともに、必要があると認めるときは、
支援関係機関に対し、当該地域生活課題の解決に資する支援を
求めるよう努めなければならない。

一 児童福祉法第六条の三第六項に規定する地域子育て支援拠
点事業又は同法第十条の二第二項に規定するこども家庭セ
ンターが行う同項に規定する支援に係る事業若しくは母子
保健法（昭和四十年法律第百四十一号）第二十二条第一項
に規定する事業

二 介護保険法第百十五条の四十五第二項第一号に掲げる事業
三 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律第七十七条第一項第三号に掲げる事業

四 子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第
五十九条第一号に掲げる事業

ー 相談支援 ー ー 地域づくり ー
「地域づくりに資する事業の一体的な実施について」
（平成29 年３月31 日課長通知）
１地域づくりに資する事業の一体的実施について
介護保険制度の地域支援事業、障害者総合支援制度の地域生活支
援事業、子ども・子育て支援制度の地域子育て支援拠点事業、健
康増進法に基づく健康増進事業などの地域づくりに資する事業に
ついて、市区町村は、事業の効果、効率性や対象者の生活の質を
高めるために、複数の事業を連携して一体的に実施することがで
きる。この場合において、一の事業を担当する職員が、他方の事
業の対象者に対し支援を提供することを妨げない。

２費用の計上について
市区町村が地域づくりに資する事業のうち、複数のものを連携し
て一体的に実施する場合は、その実施に要する総費用を事業間で
合理的な方法により按分することができる。なお、合理的な方法
の例としては、以下の①や②が挙げられるが、これ以外の方法で
も市区町村の実情に応じて設定することができる。ただし、同一
の費用を複数の事業で重複して計上することがないようにする必
要がある。
～（中略）～
ただし、例えば、通いの場としての性質から、主に高齢者が利用
する場を、一部、子どもやその保護者、障害者などの利用に供す
る場合や、高齢者への相談支援を行う一環として世帯全体の課題
を把握するため、高齢者以外の者への支援を行う場合など、支援
全体が主たる目的の事業の一環として提供される場合には、按分
の必要はなく、主たる目的の事業に要する費用として、総費用を
計上する。この場合、補助金等の目的外利用とはならない。

出典）社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）
出典）厚生労働省「地域づくりに資する事業の一体的な実施について」（平成29 年３月
31 日課長通知），https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-
Seisakutoukatsukan/0000184513.pdf（2024/11/8参照）
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など、高齢者の支援のみならず、その結果として、多様な世代の支援に資することも想定さ れるもの

である5。 

また、総合事業における多様なサービス・活動における委託や補助の方法についても、その支援

対象は、総合事業の制度上の直接的な支援対象に限定されず、事業の目的を達成するための附随

的な活動と判断する場合は、他分野の対象者に対するサービス提供も含めて補助の対象とできるこ

ととがこれまで以上に明確に示されました。 

 
出典）厚生労働省「令和６年度地域支援事業実施要綱等改正の概要」 

② 厚生労働省による他分野との連携通知 

厚生労働省からも、令和３年以降、他分野との積極的な連携を促進するため、福祉行政の内外の

諸制度との連携の必要性について通知を発出しています（下図の通り）。なお、厚生労働省のこれら

の通知は、重層的支援体制整備事業の実施における連携の位置づけで整理されていますが、重層

的支援体制整備事業を実施せずに包括的な支援体制の整備を進める自治体にも広く適用されるも

のであることに留意してください。 

この点については、本ガイドブックも同様で、このガイドブックで取り扱った包括的な支援体制の

整備は、重層的支援体制整備事業を実施していない自治体も含め、すべての市町村の努力義務で

あることから、どの地域においても「地域づくり」への関わりが必要になります。 

 
5 地域支援事業実施要綱の「２生活支援体制整備事業」「（３）実施内容」「カ留意事項」「（エ） 
の項において、従来は「様々な分野の多様な主体を巻き込んで取組を進めていくことが望まし
い」ととされていた表現も文末が「取組を進めていくこと」に改められた。 
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おわりに 

このガイドブックでは、福祉行政の領域で地域づくりに関わる職員の方に向けて、地域づくりとは

何か、そして地域づくりとは何をすることなのかについて整理してきました。福祉行政における地域

づくりの難しさの一因は、地域づくりの実践が、行政がしばしば固執してしまう「事務分掌」や「事業

担当」とは対極にある仕事だということです。 

今、地域福祉には、包括的な支援が求められています。制度や事業だけでなく、柔らかな人のつな

がりの中で対象者を支援する必要性がますます高まっています。そうした中で、福祉行政が「気にか

け力」を持った「人と人のつながりに基づくセーフティネットづくり」、つまり福祉行政の働きかける地

域づくりを進めるには、本籍地にこだわらずに、越境し、はみ出す勇気が求められているということを

最後に改めて強調しておきたいとおもぃます。 
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○文献・資料調査結果 

○都道府県アンケート調査結果 概要版 

 
 

   
 

 



各省庁の地域づくり関連施策・制度
（ガイドブック資料編）

「地域共⽣社会の実現に向けた分野横断的な地域づく
りの⼿法に関する調査研究」

第２回検討委員会
2024年12⽉10⽇

1 Mitsubishi UFJ Research and Consulting

⽂献・資料調査の実施概要

 調査⽬的
 各省庁（⼩さな拠点、地域運営組織の形成、農村RMO、脱炭素地
域づくり等）の地域づくりに関する制度・施策等を整理し、市町
村の福祉部⾨担当者に情報提供できるよう資料化する。

 調査対象
 厚⽣労働省「重層的⽀援体制整備事業に係る他分野との連携通
知」のうち、以下の通知の中で⾔及されている施策・事業に関連
して設けられている地域づくりの⽀援メニューの中で、地域福祉
関連の活⽤事例があるもの。
 重層的⽀援体制整備事業と地域⼒創造施策との連携について
（令和3年10⽉1⽇付）※総務省

 重層的⽀援体制整備事業と地⽅創⽣施策との連携について
（令和3年12⽉1⽇付）※内閣府

 重層的⽀援体制整備事業と農林⽔産施策との連携について
（令和4年3⽉1⽇付）※農林⽔産省

 重層的⽀援体制整備事業と地域循環共⽣圏に関する施策との
連携について（令和4年6⽉30⽇付）※環境省

 「地域共⽣社会の在り⽅検討会議」で報告された制度等
 調査の実施⽅法
 ⽂献・資料調査（各省庁のHPからの情報収集）

 調査項⽬
 制度の概要
 ⽀援内容等
 地域福祉関連の活⽤事例（コミュニティ形成、参加⽀援等）
 詳しく知りたい場合のURL等

出典）厚⽣労働省HP＞重層的⽀援体制整備事業に係る他分野との連携通知，
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/chiikikyosei/r
enkei.html（2024/11/27参照）
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地域おこし協⼒隊 所管省庁︓総務省
分類︓⼈材確保

制度の概要

⽀援内容等

地域福祉関連の活⽤事例

詳しく知りたい場合は・・・

都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住⺠票を異動し、⽣活の拠
点を移した者を、地⽅公共団体が「地域おこし協⼒隊員」として委嘱。
隊員は、⼀定期間、地域に居住して、地域ブランドや地場産品の開
発・販売・ＰＲ等の地域おこしの⽀援や、農林⽔産業への従事、住⺠
の⽣活⽀援などの「地域協⼒活動」を⾏いながら、その地域への定
住・定着を図る取組。

地域おこし協⼒隊取組⾃治体に対し、概ね次に掲げる経費について、
特別交付税措置を講じる
①地域おこし協⼒隊員の募集等に要する経費
②地域おこし協⼒隊員の活動に要する経費
③地域おこし協⼒隊員の⽇々のサポートに要する経費
④地域おこし協⼒隊員等の起業・事業承継に要する経費
⑤任期終了後の隊員が定住するための空き家の改修に要する経費

出典）
総務省地域⼒創造グループ「令和５年度地域⼒創造グループ施策について」（令和5年4⽉），
https://www.soumu.go.jp/main_content/000874075.pdf（2024/8/16参照）
総務省地域⼒創造グループ「地域おこし協⼒隊事例集」（令和6年8⽉），
https://www.soumu.go.jp/main_content/000961257.pdf（2024/8/16参照）

 ⾼齢者の⾒守り活動を企画・運営するほか、地域の⽅が気軽に集
まることが出来る⽂化イベントを主催（奈良県奈良市）

 地域の規格外⾷材の販売をメインとしたマルシェを定期的に開催、
地域の住⺠や⼩学⽣が、⼿作りの飲⾷物や物品の販売なども⾏っ
ている（⾼知県四万⼗町）

総務省HP＞地域⼒の創造・地⽅の再⽣
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/index.html

総務省HP＞地域おこし協⼒隊
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/02gyosei08_03000066.html

過疎地域等集落
ネットワーク形成⽀援事業

所管省庁︓総務省
分類︓財政⽀援

制度の概要

⽀援内容等

地域福祉関連の活⽤事例

詳しく知りたい場合は・・・

「集落ネットワーク圏」（⼩さな拠点）において、⽣活⽀援や「なり
わい」の創出等の地域課題の解決に資する取組を幅広く⽀援する事業。

○対象地域
過疎地域をはじめとした条件不利地域

○事業主体
集落ネットワーク圏を⽀える中⼼的な組織（地域運営組織等）

○対象事業
集落機能の維持・活性化プランに基づく取組

○交付対象経費の限度額
1,500万円（定額補助）
※ただし、専⾨⼈材を活⽤する事業、ICT等技術を活⽤する事業に
ついては限度額を上乗せ

 ⾼齢化率が約57%の⼭間部の集落において、旧農協施設を改修して
地域拠点施設を整備。拠点にて、⽇⽤品の販売、地域⾷堂の実施、
オンライン診療の実証等を実施（島根県津和野町）

 買い物⽀援など既存の６つのコンテンツをプラットフォーム化し、
⽀え合い⼈材研修会を実施。災害対応の備品を整備するとともに、
地域づくりにつながるワークショップを開催（⼭形県川⻄町）

総務省HP＞過疎地域持続的発展⽀援交付⾦による取組⽀援
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/2001/kaso/kasomain4.htm

出典）
総務省過疎地域等集落ネットワーク圏形成⽀援事業の事業概要，
https://www.soumu.go.jp/main_content/000854804.pdf（2024/9/24参照）
総務省過疎地域等集落ネットワーク圏形成⽀援事業の主な活⽤事例（令和3年度），
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/2001/kaso/kasomain4.htm
（2024/9/24参照）
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集落⽀援員 所管省庁︓総務省
分類︓⼈材確保

制度の概要

⽀援内容等

地域福祉関連の活⽤事例

詳しく知りたい場合は・・・

過疎地域等の集落の維持・活性化のため、地域の実情に詳しく、集落
対策の推進に関してノウハウを有する⼈材が、集落の巡回・状況把握、
住⺠同⼠の話し合いの促進、これらを通じ必要とされた具体的な取組
やその取組主体となる地域運営組織などのサポートを⾏う。

集落⽀援員を設置した地⽅⾃治体に対して特別交付税措置を講じる。
○対象経費
集落⽀援員の報償費、活動費等

○措置額
集落⽀援員１⼈あたりの上限額 専任485万円、兼任40万円

※国勢調査における⼈⼝集中地区は措置の対象外

 地域の巡回、地区住⺠からの聞き取りを⾏い、地域の課題を記す
「集落カルテ」を作成。地区の状況を話し合う会議で住⺠から課
題を聞き取り、市の担当職員と情報を共有。コミュニティ⼒の強
化や認知症予防のため⾼齢者サロンを開催（新潟県⽷⿂川市）

総務省HP＞集落⽀援員
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/bunken_kaikaku/02gyosei08_03000070.html

出典）
総務省「集落⽀援員の概要について」，
https://www.soumu.go.jp/main_content/000941716.pdf（2024/9/24参照）
総務省HP＞集落⽀援員＞最近の取組事例紹介＞令和５年度，
https://www.soumu.go.jp/main_content/000941718.pdf（2024/9/24参照）

特定地域づくり事業
推進交付⾦

所管省庁︓総務省
分類︓財政⽀援

制度の概要

⽀援内容等

地域福祉関連の活⽤事例

詳しく知りたい場合は・・・

「特定地域づくり事業」とは、マルチワーカー（季節毎の労働需要等
に応じて複数の事業者の事業に従事）に係る労働者派遣事業等のこと。
「特定地域づくり事業協同組合制度」は、地域⼈⼝の急減に直⾯して
いる地域において、農林⽔産業、商⼯業等の地域産業の担い⼿を確保
するための「特定地域づくり事業」を⾏う事業協同組合。

特定地域づくり事業協同組合に市町村が財政⽀援を⾏う場合、国の財政⽀援を受
けることができる。
【国庫補助】
○組合運営費の1/2の範囲内で公費⽀援（国1/2、市町村1/2）
○対象経費
①派遣職員⼈件費（上限額400万円／年・⼈）
②事務局運営費（上限額600万円／年）

【地⽅財政措置】
○特定地域づくり事業推進交付⾦に係る地⽅負担（措置率1/2）
○特定地域づくり事業協同組合の設⽴⽀援に関する地⽅単独事業に係る市町
村負担（対象経費の上限額300万円、措置率1/2）

※既存の移住・定住対策に係る特別交付税措置（措置率1/2（財政⼒補正あ
り）等）も活⽤可能。

 ９事業者の仕事を組合せ年間の仕事を創出。組合で雇⽤した職員
を各事業者に派遣（マルチワーク）することで移住・定住を促進、
地域づくりや地域産業の担い⼿を確保・育成（⿅児島県与論町）

総務省HP＞特定地域づくり事業協同組合制度
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/tokutei_chiiki-dukuri-
jigyou.html

出典）
総務省HP＞特定地域づくり事業協同組合制度，
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/tokutei_chiiki-dukuri-
jigyou.html（2024/9/24参照）
総務省⾃治⾏政局地域⼒創造グループ地域⾃⽴応援課地域振興室「特定地域づくり事業協同
組合制度について」（令和5年4⽉），https://www.soumu.go.jp/main_content/000877313.pdf
（2024/9/24参照）
総務省HP＞特定地域づくり事業協同組合制度＞特定地域づくり事業協同組合 優良事例集（10
組合），https://www.soumu.go.jp/main_content/000932025.pdf（2024/9/24参照）
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地域運営組織の設⽴・
運営に対する⽀援

所管省庁︓総務省
分類︓組織づくり

制度の概要

⽀援内容等

地域福祉関連の活⽤事例

詳しく知りたい場合は・・・

地域運営組織とは、地域で暮らす⼈々が中⼼となって形成され、地域
内の様々な関係主体が参加する協議組織が定めた地域経営の指針に基
づき、地域課題の解決に向けた取組を持続的に実践する組織。

地域運営組織の設⽴・運営に対し、地⽅財政措置を講じる。
１．住⺠共助による⾒守り・交流の場や居場所づくり等への⽀援（市町村）
地域運営組織の運営⽀援や住⺠共助による⾒守り・交流の場や居場所づくり等
への⽀援に要する経費

（１）地域運営組織の運営⽀援
①運営⽀援（措置対象︓事務局⼈件費 等）…普通交付税
②形成⽀援（措置対象︓ワークショップ開催に要する経費 等）…特別交付税

（２）住⺠共助による⾒守り・交流の場や居場所づくり等への⽀援
（措置対象︓⾼齢者交流、声かけ・⾒守り、買物⽀援、弁当配達、登下校時の⾒守り、
交流事業、⼦ども⾷堂、学習⽀援、相談の場に要する経費 等） …普通交付税

２．地域運営組織の経営⼒強化⽀援（都道府県・市町村）
⾃主事業の実施による収⼊の確保等地域運営組織の経営⼒強化に要する経費
（措置対象︓研修、設備導⼊、販路開拓に要する経費等）…特別交付税

出典）
総務省HP＞地域運営組織，https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/chiiki_unneisosiki.html（2024/9/25参照）
「⼩さな拠点・地域運営組織の形成に関する事業・制度（令和６年度）」，
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/chiisanakyoten/meeting/pdf/r06-0718_seidoannnaisiryou.pdf
（2024/9/25参照）
総務省地域⼒創造グループ「地域運営組織の持続的な運営に向けた取組事例集」（令和6年3⽉），
https://www.soumu.go.jp/main_content/000939008.pdf（2024/9/25参照）

 放課後児童クラブが社協やJAなどと連携して地域⾷堂を開催する
など、多世代交流の機会創出に取り組む（岩⼿県奥州市）

 コミュニティカフェを運営するほか、夏休み期間の⼦どもの居場
所づくり等に取り組む（兵庫県三⽥市）

総務省HP＞地域運営組織
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/chiiki_unneisosiki.html

⼩さな拠点税制 所管省庁︓内閣府
分類︓税制措置

制度の概要

⽀援内容等

地域福祉関連の活⽤事例

詳しく知りたい場合は・・・

「⼩さな拠点」づくりとは、中⼭間地域等の集落⽣活圏（複数の集落
を含む⽣活圏）において、安⼼して暮らしていく上で必要な⽣活サー
ビスを受け続けられる環境を維持していくために、地域住⺠が、⾃治
体や事業者、各種団体と協⼒・役割分担をしながら、各種⽣活⽀援機
能を集約・確保したり、地域の資源を活⽤し、しごと・収⼊を確保す
る取組。
。

 道の駅内に、村内唯⼀のスーパーの移転開設などにより地域住⺠
の⽣活拠点を形成、道の駅をはじめ農家レストラン、農産物直売
所・加⼯所の開設により約50⼈の雇⽤を創出。道の駅施設は村が
整備、村と地域住⺠が主体となった株式会社「豊かな丘」を⽴ち
上げて運営。同社が道の駅運営に必要な経費を賄うために新たに
増資を⾏い、増資により株式を取得した地域住⺠等の個⼈に対し
て、⼩さな拠点税制を適⽤（⻑野県豊丘村）

内閣官房・内閣府総合サイト地⽅創⽣HP＞⼩さな拠点税制
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/chiisanakyoten/zeisei/index.html

中⼭間地域等において、地域の雇⽤の確保や⽣活サービスの提供を⾏
う⼩さな拠点の形成に資する事業を⾏う株式会社に対して、個⼈が出
資（新規発⾏株式を払込みにより取得）した際に、出資額に応じて、
所得税の優遇措置（寄付⾦控除の適⽤）が受けられる。

⼩さな拠点・地域運営組織について詳しく知りたい場合は・・
内閣官房・内閣府総合サイト地⽅創⽣HP＞⼩さな拠点・地域運営組織の形成（⼩さな拠点情報サイト）https://www.chisou.go.jp/sousei/about/chiisanakyoten/index.html
※同サイト内に⽀援メニューとして「⼩さな拠点・地域運営組織の形成に関する事業・制度（令和６年度）」が掲載されている。

出典）
内閣官房デジタル⽥園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地⽅創⽣推進事務局「住み慣れ
た地域で暮らし続けるために〜地域⽣活を⽀える「⼩さな拠点」づくりの⼿引き〜」（平成
28年3⽉発⾏、令和6年3⽉⼀部改訂），
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/chiisanakyoten/tebiki.pdf（2024/9/25参照）
内閣府地⽅創⽣推進事務局「地⽅創⽣『⼩さな拠点』税制活⽤本」（令和6年4⽉），
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/chiisanakyoten/katsuyobon.pdf（2024/9/25参照）
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デジタル⽥園都市
国家構想交付⾦

所管省庁︓内閣府
分類︓財政⽀援

制度の概要

⽀援内容等

地域福祉関連の活⽤事例

詳しく知りたい場合は・・・

デジタル⽥園都市国家構想の実現による地⽅の社会課題解決・魅⼒向
上の取組を加速化・深化する観点から、各地⽅公共団体の意欲的な取
組を⽀援する。

４つのタイプのうち「地⽅創⽣推進タイプ（先駆型・横展開型・
Society5.0型）」では主にソフト事業、「地⽅創⽣拠点整備タイプ」
では主にハード事業を⽀援（いずれも補助率は1/2）。
「地⽅創⽣推進タイプ（先駆型・横展開型・Society5.0型）」
︓観光や農林⽔産業の振興等の地⽅創⽣に資する取組などを⽀援

「地⽅創⽣拠点整備タイプ」
︓観光や農林⽔産業の振興等の地⽅創⽣に資する拠点施設の整備な
どを⽀援。

出典）
内閣官房・内閣府「デジタル⽥園都市国家構想交付⾦について」（令和6年4⽉），
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/kouhukin/pdf/denenkohukin_2024_gaiyou.pdf
（2024/8/16参照）
内閣官房・内閣府「地⽅創⽣推進タイプ（先駆型・横展開型・Society5.0型）採択事例集」
（令和6年8⽉），https://www.chisou.go.jp/sousei/pdf/r6_katuyoujirei-suishin.pdf（2024/8/16
参照）
内閣官房・内閣府「地⽅創⽣拠点整備タイプ 採択事例集」（令和6年6⽉），
https://www.chisou.go.jp/sousei/pdf/r6_katuyoujirei-kyoten.pdf（2024/8/16参照）

 ⺠間事業者が整備する賃貸住宅に⼦育て世帯が安⼼して⼊居でき
るコミュニティの構築を⽀援、共助の担い⼿のマッチングや地域
活動のコーディネートを⾏う共助コミュニティプラットフォーム
を⽴ち上げ（富⼭県⾈橋村）

 就労相談・利⽤者託児など⼦育てから交流、就労まで⼀貫してワ
ンストップの⽀援機能を有する多機能・分野横断型（コミュニティス
ペース・カフェ・コワーキングスペースなど）の中核拠点を整備（⻑野
県須坂市）

内閣官房・内閣府総合サイト地⽅創⽣HP＞デジタル⽥園都市国家構
想交付⾦
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/kouhukin/index.html

地域再⽣エリアマネジメント
負担⾦制度

所管省庁︓内閣府
分類︓財政⽀援

制度の概要

⽀援内容等

地域福祉関連の活⽤事例

詳しく知りたい場合は・・・

エリアマネジメントは、特定のエリアを単位に、⺠間が主体となって、
まちづくりや地域経営（マネジメント）を積極的に⾏おうという取組。

３分の２以上の事業者の同意を要件として、市町村が、エリアマネジ
メント団体が実施する地域再⽣に資するエリアマネジメント活動に要
する費⽤を、その受益の限度において活動区域内の受益者（事業者）
から徴収し、これをエリアマネジメント団体に交付する官⺠連携の制
度。
複数の市町村にまたがる区域においてエリアマネジメント活動が⾏わ
れる場合には、活動区域の市町村で協働・連携し、連坦した区域につ
いて地域再⽣計画を作成した上で、制度の活⽤が可能。

出典）
内閣官房・内閣府総合サイト地⽅創⽣HP＞地域再⽣エリアマネジメント負担⾦制度
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/areamanagement/index.html（2024/9/25参照）
内閣官房まち・ひと・しごと創⽣本部事務局、内閣府地⽅創⽣推進事務局「地⽅創⽣まちづ
くりーエリアマネジメント」（平成29年3⽉），
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/areamanagement/areamanagement_panf.pdf
（2024/9/25参照）

 エリアマネジメントの活動として、地域ルールづくり・コミュニ
ティづくりに取り組んでいる事例あり。⾃主的な地域ルールをつ
くる活動のほかに、関係者の交流を促進するとともに、地域づく
りの担い⼿を育成する新たなコミュニティを⽣み出す取組も進め
られている。

内閣官房・内閣府総合サイト地⽅創⽣HP＞地域再⽣エリアマネジメ
ント負担⾦制度
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/areamanagement/index.html
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地⽅就労・
⾃⽴⽀援事業

所管省庁︓内閣府
分類︓財政⽀援

制度の概要

⽀援内容等

地域福祉関連の活⽤事例

詳しく知りたい場合は・・・

都市のひとり親家庭や若者無業者が希望に応じて地⽅に住み、地域で
能⼒開発を進め、ワーク・ライフ・バランスが確保された安定的な就
労を得ることを⽀援する。⾃治体間の連携等により、地⽅で就労しな
がら⾃⽴した⽣活を送りたい⽅々に対し、⼈材を求める地⽅圏へのつ
なぎや、就業⾯を中⼼とした相談⽀援等を⾏う。

地⽅就労・⾃⽴⽀援事業に関する経費は、所定の要件を満たす事業で
あれば地⽅創⽣推進交付⾦（現⾏の「デジタル⽥園都市国家構想交付
⾦」）を活⽤できる可能性がある。

出典）
地⽅創⽣に関する都道府県・指定都市担当課⻑説明会 資料22「地⽅就労・⾃⽴⽀援事業につ
いて」（令和2年7⽉21⽇），
https://www.chisou.go.jp/sousei/meeting/tihousousei_setumeikai/pdf/r02-07-21-
shiryou22.pdf（2024/9/25参照）

 関⻄圏の若年無業者等を㈱泉州アグリ（⺟体＝泉州地域若者サ
ポ）と泉佐野市が受け⼊れ、農作業体験等を経て、就農の選択肢
を増やしたい希望者を、就労⽀援を共通化する弘前市のリンゴ園
に送り出し、実地研修を繰り返し就農を⽀援（泉佐野市・弘前
市）

 ⼈材が不⾜している介護保険サービス事業所に対し、都市部で増
加しつつあるひとり親家庭の受⼊れを⾏い、⼀定期間の産業体験
を⾏う場合に要する経費の⼀部を助成（島根県浜⽥市）

内閣官房・内閣府総合サイト地⽅創⽣HP＞地⽅創⽣に関する都道府
県・指定都市担当課⻑説明会
https://www.chisou.go.jp/sousei/meeting/tihousousei_setumeikai/r02-07-21.html

内閣官房・内閣府総合サイト地⽅創⽣HP＞デジタル⽥園都市国家構
想交付⾦
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/kouhukin/index.html

⾷品ロス削減総合対策事業のうち
⾷品事業者からの

未利⽤⾷品提供の推進等

所管省庁︓農林⽔産省
分類︓財政⽀援等

制度の概要

⽀援内容等

地域福祉関連の活⽤事例

詳しく知りたい場合は・・・

⾷品事業者からフードバンク等への未利⽤⾷品の提供による⾷品ロス
削減を図るため、⾷品衛⽣管理⽔準の向上や効率的な配送システムの
構築等、フードバンク活動の強化に向けた専⾨家派遣等によるサポー
トを実施するとともに、広域連携等の先進的な取組を⾏う団体を⽀援
する取組。

「専⾨家派遣等」︓
国から⺠間団体に委託
フードバンクにおける⾷品の取扱量拡⼤に向け、⾷品事業者の⾷品
衛⽣管理⽔準の向上、物品管理や効率的な配送システムの構築、⾷
品事業者とのマッチングやフードバンク間のノウハウ共有等を推進
するためのサポートを実施。
「先進的取組⽀援」︓
⺠間団体等に補助（上限額250万/年、補助率1/2以内）
⼤規模かつ先進的な取組を⾏うフードバンク等に対して、輸配送費、
倉庫・⾞両等の賃借料、情報交換会の開催費等、先進的取組に必要
な経費を⽀援。

出典）農林⽔産省フードバンク活動強化に向けた専⾨家派遣等委託事業 委託者（株式会社マイ
ファーム）ホームページ「2023年度フードバンク活動事例集」，
https://myfarm.co.jp/foodbank/jigyo/jirei/pdf_2023.html（2024/12/5参照）

農林⽔産省HP＞フードバンク
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/recycle/syoku_loss/foodbank.html?fbclid=IwAR2-
YJ6oglYG4ksCkKEu0fNMHye5BBcax_C6wPzBIy8xpqdDwrzubJKJEV8

 専⾨家派遣の助⾔を受け、市と社協による既存のフードドライブ
の仕組みとともにフードバンク活動を発展させ、市・社協・地域
包括⽀援センター・⾷品企業等を集めた地域連携検討会を実施し
た。（認定NPO法⼈葵⾵（愛知県岡崎市））
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農村型地域運営組織
(農村RMO)形成推進事業

所管省庁︓農林⽔産省
分類︓財政⽀援等

制度の概要

⽀援内容等

地域福祉関連の活⽤事例

詳しく知りたい場合は・・・

中⼭間地域等において、複数の集落の機能を補完する農村RMOの形
成を推進するため、むらづくり協議会等が⾏う実証事業やデジタル技
術の導⼊・定着を推進する取組のほか、協議会の伴⾛者となる中間⽀
援組織の育成等の取組を⽀援。

「農村RMOモデル形成⽀援」と「農村RMO形成伴⾛⽀援」の2種類。
「農村RMOモデル形成⽀援」︓
むらづくり協議会等による地域の話合いを通じた農⽤地保全、地域資
源活⽤、⽣活⽀援に係る将来ビジョン策定、ビジョンに基づく調査、
計画作成、実証事業等の取組、デジタル技術の導⼊・定着を推進する
取組を⽀援
事業期間︓上限３年間、交付率︓定額 (上限3,000万円 (1,000万円 (年
基準額) ×事業年数))

「農村RMO形成伴⾛⽀援」︓
農村RMO形成を効率的に進めるため、中間⽀援組織の育成等を通じた
都道府県単位における伴⾛⽀援体制の構築や、各地域の取組に関する
情報・知⾒の蓄積・共有、研修等を⾏う全国プラットフォームの整備
を⽀援

出典）
農林⽔産省「農⼭漁村振興交付⾦（中⼭間地農業推進対策）令和6年度予算の概要」，
https://www.maff.go.jp/j/nousin/tiiki/sesaku/attach/pdf/chusankan_suishin-7.pdf（2024/8/22参照）
農林⽔産省「農村RMOモデル形成⽀援事業の実施地区」（令和6年1⽉），
https://www.maff.go.jp/j/nousin/nrmo/attach/pdf/jirei-1.pdf（2024/8/22参照）

 ⾼齢者の⾒守り⽀援に向けた検討や⽣活⽀援の体制づくりを検討
するために⼀⼈暮らし世帯等へのアンケート調査を実施。（⻑野
県栄村）

 農産物の集出荷と併せた⾼齢者の⾒守りなどの実施に向けた検討、
試⾏を実施。（⾼知県梼原町）

農林⽔産省HP＞農⼭漁村振興交付⾦（中⼭間地農業推進対策）
https://www.maff.go.jp/j/nousin/tiiki/sesaku/chusankan_suishin.html

農⼭漁村発イノベーション
推進事業（農福連携型）

所管省庁︓農林⽔産省
分類︓財政⽀援

制度の概要

⽀援内容等

地域福祉関連の活⽤事例

詳しく知りたい場合は・・・

農福連携の⼀層の推進に向け、障害者等の農林⽔産業に関する技術習
得、障害者等に農業体験を提供するユニバーサル農園の開設、障害者
等が作業に携わる⽣産・加⼯・販売施設の整備、全国的な展開に向け
た普及啓発、都道府県による専⾨⼈材育成の取組等を⽀援。

「農福連携⽀援事業」︓
障害者等の農林⽔産業に関する技術習得、作業⼯程のマニュアル化、
ユニバーサル農園の開設、移動式トイレの導⼊等を⽀援
事業期間︓上限２年間、交付率︓定額（簡易整備、⾼度経営、介
護・機能維持の場合は上限150万円、経営⽀援の場合は上限300万円、
作業マニュアルの作成等に取り組む場合は初年度の上限額にそれぞ
れ40万円加算）※農業法⼈、社会福祉法⼈、⺠間企業等への⽀援

「普及啓発・専⾨⼈材育成推進対策事業」︓
農福連携の全国的な横展開に向けた取組、農福連携の定着に向けた
専⾨⼈材の育成等を⽀援
事業期間︓１年間、交付率︓定額（上限500万円等）
※⺠間企業、都道府県等への⽀援

出典）
農林⽔産省「農⼭漁村振興交付⾦（農⼭漁村発イノベーション対策）令和6年度予算の概要」，
https://www.maff.go.jp/j/nousin/inobe/attach/pdf/index-185.pdf（2024/8/26参照）
農林⽔産省「農⼭漁村発イノベーション事例集」（令和6年4⽉），
https://www.maff.go.jp/j/nousin/inobe/attach/pdf/index-182.pdf（2024/8/26参照）

 ⾃社栽培ホップを使ったクラフトビール、⼲し芋を製造・販売す
るほか、市内社会福祉法⼈と連携してホップソルトを製造・販売
することで、農福連携による就労⽀援に貢献（宮城県⽯巻市 ⼀
般社団法⼈ イシノマキ・ファーム）

 ⾼齢者向けの居宅介護⽀援事業や通所介護事業、障がい者向けの
就労継続⽀援事業の⼀環として、地域の遊休棚⽥で蓮を栽培（滋
賀県⻑浜市 認定特定⾮営利活動法⼈つどい）

農林⽔産省HP＞農⼭漁村発イノベーションの推進
https://www.maff.go.jp/j/nousin/inobe/

※上記は、本制度の前⾝である農⼭漁村振興交付⾦（農福連携対策）を活⽤した事例

154



8 Mitsubishi UFJ Research and Consulting 

中⼭間地域等
直接⽀払交付⾦

所管省庁︓農林⽔産省
分類︓財政⽀援

制度の概要

⽀援内容等

地域福祉関連の活⽤事例

詳しく知りたい場合は・・・

中⼭間地域等において、農業⽣産条件の不利を補正することにより、
将来に向けた農業⽣産活動の継続を⽀援する取組。

農業⽣産条件の不利な中⼭間地域等において、集落等を単位に、農⽤
地を維持・管理していくための取決め（協定）を締結し、それにした
がって農業⽣産活動等を⾏う場合に、⾯積に応じて⼀定額を交付。
（⽀援対象者）
中⼭間地域等（地域振興８法と棚⽥法指定地域及び知事が定める特認地
域）における集落協定⼜は個別協定に基づき５年以上継続して耕作を⾏
う農業者等

出典）
環境省「農村集落の課題解決アイデア集」（令和5年1⽉），
https://www.maff.go.jp/j/nousin/tyusan/siharai_seido/s_torikumi/r0501.html（2024/9/25参照）

 集落協定と社会福祉協議会が連携して、地域の⾼齢者の⾒守りを
⾏う“⾒守り隊”を結成（新潟県佐渡市下川茂集落協定）

 ⾼齢者の⾒守り活動やサロンの開設により地域内のつながりを醸
成（⻘森県平川市古懸集落組合）

 独居⾼齢者世帯や、障がい者世帯への⽣活⽀援として、除雪や声
掛けを実施（福井県⾼浜町⼭中農地保全組合）

 地区住⺠の体調や介護の状況を把握するため、全⼾に「あんしん
チェックシート」を配布し、⾒回り活動等を強化（京都府京丹後
市布袋野集落協定）

農林⽔産省HP＞中⼭間地域等直接⽀払制度
https://www.maff.go.jp/j/nousin/tyusan/siharai_seido/

多⾯的機能⽀払交付⾦ 所管省庁︓農林⽔産省
分類︓財政⽀援

制度の概要

⽀援内容等

地域福祉関連の活⽤事例

詳しく知りたい場合は・・・

農業・農村の有する多⾯的機能の維持・発揮を図るための地域の共同
活動に係る⽀援を⾏い、地域資源の適切な保全管理を推進することに
より、農業・農村の有する多⾯的機能が今後とも適切に維持・発揮さ
れるようにするとともに、担い⼿農家への農地集積という構造改⾰を
後押しする制度。

「農地維持⽀払」︓
地域資源の基礎的保全活動等の多⾯的機能を⽀える共同活動を⽀援

（⽀援対象となる取組）
・農地法⾯の草刈り、⽔路の泥上げ、農道の路⾯維持等
・農村の構造変化に対応した体制の拡充・強化、地域資源の保全管理
に関する構想の策定等

「資源向上⽀払」︓
地域資源の質的向上を図る共同活動、施設の⻑寿命化のための活動を
⽀援

（⽀援対象となる取組）
・⽔路、農道、ため池の軽微な補修、景観形成や⽣態系保全などの
農村環境保全活動等

・⽼朽化が進む⽔路、農道などの⻑寿命化のための補修等

出典）
農林⽔産省「多⾯的機能⽀払交付⾦実施要綱」，
https://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/attach/pdf/tamen_siharai-120.pdf（ 2024/9/19参照）
農林⽔産省「多⾯的機能⽀払交付⾦ 優良事例集」（令和6年5⽉），
https://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/240527.html（2024/9/19参照）

 地域内交流を⽬的として、町内会や⽼⼈クラブと連携した清掃活
動や植栽活動を実施したことを機に、町内会や⽼⼈クラブなど団
体間の交流が活発化した。（北海道厚沢部町当路地区環境保全会）

 他団体との交流を積極的に⾏い、多様な世代の参加者が増えたこ
とで、住⺠同⼠の交流が深まり、地域が活性化した。（⻘森県平
川市⼋農会）

農林⽔産省HP＞多⾯的機能⽀払交付⾦
https://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/tamen_siharai.html
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消費・安全対策交付⾦
（地域での⾷育の推進）

所管省庁︓農林⽔産省
分類︓財政⽀援

制度の概要

⽀援内容等

地域福祉関連の活⽤事例

詳しく知りたい場合は・・・

地域の関係者等が連携して取り組む⾷育活動を推進するための財政的
⽀援を⾏う取組。

⺠間団体等（都道府県、市町村を含む）に対して、下記７の事業
に関する⽀援を⾏う（いずれも補助率は1/2）
①⾷育を推進するリーダーの育成
②農林漁業体験機会の提供
③地域における共⾷の場の提供
④学校給⾷における地場産物活⽤の促進、和⾷給⾷の普及
⑤環境に配慮した農林⽔産物･⾷品への理解向上
⑥⾷品ロスの削減
⑦地域⾷⽂化の継承

出典）
農林⽔産省「令和6年度消費・安全対策交付⾦のうち地域での⾷育の推進」，
https://www.maff.go.jp/j/syokuiku/torikumi/kouhukin/r6.html（ 2024/9/25参照）
農林⽔産省「地域における⾷育活動の取組事例」（令和4年度），
https://www.maff.go.jp/j/syokuiku/attach/pdf/torikumi2-142.pdf（2024/9/25参照）

 近年、少⼦⾼齢化の進展とともに、核家族・共働き世帯・ひとり
親世帯・⾼齢者単⾝世帯等が増加し、家庭内で共⾷する（⼀緒に
⾷べる）機会が減少（孤⾷する⼈が増加）していることが課題と
なっていた。そのような中、コロナ禍で活動が縮⼩されていた⼦
ども⾷堂の再開、新規設⽴等の⽀援を⾏い、共⾷の場を通じた⾷
育活動の推進を図った。（熊本県熊本市 ⼦どもから地域へ拡が
れネットワーク）

農林⽔産省HP＞地域の⾷育の推進（委託費・交付⾦）
https://www.maff.go.jp/j/syokuiku/torikumi.html

※上記は、⽀援内容等「③ 地域における共⾷の場の提供」に該当する事例

⾷品アクセス
緊急対策事業

所管省庁︓農林⽔産省
分類︓財政⽀援

制度の概要

⽀援内容等

地域福祉関連の活⽤例 ※実施要綱の活⽤⽤途を参考に記載

詳しく知りたい場合は・・・

国⺠の円滑な⾷品アクセスを確保するため、地域の関係者が連携して
組織する協議会の設置や課題解決に向けた計画の策定・実⾏といった
モデル的な取組を⽀援する事業。

<I 型>
⺠間団体等（都道府県、市町村を含む）に対して、以下の事業に関する⽀援を⾏
う（定額（上限額1,000万円／年、上限額1,500万円／地域）
※２年⽬は3/4、３年⽬は1/2補助）

1.地域の関係者が連携して組織する協議会の設置
2.地域の関係者間の調整役（コーディネーター）の配置
3.地域における⾷品アクセス・⾷品ロスの現状・課題の調査

<II 型>
都道府県に対して、下記の事業に関する⽀援を⾏う（いずれも補助率は1/2）

4.課題解決に向けた計画の策定・実⾏
(1)⾷品アクセス困難者への⾷料提供を⾏う団体の新設⼜は既存の当該団体の
取組の拡充

(2)国⺠⼀⼈⼀⼈の⾷品アクセスの確保の総合的な推進

出典）
農林⽔産省「⾷品アクセス緊急対策事業」，
https://www.maff.go.jp/j/syouan/access/yosan/attach/pdf/torikumi-16.pdf（2024/12/5参照）
農林⽔産省「⾷品アクセス緊急対策事業実施要領」，
https://www.maff.go.jp/j/syouan/access/yosan/attach/pdf/torikumi-5.pdf（2024/12/5参照）
農林⽔産省「説明⽤チラシ」，
https://www.maff.go.jp/j/syouan/access/yosan/attach/pdf/torikumi-12.pdf

 市町村や社会福祉協議会が中⼼となり、⾷品事業者とフードバン
ク等との連携について話し合う協議会を設置する場合

 地域における買い物困難者等の分布やその原因を調査する場合
 地域内の⾷品事業者とフードバンク等のマッチングの現状・ニー
ズを調査する場合

農林⽔産省HP＞令和6年度⾷品アクセス緊急対策事業(令和5年度補正
繰越分)の取組内容等
https://www.maff.go.jp/j/syouan/access/yosan/torikumi.html
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地域循環共⽣圏づくり
⽀援体制構築事業

所管省庁︓環境省
分類︓財政⽀援

制度の概要

⽀援内容等

地域福祉関連の活⽤事例

詳しく知りたい場合は・・・

各地域での地域循環共⽣圏づくりを推進するため、地域循環共⽣圏づ
くりの中間⽀援を⾏うことができる主体の育成を主⽬的とて、地域循
環共⽣圏づくりに取り組む地⽅公共団体、⺠間団体⼜は協議会（活動
団体）及び活動団体に対して地域循環共⽣圏づくりの中間⽀援を
⾏う団体等（中間⽀援主体）に対して財政的⽀援を⾏う取組。

参加団体（中間⽀援主体及び活動団体）に対して、200万円（税込、
採択１〜２年⽬）、400万円（税込、採択３年⽬）を上限に財政的⽀
援を⾏う。
経費の種⽬は、賃⾦、共済費、諸謝⾦、旅費、印刷製本費、通信運搬
費、委託料、使⽤料、賃借料及び消耗品費を想定。

出典）
環境省「地域循環共⽣圏事例集 ローカルSDGsを⽣み出す地域のかたち」（令和4年3⽉），
https://chiikijunkan.env.go.jp/assets/pdf/shiru/localsdgs.pdf（2024/9/18参照）

 「⼈々と⾃然の共存」という理想の村の実現に向けて、様々なプ
ロジェクトを企画。
そのうちの⼀つとして、⺠家を改装して、村⺠同⼠の交流数の増
加、テレワークなどの新たな働き⽅の創出、⼦育て環境の向上と
いうの3つの狙いを持つ地域交流拠点を⽣み出した。１階はシェア
キッチン／託児所／コインランドリー、2 階はテレワークができ
るスペースが設けられている（⻑野県 根⽻村 ⼀般社団法⼈
ねばのもり）

環境省HP＞地域循環共⽣圏ポータルサイト
https://chiikijunkan.env.go.jp/tsukuru/#a-tsukuru-shien-kouchiku

※上記は、本事業の前⾝である地域循環共⽣圏づくりプラットフォーム事業を活⽤した事例

地⽅消費者⾏政
強化交付⾦

所管省庁︓消費者庁
分類︓財政⽀援

制度の概要

⽀援内容等

地域福祉関連の活⽤事例

詳しく知りたい場合は・・・

地⽅公共団体が実施するSDGsへの取組（エシカル消費、消費者志向経営、⾷品ロ
ス削減等）⾷品ロス削減推進の取組として、フードバンクやフードドライブ活動
等の⽀援、配慮を要する消費者（⾼齢者、障害者、外国⼈等）に対する相談・⾒
守り体制の整備・運⽤の⽀援等。

出典）
消費者庁「地⽅消費者⾏政強化交付⾦交付要綱」，
https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/local_consumer_administration/grant/
assets/local_cooperation_cms203_240405_10.pdf

 消費者安全確保地域協議会（⾒守りネットワーク）構築のための協議会委員
謝礼、研修開催経費、広報・啓発経費 等

 消費⽣活相談を受けるための体制（テレビ電話通訳、⼿話通訳等）整備に係
る費⽤

 配慮を要する消費者を⾒守る⼈に対しての消費⽣活相談窓⼝を周知するため
の経費

消費者庁＞地⽅消費者⾏政強化交付⾦等
https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/local_consumer_administration/grant/

「重要消費者政策に対応する地⽅消費者⾏政の充実・強化」︓
地⽅公共団体に対し、原則補助率1/2（⼀部1/3補助率を導⼊）
①情報化対応の推進（消費⽣相談のデジタル対応、新たな相談⽀援システム移
⾏経費等）・⾃治体連携の促進による相談体制の維持・充実（指定消費⽣活
相談員及び主任相談員による相談機能の強化、広域連携の⽴上げ等）
②配慮を要する消費者（⾼齢者、障害者、外国⼈等）に対する相談・⾒守り体
制の整備運⽤
③消費者教育・啓発への取組
④SDGsへの取組（エシカル消費、消費者志向経営、⾷品ロス削減等）
⑤法執⾏体制の強化、事業者のコンプライアス確保へ取組
「国の重要政策に係る消費⽣活相談員等レベルアップ」︓
消費者⾏政に関わる消費⽣活相談員・⾏政職員・教員に対し、原則補助率1/2
①社会のデジタル化の進展・電⼦商取引の拡⼤への対応
②配慮を要する消費者（⾼齢者、障害者、外国⼈等）への相談対応
③消費者教育・消費者政策の普及啓発
④消費者政策に関連する法改正等への対応
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包括的な支援体制の整備に向けた

地域づくりに関する

都道府県アンケート調査結果

「地域共生社会の実現に向けた分野横断的な地域づくりの
手法に関する調査研究」

第1回検討委員会

2024年9月30日

1 Mitsubishi UFJ Research and Consulting

 調査名

 包括的な支援体制の整備に向けた地域づくりに関する都道府県アンケート調査

 調査目的

 都道府県が市町村の包括的な支援体制の整備に向けた取組状況について、どこまで情報収集しているかを把握する

- 【仮説】重層事業を実施している市町村の把握にとどまっているのではないか／相談支援に関しては具体的に把握していても、地域づくりに関して
は十分に把握していないのではないか。

 都道府県が包括的な支援体制の整備に向けて、どのような取組を行っており、また今後の取組をどのように検討しているかを把握する

- 【仮説】相談支援に比べて地域づくりに関する取組は低調、今後の取組も具体的な検討ができていないのではないか。

 包括的な支援体制の整備に向けた地域づくりの取組事例を把握する。

 調査対象

 都道府県の包括的な支援体制の整備／重層的支援体制整備事業担当者 47件

 調査の実施方法

 WEBアンケート調査による実施（Microsoft Formsを利用）

 調査期間

 2024年8月26日（月）～9月13日（金）

 配布・回収数

 配布47件・回収45件（回収率95.7%）

 調査項目→次頁参照

調査の実施概要

全都道府県の包括的な支援体制の整備、重層的支援体制整備事業担当者を対象に、アンケート調査を実施した。
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調査項目①

全７問の設問を設定し、選択式の設問は必須回答とした。

回答形式選択肢設問設問

必須回答、自由記述－回答者の都道府県名、連絡先のメールアドレス問１

必須回答
単一回答、一部自由記述

1. 重層事業・移行準備事業の実施の有無にかかわらず、
各市町村の包括的な支援体制の整備に向けた取組
状況を把握している

2. 重層事業・移行準備事業を実施している市町村の取
組状況は把握している

3. 重層事業・移行準備事業を実施している市町村名は
把握しているが、取組状況までは把握していない

4. その他（自由記述）

貴都道府県では、包括的な支援体制の整備（社会福祉
法106条の3第１項）に向けた各市町村の取組状況をど
のくらい把握していますか。
※相談支援および地域づくりについて、それぞれ回答

問２

必須回答、複数回答

1. 法令・制度に関する市町村等への基本的な情報提供
2. 市町村等を対象とした研修会・勉強会等の開催
3. 福祉部門における市町村間の意見交換の場の提供

4. 福祉部門以外を含む市町村間の意見交換の場の提
供

5. 各市町村の取組状況や困りごと、課題等の情報収集

6. 各市町村の個別の課題に応じた支援（アドバイザー派
遣など）

7. 精神保健、刑務所出所者、難病患者等、都道府県が
支援関係機関となる分野での取組

8. 都道府県庁内での関係部署間の協議
9. その他（自由記述）
10. 取組は、特に行っていない

貴都道府県では、包括的な支援体制の整備のために、
どのような取組を行っていますか。

問３

任意回答、自由記述－
（問３「地域づくりについて」で１．～９．のいずれかを回答
した方）問３「地域づくりについて」の回答内容のうち注力
している取組について、具体的な内容をご記載ください。

問４

3 Mitsubishi UFJ Research and Consulting

調査項目②

取組事例の具体例、包括的な支援体制の整備に向けた課題については、自由記述式とし詳細な回答を収集した。

回答形式選択肢設問設問

任意回答、一部自由記述
最大２例まで

【回答項目】
• 市町村名（取組が行われている場所）
• 地域づくりの取組の概要
• 当該市町村における重層事業等の実施の有無

• （重層事業・移行準備事業を実施している場合）事業実
施前後の取組内容・体制等の変化

包括的な支援体制の整備に向けては、分野や制度の枠
組みにとらわれない地域づくりの推進が重要ですが、そ
うした観点で注目している都道府県内の地域づくりの取
組事例があればご回答ください。※行政だけでなく、住
民や団体、事業者等が実施している取組も含めてお答
え下さい。

問５

必須回答、単一回答

1. 今後の取組として具体的に検討しているものがある
2. 考えはあるものの、取組内容を具体化できていない
3. どのような取組をしていけばよいのか分からない
4. 今後の取組を検討する予定は、特にない

包括的な支援体制の整備に向けて、貴都道府県の今後
の取組として検討していることはありますか。
※相談支援および地域づくりについて、それぞれ回答

問６

必須回答、自由記述－
（問６「地域づくりについて」で１．もしくは２．を回答した
方）「地域づくりについて」検討している今後の取組内容
や考えをご回答ください。

問6-1

任意回答、自由記述－

包括的な支援体制の整備に向けては、分野や制度の枠
組みにとらわれない地域づくりの推進が重要ですが、そ
のために都道府県あるいは市町村においてどのような
取組が必要、あるいはどのようなことが課題になるとお
考えですか。ご意見をお聞かせください。

問７
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問２ 包括的な支援体制の整備に向けた市町村の取組状況をどのくらい把握しているか

 相談支援も地域づくりも、「重層事業・移行準備事業を実施している市町村の取組状況は把握している」という都道府県が最も多い。

 一方で、「重層事業・移行準備事業の実施の有無にかかわらず、各市町村の包括的な支援体制の整備に向けた取組を把握している」とい
う都道府県も一定数確認されたが、相談支援に比べると、地域づくりはやや少ない。

相談支援について（単一回答、n=45） 地域づくりについて（単一回答、n=45）

1. 重層事業・移行準備

事業の実施の有無にか

かわらず、各市町村の

包括的な支援体制の整

備に向けた取組状況を

把握している（14件）

2. 重層事業・移行準備

事業を実施している市

町村の取組状況は把握

している（24件）

3. 重層事業・移行準

備事業を実施してい

る市町村名は把握し

ているが、取組状況

までは把握していな

い（3件）

4. その他（4件） 1. 重層事業・移行準備

事業の実施の有無にか

かわらず、各市町村の

包括的な支援体制の整

備に向けた取組状況を

把握している（9件）

2. 重層事業・移行準備

事業を実施している市

町村の取組状況は把握

している（26件）

3. 重層事業・移行準

備事業を実施してい

る市町村名は把握し

ているが、取組状況

までは把握していな

い（6件）

4. その他（4件）

合計4321選択肢
45432414

合計
100.0%8.9%6.7%53.3%31.1%

合計4321選択肢
4546269

合計
100.0%8.9%13.3%57.8%20.0%

その他 自由記述

• 重層事業・移行準備事業を実施している区市名は把握していますが、
自治体数も多く、各自治体における取組状況を正確に把握することは
難しいと考えています

• 重層事業は取組状況を把握しているが、移行事業は把握できてない

• 重層事業・移行準備事業を実施している市町村名は把握しているが、
すべての実施市町村の取組状況は把握していない

その他 自由記述

• 重層事業・移行準備事業を実施している区市名は把握していますが、
自治体数も多く、各自治体における取組状況を正確に把握することは
難しいと考えています

• 重層事業は取組状況を把握しているが、移行事業は把握できてない

• 重層事業・移行準備事業を実施している市町村名は把握しているが、
すべての実施市町村の取組状況は把握していない

5 Mitsubishi UFJ Research and Consulting

問３ 包括的な支援体制の整備のために、どのような取組を行っているか

 相談支援と地域づくりの間で、取組内容の傾向は大きく変わらず、 「法令・制度に関する市町村等への基本的な情報提供」 「市町村等を対

象とした研修会・勉強会等の開催」が多く、次いで、「各市町村の取組状況や困りごと、課題等の情報収集」「各市町の個別の課題に応じた
支援（アドバイザー派遣など）」となっている。

相談支援について（複数回答、n=45） 地域づくりについて（複数回答、n=45）

その他 自由記述

• 県庁内における関係部署間での情報共有等

その他 自由記述

• 県庁内における関係部署間での情報共有等 ／等
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の提供

各市町村の取組状況や困りごと、課題等の情

報収集

各市町村の個別の課題に応じた支援（アドバ

イザー派遣など）

精神保健、刑務所出所者、難病患者等、都道

府県が支援関係機関となる分野での取組

都道府県庁内での関係部署間の協議

取組は、特に行っていない

その他

(n=45)
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各市町村の取組状況や困りごと、課題等の情
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各市町村の個別の課題に応じた支援（アドバ

イザー派遣など）

精神保健、刑務所出所者、難病患者等、都道

府県が支援関係機関となる分野での取組

都道府県庁内での関係部署間の協議

取組は、特に行っていない

その他

(n=45)
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問４ 地域づくりについて注力している取組の具体的な内容

 問３で、地域づくりについて何らかの取組を実施していると回答した43都道府県を対象に、注力している取組の具体的な内容を自由記述
形式で質問したところ、34都道府県から回答が得られた。

① 法令・制度に関する市町村等への基本的な情報提供（4件）

• 福祉分野以外で活用できそうな補助金や支援制度の情報提供を行っている。

• 住民主体の地域福祉活動の推進のための事例提供

• 国のキャラバン事業を活用して先行事例の紹介。

• 国等からの情報提供を随時市町村へ共有している

② 市町村等を対象とした研修会・勉強会等の開催（19件）

• 市町村研修会の開催

• 今年度、研修を実施予定

• セミナー開催、事例検討会を実施

• 包括的な支援体制の整備に関する研修会の開催

• 市町村担当者及び関係機関を対象とした情報交換会の開催

• 研修会において地域づくりに関する実践報告を設定している。

• その年のテーマによるが、毎年研修を行っている。

• 県社会福祉協議会と協働し、研修会を開催している。

• 市町村を個別に訪問して意見交換を行ったり、研修会を開催して先行自治体
による事例発表等の場を設けている。

• 各自治体のお困りごとを把握し、その声をもとに研修会を企画している。

• 地域づくりに限らないが、重層的支援体制整備事業の後方支援事業を社会
福祉協議会に委託して実施しており、研修会や意見交換会を開催している。

• 地域づくりについてのみでなく、相談支援・参加支援・地域づくり全般の研修
会を実施

②（続き） 市町村等を対象とした研修会・勉強会等の開催

• 国の予算、「重層的支援体制構築に向けた都道府県後方支援事業」
も活用しながら、区市町村職員、区市町村社会福祉協議会職員を対
象としたシンポジウムを開催するなど、機運の醸成に努めています。

• 外部講師を招へいし、座学＋グループワークを内容とする研修を行っ
ており、相談事業や地域づくり事業についてデザインする視点を持っ
て、事業の実施状況を見直すよう伝えている。

• 市町と市町社会福祉協議会（地域づくりの担い手として）が合同参加
する、包括的支援体制の構築に向けた研修を実施している。

• 包括的な相談支援体制に関わる人を対象として、地域づくりなどを
テーマとした研修会を開催している。

• 地域づくりの取組を具体的にイメージしてもらえる場として、市町村職
員等を対象とした意見交換会及び学習会を実施。

• 県においては、市町村ごとの個別の勉強会等（アドバイザー派遣を含
む）を通して、「包括的な支援体制の整備」や「地域づくり」についての
説明とともに、当該市町村の取り組み事例を通して、「地域共生社会
の実現」の周知理解を得るよう取り組んでいる。

• 市町職員・相談支援機関の職員向けに地域共生社会の普及・啓発に
関するセミナーを実施している。令和６年度の研修では重層事業に取
り組む市町や他県の先進事例の講義等を予定している。

7 Mitsubishi UFJ Research and Consulting

問４ 地域づくりについて注力している取組の具体的な内容（続き）

（続き）

③ 福祉部門における市町村間の意見交換の場の提供（7件）

• 意見交換の場の提供

• 市町村担当者間での状況共有

• 市町村向け研修にて市町村同士でのグループワークを行っている。

• 各市町の情報交換の場の提供

• 地域づくりだけに特化したものではないが、先進自治体の取組共有や
市町村・社協間での情報交換

• 市町村関係課同士でのワークなどを行う研修会を実施

• 「重層的支援体制整備事業に向けた都道府県後方支援事業」の一環と
して、重層事業関係者（市町行政、市町社協等）を集めた情報交換会ま
たは研修会を開催し、市町担当者間のネットワークづくりや、重層事業
のメリデメ共有等を行っている。

④ 福祉部門以外を含む市町村間の意見交換の場の提供（0件）

⑤ 各市町村の取組状況や困りごと、課題等の情報収集（1件）

• 各市町村の取組状況や困りごと、課題等の情報収集

⑥ 各市町村の個別の課題に応じた支援（アドバイザー派遣など）（11件）

• 市町からの要望に応じて、アドバイザーを派遣し近隣市町を含めた意見
交換会などを行うことで、市町の支援を行っている。

• 地域活動に関するアドバイザー派遣の事業をしている。

• 地域の実践者等派遣による支援

• アドバイザーを派遣し他市町の好事例の共有等を行うことで各市町の
個別課題に応じた支援を行っている。

• 個別課題に応じた支援

• 社会資源の状況等が地域によって異なることから、各市町の個別の課
題に応じた助言等の支援を行う事業を実施。内容は次のとおり。

 県、県社協、市町社協などのコアメンバーによる打合せ

 市町の関係機関のセルフチェックによる課題の抽出及び共有（目標
の設定）

 目標達成に向けた取組の検討及び実行（大学講師などの有識者に
よる助言を含む。）

• アドバイザー派遣による個別支援

• 各市町村の課題に応じた助言等を行うアドバイザーを派遣している。

• 市町村へのアドバイザー派遣

• 重層的支援体制の整備に向けて取り組む市町へアドバイザーを派遣し、
地域づくりを含む重層事業の取り組みに関する困りごとや課題に対する
支援を行っている。 ／等
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問４ 地域づくりについて注力している取組の具体的な内容（続き）

（続き）

⑦ 精神保健、刑務所出所者、難病患者等、都道府県が支援関係機関と
なる分野での取組（0件）

⑧ 都道府県庁内での関係部署間の協議（0件）

⑨ 福祉部門以外との連携（2件）

• 他業種や福祉以外の機関との連携について

• 農村RMOの協議会に参画するなど、庁内連携も進めている。

※その他（3件）

• 地域づくりとして注力している取組はない。

• 今年度から、社会福祉協議会と連携し、「重層的支援体制整備促進事
業」を実施して、重層事業について実施や実施を検討している区市町
村、区市町村社会福祉協議会を支援するため、電話相談、訪問による
情報提供、助言等のほか、「体制構築に係る手法の分析と展開」、「事
例発表（報告）会」、「先行自治体情報交換会」、「報告集の作成」の４つ
の柱からなる事業を展開して、自治体の後方支援に取り組んでいる。
／等

9 Mitsubishi UFJ Research and Consulting

問５ 分野や制度の枠組みにとらわれない地域づくりとして注目している都道府県内の取組事例

取組事例として、次の市町村の名前が挙がった。

校内居場所カフェ取組内容
A県 A市
（重層事業を実施）

－事業実施前後の変化

地域づくりトークセッション（住民座談会）…地区ごとに開催。該当地区に関係のある方であれば誰でも参加することができ、「こんな

ことに困っている」「地域にこんなことがあるといい」「地域でこんなことがしたい」など、地域について話し合う。
取組内容

B県 B市
（重層事業を実施）

移行準備では２名体制だったところ、重層開始に伴い３名体制となった。
事業実施前後の変化

地域づくりミーティング…重層的支援体制整備事業第３号「地域づくり事業」担い手たちが集い、互いの活動内容、課題、やりたいこ

とを共有。コラボレーション企画を発案・実施取組内容

C県 C市
（重層事業を実施）

重層事業は市民の生の声が聞ける場として様々な部署に活用されており、庁内の関係職員は事業実施の効果を感じている模様。

重層事業実施検討の過程が、専門職含めた職員が本気で地域福祉を考える機会となり、人口減や限界集落といった現状を踏まえ、

住民の暮らしを守るためになにが必要なのか、職員が考えるきっかけとなっていた。

事業実施前後の変化

お互い人や顔を知り合っていること、 声をかければ集まってくれるフットワークのよさ（＝担い手）を活かして、 “かさなる会議“等を

通じた事業を展開重層事業を実施している
取組内容

D県 D村
（重層事業を実施）

不明事業実施前後の変化
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 高校生や大学生が地域福祉課題の解決に取り組む市民活動団体と協働し、地域活動の活性化を図っていたりと新しい枠組みでの

地域作りに取り組んでいる。
取組内容

E県 E市
（重層事業を実施）  地域づくりの拠点先に必要な支援機関や地域資源につなぐための役割を明確にした職員（エリアマネージャー、コーディネート推進員

等）を配置、また、まちの課題解決に向けた他分野との情報共有・連携を強化する等、重層事業実施を大きなきっかけとして、取り組

み内容と体制の充実が図られた。

事業実施前後の変化

 漁福連携取組内容
F県 F市
（重層事業を実施）

 参加支援メニューの充実事業実施前後の変化

 地域の交流拠点取組内容
F県 G市
（移行準備事業を実施）

 市内他地域への展開（2か所目が開所予定）事業実施前後の変化

地域食堂ネットワークを活用した孤独・孤立対策プラットフォームの立ち上げ取組内容
H県 H市
（重層事業を実施）

－事業実施前後の変化

不登校児や子育て家庭の受け皿として、地域センターの平日昼間（第１・３水 9:30～13：00）を全館貸し切りにして、多世代、多分野の方

が自由で居心地の良い地域の場所を提供。
取組内容

I県 I市
（重層事業を実施）

ない事業実施前後の変化

（続き）

問５ 分野や制度の枠組みにとらわれない地域づくりとして注目している取組事例（続き）

11 Mitsubishi UFJ Research and Consulting

問５ 分野や制度の枠組みにとらわれない地域づくりとして注目している取組事例（続き）

住民に身近な小学校区を活動圏域とする団体へ支援を行い、住民が主体となって地域課題の把握やその解決に取り組む事業を推進す

る。
取組内容

J県 J市
（重層事業を実施）

地域の見守りネットワークの中で把握した複雑・複合的な課題を抱える住民やその世帯について、地域の中での解決が難しい場合は、重

層的支援体制整備事業の多機関協働事業へとつなぐことで、役割分担しながら支援を行えるようになった。
事業実施前後の変化

地元のＮＰＯ法人と連携し、人と人、商店・企業と地域、人とモノをつないでいく「地域循環型コラボ」の登録制プラットフォームを構築し、そ

れぞれがコラボレーションできる環境を整えている。
取組内容

J県 K町
（移行準備事業を実施）

移行準備事業の受託を契機に、新たな拠点を設立し、それまで実施していた様々な居場所づくり等の取組を統合事業実施前後の変化

市内の旧小学校区の１８校区すべてに地域振興協議会を設置。世代や属性を超えた取り組みに対して補助を実施している。取組内容
L県 L市
（重層事業を実施）

ない事業実施前後の変化

地域おこし協力隊やｅスポーツとの連携による取組み取組内容
M県 M市
（移行準備事業を実施）

事業実施関係者の多様化、関係団体等での連携強化事業実施前後の変化

年金支給日に金融機関での相談窓口の設置（年金支給日は、多くの高齢者がお金を引き出すために金融機関を訪れていることから、そ

れに合わせて金融機関に相談窓口を設置し、生活面・健康面の相談受付や各種情報の周知、特殊詐欺被害の防止につなげるため、モデ

ル的に８月より実施。参加機関（包括支援センター、保健センター職員））。今後は他の関係機関とも連携して、相談窓口の拡大や周知の

情報充実などを図っていくこととしている）。

取組内容
N県 N町
（いずれも実施なし）

－事業実施前後の変化

（続き）
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問６ 包括的な支援体制の整備に向けて、都道府県の今後の取組として検討していること

 相談支援は、「今後の取組として具体的に検討しているものがある」と答えた都道府県が19件と最も多い。

 地域づくりは、「今後の取組として具体的に検討しているものがある」と「どのような取組をしていけばよいかわからない」が同数で14件と
なっている。

 相談支援、地域づくりのいずれも、「今後の取組を検討する予定は、特にない」が10件となっている。

相談支援について（単一回答、n=45） 地域づくりについて（単一回答、n=45）

4.今後の取
組を検討す
る予定は、特
にない

3.どのような
取組をしてい
けばよいの
か分からな
い

2.考えはある
ものの、取組
内容を具体
化できていな
い

1.今後の取
組として具体
的に検討して
いるものがあ
る

合計

101061945
合計

22.2%22.2%13.3%42.2%100.0%

4.今後の取
組を検討す
る予定は、特
にない

3.どのような
取組をしてい
けばよいの
か分からな
い

2.考えはある
ものの、取組
内容を具体
化できていな
い

1.今後の取
組として具体
的に検討して
いるものがあ
る

合計

101471445
合計

22.2%31.1%15.6%31.1%100.0%

1. 今後の取組と

して具体的に検

討しているもの

がある（19件）

2. 考えはあるも

のの、取組内容

を具体化できて

いない（6件）

3. どのような

取組をしてい

けばよいのか

分からない

（10件）

4. 今後の取組を

検討する予定

は、特にない

（10件）

1. 今後の取組と

して具体的に検

討しているもの

がある（14件）

2. 考えはあるも

のの、取組内容

を具体化できて

いない（7件）

3. どのような

取組をしてい

けばよいのか

分からない

（14件）

4. 今後の取組を

検討する予定

は、特にない

（10件）
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問6-1 地域づくりについて、検討している今後の取組内容や考え

 問６で、地域づくりついて、「今後の取組として具体的に検討しているものがある」、または「考えはあるものの、取組内容を具体化できてい
ない」と答えた21都道府県に対し、検討している今後の取組内容や考えを自由記述形式で質問したところ、21都道府県すべてから回答が
得られた。

① 法令・制度に関する市町村等への基本的な情報提供（6件）

• 事業アセスメントと地域アセスメントの重要性を市町村へ伝え、それぞれ
実施する意向がある市町村に対しては支援を行う。

• 県で把握している地域資源の現状把握・整理を行い、市町村での包括
的な支援体制への活用に向けて情報提供・支援を行う。

• 地域づくりを含めた包括的支援体制に係る研修の実施、住民主体の地
域福祉活動に係る事例提供等

• 地域づくりに特化したものではないが、総合相談支援体制構築のプロセ
ス等をまとめた報告書を作成し、市町村等へ周知する予定。

• 地域づくりの好事例を実践している市町村と連携して、実践事例の紹介
や課題の共有等を行う。

• 「包括的な支援体制の整備」に係る都道府県キャラバンにおいて、県外
及び県内の先行自治体から報告をいただき、県内市町村へフィードバッ
クする予定

② 市町村等を対象とした研修会・勉強会等の開催（8件）

• 重層事業実施のとっかかりを作る研修（全県）の実施

• 引き続き、自治体の状況を把握し、お悩みに応じた研修会を開催する。

• 研修等の内容について、新たな内容を導入できないか検討中

• 研修を継続的に実施する予定である

• 福祉分野以外の地域づくりに携わる関係者も対象とした研修会の開催。

• セミナー等を通して、重層事業先行市事例の共有や実施にあたっての
評価活動の共有等を行う予定。

② （続き）市町村等を対象とした研修会・勉強会等の開催

• 地域づくりを含めた包括的支援体制整備に関する市町村職員等の理解
促進（研修会実施等）

• 県社会福祉協議会と協力してのセミナー開催

③ 福祉部門における市町村間の意見交換の場の提供（1件）

• 県内地域間での情報共有等による連携強化

④ 各市町村の取組状況や困りごと、課題等の情報収集（3件）

• 県内市町村の取組事例の収集

• チェックリストによる各市町の実態把握。

• 県内市町村のニーズを把握し、県として可能な支援を考えていきたい。

⑥ 各市町村の個別の課題に応じた支援（アドバイザー派遣など）（4件）

• 引き続き市町村間での情報共有や専門家の派遣を通じ、市町村への支
援を行う。

• 引き続きセミナーの開催やアドバイザー派遣、研修を通して地域と連携
して課題解決できるような人材の育成を行う。

• 現在実施している取組を継続しつつ、市町村の規模や現状、ニーズに
応じた支援を随時展開する。

• 市町村担当者への直接的な伴走支援（定期訪問による事業の検討や
関係機関等との協議への支援）の実施を検討。

⑦ 福祉部門以外との連携（1件）

• 現在、各市町の個別の課題に応じた助言等の支援を行う事業を実施し
ており、今後は、福祉分野だけでなく、様々な関係者が参画しながら取
組を協議する体制の整備に向けた後押しができるような事業展開として
いきたいと考えている。
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問7 分野や制度の枠組みにとらわれない地域づくりの推進に必要な取組、課題

 包括的な支援体制の整備に向けた、分野や制度の枠組みにとらわれない地域づくりの推進に必要な取組、想定される課題について、自由
記述形式で質問したところ、32都道府県から回答が得られた。

■市町村の理解促進（2件）

• 市町村に具体的な例を提示し、各市町村でも実現可能な取り組みであ
る認識を持たせること。

• 地域づくり推進の前段階として、包括的支援体制整備に係る社会福祉
法上の規定や概念（重層的支援体制整備事業の位置づけも含む）お
よび必要性を市町村が理解すること

■多機関連携（9件）

• 県や市町それぞれの行政内でも福祉の部署だけでなく、まちづくりの
部署を含めて検討するなど様々な部署を巻き込んで地域づくりを進め
ていく必要があると思う。

• 庁内においてもなかなか縦割り意識が抜けないことに加え、地域資源
とのつながり作りを苦手とする行政職員は多いと思います。

• 重層事業や地域共生社会の担当だけではなく、関係分野の職員が自
分の仕事の一部としてとらえ、一体となって包括的な支援体制を整備
に向けて取り組める組織づくりが肝なのではないかと感じています。

• 包括的な支援体制の所管が厚労省であるため、いかに他部局（特に
企画部門（まちづくり））に主体性をもってもらうかが課題。

• 関係する部局・各課の具体的な連携方法（特に福祉部門以外）

• 既存の制度や仕組み、補助金等との棲み分けや分担の整理

• 新たな機能強化のみならず、既存の資源での連携強化に関する取組

• 各自治体の各所属間内での連携や理解が課題になると考えられる
（実際、そういった御意見をよくうかがう）。

• 市町村における課題として、他分野を担当する部局との連携の難しさ
や、小規模自治体においてはマンパワー不足などがあると考える。

■包括的な支援体制の分かりにくさ（4件）

• 包括的な支援体制の整備（第106条の3）については、その手法として
位置づけられている重層的支援体制整備事業（第106条の4）と比べ、

残念ながら、わかりにくい概念となっている。つまり、何を、どのように
すれば、包括的な支援体制の整備が行われているか、当該自治体が
自ら評価することや、外部からその取組を評価することが難しいものと
なっている。

• 重層事業のスキームがまさに重層的であり、制度に対する理解が得ら
れにくい課題がある。（担当者が異動等で変わるたびに「重層＝単なる
ワンストップ化」というイメージを持つ職員が絶えないという声を市町村
から聞く。）そのため、都道府県においては市町村等向けの研修、市町
村においては庁内関係課や市町村社協との連携を図るための会議や
勉強会を定期的に開催することが必要だと考える。

• 異なる分野の所属や機関、団体への制度理解が進んでいないことに
より連携体制を整備するのに時間がかかることが課題と考える。今後
は、住民も含めた周知・啓発により制度や目的の理解を図り、参加協
力を得やすくする取り組みが必要と考える。

• 「地域づくり」という概念が抽象的ため、課題や必要な取組が具体化し
難いことが課題。どうなれば「地域づくり」ができていないか、できてい
るかというかの設定が曖昧なため、新しい取組みの要否や具体的にど
のようなことを取り組むべきかについて判断しがたいと思われる。
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問7 分野や制度の枠組みにとらわれない地域づくりの推進に必要な取組、課題（続き）

（続き）

■持続可能な体制づくり（2件）

• 分野を超えた連携や、地域資源との連携が進んでいる自治体におい
ても、属人的になっている場合が多いと感じている。

• 継続的に取り組みを進めるため、異動があっても引き続き中心となっ
て取り組みを進めることができる人材の育成と、組織として包括的な支
援を行う連携体制の整備が課題と考える。

■細やかな支援（2件）

• 市町村ごとに取り組みの進捗状況が異なっており、抱えている問題も
様々であるため、全体研修により取り組みを推進する段階から市町村
個々の悩みを解決する段階に移行しつつあると感じており、アドバイ
ザー派遣等の取り組みを行い個々の課題の抽出・解決を行っていくこ
とが重要であると考えている。

• 県内市町村のニーズを把握し、県として可能な支援を考えていきたい。

■地域住民との協働（4件）

• 地域住民に対し、福祉活動への参加をどのように促していくかが課題
となっている。

• 地域づくりは庁内連携だけではできず、社協をはじめ住民や民間支援
団体等の地域の力が不可欠であるが、地域と行政が同じ方向を向い
て取組を行うことは、庁内連携よりも難しく時間もかかり、どう地域の理
解を得るかが課題であると考える。行政が目指すところを示すだけで
なく、生活支援コーディネーターや自治会、こども食堂等の既存の制度
や支援を活用して住民のニーズや地域課題を把握し、適切な支援に
つなげることで、１件１件成果を着実に積み上げることが必要である。

• 携わる分野や属性等を問わず人と人とをつなぎあわせていく場の形成、
住民の参加促進、住民と市町村との関係構築

• 福祉相談のデジタル化等により現在県内８市と検討会を実施。今後も
デジタル化の枠にとらわれず情報共有等を進めていきたい。

■地域資源、取組事例の把握（8件）

• 市町村でどのような事業を実施しているかを分析・評価（事業アセスメ
ント）するとともに、地域にどのようなニーズがありどのような資源があ
るのかを調査・分析・評価（地域アセスメント）し、それらを勘案して自治
体の事業の実施体制を検討する（新規、継続、組み換え、廃止の検
討）のことが重要だと考えている。県としては、市町村が希望する場合
に、前述した取組を実施するための支援を行うべきだと考えている。

• 自治体の規模に応じた先進事例の共有。

• 市町において、まずは、社協を含む社会福祉法人、NPO法人、任意団

体など、地域の多様な主体による取組（社会資源）を把握することが必
要だと思われる。その後、必要に応じ、どのような連携、協働が有り得
るかなどを関係者間で検討することが望ましい。なお、県においては、
そうした市町の取組に関して、横展開を図ることや助言を行うことなど、
後方支援の視点で継続的に働きかけることが求められると考えている。

• 各市町がそれぞれの課題と強みをまず把握し、主体的に事業をデザイ
ンできるような段取りや進め方の共有に向けた推進活動が重要である
と考えています。

• 他県自治体の取組事例の情報収集

• まずは、市町の強み、弱みを把握することが必要と考えます。その上
で、地域の社会資源をどれだけ取り込んでいけるかが重要になると考
えます。

• 地域においてどのような資源があるか把握していない、把握して結び
つける人材の不足

• まずは、各地域での現在の取組状況を自治体職員とともに確認してい
くことが重要であることを痛感しているものの、現時点で一部市町村の
一部分しか確認できていない。県においてもマンパワー不足が課題で
あり、市町村と密に情報共有を図るための人員配置体制等の見直し
や委託事業の予算確保などが課題となっている。
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問7 分野や制度の枠組みにとらわれない地域づくりの推進に必要な取組、課題（続き）

■重層事業実施のための体制確保（マンパワー不足等）（5件）

• 事業の必要性や有用性は理解しながらも、現状の業務に忙殺されて
おり、新たな取り組みに踏み出せないところが多いのではないか。

• 地域の相談者が様々な支援ニーズを抱えている場合、アウトリーチ等
を通じた支援を要するため、各相談支援事業から多機関協働事業に
つなぎやすい体制を構築することが必要

• 地域福祉支援コーディネーターの担い手不足、相談支援員のスキル
アップ、新たな事案に関わることに対する負担感の軽減

• 包括的な支援体制の構築に向けては、地域づくりを推進していくため
の人員体制を充実させることが課題と考える。

• 都道府県や市町村に必要な取組は、県域のスケールメリットを活かし、
福祉分野にとどまらない(住宅、まちづくり、農業部局等)取組の模索、

県庁内の福祉部局を超えた分野横断化、市町村への長期的な支援を
見据えた県の体制の構築・維持。課題は、人口減少による担い手不足。
それに伴う地域資源の少なさ。県として、市町村の主体性を引き出せ
るような働きかけ方

■財政支援（2件）

• 重層事業の実施に向けた人員確保（専門職の派遣などによる増員）や
財政支援（意向によるインセンティブの付与）が、とりわけ小規模自治
体には必要

• 包括的な支援体制の整備（第106条の3）を推進するためには、従来の

少子、高齢、障害、生活困窮の枠組みにとらわれない予算制度が必要
だと考える。社会福祉法の改正に向けた「地域共生社会の在り方検討
会議」が国で組織されており、重層事業について、「財源の在り方を含
む持続可能な制度設計」が「議論の視点」として挙げられている。自治
体からは、目玉であるはずの交付金事務が複雑であるとともに、煩雑
であることを懸念した声が聞かれる。包括的な支援体制の整備（第
106条の3）に向けて、概念だけではなく、予算が執行しやすいこと、体

制整備に向けた予算措置が行われること、が必要と考える。（また、包
括的な支援体制の整備と重層事業とで、財源面で、重なり合う部分が
あるのか、合わないのか、自治体がわかるように説明する必要がある
と思う。）

■その他（3件）

• 特にない

• 既存分野の「地域づくり」に留まっている。

• 本県では包括的な支援体制の整備について、体制整備市町村数がＫ
ＰＩとなっているが、何をもって包括的な支援体制が整備できたとするの
か、県としての指標の設定が課題となっている。

（続き）
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